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要 約 

 

はじめに 
1. 本ファイナル・レポートは、2012年3月30日、国際協力機構(JICA)とケニア国政府との

間で締結された協議議事録(R/D)に従って実施された開発計画調査型技術協力「ケニア

国半乾燥地小規模灌漑開発管理プロジェクト」に係る最終調査成果の報告である。 

2. プロジェクト目標：農民参加型小規模灌漑開発及び適切な営農の推進を通じて、食料・

農業生産に係る干ばつへのレジリエンスが強化される。 

3. 期待される成果 

1. パイロットサイトを選定の上、農民参加により小規模灌漑施設が建設される。 

2. 農民による灌漑施設の維持管理能力および適切な営農実施能力が向上する。 

3. 水灌漑省職員の農民参加型小規模灌漑開発にかかる能力が向上する。 

4. 農民参加型小規模灌漑開発に係る手法及びガイドラインが整備される。 

 
4. プロジェクト対象地域：ケニア国における半乾燥地に位置する8カウンティー である。 

5. 本プロジェクトは水灌漑省の下に以下の調整委員会を設立し、中央と地方の調整を図

る。 

委員会名 協議事項 

Project Steering Committee (PSC) 最高意思決定機関 

政策関連事項、事業計画／予算に関する承認 

Project Coordinating Committee (PCC) 事業計画、予算、報告書のレビューなど、技術

面における協議調整 

Project Management Team (PMT) 各活動にかかる協議調整 

Pilot Scheme Coordinating Committee (PSCC) 各パイロット地区における事業実施にかかる

協議調整、および水利組合の支援 

プロジェクトの背景 

6. 2000年から2003年にかけて、JICA は持続可能な小規模灌漑事業の推進を目的として

「ミニ・プロジェクト」を実施した。本プロジェクトは、1997―98年に実施されたケ

ニア山麓灌漑開発計画調査から得られた様々な課題に対応すべく形成された。その課

題は、水利組合の能力強化、政府職員のためのガイドライン整備と能力強化プログラ

ムの必要性であった。 

7. ケニア国中南部持続的小規模灌漑開発管理プロジェクト（SIDEMAN プロジェクト）

は灌漑事業ガイドライン、灌漑水利組合フレームワーク、職員研修マスタープランな

ど、ミニ・プロジェクトの成果を現場で実証することを目的として実施された。本プ

ロジェクトは SIDEMAN プロジェクトの経験の半乾燥地への適用を意図している。 

8. 小規模園芸栽培振興プロジェクト(SHEP)はその終了時評価において活動の成果を農

業省より認められ、そのアプローチ方法は有効である点が確認された。小規模園芸農

民組織強化振興ユニット(SHEPユニット)がSHEPアプローチをケニア全国に普及させ

る事を目的に農業省園芸局内に設立され、小規模園芸農民組織強化振興ユニット・プ

ロジェクトが実施された(2010年5月～2015年2月)。本プロジェクトでは、SHEP アプロ

Source: JICA Team 
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ーチを半乾燥地域に適用するものである。 

パイロット地区の選定 

9. パイロット地区選定のための基準を以下のとおり設定した。 

 

 
 

10. 選定された Batch 1および Batch 2パイロットサイトは以下のとおり。 

Batch 1パイロットサイト 

地区名 カウンティー サブ・カウンティー 灌漑面積 (ha) 水利組合員数 

Kasokoni Taita-Taveta Taveta 33 44 

Mdachi Kilifi Ganze 30 82 

Olopito Narok Narok North 77 82 

Gatitu/Muthaiga Laikipia Laikipia West 57 252 

Tumutumu Meru Igembe South 90 450 

Kaben Elgeyo-Marakwet Marakwet East 362 530 

Murachaki Embu Mbeere North 172 430 

Muungano Tharaka-Nithi Tharaka South 167 418 

 

Batch 2パイロットサイト 

地区名 カウンティー サブ・カウンティー 灌漑面積 (ha) 水利組合員数 

Challa/Tuhire Taita-Taveta Taveta 300 700 

Mangudho Kilifi Ganze 16 40 

Shulakino Narok Narok North 40 172 

Kiamariga/Raya Laikipia Laikipia West 60 140 

Kaumbura Meru Igembe South 200 500 

 

 

 

No. Category
Score Item

1 2 Climatic Conditions
2 5 Land Tenure
3 10 Area
4 15 Water Resources
5 15 Crop Production
6 10 Irrigation Facilities
7 20 Organization in the Scheme
8 6 Accessibility
9 10 Markets and Market Information

10 7 Environmental Issues
Total 100

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 



 

S - 3 

パイロットサイトのフィージビリティ調査および詳細設計 

11. Batch 1パイロットサイトの実施は緊急性を要したため、フィージビリティ調査および

詳細設計はローカルコンサルタントに再委託で実施した。Batch 1パイロットサイトの

調査を通じて、調査手法に関する技術移転が SCIO および SCAO へと行われ、Batch 2
パイロットサイトの調査では、Batch 1パイロットサイトの調査で得られた経験を基に、

彼ら自身が主体となり調査を行う事が期待された。 

12. 調査期間中に、過剰灌漑による低い作物生産性、灌漑事業を管理するには不十分な水

利組合（IWUA）の能力、不十分な既存灌漑施設の維持管理などが明らかになった。 

13. 各地区よりの収集情報、サブカウンティーレベルおよび国家統計、および、受益者お

よび農業関連職員からの聞き取り調査をもとに、以下の栽培作物が提案された。 

Batch 1 パイロットサイト計画導入作物 

 

Batch 2 パイロットサイト計画導入作物 

 
14. 詳細設計において、各サイトの新設もしくは改修対象の灌漑施設が以下の通り提案さ

れた。それら提案の内、予算と活動期間を考慮に入れつつ、プロジェクトで実施すべ

きスコープについて協議が行われ、合意が得られた。 

 

作物 \ サイト Kasokoni Mdachi Olopito Gatitu/Muthaiga Kaben Murachake Tumutumu Muungano
トウモロコシ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
豆類* ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
トマト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
タマネギ ○ ○ ○ ○ ○ ○
サヤマメ ○ ○ ○
キャベツ ○
ケール ○ ○
オクラ ○
アマランタス ○
ラッカセイ ○ ○
サツマイモ ○
ジャガイモ ○
マンゴー ○
バナナ ○ ○ ○ ○
*間作用のリョクトウを含む 出典 : JICA Team

Crop/ Scheme Challa/Tuhire Mangudho Shulakino Kiamariga/Raya Kaumbura
トウモロコシ ○ ○ ○ ○
豆類* ○ ○
トマト ○ ○ ○ ○ ○
タマネギ ○ ○ ○ ○ ○
キャベツ ○ ○
メロン ○ ○
バナナ ○
青トウモロコシ ○
アマランタス ○
カプシカム ○ ○
ニンニク ○
ポーポー ○
*間作用のリョクトウを含む 出典 : JICA Team
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Batch 1 パイロットサイトで提案された灌漑施設 

 

Batch 2 パイロットサイトで提案された灌漑施設 
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取水堰

新設/ 改修/ 適用外 改修 新設 新設 適用外 新設 改修 改修 新設

堰長 (m) 15.6 16.0 16.0 16.0 20.0 8.0 24.0
堰高 (m) 2.2 1.7 1.5 1.75 1.50 1.20 1.00

灌漑体系 開水路 開水路 パイプライン パイプライン 開水路 パイプライン パイプライン パイプライン

幹線水路 幹線水路 幹線パイプ 幹線パイプ 導水水路 導水パイプ 導水パイプ 幹線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 1 1 1 2 1 1 1 2
全長 (m) 1,886 458 3,646 9,065 13,000 2,125 1,271 12,613
附帯構造物 (個) 39 5 26 75 36 13 11 90

支線水路 二次水路 二次パイプ 支線パイプ 幹線水路 幹線パイプ 幹線パイプ 支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 20 2 5 25 1 1 3 224
全長 (m) 5,546 1,231 2,943 8,738 5,853 10,875 11,547 12,613
附帯構造物 (個) 192 19 36 149 22 70 80 418

三次水路 三次パイプ 支線水路 二次パイプ 二次パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 10 3 11 19 3
全長 (m) 2,548 564 6,773 13,000 11,191
附帯構造物 (個) 108 6 65 213 67

支線パイプ 支線パイプ 支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 5 46 100
全長 (m) 6,455 29,667 56,805
附帯構造物 (個) 5 192 475

出典 : JICA Team
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取水堰

新設/ 改修/ 適用外 改修 新設 改修 改修 新設

堰長 (m) 12.7 40.0 11.3 4.5 10.0
堰高 (m) 1.0 1.5 3.0 1.0 1.50

灌漑体系 開水路
ポンプ揚水
パイプライン

パイプライン パイプライン 開水路

導水水路 幹線パイプ 幹線パイプ 幹線パイプ 幹線水路

水路/パイプラインの数 (本) 1 2 2 2 1
全長 (m) 1,083 1,977 2,795 3,900 3,190
附帯構造物 (個) 2 10 25 40 4

支線水路 リンクパイプ 二次パイプ 二次水路

水路/パイプラインの数 (本) 1 1 8 8
全長 (m) 745 100 3,561 3,015
附帯構造物 (個) 3 0 8 60

二次水路 二次パイプ 三次水路

水路/パイプラインの数 (本) 5 7 60
全長 (m) 14,902 923 6,000
附帯構造物 (個) 175 9 120

支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 10
全長 (m) 740
附帯構造物 (個) 10

出典 : JICA Team

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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プロジェクトサイト事業実施の基本アプローチ 

 
15. 本プロジェクト目標「食料・農業生産に係る干ばつへのレジリエンス強化」を以下の

通り設定した。 

「灌漑農業を中心に、灌漑用水の安定供給、農民の営農技術向上を通じて、作物の安

定生産・収量増加、作目の多様化などを図り、農家所得向上・安定化を目指す。活動

を通じて、通常年において干ばつ時に備えた食糧備蓄／貯蓄を行い、さらに、干ばつ

時の作物被害軽減および早期回復を図る」 

 

16. 本プロジェクトの主要活動コンポーネントを以下に示す。 

 
期待される成果 主要活動コンポーネント 

灌漑施設の建設 
 

建設前の諸手続き 
水利組合による灌漑施設建設 
建設業者による灌漑施設建設 

水利組合の能力向上 
 

水利組合組織力強化 
水管理および運営維持管理 
モニタリング／評価 

政府職員の能力向上 
 

研修ニーズの評価 
研修の実施 

ガイドラインの整備 
 

現場活動のフィードバック 
ガイドラインの改訂 
セミナーの実施 

* 環境管理プログラムは上記活動とともに実施される。 Source: JICA Team 
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17. プロジェクト地域の問題点、開発アプローチ、活動の関係を以下の図に示す。 

 
 

灌漑施設建設コンポーネント 
18. 詳細設計完了後、建設工事に関する覚書（MOU）は、i) M.O.A.L.F によって代表され

たケニア国政府と JICA、そして JICA ミッション代表、ii) 各灌漑地区の水利組合、iii) 
関係するカウンティー政府担当者（SCIO、関連政府職員）の3者によって調印・締結

された。 

19. MOU には次の事項が含まれる。 

- 農民参加型工事と建設業者工事の各工事内容 

- 建設工事における農民の貢献度 

- 建設工事の全体工程 

- 建設工事における農民の責務 

- 建設工事におけるケニア政府と JICA の責務 

- 建設工事におけるカウンティー政府の責務 

- 品質管理 

安全管理 等 

 
20. 建設工事は、農民参加型工事および建設業者による工事に大別される。 

21. 農民参加型工事において JICA とケニア政府からの資金提供は、以下のとおり。 

- パイプ、パイプ付属品、セメント、砂、砂利等のパイプライン、開水路建設に必要な

材料、道具 

- 建設工事に必要な技術作業員（左官工、パイプ配管工） 

Source: JICA Team 
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- 岩掘削に必要な建設機械と作業員 

 

22. 水利組合員に要求される貢献内容は以下のとおり。 

- 簡単な掘削、締め固めを伴う埋め戻し、技術作業員指導によるコンクリートの練り混

ぜ、打ちこみ等の簡易な現場作業 

- 資材置き場から作業現場までの建設資材の運搬 

- パイプ敷設・接続時、ii) 開水路のライニング工事等の関連工事の補助 

- WRMA 要求による調整池の建設 
 
23. カウンティー政府は、以下の責務と役割を担う。 

- 農民グループや各地区の共同体が、灌漑事業計画、設計、実施時に発生する紛争の解

決のために調整が必要となった場合、その解決に向けて援助を行う。 

- 灌漑事業が円滑に実施されるように、他の実施機関や省庁との協同を行う。 

 
24. Gatitu/Muthaiga 地区を除き、取水堰、導水／幹線パイプラインなど技術的に難易度が

高い工事については、業者による工事を実施する。 

25. 各地区で合意された建設工事のスコープを以下に示す。 

Batch 1パイロットサイトの建設工事スコープ 

地区名 農民参加型工事 建設業者工事 

カソコニ 

（Kasokoni） 

幹線水路の改修工事 取水堰の改修工事 

導水パイプライン建設工事 

水利組合事務所建設 

オロピト 

（Olopito） 

幹線、支線、配水、末端パイプラ

インの建設工事 

取水堰の建設工事 

導水路の建設工事 

幹線パイプラインの建設工事 

ガリ横断工建設工事 

各種弁室設置工事 

水利組合事務所建設 

トゥムトゥム（Tumutumu） 幹線、支線、末端パイプライン建

設工事 

取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

ガティトゥ/ムタイガ 

（Gatitu/Muthaiga） 

幹線、末端パイプライン建設工事 なし 

ムダチ 

（Mdachi） 

幹線、2次、3次開水路建設工事 取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

ムラチャキ 

（Murachaki） 
なし 

取水堰の改修工事 

水利組合事務所建設 

ムンガノ 

（Muungano） 
なし 

取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

カベン 

（Kaben） 

導水路の構造物の建設工事 導水路の緊急性の高い構造物の建

設工事 

 
Source: JICA Team 
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Batch 2パイロットサイトの建設工事スコープ 

地区名 農民参加型工事 建設業者工事 

トゥヒレ/チャラ

（Tuhire/Challa Harambee） 

支線水路の改修工事 
なし 

マングード 

（Mangudho） 

導水管の敷設工事 ポンプ室、貯留水槽建設工事、導水

管の掘削/埋め戻し 

シュラキノ 

（Shulakino） 

幹線、支線、末端パイプライン

建設工事 

取水堰の改修工事 

導水管の敷設工事 

分水升、各種弁室の建設工事 

キアマリガ/ラヤ 

（Kiamariga/Raya） 

幹線パイプライン 
なし 

カウンブラ 

（Kaumbura） 

取水堰、分水工、幹線開水路建

設工事 
なし 

 
26. PMT は SCIO に対して、品質管理、安全管理など施工監理に必要なガイダンスを行う。 

27. 2016年4月末現在の工事成果を以下に示す。 

地区 
名称 

(個数) 
開水路 

パイプライン 

開水路/パイプラインの延長

(m) 
残工事の詳細 

全工事 
計画 

JICA 
工事 

残工事 

Batch1       

Kasokoni 
取水堰 

(1) 
幹線水路 1,886 1,886 0 

(1)開水路の掘削 
(2)排水路の岩掘削 

Mdachi 
取水堰 

(1) 

幹線水路 458 458 0 
(1)2 次水路の建設 
(2)給水施設 

2 次水路 1,231 0 1,231 
3 次水路 2,556 0 2,556 

Olopito 
取水堰 

(1) 

幹線ライン 3,646 3,511 135 (1)主幹線パイプラインの下流側

岩掘削 
(2)支線水路 下流側 
(3)給水施設 

支線ライン 2,941 311 2,630 
末端ライン 564 0 564 
給水ライン 6,431 673 5,758 

Gatitu/Muthaiga なし 
幹線ライン 9,105 5,996 3,109 (1)下流側の弁室･横断工等の建設

材料と技術作業員 
(2)下流側の支線ライン 
(3)下流側の給水施設 

支線ライン 8,736 3,930 4,806 

Kaben 
主構造物 

(7) 
主要ライン - - - なし 

Murachaki 
取水堰 

(1) 
なし - - - なし 

Tumutumu 
取水堰 

(1) 

導水ライン 1,271 1,271 0 (1) 幹線と支線の下流側の弁室･

横断工の建設材料と技術作業員 
(2)幹線と支線の下流側のパイプ

工事 
(3)下流側末端と給水装置 

幹線ライン 11,547 9,153 2,394 
支線ライン 11,412 4,457 6,955 

末端ライン 54,983 15,294 39,689 

Muungano 
取水堰 

(1) 
なし - - - なし 

 

 

 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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地区 
名称 

(個数) 
開水路 

パイプライン 

開水路/パイプラインの延長

(m) 
残工事の詳細 

全工事 
計画 

JICA 
工事 

残工事 

Batch2       
Tuhire/Challa 
Harambee 

なし 支線水路 2,750 1,375 1,375 
(1)支線水路のライニング工 
(2)道路横断工 

Mangudho 
ポンプ室 
貯溜水槽 

(2) 
送水管 738 738 0 なし 

Shulakino 
沈砂水槽 

(1) 
幹線ライン 1,745 1,729 16 

なし 
支線ライン 475 0 475 

Kiamariga/Raya なし 

Kiamariga 
幹線 

2,440 2,440 0 (1)キアマリガ支線パイプライン 
(2)取水堰改修 
(3)ラヤパイプラインシステム改

修 
 

Kiamariga 
支線 

1,910 0 1,901 

Raya 幹線 1,460 0 1,460 
Raya 支線 1,660 0 1,660 

Kaumbura なし 幹線水路 2,360 1,000 1,360 (1)幹線水路のライニング 

 
28. PMT より SCIO に対する、研修／ワークショップおよび実地指導により、彼らの施工

監理能力は向上した。 

29. 農民工事の進捗が低いサイトに対しては、PMT が IWUA に対してコミュニティー再

動員計画を実施した。活動は、IWUA メンバーからの聞き取り、灌漑ブロックごとの

会議、行動計画作成と IWUA 総会での承認、再開した建設工事へのモニタリングなど

である。IWUA に対する継続的な支援およびモニタリングが、工事の進捗向上につな

がった。 

IWUA 能力向上コンポーネント 
30. 今後、灌漑施設建設後、施設の維持管理に対する水利組合の組織力の強さ、つまり、

施設を利用して水資源を適切に管理できる能力が重要になる。そのため、本プロジェ

クトは、水利組合員に対し、灌漑施設管理に必要な知識と技術習得のため研修および

実地訓練を実施し、ひいては、水利組合が持続的な灌漑システム維持管理能力を持つ

ことを目標とする。 

  

Source: JICA Team 
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31. SCIO/SCAO との協議、およびプロジェクト初期段階で得られた経験を踏まえ、以下の

5研修プログラム（ユニット）を計画した。 

研修コース 主な研修内容 
ユニット 1：コミュニティーの活性化、及び水利組

合組織の形成とマネジメント 
 IWUA の役割と責任  
 IWUA 組織化のプロセス 
 定款と法的資格  
 法的枠組み（水法、WRMA など） 

ユニット 2：リーダーシップと紛争処理  IWUA 組織とその機能 
 IWUA におけるリーダーシップ 
 紛争、紛争解決 

ユニット 3：財務管理と記帳方法  財務管理の紹介 
 活動記録の作成方法 
 会計報告 

ユニット 4：圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農

業 
 土壌、水の関係 
 作物用水量  
 作物カレンダーの作成  
 灌漑方法 
 苗代作り、圃場管理  
 収穫後処理および加工 

ユニット 5：灌漑システムマネジメント  システム維持管理における IWUA の責任 
 灌漑水配分  
 灌漑水流量測定およびモニタリング 
 維持管理計画作成および活動実施 
 O&M コストの徴収 

 

  

Source: JICA Team 
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32. それぞれの研修プログラムを、以下の手順に従い実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修プログラムの実施手順 

 
33. 研修の成果を評価する指標として、各研修後の内容評価アンケート(Course evaluation)

各研修前後の理解度テスト (knowledge evaluation)、全研修実施前後の水利組合能力基

礎調査（Functionality Survey for IWUA)を採用した 

34. Unit 2, 3, 5実施にあたってプレトレーニングセッション、研修マテリアル作成、ファ

シリテーション技法などを学ぶ TOT プログラムを実施したが、これら手法は研修を実

施した SCIO/SCAO に評価された。 

職員と水利組合のリーダー達に対する導入研修 

各ステークホルダーの研修の概要に関する確認と合意 

2. 研修の準備 
(1) 研修資料の準備 
(2) 研修実施者への参加要請 

1)  研修資料の準備 
2)  農民参加者選定基準の、スキーム代表者へ通知と調整 

(サブ・カウンティー灌漑職員) 
(3) 研修費用の役割分担の通知 

4. スキーム内における調整（農民） 
(1) 参加者の選定 
(2) 研修会場、食事等の手配 

7. フォローアップ計画の実施 
 

1. 研修手法の設定 
(1) 全体的なアプローチ方法の検討 
(2) 研修メニューの検討 
(3) 研修実施担当者（体制）の確認、選定  
(4) 研修の評価方法の検討 
(5) 農民参加者選定基準の検討 
(6) スケジュールの設定 
(7) 費用の見積 

3. 事前研修、もしくは TOT（担当者） 
(1) 研修資料の発表、周知 
(2) 編集・校正, 及び、担当者間の全

体調整 

6. 研修結果、プログラムの検証・評価及びフォローアップ計画の作成 
 

準
備 
実
施 

検
証
と
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ 

Source : JICA Team     

 

5. 研修の実施 
(1) 講義、ワークショップ、集団討議 
(2) 評価 
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35. 研修前後の理解度テストの結果概要を以下に示す。 

理解度テストの結果（全スキームのまとめ） 

ユニット名 研修前 研修後 差 

ユニット1 66% 74% 7% 
ユニット2 60% 68% 8% 
ユニット3 62% 71% 9% 
ユニット4 63% 67% 4% 
ユニット5 68% 75% 6% 
平均値 64% 71% 7% 

 
* 全問正解の場合 100％。スキーム毎に若干の質問の違いがあるが、 
差異が小さいため同列で比較可能であった。 

 
36. 各ユニット別の対象地区全体のテスト結果より、研修前 64%、研修後71% であり、

研修後に7％ほど成績が上昇した。 

37. 水利組合能力基礎調査結果のまとめを下表に記す。 

水利組合能力基礎調査結果のまとめ （110 点満点） 

グルーブ 地区名 研修前 研修後 

スコア変化無/若干減少 

Kasokoni 64.0 58.0 

Mdachi 34.0 35.5 

Olopito 37.5 36.3 

スコアが上昇 

Tuhire Challa 54.5 61.0 

Kaben 38.5 42.5 

Murachaki 40.0 48.5 

スコアが顕著に上昇 

Gatitu/Muthaiga 37.0 49.0 

Tumutumu 35.3 46.0 

Muungano 41.5 58.0 

Kiamariga/ Raya 58.5 66.0 

Mangudho 22.5 58.0 

Shulakino 39.5 54.0 

Kaumbura 64.5 76.5 

*2016 年 1 月現在、灌漑施設の運営は Gatitu-Muthaiga, Kasokoni, Tuhire Challa, and 

Kiamariga Raya を除いて実施されていないため、全体的にスコアが低くなっている。 

38. SCIO/SCAO は IWUA 組合員が研修期間に作成した行動計画が実施されるように、継

続的な支援を行う必要がある。さらに、カウンティー職員は、本プロジェクトで経験

した研修にかかる手法を他サイトに適用することが、望まれる。 

営農支援コンポーネント 
39. 本プロジェクトサイト内対象農民に対する「市場志向型の農家経営」意識の醸成とそ

の技術の普及を目的とした SHEP アプローチの導入試行を、SHEP UP プロジェクトの

支援を受け実施した。 

Source: JICA Team 

 

Source: JICA Team 
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40. 本プロジェクトの実施対象地域が、半乾燥地帯に属している点を考慮し、その営農支

援活動は、対象農民の栽培作目の選択肢の多様性による栄養摂取内容/機会の改善、お

よび主食作物であるトウモロコシの生産性安定による生計向上などを企図する必要が

あると考えられた。そのため、本プロジェクトでは「低投入持続型農業技術(LISA 技

術)」として知られる幾つかの栽培技術、即ち「ケニア伝統野菜導入」、「Push-pull 式害

虫防除法」および「ボカシ肥施用」などを対象農民に導入試行する。「ケニア伝統野菜

導入」については国際機関である Bioversity International (国際植物遺伝資源研究所/ 元
IPGRI 内) との連携により実施した。 

41. 農民グループの選定は、基本的に SHEP アプローチでの選定方法を採用した。選定方

法は、各パイロットサイト内の15-50名のメンバーを持つ既存の農業活動関連グループ

から、SCAO により SHEP アプローチ所定の基準をもとに１グループを選定した。 

42. 「低投入持続型農業技術(LISA 技術)」試験導入に際しては、各農民グループからパイ

ロット農家を2-3戸選出、展示・実証栽培はパイロット農家圃場において実施された。 

43. SHEP プロジェクト対象サブ・カウンティー2地区については、同プロジェクトで実施

される一連の活動、つまり、SHEP アプローチ導入研修、ベースライン調査、FABLIST 
フォーラム、JEF2G 研修、農家グループ演習、普及員研修  (FT-FaDDE)、現地研修、

モニタリングおよびフォローアップを実施した。 

44. SHEP プロジェクト対象外サブ・カウンティーに位置する6サイトについては、SHEP
専門家の指導のもと、ベースライン調査、簡易市場調査および作付カレンダー製作、

および営農収支記録研修を実施した。 

45. モデル農民グループを構成する農民メンバーの経営状況を把握・分析する為、ベース

ライン調査を毎年行った。調査データとして1 )作物生産及び経営収支分析、2)園芸栽

培技術と収穫後処理についての実施状況、および3)組織力分析に関する各種データ集

計票を SCAO から回収、分析した。Batch 1サイトの第三回目と Batch 2サイトの第二

回目のデータ収集(2015年３月)は、それぞれの地区での前回(2014年10月)から半年後の

実施となり小雨季期間の生産/販売実績のみの分析となった。 

46. それぞれのデータ収集期間を通して、モデル農民グループによる主な生産作目に大き

な変化はみられない。トウモロコシ(乾燥または生食用)は全てのパイロットサイトで

栽培されており、穀豆類とその他のマメ科植物(エンドウなど)はそれらトウモロコシ

の混作(または間作)作物として植えられている事が多い。Murachaki、 Tumutumu と
Kaumbura 地区では主要な作目としては穀物類のみが栽培されている。 

47. 個人または農民グループ全体としての基本的な園芸栽培技術への適応と実践の状態の

変化を把握/分析するため「2) 園芸栽培技術と収穫後処理の実施 (GHCP&PHHT評価)」
に関する調査をベースライン調査時に実施した。 

48. 一連の SHEP アプローチ部分導入開始直後の第一回調査では、僅かな数/割合の農家し

か「作付前準備作業」項目としての「市場調査(Q1) 」や「作付カレンダー作成(Q2)」 
を行っていなかったが、導入後の第二回調査では Tumutumu および Kiamariga-Raya
地区を除く全てのスキーム内農民グループの殆ど全てのメンバーが市場調査及び作付

カレンダー作成を実施していた。 また第一回調査時に比べ「経営収支分析(Q20)」を

行うようになった農民グループメンバーの割合は劇的に増加した。 

49. 上述した調査結果や農村での観察から、SHEP アプローチ部分導入による一連の研修
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シリーズや日常の営農活動におけるそれら研修内容の実践が農民グループメンバーに

定着しており、研修により得たそれら知見/経験がメンバー農民の「市場志向型農家経

営」意識の醸成に確実に寄与していると結論づけられる。 

50. ケニア伝統野菜導入について、パイロット農民及びフォロワー農民は以下の利点/効果

を挙げた 

- ケニア伝統野菜は半乾燥地の農村における栄養摂取機会の多様化に役立った 

- 多くの地域で他の園芸作物と見劣りしない価格で販売できる市場が形成されてい

る 
51. パイロット農民は Push-pull 式虫害防除法について以下の利点/効果を挙げた 

- マメ科植物の Desmodium による窒素固定により圃場土壌の肥沃度が向上する 

- 農薬散布だけでなく雑草防除/駆除に掛かる費用も削減できる 
52. SHEP における選定基準にしたがってモデル農民グループを選定したところ、いくつ

かの地区で、モデル農民グループが水利組合員以外より選定されるケースがあり、混

乱の原因になった。今後の SIDEMAN プロジェクト類似活動における、新規パイロッ

トサイトでの営農支援活動の為のモデル農民グループ選定については、上述した様な

混乱が起きない様にモデル農民グループの構成メンバーについてスキーム毎に定義を

しっかり決めておく事が重要である。 

53. 優先作目の選定に関しては、モデル農民グループメンバーは市場調査の結果を踏まえ

つつも市場価格の高低だけでなくその作目に対する経験や技術要求度、経済的(投入) 
栽培可能性や嗜好・興味、資機材調達可能性なども考慮して選定している。 

54. 今後この市場調査を基にした優先作目選定におけるモデル農民グループメンバーの作

物選定プロセスを分析し、その選定結果がリスク分散や作物多様化に寄与しているか

確認する事を提言する。 

55. 灌漑作物栽培での主な問題点は、湛水による低収量。多量の灌漑水の浪費である。灌

漑作物の収量の改善は灌漑施設建設以前に解決すべき緊急課題である。それを達成さ

せるために JICA チームは土壌中に適切な水分と空気を維持する以下のような方法を

提案する。 

56. 適切な灌漑間断日数：適切な間断日数は水利用効率や作物の生産性の向上に大きな役

割を果していると言われている。各スキームでは灌漑間断日数が長いため、一度に多

量の水を灌漑している。これが低収量の主な原因である。このようなことから、長い

灌漑間断日数を短くすることを提案する。 

57. 畦立て：畦立てでの栽培は、過剰水を速やかに根圏から排水し、空気を根圏に送り根

腐れの発生を防ぐ。 
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58. 現在行われている従来灌漑方法とプロジェクトが提案した灌漑方法の比較を下表にま

とめた。 

方法 従来灌漑方法 プロジェクト提案の灌漑方法 

灌漑方法 従来型畝間灌漑 畔立て畝間灌漑 

灌漑作付方法 

  

灌漑の間隔 10 日間隔で大量の灌漑水を供給 1 週間に 2 度少量の灌漑水を供給 

方法の特徴 

 

- 滞水による根腐れを起こしやす

い  
- 灌漑水のほとんどが垂直浸透

し、灌漑水利用効率は低い 

- 畔立ておよび適切な灌漑方法により排水

条件が改善し植物の根の成長が促進され

る 
- 植物の根の近くのみ灌水するため節水効

果が高い  
土壌と水の関係 

  

 
59. 展示圃場は4スキームで実施された。その主な目的は以下である。 

- 他のスキーム及び他の作物での効果の確認。 

- 農民への技術普及。 

- 従来灌漑方法と提案した灌漑方法との節水効果の比較。 

 
60. 各地区に適応する内容を下表にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Source: JICA Team 

Demo Farm Type Scheme Crop Growing Period Companion Plant

Mdachi Okra 2015 Jan - 2015 Apr -
Kasokoni Okra, Tomato 2015 Feb - 2015 Jul Onion

Tumutumu
Kale, Tomato,
Watermelon

2015 May - 2015 Sep Onion

Gatitu/Muthaiga Cabbage 2015 May - 2015 Sep -

Actual irrigation
farm

Kasokoni Tomato 2015 Oct - 2016 Feb Onion

Test farm

Source: JICA Team 
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61. 従来灌漑方法と提案した灌漑方法の収量および灌漑水量の比較可能なデータを以下に

まとめた。 

 
 

a. 実際の灌漑施設を用いた試験圃場（トマト栽培）の提案した灌漑方法において、

FAO の平均収量 21.0 トン/ha の 3 倍近い 59.1～60.8 トン/haの高収量を記録した。 

b. 提案した灌漑手法における灌漑用水量は、従来灌漑方法の約 1/3～1/4 であった。 

c. 全ての試験区の作物収量は、提案した灌漑方法において、従来灌漑方法より 1.5

～2 倍近い高い収量を記録した。（病害虫の影響を受けたものを除く）これらの記

録された収量の中には、FAO の平均収量を遥かに上回るものも存在した。 
62. この結果から、提案された方法は節水及び収量向上に非常に効果的であることが証明

された。 

63. 展示圃場の結果から、提案された技術は作物収量向上と節水に効果的があることが明

らかとなった。乾燥・半乾燥地域での水資源は、気象の変化により変動することから、

この効果の普及はプロジェクトの持続性に大きく寄与するであろう。 

64. ムダチ地区は、灌漑水中の塩濃度が2～4 dS/m と高いため、灌漑が環境に及ぼす影響

が予測される。このような結果から、まず、「灌漑水の塩類濃度に注意し、圃場に高い

塩類濃度の灌漑水を入れないこと」を原則としながら、圃場内では以下の3点を留意し

て灌漑農業を実施することを提案する。 

a. 過灌漑を避け、特に乾季の土壌塩類濃度の集積に注意しながら栽培を行う。 

b. 塩害が発生し、作物の栽培が思わしくない場合は、栽培を一時停止する。同時に、

降雨によるリーチング（脱塩）により、土壌中の塩類濃度が低下するのをモニタ

リングし、適正な塩類濃度になることを確認した後、栽培を開始する。 

c. 塩類濃度が高くなりやすい粘土質土壌の畑では、堆肥混入、または砂質系の改良

土を入れ排水性を確保すると共に、積極的に耐塩性の高い作物を植える。 

 

Demo

Farm
FAO

Irrigated

Water

Crop water
need*1 *2

Proposed 7.0
*3 76

Local basin 17.9 243

Proposed 3.7 244

Local basin 2.8 878

Proposed 5.4
*3 76

Local basin 15.0 217

Proposed 24.3 314

Local basin 11.3 1,085

Proposed 60.8 124

Local basin 31.2 353

Proposed 59.1 94

Local basin 46.2 412

Proposed 182.0 111

Local Furrow 56.0 429

Proposed 126.0 283

Local Furrow 49.0 450

25 - 35

Tomato 21.0

21.0Tomato

400-800

400-800

Yield (t/ha)
Water Amount

(mm / total growing period)Scheme Crop Block
Irrigation

Method

A

B

Kasokoni

Okra

Dry Season
2015 May to Sep

Gatitu/Mu
thaiga

502

350-500Cabbage

Dry to Rainy season
2015 Feb- Jul

Rainy to Dry
Season

2015 Oct to 2016 Feb

Growing period

2.0

Test

farm

A

B

Actual

irrigation

farm

A

B

A

B

Test

farm

Demo Farm
Type

Source: JICA Team 
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Staff Training 
65. 事業計画、灌漑施設建設、施設運営維持管理、営農など、プロジェクト実施のあらゆ

る分野に対し、サブ・カウンティー職員に対する能力強化プログラムを実施する。 

66. プロジェクト期間中に実施したプログラムは下表のとおり。 

講義内容 日程 研修会 
回数 

達成 
回数 

参加 
人数 

備 考 

プロジェクト実施のため

の Sensitization Workshop 
2013 年 4 月 18-19 日 

1 1 32 
参加者；サブ・カウンテ

ィー灌漑官(SCIO,SCAO) 
と 8 地区の所長 

営農のための Sensitization 
Workshop 

2013 年 8 月 22 日 
1 1 32 

参加者；8 地区のサブ・カ

ウンティー灌漑官

(SCIO,SCAO) 水利組合の能力強化研修 2014 年 2 月 17-21 日 
2015 年 8 月 18-19 日 

2 2 16 

F/S と実施設計、水利組合

への技術指導と工事監督 
2014 年 3 月 3-7 日 

1 1 16 

契約管理 2015 年 6 月 16-20 日 1 1 16 
教訓 2015 年 12 月 14-17 日 1 1 16 
営農技術 2016 年 1 月 11-14 日 

1 1 16 
参加者；8 地区のサブ・カ

ウンティー灌漑官

(SCIO,SCCO) 

 

環境配慮 
67. 環境影響評価（EIA）調査は、プロジェクト実施時の環境面の負の影響および影響軽

減策を特定するために実施された。EIA 報告書は NEMA に提出され、条件付きで

NEMA ライセンスが発行された。その条件を満たすべく、建設工事実施時および維持

管理時に必要とされる環境管理モニタリング計画を作成する。 

68. 建設時にモニタリングすべき項目は。WRMA 建設許可の取得、プロジェクトサインボ

ード、トイレなど衛生施設の整備、河川および河川沿岸の生態系の変化、土壌侵食、

作業員の健康／安全／事故対策である。 

69. 事業維持管理時にモニタリングすべき項目は、WRMA 取水許可、土壌侵食、滞水によ

る塩害、化学肥料による汚染、トイレなど衛生施設の整備、人と野生動物のコンフリ

クト、水利用にかかる紛争などである。 

70. 建設時のモニタリグが実施され、全体的に工事業者は EMMP に記載されている事項を

順守していた。今後は継続して、運営期間中のモニタリングを行う必要がある 

ガイドラインの改訂 
71. 本プロジェクトにおいて重要な活動の一つがガイドラインおよびマニュアルの改訂で

ある。プロジェクト活動を取りまとめる目的で、マニュアルの作成が行われている。

SCIO/SCAO による。SHIDD ガイドラインおよび IWUA フレームワークのレビューお

よび改訂が行われた。今後は、灌漑開発に係る法的枠組みに従い、ケニア国内の必要

な手続きを経て最終化する必要がある。 

勧告 
72. 2016年2月に、プロジェクト終了後の活動内容を討議するワークショップが開催され、

討議内容をもとに出口戦略を作成した。主な活動内容は以下のとおりである。 

 

Source: JICA Team 
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出口戦略に示された主な活動内容 

活動分野 活動内容 

灌漑施設建設 Batch 1 および 2地区における残工事の完成 

水利組合能力強化 

  

  

  

  

各地区において、今回研修を受けなかった水利組合員に対する研修

プログラムの継続 

水利組合活動のモニタリングおよびガイダンス（定款の改訂、会計

管理等） 

水利組合に対する灌漑システム維持管理計画作成の支援 

完成した灌漑施設の運営維持管理および維持管理費用徴収に関す

る実地指導 

各地区の O&M マニュアルの作成 

営農支援 

  

各地区において、今回研修を受けなかった水利組合員に対する研修

プログラムの継続（SHEP 手法、LISA 技術など） 

節水灌漑、営農技術展示のための試験圃場の運営管理  

環境管理 

  

  

水利組合が WRMA 取水許可を取得のための支援 

Batch 2 サイトにおける環境監査の実施 

水利組合が環境管理モニタリング計画を実施するための指導 

ガイドライン改訂 

  

コメント聴取のための公告およびワークショップ開催 

ガイドライン最終化および出版 

 

73. プロジェクト終了後、水灌漑省および農業省は上記活動を継続できるよう、必要な予

算措置を取ることを提言する。 

74. 出口戦略で述べた通り、Batch 1パイロットサイトの5地区、Kasokoni, Mdachi, Olopito, 
Gatitu/Muthaiga および Tumutumu、ならびに、Batch 2パイロットサイト5地区は、時間

的、予算的な制約から、プロジェクト期間内に PSC Meeting で実施を合意した建設工

事が完了しなかった。したがって、残工事をケニア政府／カウンティー政府で完成さ

せることを提言する。 

75. 一方、Batch 1パイロットサイトで取水堰など部分的に工事を実施した、Kaben, 
Murachaki, Muungano の3地区においては、カウンティー政府が独自に予算措置を行い

建設工事を実施していることを評価し、今後も水路、パイプラインの工事を継続実施

していくことを提言する。 

  

Source: JICA Team 
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76. 以下に各コンポーネントにおける主要な提言を示す。 

 

 

課　題 提　言
灌漑施設建設

関係機関の許認可手続 申請手続きに対する正確な知識を得るため、フォローアップ教育訓練を実

施する。

農民工事の合意形成と役割分担 水利組合は、SCIO支援のもと行動計画を作成し、各組合員への詳しい説明

を行ない作業分担を明確にする。

 水利組合幹部とSCIOは、農民工事のモニタリングを実施する。

農民工事の参加率の確保 農民の能力経験に応じた事業費負担比率を検討し、ガイドラインに反映す

る。

土地収用問題の解決 土地問題は、事前の説明が重要であり、水利組合員だけでなくSCIOも工事

前より積極的に調整を図る努力をする。

SCIOが主体となり、農民及び、工事に関わる非受益者への事前説明会を実

施し、灌漑工事の理解と同意を得る。

パイプラインの路線設定時に、水利組合員と地権者とともに実際の路線を

踏査し、工事の具体的な方法、工事期間中の仮使用や工事終了後の土地収用
の説明を行い、合意形成を図る。

設計時の詳細調査の実施  詳細設計に必要な調査内容についての知識を高める。

 SCIOの工事費積算能力の向上を行う。

 設計審査体制を強化する。

課　題 提　言
水利組合能力強化

カウンティーへ対する活動啓蒙と
資金調達

 カウンティーへの活動の説明と予算案の提出（出口戦略のフォローアッ

プ）する。
 カウンティーから水灌漑省への報告を行う。

 研修に係る費用をまとめる。

実践活動による農民への能力強化 灌漑施設完成後に、圃場水管理マニュアルを活用した試験圃場の運営を実

施する。

研修教材の改善  各種マニュアルの最終化を行う。

フォローアップ研修が適切に実施
されているかどうかの確認

 灌漑施設完成後に研修で実施した内容についてフォローアップ実習を行

う。また、水利組合によるメンテナンス活動の実施状況を確認する。

理解度テストで正答率の低かった項目や、能力基礎調査での課題について

フォローアップする研修を行う。

営農支援

優先作物の選定と作付カレンダー
の定着/効果

灌漑施設完成後に、ベースライン調査を実施し、SHEPアプローチの効果を評
価する。

営農支援活動での移転技術の理解
と定着

 各営農支援活動の継続的な調査を行う。

 成果が波及するように研修対象者を広げる。

 SHEPブラッシュアップワークショップを開催する。

技術普及の必要性  技術指導できる普及員が技術を農民に普及する。

環境配慮

灌漑用水の水質モニタリングの強
化

 カウンティー職員が水利組合を指導し、モニタリングを実施する

取水権取得に対する理解促進  水利権、WRMAの権限について、水利組合員に対して、継続的に説明す

る。また調整池の建設について技術指導を行う。

試験圃場

塩害対策

WRMA取水許可取得

工事監理

建設費

水利組合能力強化プログラムの普及

研修プログラムの改善

研修のフォローアップおよび成果モニタリング

SHEPアプローチおよびLISA

Source: JICA Team 

 



 
 

 

 

Kasokoni 灌漑地区 (Taveta Sub-County) 
 
 

  
改修前の取水堰 
 

改修前の幹線水路 

  
改修後の幹線水路 
 

改修後の幹線水路 

  
IWUAメンバーへの研修 
 

節水灌漑のための試験圃場実習 

           



 
 

 

 

Mdachi 灌漑地区 (Ganze Sub-county) 
 
 

 
 

取水堰計画地点 
 

IWUAメンバーとの会議 

  
完成した取水堰 
 

完成した幹線水路 

  
IWUAメンバーへの研修 
 

節水灌漑のための試験圃場実習 

           



 
 

 

 

Olopito 灌漑地区 (Narok North Sub-county) 
 
 

  
取水堰計画地点 
 

幹線パイプライン計画路線 

  
完成した取水堰 
 

完成した導水パイプライン 

  
完成した IWUA事務所 
 

IWUAメンバーへの研修 
 

           



 
 

 

 

Gatitu/Muthaiga 地区(Laikipia West Sub-County) 
 
 

  
既存取水堰 
 

IWUAメンバーによるパイプライン布設工事 

 
 

プロジェクトサインボード IWUAメンバーに対する研修 

  
現況の灌漑営農 
 

節水灌漑のための試験圃場実習 

           



 
 

 

 

Kaben 地区 (Marakwet East Sub-County) 
 
 

  
灌漑工事にかかる MOU署名 
 

河川横断工工事 

  
河川横断工の工事 
 

河川横断工の工事 

  
水路ライニング工事 
 

IWUAメンバーに対する研修 

           



 
 

 

 

Murachaki 地区(Mbeere North Sub-County) 
 
 

  
沈砂槽 
 

建設中の IWUA事務所 

  
改修後の取水堰 
 

IWUAメンバーに対する研修 

  
IWUAメンバーに対する研修 IWUAメンバーに対する研修 
           



 
 

 

 

Tumutumu 地区 (Igembe South Sub-County) 
 
 

  
改修前の取水堰 
 

IWUAメンバーによるパイプライン建設工事 

  
改修後の取水堰 パイプライン建設工事 

  
IWUAメンバーに対する研修 
 

節水灌漑のための試験圃場実習 

           



 
 

 

 

Muungano 地区 (Tharaka South Sob-County) 
 
 

  
建設中の取水堰 
 

建設中の取水堰 

  
完成した取水堰 
 

完成した IWUA事務所 

  
IWUAメンバーに対する研修 
 

IWUAメンバーに対する研修 

           



 
 

 

 

Tuhire Challa 地区 (Taveta Sub-County) 
 
 

  
既存取水堰 
 

IWUAメンバーによる水路ライニング工事 

 
 

完成したライニング水路 
 

IWUAメンバーに対する研修 

  
IWUAメンバーに対する研修 IWUAメンバーに対する研修 
           



 
 

 

 

Mangudho 地区 (Ganze Sub-county) 
 
 

  
IWUAメンバーとの会議 
 

ポンプ場 

  
貯水池 
 

建設中の幹線パイプライン 

  
IWUAメンバーとの会議 
 

IWUAメンバーに対する研修 

           



 
 

 

 

Shulakino 地区(Narok North Sub-county) 
 
 

  
改修前の取水堰 
 

灌漑工事にかかる MOU締結 

  
改修後取水堰 
 

河川横断工 

 
 

IWUAメンバーに対する研修 
 

建設中のパイプライン 

           



 
 

 

 

Kiamariga/Raya 地区(Laikipia West Sub-County) 
 
 

  
IWUAメンバーとの会議 IWUAメンバーによるパイプライン掘削工事 

 

 

IWUAメンバーによるパイプ布設工事 IWUAメンバーに対する研修 
 

  
IWUAメンバーに対する研修 IWUAメンバーに対する研修 
 



 
 

 

 

Kaumbura 地区 (Igembe South Sub-County) 
 
 

  
既存幹線水路 
 

IWUAメンバーによる幹線水路ライニング工事 

  
IWUAメンバーによる幹線水路ライニング工事 完成した取水堰  

 
 

IWUAメンバーに対する研修 
 

IWUAメンバーに対する研修 
 

           



 

凡 例 

首都 

主要都市 

国境 

州境(旧) 

県境(旧)= 郡境(新) 

対象州(旧) 

対象県 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｻｲﾄ Batch1 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｻｲﾄ Batch2 

プロジェクト対象位置図 
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1章 緒言 

 

1.1 はじめに 

本報告書は、2012年3月30日、国際協力機構(JICA)とケニア国政府との間で締結された協

議議事録(R/D)（添付資料1参照）にしたがって実施された開発計画調査型技術協力「ケニ

ア国半乾燥地小規模灌漑開発管理プロジェクト」に係る最終成果の報告である。 

 

1.2 プロジェクトの背景 

ケニア北部地域を含む「アフリカの角」地域では、乾燥地・半乾燥地が大半を占めてお

り、干ばつやそれに伴う食糧危機が慢性的・周期的に発生している。特に今般の少雨は、

過去60年間における最悪かつ深刻な干ばつを引き起こしている。頻発する干ばつに対する

レジリエンス強化のための対策策定が喫緊の課題である。 

ケニアの国土の84%は乾燥地域および半乾燥地域である。半乾燥地域では深刻な干ばつ

が発生しがちである。少量かつ不確実な降雨が農業生産および畜産に影響を及ぼし、ひい

ては食料安供給に支障をきたしているが、灌漑開発はこれらの問題を解決し、農民の所得

向上および農業雇用機会の増加に大きく寄与するものと期待されている。 

JICA とケニア政府は、事前調査を実施し、本プロジェクトの目的を、「農民参加小規模

灌漑開発により灌漑用水を確保し、作物生産の増加あるいは干ばつ時の被害軽減に資する

ことで、干ばつに対するレジリエンスの強化を図る」とすることで合意した。その後の協

議の結果、ケニア政府より本案件の実施にかかる要請が日本政府に提出され採択された。 

 

1.3 プロジェクトの概要 

(1)プロジェクト目標 

農民参加型小規模灌漑開発及び適切な営農の推進を通じて、食料・農業生産に係る

干ばつへのレジリエンスが強化される。 
 

(2)期待される成果 

1. パイロットサイトを選定の上、農民参加により小規模灌漑施設が建設される。 

2. 農民による灌漑施設の維持管理能力および適切な営農実施能力が向上する。 

3. 水灌漑省職員の農民参加型小規模灌漑開発にかかる能力が向上する。 

4. 農民参加型小規模灌漑開発に係る手法及びガイドラインが整備される。 
 

(3)プロジェクト対象地域 

R/D によると、プロジェクト対象地域は、ケニア国における半乾燥地（コースト州、

イースタン州、リフトバレー州） である1（巻頭のプロジェクト対象地域位置図参照）。 

 

                                                        
1 2013 年の地方分権では州は廃止されたが、本章では便宜上州名を付す。 
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(4)プロジェクト期間 

当初：2012年8月より2015年7月まで 

変更：2012年8月より2016年6月まで 

 

(5)プロジェクト実施機関 

責任機関：水灌漑省2 (現農業畜産水産省) 

実施機関：水灌漑省および農業省(現農業畜産水産省) 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾃﾞｨﾚｸﾀｰ：水灌漑省灌漑排水局長 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：水灌漑省灌漑排水局次長 

 

(6)プロジェクト実施体制 

R/D に従い、本プロジェクトは水灌漑省の下に以下の調整委員会を設立し、中央と

地方の調整を図る。 

表 1.3.1 調整委員会 

委員会名 協議事項 

Project Steering Committee (PSC) 最高意思決定機関 

政策関連事項、事業計画／予算に関する承認 

Project Coordinating Committee (PCC) 事業計画、予算、報告書のレビューなど、技術面にお

ける協議調整 

Project Management Team (PMT) 各活動にかかる協議調整 

Pilot Scheme Coordinating Committee (PSCC) 各パイロットサイトにおける事業実施にかかる協議調

整、および水利組合の支援 

 

1.4 Batch 1および Batch 2パイロットサイト  

選定された Batch 1および Batch 2パイロットサイトは以下のとおり 

表 1.4.1 Batch 1 パイロットサイト 

地区名 カウンティー 
サブ・ 

カウンティー 

灌漑面積 

（ha） 

水利組合（IWUA） 

組合員数 

Kasokoni Taita-Taveta Taveta 33 44 

Mdachi Kilifi Ganze 30 82 

Olopito Narok Narok North 77 82 

Gatitu/Muthaiga Laikipia Laikipia West 57 252 

Tumutumu Meru Igembe South 90 450 

Kaben Elgeyo-Marakwet Marakwet East 362 530 

Murachaki Embu Mbeere North 172 430 

Muungano Tharaka-Nithi Tharaka South 167 418 

                                                        
2 2013 年 9 月に、灌漑・排水局は、農業・畜産・水産省に移管され、2015 年 4 月に再び水灌漑省に復

帰した。 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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表 1.4.2 Batch 2 パイロットサイト 

地区名 カウンティー サブ・ 

カウンティー 

灌漑面積 

（ha） 

水利組合（IWUA） 

組合員数 

Challa/Tuhire Taita-Taveta Taveta 300 700 

Mangudho Kilifi Ganze 16 40 

Shulakino Narok Narok North 40 172 

Kiamariga/Raya Laikipia Laikipia West 60 140 

Kaumbura Meru Igembe South 200 500 

 

1.5 作業計画 

以下に本プロジェクト実施にかかる業務作業を示す。 

表 1.5.1 作業計画 

実施作業 業務内容 

(1) 第 1 年次 

(2012 年 7 月～

2013 年 4 月) 

【1-1】業務実施計画の作成 

1）関連資料および情報の収集・分析 

2）業務計画書およびインセプションレポートの作成・協議 

【1-2】本プロジェクトで使用する SIDEMAN 手法の確認 

【1-3】パイロットサイト（Batch 1）の選定 

1）パイロットサイト候補地の選定に関する考え方共有と最終候補地の絞り込み 

2）パイロットサイト関係者のワークショップ開催と地区の決定 

（SHEP-UP による地区決定方法を活用） 

3）運営委員会の設置支援 

【1-4】パイロットサイト（Batch 1）事業の実施・モニタリング 

1）農民への説明 

2）F/S の実施と各地区の灌漑施設設計書作成 

3）環境影響評価（EIA）の提出と許可の取得 

4）灌漑施設建設 

【1-5】パイロットサイト（Batch 1）事業の実施・モニタリング（営農） 

【1-6】プログレスレポート（1）の作成・協議 

(2) 第 2 年次 

(2013 年 7 月～

2016 年 3 月) 

【2-1】インテリムレポートの作成・協議 

【2-2】パイロットサイト（Batch 2）の選定 

【2-3】パイロットサイト（Batch 2）事業の実施・モニタリング（灌漑） 

1）農民への説明 

2）F/S の実施と各地区の灌漑施設設計書作成 

3）環境影響評価（EIA）の提出と許可の取得 

4）灌漑施設建設 

【2-4】パイロットサイト（Batch 2）事業の実施・モニタリング（営農） 

【2-5】パイロットサイト灌漑事業の維持管理（Operation and Maintenance: O&M） 

【2-6】プログレスレポート（2）～（4）の作成・協議 

【2-7】SIDEMAN 手法を活用した小規模灌漑事業に関するガイドラインの改定 

1）パイロット事業の評価、教訓の抽出 

2）ガイドラインへの反映 

3）活動成果およびガイドラインの発表・共有 

【2-8】ドラフトファイナルレポートの作成・協議 

(2) 第 3 年次 

(2016 年 4 月～

2016 年 6 月) 

【3-1】パイロットサイト（Batch 1）事業の実施・モニタリング 

【3-2】SIDEMAN 手法を活用した小規模灌漑事業に関するガイドラインの改定 

【3-3】ファイナルレポートの作成 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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1.6 JICA調査団 

本プロジェクトに係る JICA 調査団の要員構成は以下の表のとおり。 

表 1.6.1 本プロジェクトに係る要員 

専門家 氏名 

総括/灌漑施設設計・建設 井川 卓也 

副総括/灌漑計画 濱田 信一 

施設設計・施工監理 1 三崎 隆志 

施設設計・施工監理 2 伊藤 創 

施工監理 堀田 隆 

営農支援１ 新出 晃隆 

営農支援 2 細野 道明 

研修計画/教材開発 青山 治彦 

灌漑・水管理 槇野 良介 

業務調整 1/環境社会配慮 齊藤 啓輔 

業務調整 2/施工監理支援 槇野 良介/生沼 晶子 

業務調整 3/モニタリング財務管理 生沼 晶子 

 

1.7 カウンターパート 

ケニア側より以下のカウンターパートが任命され調査団とともにプロジェクト活動を行

った。 

表 1.7.1 カウンターパート氏名 

職種 氏名 

Project Coordinator Eng. Wilfred O. Onchoke 

Project Manager Eng. Richard N. Mbogo 

Engineer-In-charge of Construction and O&M Eng. George W. Kahuro 

IWUA Capacity Building and EIA Mr. Allan C.  Abwoga 

Agricultural Production/SHEP-UP Approach Mr. Benson Mureithi 

 

 

1.8 会議開催 

プロジェクト期間中に以下の会議が開催された。 

表 1.8.1 開催された会議 

会議名 開催日 

インセプションレポート協議 
2012 年 9 月 13 日 

（協議議事録は添付資料 2 参照） 
第 1 回 PMT Meeting 2012 年 12 月 18 日 
第 2 回 PMT Meeting 2013 年 2 月 4 日 
第 3 回 PMT Meeting 2013 年 4 月 16 日 
第 1 回 PCC Meeting 2013 年 5 月 9 日 
第 4 回 PMT Meeting 2013 年 7 月 11 日 
第 2 回 PCC Meeting 2013 年 9 月 9 日 
第 5 回 PMT Meeting 2013 年 10 月 22 日 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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会議名 開催日 

第 1 回 PSC Meeting 
2013 年 11 月 27 日 

（協議議事録は添付資料 3 参照） 
第 6 回 PMT Meeting 2014 年 1 月 13 日 
第 7 回 PMT Meeting 2014 年 2 月 26 日 
第 8 回 PMT Meeting 2014 年 3 月 31 日 
第 9 回 PMT Meeting 2014 年 5 月 12 日 
第 10 回 PMT Meeting 2014 年 7 月 31 日 
第 3 回 PCC Meeting 2014 年 8 月 19 日 
第 11 回 PMT Meeting 2014 年 9 月 22 日 
第 12 回 PMT Meeting 2014 年 12 月 22 日 
第 13 回 PMT Meeting 2015 年 2 月 2 日 
第 14 回 PMT Meeting 2015 年 4 月 7 日 

第 2 回 PSC Meeting 
2015 年 4 月 16 日 

（協議議事録は添付資料 4 参照） 

第 15 回 PMT Meeting 2015 年 7 月 27 日 

第 16 回 PMT Meeting 2015 年 11 月 16 日 

第 4 回 PCC Meeting 2016 年 2 月 5 日 

第 3 回 PSC Meeting 
2016 年 5 月 19 日 

（協議議事録は添付資料 5 参照） 

 

 

1.9 実施機関の変更 

2014年1月以降の地方分権制度によりカウンティーが発足し、プロジェクトとサブ・

カウンティー灌漑官（Sub-County Irrigation Officer: SCIO）、SCAO（Sub-County Agriculture 
Officer: SCAO）の直接指揮命令系統が解消され、下表のとおり変更された。 

 

表 1.9.1 地方分権後の実施機関の変更 

当初 R/D 地方分権後 

中央政府 

水灌漑省および農業省 

州灌漑局長/州農業局長 

県灌漑官/県農業官 

中央政府 

農業畜産水産省/水灌漑省 

 カウンティー 

カウンティー灌漑局長/農業局長 

サブ・カウンティー灌漑官/農業官  

 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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2章 プロジェクトの背景 

 

2.1 ケニア国農業セクター 

2.1.1 土地資源 

ケニア国土面積（576,000 km2）のうち、降雨量が多く農業生産のポテンシャルが高い

地域は16%（92,000 km2）に過ぎない。その内、年間雨量1,000mmを超す農業生産に最適

な地域は全農地のわずか20%であり、全人口の50%が集中している。その地域では、食

糧作物（トウモロコシ、ジャガイモ）、換金作物（茶、コーヒー、野菜）、家畜などを集

約的に栽培・生産している。また、年間降雨量が750mm－1,000mmの比較的農業生産の

ポテンシャルが高い地域は、全農地の35%、全人口の30%が居住しており、干ばつに強

いミレット、豆類、サツマイモ、キャッサバ、地域によってはトウモロコシの栽培およ

び畜産を行っている。一方、年間降雨量が750mm 以下の乾燥・半乾燥地域（ASAL）は

全人口の20%が居住し、住民の主たる生計手段は粗放的な畜産である。近年の農業生産

が高い地域での高い人口増加は、比較的農業ポテンシャルが低い地域への移住の原因と

なっている。 

 

2.1.2 農業 

農業はケニア国の根幹をなす産業であり GDP の26%、正規労働力の80%、輸出の60%

を占める。さらに、農業関連製造・サービス業は全体の27％に達しており、Vision 2030

の優先目標とされている。農業および畜産は、変動が激しくかつ不安定な降雨量に依存

しており、安定した水供給を目指す灌漑事業の重要性は高い。灌漑事業は国家食糧安全

保障および農作物輸出振興に大きく貢献する 

 

2.1.3 ケニア国の灌漑開発およびポテンシャル 

ケニア国は、未だ灌漑排水ポテンシャルを有効に活用していない。貯水池の建設なし

で539,000haの灌漑ポテンシャルがあると言われているが、現在開発しているのは20%に

あたる110,000ha にすぎない。排水改良洪水防御のポテンシャルは約600,000ha で、開発

されているのはわずか30,000ha である。仮に水源開発が広くなされた場合、灌漑ポテン

シャルは1,300,000haへと増加する。ASAL地域のみで、9,200,000haの農産物生産のポテ

ンシャルを有し、その面積は、国土の現在の高い、中程度のポテンシャル地域における

農地面積と同等である。しかしながら、現時点での ASALにおける灌漑面積は耕作可能

面積のわずか1.7%である。それでも、灌漑事業は GDP 全体の3%に貢献し、農業生産物

の18%を創出している。 

 

2.1.4 灌漑による営農 

ケニア国農業セクター開発戦略（Agriculture Sector Development Strategy: ASDS）では

は戦略的な農業開発、創造的かつ市場志向、近代的な農業セクターの実現を提唱してい

る。そのためには、北部ケニアおよび半乾燥地の開発に加えて、新規灌漑開発および既

存事業の水管理改善が必要とされる。現在、全農地のわずか1.7%の灌漑事業で、18%の
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農業生産高をあげており、これは灌漑による農業生産および生産性の向上の可能性を意

味している。灌漑事業における農業生産は年々増加しており、特に園芸作物の生産は農

業輸出額の6%に達している。しかしながら、ケニア国の農業生産は小規模農家が農業生

産額の75%、生産量の70%、輸出量の20%を占めており、農業セクターの生産性向上には、

小規模農家への支援が不可欠である。 

 

2.2 灌漑政策 

灌漑政策は技術支援、セクターへの集中的な投資、試験・普及活動の改善、政府職員お

よび農民への能力開発を目標に掲げている。政策面での重点項目は、効果的なセクター内

での連携、組織・法制度の整備、多様なステークホルダーのセクターへの関与・参加の促

進である。灌漑政策目標、目的、施策は Vision 2030および他の政策 SRA、Water Policy, 環

境管理調整政策（Environmental Management and Coordination Act (EMCA)）に沿ったもので

ある。 

 

ビジョン 

ケニア国における国民福祉および食糧安全保障を創出する持続可能な灌漑排水水源開発

の推進 

 

ミッション 

ケニア国における灌漑排水水源開発・管理に関するガイダンスおよび支援 
 

政策目標 

Vision 2030に沿った、雇用促進、食糧増産、貧困削減に資する灌漑排水水源開発の促進。 

 

政策達成目標 

1. 年間 40,000haの灌漑排水事業の拡張 

2. ウォーター・ハーベスティングおよび貯水池の増加 

3. 灌漑セクターのサービス改善 

4. 年率 2%での灌漑部門への国家予算および支出投資の増加 

5. 開発パートナーおよび民間セクターからの投資増加 

6. 農民、水利組合その他の関係者の灌漑事業計画、実施、管理への参画に対する環

境づくり 

7. 灌漑営農におけるビジネス志向営農の振興 

8. 灌漑農業に関する能力開発 

9. 灌漑における技術革新、試験研究の促進 

10. 持続可能な灌漑開発のための他セクターとの連携促進 

11. 灌漑セクター内のステークホルダーの連携強化 

12. 灌漑セクターにおける適切な法制度の確立 
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2.3 ケニア国灌漑セクター概況 

2.3.1 灌漑事業の分類 

ケニア国の灌漑セクターは、運営形態別に、小規模灌漑、公共事業、および民間の3

種類に分類される。 

小規模灌漑は個人あるいは水利組合（Irrigation Water Users’ Association: IWUA）、自助

グループ（Self-Help Group: SHG）などのグループにより開発運営されているものである。

1経営単位の灌漑面積は、0.1から0.4haである。全国に約3,000の事業面積47,000ha灌漑面

積全体の42%で、1地区平均面積は16haである。灌漑セクター全体の47%の農民が小規模

灌漑に属しており、都市部で消費される園芸作物、輸出作物、穀類などを生産している。

多くの事業が政府、ドナー、NGO の支援で開発されている。事業の多くは河川を水源と

し、取水堰、灌漑水路、ポンプ、あるいは簡単なドリップを利用した、簡便な灌漑シス

テムである。しかし大部分の事業は維持管理、施設の改修、十分な支援サービスを受け

られないなどの問題を抱えている。 

ケニア国内には7か所の大規模公共灌漑事業があり総灌漑面積は18,200ha、1事業地区

あたり2,600haである。これらの事業地区は国家灌漑庁（National Irrigation Board: NIB）

により管理されており灌漑面積全体の18%をしめ、1農家当たりの農地面積は1.6－2.0ha

である。当初は、農民は土地を借りて耕作することを前提に、灌漑事業開発管理を行っ

た。しかし、2003年以降、NIB（国家灌漑庁：National Irrigation Board）は施設建設・改

修、維持管理以外の機能をすべて農民に移管した。このため政府による施設の維持管理

は不十分であり、農業支援サービスが不十分なため、十分に効果を発現していない。 

大規模な民間経営事業は、45,000ha であり、灌漑面積全体の40%を占める。高度な技

術を用いて花卉野菜など輸出用作物などの高付加価値作物を栽培している。農作業の従

事者は約70,000人と推定され、全灌漑事業の約41%を占める。 

 

2.3.2 灌漑事業の拡張 

灌漑開発は灌漑面積の拡大、既存事業の改修、農業経営の向上、高付加価値化と多様

化などが含まれるが、いずれもある程度の水準のインフラ整備を必要とする。現在の年

間灌漑面積開発実績はわずか5,000haであり、これはケニア国長期開発プログラム Kenya 

Vision 2030で設定されている年間目標40,000haには程遠い実績である。灌漑開発におけ

るインフラ整備、特に基幹施設については、政府の使命であったが、農家および NGO

など民間セクターもパイプライン敷設、末端水路や農道の建設など、末端灌漑整備に関

与している。灌漑インフラの近代化も大きな課題となっている。 
 

2.3.3 灌漑事業運営維持管理 

灌漑事業の維持管理（O&M）の実施に当たっては専門性、および、水利費徴収、燃料

やスペアパーツの購入、労働力特定分野への専門家の投入と関連する財務的な裏付けが

欠かせない。過去は政府自身が労働者専門家を雇用し、スペアパーツの購入などを行っ

てきた。しかし、1980年代以降、灌漑管理の移管（Irrigation Management Transfer: IMT）

が提唱され、灌漑事業運営維持管理の権限の政府から水利組合への移管が推進され、受

益者のオーナーシップの醸成を目的とした、運営維持管理の責任への随時移管などが実
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施されている。水利組合の役割は、適正な水管理を目指した灌漑事業の管理およびメイ

ンテナンス、作付け営農計画への参画などである。 
 

2.3.4 灌漑開発の課題 

灌漑開発における課題は（i）不十分な灌漑排水水源、（ii）不十分な支援体制（道路網、

市場、情報、普及、研修、クレジットなど）、（iii）低レベルの公共、民間投資、（iv）能

力が低い水管理組合・農民組合、（v）政策、法制度の整備水準、（vi）不十分な灌漑開発

への国家予算配分、（vii）不十分な試験、研究、技術開発、（viii）投資への阻害になって

いる土地所有、（ix）不十分な戦略的な灌漑政策などである。 

加えて喫緊の課題としては、農村金融サービスの充実、種子、肥料、農薬、農業機械、

など生産投入財および農産物市場流通の改善などがあげられる。 

 

2.4 灌漑関連組織 

2.4.1 灌漑関連政府機関 

灌漑開発に関連する省庁は17にも及ぶ。主要省庁は、水灌漑省、農業省、畜産省、財

務省、漁業省、および環境省である。関連省庁としては、土地省、国会計画開発省、協

同組合省、貿易産業省、地域開発省、保健省、地方政府省、公共事業省、ジェンダー青

少年省、および大統領府である。 

 

2.4.2 カウンティー政府機関 

2013年の地方分権で小規模灌漑事業の実施はカウンティー政府に移管された。 

 

2.4.3 農民組織、CBOs、NGOs 

灌漑事業受益者は、水利組合、協同組合、農民グループや自助グループなどを結成す

るが、これらは、法的に登録された組織と、未登録なものに大別される。これらの組織

は灌漑事業の建設や維持管理を目的として各事業地区に設立される。農民組織が直面す

る問題点としては、業務遂行にあたっての低い能力、および法人格組織としての登録が

進んでいないことがあげられる。多くの NGO、地域組織（Community Based Organization : 

CBO）、社会組織が灌漑事業に関わっている。これら組織は、能力開発、社会開発、小

規模灌漑事業建設などに大きな役割を果たしている。しかし、農村における活動はお互

いに連携が不足しているため、役割活動の主流化に対して、さらなる取り組みが必要と

される。 
 

2.5 SIDEMAN プロジェクト 

2.5.1 プロジェクトの背景 

2000年から2003年にかけて、JICA は持続可能な小規模灌漑事業の推進を目的として

「ミニ・プロジェクト」を実施した。本プロジェクトは、1997―98年に実施されたケニ

ア山麓灌漑開発計画調査から得られた様々な課題に対応すべき形成された。プロジェク

トの課題は、水利組合の能力強化、政府職員のためのガイドライン整備と能力強化プロ

グラムの必要性であった。 
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ケニア国中南部持続的小規模灌漑開発管理プロジェクト（SIDEMAN Project）は以下

に示すミニ・プロジェクトの成果をもとに形成された。 

 

- 灌漑事業ガイドライン 

- 水利組合フレームワーク 

- 職員研修マスタープラン 

 

上位目標 

小規模灌漑開発手法が他の地区において利用される。 

 

プロジェクト目標 

対象地区で持続的小規模灌漑手法が確立される。 

 

プロジェクトの目的 

SIDEMAN プロジェクトの目的は上記成果品の有効性を実践・検証することを目的と

する。 

 

2.5.2 事業内容 

(1)水利組合強化 

パイロット事業地区農民に対する水管理／維持管理にかかる能力強化プログラムを

実施する 

(2)灌漑施設建設／改修 

パイロット事業地区における灌漑施設建設および改修事業を実施する 

(3)農民研修 

パイロット事業地区およびケニア国内農民を対象にした2週間の研修プログラムを

実施する 

(4)灌漑技術者への研修 

灌漑技術者の知識、スキル向上を図るため、以下の研修プログラムを実施する 

- 灌漑排水局職員技術研修 

- 国内研修 

- 第三国技術交換研修 

- カウンターパート本邦研修 

上記プログラム実施に伴い、JICAは調査、研修資機材、車両などの供与を行った。 

 

2.5.3 プロジェクト期間 

2005年12月より2010年12月までの5年間。 

 

2.5.4 プロジェクト対象地域 

プロジェクト対象地域は 表 2.5.1に示す6地区である。 



 

2-6 

表 2.5.1 SIDEMAN プロジェクト対象地域 

地区名 県（当時） 灌漑面積（ha） 農民数 

Kiarukungu Mwea North 120 294 

Kianbindu Mbeere North 160 400 

Kyeekolo Kilungu 10 100 

Kisioki Loitoktok 90 450 

Koseka Narok North 60 67 

Kanunka B Narok North 50 90 

Total  490 1401 

 

2.6 SHEP-UP Project
1
 

園芸作物生産セクターの開発は、迅速な経済再生や雇用創出の観点より極めて重要な事

項である。このセクターの潜在力はケニアでは比較的に高いとされており、園芸作物市場

は徐々にではあるが以前にも増して生産者にとって開かれた、望ましい物になりつつある。

しかしながら、当国における園芸作物の80%は小規模農家によって栽培されており、農民

は、限定された市場へのアクセスやその市場での生産物を有利に販売するための能力に欠

ける等、いくつかの課題に直面している。 

小規模園芸栽培振興プロジェクト(SHEP Project)は2006年11月から2009年11月の間ケニ

ア国と日本政府間での二国間技術協力プロジェクトとして実施された。関連実施機関は農

業省(現・農業畜産水産省)、園芸作物開発公社および国際協力機構である。プロジェクト

目標は「小規模園芸農家グループの園芸作物生産能力および組織運営能力の強化による所

得の向上」であり、そのアプローチ方法(SHEP アプローチ)は農民グループおよび県農業官

や普及員などにより構成されたファシリテーターグループに対する一連の研修シリーズを

通して行われる。 

SHEP Project は、その終了時評価時に活動の成果を農業省より認められ、そのアプロー

チ方法は有効である点が確認された。小規模園芸農民組織強化振興ユニット(SHEP ユニッ

ト)が SHEP アプローチをケニア全国に普及させる事を目的に農業省園芸局内に設立され、

小規模園芸農民組織強化振興ユニット・プロジェクト（SHEP UP Project）が実施された(2010

年5月～2015年2月)。 

SHEP UP Projectの全体目標は「プロジェクト実施県における園芸小規模農民の生計が向

上する」であり、その目的は「園芸小規模農民への(SHEP アプローチ導入による)効率・効

果的な支援体制をケニア全国規模で構築する」ことである。プロジェクトに期待される成

果は以下のとおりである。 

1. SHEP アプローチが小規模園芸農民組織強化振興ユニット(SHEP ユニット)により

導入され実施体制が整う、 

2. SHEP アプローチを導入した農民グループの園芸作物生産による収入の向上、 

3. 上記２の効果により SHEP アプローチが対象県において適切に普及・定着する、 

4. SHEP アプローチに関する情報管理体制が構築される。 
                                                        
1 The texts in this section are mainly quoted from the references issued by SHEP UP© Project 

Source: JICA Team 
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3章 パイロットサイトの選定 

 

3.1 概要 

旧コースト州、東部州、リフトバレー州に属する、8カウンティーの半乾燥地域から、

Batch 1より8地区、Batch 2より5地区、合計13地区のパイロットサイトが選定された。1 

 

3.2 Batch 1パイロットサイトの選定 

3.2.1 候補案件の選定 

下表に Batch 1パイロットサイト候補地区を示す。8地区のパイロットサイトは15地区

の候補から、3.2.2節で述べる選定基準をもとに選出された。 

 

表 3.2.1 Batch 1 パイロットサイト候補地区 

No. カウンティー サブ・カウンティー 候補地区 

1. Taita-Taveta Taveta Kasokoni 
2. Mwatate Msau 
3. Kilifi Ganze Mdachi 
4. Narok Narok North Olopito 
5. Laikipia Laikipia West Gatitu/Muthaiga 
6. Baringo Mogotio Emining 
7. Elgeyo Marakwet Keiyo North Kipchuchuku 
8. Marakwet East Kaben 
9. West Pokot Pokot Central Chemosos 
10. Embu Mbeere North Murachake 
11. Meru Imenti North Gachua 
12. Igembe South Tumutumu 
13. Tigania East Igari 

Antuambugi 
14. Tharaka Nithi Thalaka South Muungano 
15. Kiaga 

 

3.2.2 Batch 1パイロットサイト選定基準の検討 

Batch 1パイロット候補地区は、SCIO のモチベーションを維持させるために、2012年10

月に開催されたワークショップで SCIO 自身によって提案された。その後、選定基準を基

にパイロットサイトを選出した。 
 

PPSSC（パイロットプロジェクト地区選定委員会: Pilot Project Sites Selection Committee）

により地区選定基準が設定された。選定項目は、次ページ表に示すように（1）気象条件、

（2）土地所有、（3）灌漑面積、（4）水資源、（5）作物生産、（6）灌漑施設、（7）水利組合、

（8）地区へのアクセス、（9）市場条件、（10）環境である。 

 

 

                                                        
1 2013年の地方分権により州は廃止されたが、本章では便宜上州名を付す。 

Source: JICA Team 
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表 3.2.2 パイロットサイト選定基準 

No. 区分毎のスコア 評価項目 

1 2 気象条件 
2 5 土地所有 
3 10 灌漑面積 
4 15 水資源 
5 15 作物生産 
6 10 灌漑施設 
7 20 水利組合 
8 6 地区へのアクセス 
9 10 市場条件 

10 7 環境 
Total 100  

 

3.2.3 Batch 1パイロットサイトの選定結果 

Batch 1パイロットサイト選定結果は以下のとおり。カウンティーの重複を避けて選出

された。 

表 3.2.3 Batch 1 パイロットサイト選定結果 

No. カウンティー サブ・カウンティー 地区 スコア 

1. Taita-Taveta Taveta Kasokoni 77 
2. Mwatate Msau 72 
3. Kilifi Ganze Mdachi 62 
4. Narok Narok North Olopito 74 
5. Laikipia Laikipia West Gatitu/Muthaiga 85 
6. Baringo Mogotio Emining 62 
7. Elgeyo Marakwet Keiyo North Kipchuchuku 59 
8. Marakwet East Kaben 78 
9. West Pokot Pokot Central Chemosos 61 

10. Embu Mbeere North Murachake 87 
11. Meru Imenti North Gachua 85 
12. Igembe South Tumutumu 87 
13. Tigania East Igari Antuambugi 81 
14. Tharaka Nithi Thalaka South Muungano 82 
15.  Kiaga 79 

 

最終的に選出された地区は以下のとおり。 

表 3.2.4 Batch 1 パイロットサイト 

No
. 

カウンティー サブ・カウンティー 地区 

1. Taita-Taveta Taveta Kasokoni 
2. Kilifi Ganze Mdachi 
3. Narok Narok North Olopito 
4. Laikipia Laikipia West Gatitu/Muthaiga 
5. Elgeyo Marakwet Marakwet East Kaben 
6. Embu Mbeere North Murachake 
7. Meru Igembe South Tumutumu 
8. Tharaka Nithi Thalaka South Muungano 

Source: JICA Team 

      Source: JICA Team 

     Source: JICA Team 
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3.3 Batch 2パイロットサイトの選定 

3.3.1 候補案件の選定 

Batch 1パイロットサイトのプロジェクト実施で向上したサブ・カウンティー職員の能

力が、プロジェクト期間を通じ引き続き強化される様、Batch 2パイロットサイトは Batch 

1と同一のサブ・カウンティーから選出された。 

 

JICA調査団によって質問票の素案、選定基準素案作成など準備作業が行われた。同時

に、2013年12月の PMT会議後、候補地区が選定された。Batch 1の教訓より、Batch 2パ

イロットサイト選定の留意点を下記のとおりとした。 

- 地区における水利組合/CBO（Community Based Organization）の登録状況 

- 規定に基づいた水利組合役員選挙の実施状況 

- 提案された灌漑施設の概要 

- WRMA水利権の承認状況 

2014年1月、下記の候補地区における質問票への回答を関係 SCIO より入手した。 

表 3.3.1 Batch 2 パイロットサイト候補地区 

No. カウンティー サブ・カウンティー 地区名 
1 Taita-Taveta Taveta Challa Tuhire 
2 Taita-Taveta Taveta Kimala 
3 Taita-Taveta Taveta Kimorigo 
4 Kilifi Ganze Mwangutho 
5 Narok Narock North  Shulakino 
6 Narok Narock North  Ewaso N'giro 
7 Narok Narock North  Muchorui/Muchuha 
8 Laikipia Laikipia West Munand 
9 Laikipia Laikipia West Kiamariga/Raya 

10 Laikipia Laikipia West Kiangoru  
11 Meru Igembe South  Kaumbura 
12 Meru Igembe South  Mpanguene 

Source: JICA Team 

 

3.3.2 Batch 2パイロットサイト選定基準の検討 

Batch 2パイロットサイトの選定基準は Batch 1地区と同様である。 

 

3.3.3 Batch 2パイロットサイト選定結果 

Batch 2パイロットサイト候補地区の評価は SCIOより回収した質問票への回答を基に

行われた。選定結果は下表のとおり。 
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表 3.3.2 Batch 2 パイロットサイト選定結果 

カウンティー サブ・カウンティー 候補地区 スコア 
Taita-Taveta Taveta Tuhire Challa 78 

 
Taveta Kimala 71 

 
Taveta Kimorigo 78 

Kilifi Ganze Mwangutho 73 
Narok Narock North  Shulakino 78 

 
Narock North  Ewaso N'giro 46 

 
Narock North  Muchorui/Muchuha 57 

Laikipia Laikipia West Munanda 66 

 
Laikipia West Kiamariga/Raya 67 

 
Laikipia West Kiangoru  66 

Meru Igembe South  Kaumbura 71 

 
Igembe South  Mpanguene 67 

Source: JICA Team 

Tavetaサブ・カウンティーでは2地区が同得点であったが、Tuhire Challa地区がKimorigo

地区よりも水利組合の活動が活発であったことから選出された。更に、地区内における

灌漑施設改修による影響がより高く評価された。以上の結果をもとに Batch 2パイロット

サイトが最終的に選定された。下表に選定されたパイロットサイトを示す。 

表 3.3.3 Batch 2 パイロットサイト 

カウンティー サブ・カウンティー 地区 灌漑面積（ha） 受益者数 
Taita-Taveta Taveta Challa Tuhire 300 700 

Kilifi Ganze Mwangutho 16 40 
Narok Narock North  Shulakino 40 172 

Laikipia Laikipia West Kiamariga/Raya 60 140 
Meru Igembe South  Kaumbura 200 500 

Source: JICA Team 

 

3.4 関係者への説明会（Start off Meeting） 

選定された Batch 1および Batch 2パイロットサイトで、以下の目的で関係者への説明会

を実施した。 

1. 本プロジェクトの活動および実施スケジュール概要の説明 

2. 本プロジェクトにおける、プロジェクト、政府機関、水利組合の役割責任 
 

説明会では以下の内容の説明を行った。 

 

- プロジェクトの目的と活動 

- プロジェクト期間および活動スケジュール 

- 灌漑開発にかかる活動 

- 水利組合による灌漑施設建設／改修の実施方法 

- 水利組合能力強化、灌漑施設維持管理、営農支援に係るプログラム 

- パイロットサイト調整委員会(PSCC)の設立、メンバーと活動内容 

- 地区住民に対するフィージビリティ調査、詳細設計、環境影響評価調査などを実施

する再委託コンサルタントの紹介 
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- 再委託コンサルタントの役割と現地での調査内容 

- EIA に関連し実施される住民説明会実施要領 

- SHEP 手法を用いた農業支援プログラムの紹介（該当地区のみ） 

- 本プロジェクトにおける SCIO および SCAOの役割 

- 水利組合の役割（特に農民参加型工事について） 

- 環境影響評価および環境管理計画の説明 

- 水利組合主体での WRMA への許認可申請（建設許可ならびに取水許可） 

- WRMAで定められている貯水池設置について 
 

その後、現地再委託業者とともに、取水地点および幹線水路など主要構造物（予定地点

を含む）の踏査を行い、提案されている灌漑施設計画の確認および測量業務についてコン

サルタントに対する指示を行った（Batch 1パイロットサイトのみ）。 
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4章 パイロットサイトのフィージビリティ調査および詳細設計 

 

4.1 概要 

Batch 1のパイロット事業の実施は緊急性を要したため、フィージビリティ調査および詳

細設計はローカルコンサルタントへの再委託を行った。Batch 1パイロットサイトの調査を

通じて、調査手法に関する技術移転が SCIO および SCAOへと行われ、Batch 2パイロット

サイトの調査設計は、Batch 1で得られた経験を基に、彼ら自身が主体となり調査を行う事

が期待された。 

 

4.2 調査の手順  

4.2.1 フィージビリティ調査 

以下に示す情報収集、調査を実施した。 

- 受益者農家戸数および人口 

- 地形、土壌、土地利用 

- 気象、水資源 

- 既存灌漑施設 

- 道路、給水などの農村インフラ 

- 農業（作付面積、営農方法、農産物価格、市場流通） 

- 市場へのアクセス 

- 水利組合（登録メンバー数、活動内容、財務状況） 

- 政府機関（職員数、資機材など） 

- ジェンダー 

- 灌漑改修計画策定に必要な灌漑施設ニーズ調査 

- 取水堰工事のための地形測量および河川測量、水路、パイプライン建設のための

路線測量 
 

水文調査はWRMA（水資源管理庁：Water Resources Management Authority）に登録さ

れた水文専門家に委託した。調査項目は以下のとおり。 

- 河川ネットワーク 

- 河川流量変化の傾向分析 

- 現在の河川の地形 

- コミュニティの生計システムと水需要分析 

- 提案されたプロジェクトに対する、水資源ポテンシャルの評価 

 

フィージビリティ調査報告書は収集された情報とそれらの分析を基に作成され、水灌

漑省および農業省へ提出された。フィージビリティ報告書の内容は以下のとおり。 

- 対象地区の現況 

- 営農支援計画 

- 灌漑施設計画 
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- 水利組合の評価と能力強化計画 

- 施設維持管理計画 

- 概算費用積算 

- 経済財務評価 

 

4.2.2 詳細設計 

フィージビリティ調査に続き、以下に示す項目からなる詳細設計を実施した。 

- 追加現地調査 

- 施設設計および積算 

- 詳細設計報告書（主要構造物の図面、水路／パイプライン縦断図、数量計算書、

積算資料、工事実施計画） 

- 建設工事入札書類（ドラフト） 

 

4.3 Batch 1 パイロットサイトの現況 

4.3.1 農業全般 

(1)栽培作物 

各地区で栽培されている農作物は以下のとおり。 

表 4.3.1 Batch 1 パイロットサイト現況栽培作物 

 
 

  

作物/ サイト
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トウモロコシ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豆類 ○ ○ ○ ○ ○ ○

トマト、タマネギ ○ ○ ○ ○

バナナ ○ ○ ○ ○

リョクトウ、キャッサバ ○ ○

カウピー ○ ○

サヤマメ ○ ○

ジャガイモ ○

キャベツ ○

マンゴー ○

サツマイモ、ソルガム ○

メロン ○
出典 : JICA TeamSource: JICA Team 
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表 4.3.2 Batch 2 パイロットサイト現況栽培作物 

 
(2)作物栽培 

Batch 1パイロットサイトの2013年の主要作物の栽培面積の割合を表 4.3.3に示す。

多様な作物が各地区で栽培されている。中でもトウモロコシと豆類の栽培が普及して

おり、それぞれ耕作面積の38%、32%のシェアを持っている。通常、天水灌漑条件下

で混作にて栽培されているが、野菜や果物（主にバナナ）は主に灌漑条件下で栽培さ

れている。天水灌漑での栽培が栽培面積の80%を占めている 

表 4.3.3 Batch 1 パイロットサイト 栽培面積 

 
 

土壌物理特性、作付け体系など、基礎情報の概要を表 4.3.4に示す。 

表 4.3.4 土壌物理特性ならびに作付け体系 

 
 

作物/ サイト
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トマト ○ ○ ○ ○

トウモロコシ、豆類 ○ ○ ○ ○

タマネギ、バナナ ○ ○ ○

リョクトウ、カウピー ○ ○ ○

ケール ○ ○ ○

ナス ○ ○

キマメ ○ ○

キャッサバ、オレンジ ○ ○

キャベツ、サツマイモ、メロン、エンドウ、カプシカム ○ ○

ソルガム ○ ○

コメ、オクラ、ニガウリ ○

マンゴー、カシューナッツ、ココナッツ、タンジェリン、ポー
ポー、パッションフルーツ、ピリピリ

○

サヤマメ、ジャガイモ、ポテト、小麦、大麦、ヤングコーン、ズッ
キーニ、ホウレンソウ、トウガラシ、コリアンダー、サヤエンドウ、
レタス、キュウリ、ニンジン

○

ピーマン、シコクビエ、ソラマメ、ヤムイモ ○

パピルス、ミレット、フジマメ ○
出典 : JICA Team

(Unit: %)

トウモロコシ 豆類
その他
穀類

野菜 果物 その他
灌漑面積

(Acre)
Mdachi 25 50 - - - 25 24
Olopito 60 12 - 25 - 3 293
Gatitu/Muthaiga 29 29 - 42 - - 209
Tumutumu 33 33 20 14 - - 500
Kasokoni 19 28 - 34 19 - 113
Kaben 46 16 - - 14 23 170
Murachaki 33 33 20 - - 14 977
Muungano 44 44 - 2 9 - 540
計 38 32 10 15 3 2 2,826

出典： JICA Team

Mdachi Olopito
Gatitu/

Muthaiga
Tumutumu Kasokoni Kaben Murachaki Muungano

1) 代表的な土壌特性

土性 Coarse MC to M M to MF MC MF to F Medium MF to F MC
排水性 Well Moderate Well Moderate M to P Moderate M to P Moderate

2) 天水栽培

帯状栽培 ○ ○ ○

混作栽培 ○ ○ ○ ○ ○

単一栽培 ○

土性： MC: Moderately Coarse, M: Medium, MF: Moderately Fine, F: Fine
排水性： M: Moderate, P: Poor

出典： JICA Team

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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(3)天水農業 

天水条件下ではトウモロコシやその他穀類、豆類が主に生産されている。Batch 1パ

イロットサイトの収量、栽培面積、単位面積収量を表 4.3.5および表 4.3.6に示す。 

表 4.3.5 天水作物栽培の収量 

 
 

表 4.3.6 ケニア国内の平均作物収量 (2012) 

トウモロコシ ソルガム 豆類 トマト 

0.76 t/a 0.3 t/a 0.2 t/a 8.6 t/a 

 Source: Economic Review of Agriculture 2013 

 

トウモロコシの収量に着目すると、Mdachi、Olopito、Gatitu/Muthaiga 地区の収量は

ケニア国内の平均値と同等かそれ以上の値である。しかしアレークロッピングの単位

収量は単一栽培の収量の2倍に相当するため、Tumutumu、Murachaki、Muungano 地区

の収量もケニア国内全体の平均よりも高い収量といえる。Kaben、Kasokoni 地区の収

量はケニア国内の平均収量を下回っている。 

他の天水栽培下の作物の収量についても国内の平均を上回っており、基本的にケニ

ア国内の平均よりも高い。 
 

(4)作物の品質 

生産された野菜や果物の大部分は低品質のため廃棄されている。品質の悪い生産物

は仲買人に買われることがないため、販路に乗せることが出来ない。図 4.3.1に示す様

に、多くの生産物が廃棄され、あるいは、家畜の飼料になっている。食糧安全保障と

農家の収入向上の面から、これら廃棄されている低品質の生産物を有効に利用してい

くことが求められる。 

解決策として、生産物の品質向上、低品質の生産物を有効活用するための食品加工

の普及などがあげられる。 

品質向上のためには種子改良、病害虫管理、営農技術の向上が必要となる。 

食品加工技術は収入の向上、雇用の創出、食糧の長期保存を通じた食糧安全保障確

保の面から必要である。また、作物生産に季節性があることから、自家消費用として

の食糧備蓄の観点からも有益である。 

 

栽培面積 収量 単収 栽培面積 収量 単収 栽培面積 収量 単収

acre ton ton/acre acre ton ton/acre acre ton ton/acre
Mdachi 6 4 0.7 - - - 12 3 0.3
Olopito 175 158 0.9 - - - 35 49 1.4
Gatitu/Muthaiga 60 60 1.0 - - - 60 12 0.2
Tumutumu 167 83 0.5 100 40 0.4 167 33 0.2
Kasokoni 21 9 0.4 - - - 32 6 0.2
Kaben 29 40 0.5 - - - 27 3 0.1
Murachaki 319 127 0.4 191 70 0.4 319 64 0.2
Muungano 240 96 0.4 - - - 240 72 0.3

出典： JICA Team

トウモロコシ その他 穀類 豆類
Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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廃棄されたトマト 圃場に放置されたキャベツ 家畜飼料として処理 

図 4.3.1 食糧廃棄 

4.3.2 灌漑農業 

(1)灌漑作物栽培 

大部分の野菜類が灌漑栽培によって生産されている。灌漑面積、収量、単位面積収

量を表 4.3.7 灌漑作物栽培の収量 

に示す。全ての地区のトマトの収量は国の平均収量を大きく下回っている。 

タマネギの全国平均収量は約15 トン/ヘクタール（約6トン/エーカー）である。

Gatitu/Muthaiga で全国水準の収量であるが、その他の地区では収量は全国平均を大き

く下回っている。 

表 4.3.7 灌漑作物栽培の収量 

 
 

(2)灌漑手法 

表 4.3.8と図 4.3.2に示すように、対象地区内では水盤灌漑、畦間灌漑、散水灌漑の3

種類の灌漑手法が適用されている。 

表 4.3.8 灌漑手法 

 

 

栽培面積 収量 単収 栽培面積 収量 単収

acre ton ton/acre acre ton ton/acre
Mdachi - - - - - -
Olopito 45 351 7.8 5 9 1.8
Gatitu/Muthaiga 30 95 3.2 15 99 6.6
Tumutumu 33 164 4.9 33 137 4.1
Kasokoni 23 157 6.7 15 38 2.5
Kaben - - - - - -
Murachaki - - - - - -
Muungano - - - - - -

出典： JICA Team

トマト タマネギ

灌漑手法\サイト Mdachi Olopito
Gatitu/

Muthaiga
Tumutumu Kasokoni Kaben Murachaki Muungano

水盤灌漑 ○ ○ ○ ○ ○

畦間＋水盤灌漑 ○ ○ ○ ○ ○

その他 ○ ○ ○

出典：  JICA Team

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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水盤灌漑 (Olopito) 畝間灌漑 (Gatitu/Muthaiga) その他(Tumutumu) 

図 4.3.2 地区内の灌漑の様子 

現地調査より、水盤灌漑と畦間灌漑を適用している圃場では、作物が過剰灌漑によ

る影響を受けている事が明らかになった。作物の生育にとって灌漑を行うことは非常

に重要ではあるが、過剰灌漑は滞水（ウォーターロギング）を引き起こす。過剰な水

分は作物生育に不可欠な土壌中の空気を押し出し、作物生育に障害を引き起こし、収

量ならびに品質を低下させる。 

滞水が引き起こす主な障害は以下のとおりである。 

 
1) 種子の発芽が阻害され、発芽が失敗する。 

2) 根が生育障害を引き起こし、土壌中の栄養分を吸着できなくなる。 

3) 地表面からの蒸発量が増加し、塩類集積を引き起こす。 

 
滞水が原因となる典型的な症状は不完全な発芽、不均一な作物成長、葉の黄化等で

ある。図 4.3.3に示す様に、これらの症状は Batch 1パイロットサイトの灌漑圃場に共

通して散見される。以上のことから、Batch 1パイロットサイトの灌漑栽培作物の収量

の低さは、過灌漑による根腐れが主要因と考えられる。 

一般的に、園芸作物栽培は土壌の排水性によって収量が大きく変化する特徴があり、

排水性の高い土壌での栽培が適している。たとえば Kasokoni地区の場合、粘土が主成

分である目の細かい土壌であるため、排水性が非常に乏しい。そのため、トマトやト

ウモロコシといった天水栽培作物、灌漑栽培作物、両方の圃場で、滞水だけではなく

土壌特性を考慮していない作物選択が生産性の低さを引き起こしている。この様な状

況では、土壌特性を考慮に入れた栽培作物の選定が重要となる。 

過剰灌漑は圃場での塩類集積発生の主要因となる。現行の Kasokoni地区の灌漑手法

では圃場プロット単位で灌漑日を定め巡回させている。この水管理方法では灌漑間断

日数が約20日となっている。この長い間断日数の下では、農家達は1回に過剰な灌漑を

する傾向がある。その結果、土壌中の塩分を含んだ水分が毛管現象によって地表面に

運ばれ、その後蒸発により塩類集積が発生する。土壌塩分が増加することで、土壌の

荒廃が進み作物の生育に悪影響を及ぼす。また Mdachi 地区では灌漑水に含まれる塩

分濃度が高く、また過剰灌漑によって影響を受けた作物の症状が散見される。高濃度

の塩分を含む灌漑水を過剰に灌漑する事は土壌中の塩類集積を引き起こす一番の原因

となる。この様な状況を避けるためには適切な灌漑水量と間断日数の設定が必要不可

欠である。 

Source: JICA Team 
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トウモロコシ 
(Murachaki) 

トマト 
(Kasokoni) 

ケニア伝統野菜 
(Olopito) 

図 4.3.3 地区内の灌漑栽培 

4.3.3 灌漑水利施設 

(1)Batch 1 パイロットサイト 

Batch1パイロットサイトの既存灌漑水利施設は以下のとおり。 

表 4.3.9 Batch1 パイロットサイト既存灌漑水利施設 

 
 

Kasokoni地区および Kaben地区では、プロジェクトによる灌漑水利施設の補修工事

が検討された。Gatitu/Muthaiga 地区は既存の取水堰があるため、パイプラインシステ

ムの建設が要望され、一方で Murachaki 地区では、既設取水工の改修と沈砂水槽の新

設が検討された。また Mdachi, Olopito地区は、既存の灌漑施設がなく天水農業が主体

である。いくつかの地区では農民個人によって可搬ポンプを用いた栽培がおこなわれ

ている。 

 

(2)Batch 2 パイロットサイト 

Batch 2パイロットサイトの既存の灌漑水利施設は以下のとおり。 

 

サイト 既存施設

Kasokoni

- 取水施設 （取水堰、分水工等）

- 幹線水路および附帯構造物

- 二次水路

- 圃場内水路および附帯構造物

- 排水路

Mdachi - 無し

Olopito - 無し

Gatitu Muthaiga
- 取水堰

- 水路

Kaben

- 取水地点（自然流入）

- 幹線水路および附帯構造物

- 二次水路

- 圃場内水路および附帯構造物

Murachaki
- 取水堰

- 導水パイプラインの一部

Tumutumu
- 取水堰

- 取水槽

Muungano - 可搬ポンプ

出典 : JICA Team

Source: JICA Team 

 

Source: JICA Team 
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表 4.3.10 Batch 2 パイロットサイト既存灌漑水利施設 

 
 

Batch 2パイロットサイトの農民は既存施設を用いての灌漑農業の経験を有するが、

これらの既存施設は劣化が激しく、補修もしくは改修が必要となっている。 

 

4.3.4 水利組合（IWUA） 

政府の支援により自助努力グループ(Self-Help Groups: SHGs)が全サイトに設立されて

いる。水利組合の活動現況を以下に示す。 

  

サイト 既存施設

Tuhire Challa

- 取水堰および附帯構造物

- ボックスカルバート

- 導水水路

- 幹線水路

- 道路横断工

- 支線水路および分水工

- 二次水路および分水工

Mangudho

- ポンプ室

- ディーゼルエンジンポンプ

- 幹線パイプライン

- 分水工

- 3インチ パイプライン

- 可搬ポンプ

- 点滴灌漑用タンク 10,000 lt
- 点滴灌漑キット 1 acre

Shulakino
- 取水堰および附帯ゲート

- 右岸用 幹線パイプライン

- 農民によって建設された、左岸用簡易水路

Kiamariga Raya
- 取水堰および附帯構造物

- パイプラインおよび附帯構造物

Kaumbura - 土水路

出典 : JICA TeamSource: JICA Team 
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表 4.3.11 Batch1 パイロットサイト水利組合の現況 

 

 

  

1 Kasokoni SHGとして登録 年1回選出 あり 改訂済
全てのメンバーは理解して
いない

2 Mdachi SHGとして登録
選出、定款には任

期規定なし
あり 改訂中 僅かのメンバーが理解

3 Olopito SHGとして登録 年1回選出 あり 改訂中
全メンバーが改訂に参加し

たため理解している

4 Gatitu/Muthaiga SHGとして登録 年1回選出 あり 改訂済
メンバーは定款を理解して

いない

5 Kaben SHGとして登録
選出、定款には任

期規定なし
あり 改訂済

改訂後全てのメンバーが理

解した

6 Murachake SHGとして登録
選出、定款には任

期規定なし
あり 改訂中

全てのメンバーは理解して

いない

7 Tumutumu SHGとして登録
選出、定款には任
期規定なし

あり 改訂中

委員会メンバー以外、全て

のメンバーは理解していな
い

8 Muungano SHGとして登録 3年に1度選出 あり 改訂中
全てのメンバーが理解して
いる

登録状況
委員会メンバー

選出方法

定款

定款の

有無

定款の

改訂
メンバーの定款理解度

地区名

1 Kasokoni 毎週 ほぼ100% あり 開設すみ Ksh 100,000 1時間あたり10シリング

2 Mdachi 毎週 50%以下 あり 開設すみ Ksh.7,000 1週間当たり20シリング

3 Olopito 毎月 50%－80% あり 開設すみ Ksh 6,000 1週間当たり50シリング

4 Gatitu/Muthaiga 毎月 約90% あり 開設すみ Ksh, 20,000 1週間当たり50シリング

5 Kaben 毎週 約95% あり 開設すみ なし 年間1200シリング

6 Murachake 隔週 ほぼ100% あり 開設すみ なし 必要に応じて徴収

7 Tumutumu 毎月 約80% あり 開設すみ Ksh 250,000 必要に応じて徴収

8 Muungano 毎月 約50% あり 開設すみ Ksh. 300,000 毎月100シリング

会議議事録 銀行口座開設 預金残高 1人当り水代徴収金額
地区名

定期的会議 会計管理

会議開催

頻度
会議出席率

Source: JICA Team 
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表 4.3.12 Batch2 パイロットサイト水利組合の現況 

 

 
 

パイロットサイトでの水利組合の一般的な特徴は以下のとおり。 

- 全地区の水利組合は自助グループ（Self-Help Group: SHG)として登録されている。 

- 大部分の水利組合で定款が定められているが、水利組合員の理解が不十分である。 

- 委員会メンバーの選出の選挙が行われているが、定款に定められた開催頻度が遵守

されていない。 

- 水管理に関する規則が定められていない。 

- 全ての水利組合が会計管理のために銀行口座を開設しているが、定期的に施設維持

管理費用を徴収する体制になっていない。 

- 施設維持管理に関わる活動は必要に応じて行われているが、計画的には実施されて

いない。 

 

定款の
有無

定款の
状態

メンバーの定款理解度

Tuhire Challa SHGとして登録
選挙
（任期3年）

有 一部見直しと追加が必要
新しく修正されたが、定員数
が揃わず制定に至っていない

Mangudho SHGとして登録 選挙 有

SIDEMAN-SALのガイドライ

ンとSCSDO*の助力の下、
充分に練られている

施行に至っていない

Shulakino SHGとして登録
選挙
（各家系の代表者の中から）

有
SIDEMAN-SALガイドライン
の下、制定中

未制定

Kiamariga Raya SHGとして登録 選挙 有 制定中 未制定

Kaumbura SHGとして登録
選挙
（任期3年）

有 2014年12月に新たに制定 施行に至っていない

* SCSDO: Sub County Social services Development Officer 出典：JICA Team

地区名 登録状況
委員会メンバー

選出方法

定款

会議開催
頻度

会議
出席率

会議
議事録

銀行口座
開設

預金残高 1人当たりの水代徴収金額

Tuhire Challa
総会を年1回開
催、その他必要
に応じて開催

総会：約 50-70%
その他：50%以下

有 開設済み
Ksh
180,000

年間 Ksh 1,100

Mangudho 毎週 約 60 - 75% 有 開設済み
Ksh
10,000

毎月 Ksh 50

Shulakino
不定期
（必要に応じて
開催）

約 50% 有
（一部紛失）開設済み Ksh 5,000
Ksh 20 を当初に徴収
現在徴収額を設定中

Kiamariga Raya
毎月
（第3土曜日）

平均 38% 有 開設済み 確認中
毎月 Ksh 500
地主からは 毎月 Ksh 3,000

Kaumbura
不定期
（必要に応じて
開催）

約 50% 有 開設済み
Ksh
35,000

必要に応じて
Ksh 2,000 - 3,000

出典：JICA Team

地区名
定期的会議 会計管理

 

Source: JICA Team 
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4.4 フィージビリティ調査および詳細設計の概要 

4.4.1 農業開発計画 

各パイロットサイトよりの収集情報、サブ・カウンティーレベルおよび国家統計、お

よび、受益者および農業関連職員からの聞き取り調査をもとに、以下の栽培作物が選択

され提案された。 

表 4.4.1 Batch 1 パイロットサイト計画導入作物 

 

表 4.4.2 Batch 2 パイロットサイト計画導入作物 

 
 

4.4.2 灌漑開発計画 

詳細設計で、各地区の新設または改修対象の灌漑施設が以下のとおり提案された。そ

れら提案の内、予算と活動期間を考慮し、プロジェクトで実施すべきスコープについて

協議が行われ、合意が得られた。 

  

作物 \ サイト Kasokoni Mdachi Olopito Gatitu/Muthaiga Kaben Murachake Tumutumu Muungano
トウモロコシ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
豆類* ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
トマト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
タマネギ ○ ○ ○ ○ ○ ○
サヤマメ ○ ○ ○
キャベツ ○
ケール ○ ○
オクラ ○
アマランタス ○
ラッカセイ ○ ○
サツマイモ ○
ジャガイモ ○
マンゴー ○
バナナ ○ ○ ○ ○
*間作用のリョクトウを含む 出典 : JICA Team

Crop/ Scheme Challa/Tuhire Mangudho Shulakino Kiamariga/Raya Kaumbura
トウモロコシ ○ ○ ○ ○
豆類* ○ ○
トマト ○ ○ ○ ○ ○
タマネギ ○ ○ ○ ○ ○
キャベツ ○ ○
メロン ○ ○
バナナ ○
青トウモロコシ ○
アマランタス ○
カプシカム ○ ○
ニンニク ○
ポーポー ○
*間作用のリョクトウを含む 出典 : JICA Team

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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表 4.4.3 Batch 1 パイロットサイトで提案された灌漑施設諸元 

 

 

Gatitu/Muthaiga 地区を除き、4地区での取水堰新設と3地区での取水堰改修が提案され

た。開水路の導入を提案した3地区の内、Mdachi 地区では新設、Kasokoni および Kaben

地区では既存開水路の改修が提案された。一方、その他の5地区では、パイプラインシス

テムの導入が提案され、末端給水施設としてスプリンクラーシステムの導入が検討され

た。 
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取水堰

新設/ 改修/ 適用外 改修 新設 新設 適用外 新設 改修 改修 新設

堰長 (m) 15.6 16.0 16.0 16.0 20.0 8.0 24.0
堰高 (m) 2.2 1.7 1.5 1.75 1.50 1.20 1.00

灌漑体系 開水路 開水路 パイプライン パイプライン 開水路 パイプライン パイプライン パイプライン

幹線水路 幹線水路 幹線パイプ 幹線パイプ 導水水路 導水パイプ 導水パイプ 幹線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 1 1 1 2 1 1 1 2
全長 (m) 1,886 458 3,646 9,065 13,000 2,125 1,271 12,613
附帯構造物 (個) 39 5 26 75 36 13 11 90

支線水路 二次水路 二次パイプ 支線パイプ 幹線水路 幹線パイプ 幹線パイプ 支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 20 2 5 25 1 1 3 224
全長 (m) 5,546 1,231 2,943 8,738 5,853 10,875 11,547 12,613
附帯構造物 (個) 192 19 36 149 22 70 80 418

三次水路 三次パイプ 支線水路 二次パイプ 二次パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 10 3 11 19 3
全長 (m) 2,548 564 6,773 13,000 11,191
附帯構造物 (個) 108 6 65 213 67

支線パイプ 支線パイプ 支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 5 46 100
全長 (m) 6,455 29,667 56,805
附帯構造物 (個) 5 192 475

出典 : JICA TeamSource: JICA Team 
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表 4.4.4 Batch 2 パイロットサイトで提案された灌漑施設諸元 

 
 

Batch 2パイロットサイトでは、Mangudho 地区はポンプ揚水によるパイプライン灌漑

を提案した。Tuhire Challaおよび Kaumbura地区では幹線水路のライニングが要望に挙が

った。Kiamariga Raya 地区では受益地拡大のためにパイプラインシステムの拡張が提案

された。 

 

4.5 課題および教訓 

- 当初期待された Batch 1 パイロットサイトのフィージビリティ調査および設計時の

SCIO および SCAO への技術移転は十分ではなかった。時間的な制約からローカルコ

ンサルタントを雇用したが、今後のプロジェクト実施体制についての再検討が必要で

ある。 

- 水文調査は、政府の規則から専門のコンサルタントに外注せざるを得ず、十分な技術

移転を行うことができなかった。今後の調査では、SCIO が専門コンサルタントから

解析などのノウハウを学べるような調査の枠組みが必要である。 

- Batch 2パイロットサイトでの調査設計を円滑に実施するため、第9章に述べたとおり、

Batch 1パイロットサイト調査設計開始時に、調査設計の手法に関する研修を実施した。

FAO 灌漑用水量の算定、作物収支の計算など有意義であった。一方で、データ分析に
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取水堰

新設/ 改修/ 適用外 改修 新設 改修 改修 新設

堰長 (m) 12.7 40.0 11.3 4.5 10.0
堰高 (m) 1.0 1.5 3.0 1.0 1.50

灌漑体系 開水路
ポンプ揚水
パイプライン

パイプライン パイプライン 開水路

導水水路 幹線パイプ 幹線パイプ 幹線パイプ 幹線水路

水路/パイプラインの数 (本) 1 2 2 2 1
全長 (m) 1,083 1,977 2,795 3,900 3,190
附帯構造物 (個) 2 10 25 40 4

支線水路 リンクパイプ 二次パイプ 二次水路

水路/パイプラインの数 (本) 1 1 8 8
全長 (m) 745 100 3,561 3,015
附帯構造物 (個) 3 0 8 60

二次水路 二次パイプ 三次水路

水路/パイプラインの数 (本) 5 7 60
全長 (m) 14,902 923 6,000
附帯構造物 (個) 175 9 120

支線パイプ

水路/パイプラインの数 (本) 10
全長 (m) 740
附帯構造物 (個) 10

出典 : JICA TeamSource: JICA Team 
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ついてさらなる能力向上が求められる。 

- Batch 2 パイロットサイトの調査設計の時期、ならびに、Batch 1パイロットサイトの

建設時期および水利組合能力強化研修日程が重なったため、SCIO にとって業務上の

負担が大きかった。今後のプロジェクト計画では、全体スケジュールに配慮すべきで

ある。 

- Batch 1 パイロットサイトの調査で必要な測量機材 GPS などの資機材は供与された。

一方で、測量の手法および図面作成に関する研修実習を実施する必要がある。 

 

 



 

5-1 

5章 パイロットプロジェクト実施の基本アプローチ 

 

5.1 パイロットプロジェクト実施の基本アプローチ 

協議議事録（R/D）に記載されている、プロジェクト目標および期待される成果は以下

のとおり。 

プロジェクト目標 

農民参加型小規模灌漑開発および適切な営農の推進を通じて、食料・農業生産に係る干

ばつへのレジリエンスが強化される。 

 

期待される成果 

- パイロットサイトを選定の上、農民参加により小規模灌漑施設が建設される。 

- 農民による灌漑施設の運営維持管理能力および適切な営農実施能力が向上する。 

- 水灌漑省職員の農民参加型小規模灌漑開発にかかる能力が向上する。 

- 農民参加型小規模灌漑開発に係る手法およびガイドラインが整備される。 

 

プロジェクト活動計画策定に先立ち、本プロジェクト目標「食料・農業生産に係る干ば

つへのレジリエンス強化」を以下のとおり設定した。 

「灌漑農業を中心に、灌漑用水の安定供給、農民の営農技術向上を通じて、作物の安定

生産・収量増加、作目の多様化などを図り、農家所得向上・安定化を目指す。活動を通じ

て、通常年において干ばつ時に備えた食糧備蓄／貯蓄を行い、さらに、干ばつ時の作物被

害軽減および早期回復を図る」 

 

図 5.1.1 本プロジェクトの活動概念図 Source: JICA Team 
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以下にプロジェクトの主要な活動コンポーネントを示す。 

表 5.1.1 本プロジェクトの主要な活動コンポーネントおよび期待される成果 

成果 活動 
(1) 灌漑施設の建設 (1) 政府機関と連携した農民参加型による灌漑施

設建設 
(2) 水利組合能力強化  (1) 水利組合組織運営、紛争処理、財務管理、圃

場レベルの水管理と灌漑農業、灌漑システム

管理研修など 
(3) 営農支援、収量増加、作物多様化など (1) 試験展示圃場における実習 

(2) SHEP 手法試行導入による市場志向型アプロー

チの志向 

(3) 圃場水管理および灌漑営農基礎研修 

(4) 小規模灌漑開発におけるガイドラインの改訂
(SHIDDガイドライン含む) 

(1) 教訓の取りまとめ 

(2) ワークショップの実施 

(3) ガイドラインの改訂 

(5) 政府職員の能力強化 政府職員に対する研修 
 

* 上記に加え環境管理モニタリング計画を実施する 

 
5.2 プロジェクトコンポーネント 

プロジェクト地域の問題点、開発アプローチ、活動の関係を以下の図に示す。 

 

図 5.2.1 問題点、アプローチ、活動のフロー 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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5.2.1 灌漑施設建設コンポーネント 

(1)問題点 

1)天水に依存する耕作 

地域の農民は、ほぼ天水に依存しており、そのため生産量は雨量をはじめとする気

象変動に大きく左右される。とりわけ、干ばつ時には耕作が不可能となる深刻な状況

が発生する。 

2)灌漑施設に対するオーナーシップの不足 

十分な農民の参加がなく政府／ドナー主導で灌漑施設が建設された場合、農民の中

に外部依存の体質が生じ、農民が完成した灌漑施設に対するオーナーシップを持ちえ

ず、その結果として持続的な灌漑施設管理実現も困難となる。 

 

(2)基本アプローチ 

- 灌漑施設建設により安定した灌漑水供給を行う。 

- 計画、設計、建設および維持管理など一連のサイクルでの農民の事業への参加の

メカニズムを構築する。 

 

(3)活動 

1)水利組合および政府職員協働による参加型アプローチを採用した灌漑施設建設 

本プロジェクトでは、完成後の施設運営維持管理を、可能な限り水利組合が持続的

に実施するスキルを身につけるべく、工事の大部分を水利組合自身が実施した。工事

の実施にあたり、工事期間中水利組合のリーダーおよび組合員が建設工事への参加を

通じて、事業実施へのモチベーションを高め、ひいては事業へのオーナーシップが醸

成されるように、最大限の努力を図った。水利組合が実施する工事内容は、全体工事

費、建設工事期間、および工事の技術的難易度を踏まえ、カウンターパートおよび農

民と協議のうえ決定した。一方、技術的に難易度が高い工事の実施は、建設工事業者

に発注した。 

灌漑施設建設コンポーネントの主要な活動を以下に示すとともに、第6章に詳述す

る。 

表 5.2.1 灌漑施設建設コンポーネントに関する活動 

項目 主な活動 

建設前の準備作業 

 

水利組合と工事内容の協議および覚書（MOU）

締結 

WRMA施設建設許可取得 

土地取得に関する諸手続き（Wayleave） 

水利組合による灌漑施設建設 

 

水利組合に対する建設工事前ガイダンス 

水利組合による工事への技術ガイダンス 

建設業者による灌漑施設建設 

 

入札書類作成 

入札業務 

施工監理 

 Source: JICA Team 
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5.2.2 水利組合能力強化コンポーネント 

(1)問題点 

水利組合の多くは結束力が弱く、組合員の把握さえも困難な状況であった。また組

織のレベルは相互扶助グループ（SHG）にすぎず、組合定款を持っておらず、組合員

自身がグループ化のプロセスの知識がなかった。 

水利組合の組織上の問題点としては、定款に基づく組合役員の定期的な選出が行わ

れていない。組合役員のリーダーシップも弱く（いくつかの水利組合ではリーダーが

読み書きができない）、役員のジェンダー比率も考慮されていなかった。リーダーの

役割責任も明確でなく、リーダーの組織運営についての不満が原因で組合内部での紛

争が起こっている水利組合もある。 

現在の水利組合では、会員費の徴収方法が明確でない部分が多い。会計帳簿の記録

も不十分であり、銀行口座はリーダー単独の名義のものが多く、リーダーの不正を防

止することが困難である。組合活動費の予算作成も行われておらず、必要な時期に資

金が不足している状況である。 

現在灌漑を行っている水利組合のほとんどは。各作物の成長時期毎の必要水量の知

識を持たず、土壌条件による灌漑必要水量の差を認識していない。また、市場調査、

作物カレンダー、収穫後処理の知識も不足している。 

現在灌漑を実施している水利組合も、作付け時期に応じた水配分計画、施設維持管

理計画作成の重要性を認識しておらず、水配分スケジュールを作成していない。水配

分の方法、維持管理費用算出方法の知識もなく、WRMAに対する水使用量の支払い

を行っていない。 

 

(2)基本アプローチ 

- 研修および実習を通じ、灌漑施設管理に関する適切な知識およびスキルを提供し、

水利組合の能力を強化する。 

- 各水利組合員に対して適時に公平に水配分が行われるよう、適切な灌漑水管理およ

び施設運営維持管理システムを導入する 

 

(3)活動内容 

第5.2.1節に記述したように、SIDEMAN プロジェクト手法に基づき、建設工事を農

民参加型で行うことにより、農民の施設に対するオーナーシップを高め、作業を通じ

て建設・補修技術を取得し、ひいては、完成後の小規模灌漑施設建設後の運営維持管

理を農民が可能になる状態を目指す。 

 

以下の項目を念頭に置き、灌漑施設を持続的に管理するための水利組合強化計画を

策定した。 

- 農民のモチベーションおよびオーナーシップの醸成 

- 水利組合の組織体制の強化 

- 会計管理 

- 灌漑施設運営維持管理（O&M）および維持管理費用の徴収 
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具体的には以下の研修プログラムを実施した。 
 

1)コミュニティーの活性化、および水利組合組織の形成とマネジメント 

本研修は水利組合のグループとしての結束力を高めることを目的とし、メンバーの

登録促進、組合定款の制定および水利組合の組織作りを目指した。 

2)リーダーシップおよび紛争処理 

本研修では組合委員の選出、委員会メンバーの役割責任を明確にし、参加者には適

切なリーダーシップが組織強化につながることを認識してもらった。組織内外で発生

する紛争解決方法も合わせて取り上げた。 

3)財務管理と記帳方法 

本研修では、参加者は各種活動記録の作成の基本および記録作成の重要性を学習し

た。また、銀行口座の開設、現金出納簿をはじめとする会計記録の管理方法を取得し、

会計監査の重要性について認識を深めた。 

4)圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業 

水利組合員は、圃場レベルの灌漑方法、土壌条件など、基礎知識を学ぶとともに、

実践的な研修を受けた。また、市場調査および作物カレンダー作成におけるグループ

ワーク、収穫後処理技術などを学んだ。 

5)灌漑システムマネジメント 

本研修を通じて、水利組合員は維持管理費用およびWRMAへの料金支払いについ

て基本的な認識を得るとともに、灌漑用水量の算定方法、水配分計画作成を学んだ。

さらに、乾期の水配分方法、水配分管理記録の作成、施設運営管理、モニタリング評

価の手法を取得した。 

 

水利組合能力強化計画の主要な活動を下表に示す。詳細は6章の6.5項、および第7

章に記載する。 

表 5.2.2 水利組合能力強化コンポーネントに関する活動 

項目 主な活動 

運営維持管理に関する能力向上 開発における住民参加型アプローチ 

水利組合組織力強化 

 
水利組合活動に対するセンシタイゼーション 

コミュニティーの活性化、および水利組合組織の形

成とマネジメント 

リーダーシップおよび紛争処理 

財務管理 
圃場水管理および灌漑施設運営維持管理

（O&M）能力強化 
 

圃場レベル水管理 
灌漑農業基礎技術 
灌漑計画、水配分計画およびモニタリング 
灌漑施設運営維持管理 
維持管理予算作成および維持管理費徴収 

 Source: JICA Team 
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5.2.3 営農支援コンポーネント 

(1)問題点 

パイロットサイトの現況調査から明らかになった、解決すべき主要な問題点は以下

のとおり。 

1)灌漑作物の低収量 

各地区では、野菜は主に灌漑により栽培されている。しかし、以下の理由から、地

区内の収量は全国平均に比較して著しく低い。 

- 灌漑間断日数が長く、一度に多量の水を灌漑する。このため根腐れにより成長不良

が発生している。 

- いくつかの地区では土壌条件にそぐわない作物が栽培されている。特に、殆どの野

菜は良排水土壌を好むため、粘土質土壌下での過灌漑による野菜栽培は大きな被害

を受ける。 

2)気候変動による不安定な灌漑水の供給 

干ばつの発生頻度は各地区で大きく異なる。旧東部州地域(Tumutumu, Murachake, 

Muungano)、および、旧コースト州地域(Mdachi and Kasokoni)は他地域に比較すると

干ばつの発生頻度が高い。 

干ばつの最も直接的な被害は、天水と灌漑両者への作物生産の低下である。2014

年に発生した干ばつ被害調査によると、灌漑作物の被害は天水作物の被害より著しく

低くなっていた。また、灌漑作物もまた河川水量の減少による干ばつの影響を受けて

いる。このような被害を軽減させるためには、限られた水資源の有効活用のため、節

水灌漑技術の導入は必須である。さらに、多くの人々は干ばつ期間中野生動物や植物

を食糧していた。このような関係から居住地域周辺の自然環境を保護することも被害

の軽減に重要である。 

3)営農収支、市場への関心の低さ 

農民の市場、および、生産物および投入資材の価格への関心は低い。 

4)野菜の低品質 

生産物の品質が低いため販売できない野菜が多く、その多くは有効に利用されてい

ない。農産物の低品質は以下が原因と思われる。  

- 水不足あるいは過灌漑による水ストレス。 

- 不適切な栽植密度。 

- 害虫、病気、雑草などの被害。 

低品質な生産物を減少させるには上記の問題を改善する必要がある。また収穫野菜

を有効に活用するためには加工技術の導入が重要である。 

5)不安定な天水作物生産  

対象地域は半乾燥地域に位置し、気候変動の影響を受けている。特に Batch I パイ

ロットサイトでは灌漑が普及しておらず、天水栽培が主であるため、干ばつ発生時に

は多大な被害を受けている。このように天水作物生産は気象事象により大きく変動し

不安定である。 
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(2)基本アプローチ 

1)灌漑水の有効利用の技術導入 

限られた水資源を有効活用するために、土地、水生産性を高め、節水によりできる

だけ広い面積に灌漑が普及できるよう適切な灌漑方法を提案し普及させる。  

2)市場志向型農業実現に向けた農民の意識付け 

市場志向型農業実現に向け、農民の意識改革を促す活動を行う。 

3)適切な灌漑水管理に基づいた栽培技術の普及 

作物の収量とその品質を改善するため、適切な灌漑水量に基づいた栽培技術を提案

する。これらの改善により収入の増加と食糧安全保障の確保の達成を目指す。 

4)農業生産物の有効活用 

低品質のため市場に出荷できない生産物も多く、そのほとんどが破棄されている。

このような低品質生産物を適切な栽培技術の普及により減少させる。さらに、低品質

産物の効率的な利用も食糧安全保障と収入増加のため重要であり、適切な加工技術を

提案し、農民に普及する。  

5)天水作物の生産安定化 

プロジェクトの目的は灌漑地域の拡大であるが、灌漑面積はすべての畑をカバーす

ることが出来ないため、天水作物も食糧安全保障に対して重要な役割を果たし続ける

ことになる。したがって、食糧作物の安定生産のため、干ばつに強い栽培システムを

提案、普及させる。 

6)作付け多様化の促進 

プロジェクト地域において作物多様化を推進する。 

 
(3)活動内容 

1)試験圃場における実習指導 

技術の普及には、試験圃場における実習が効果的である。実習への参加者は SHEP

導入対象グループのみならず、水利組合員から募った。試験圃場の区画は、各農家あ

たり10m 四方とする。現場研修（フィールドデイ）を開催し技術の普及に努め、地

区以外の農家の参加も広く募る。対象農家および普及員（FEO）は参加者に技術内容

を説明した。 

試験圃場は以下の3段階で運営管理した。 

a) 予備試験圃場 

b) 試験展示圃場 （灌漑施設完成前） 

c) 試験展示圃場 （灌漑施設完成後） 

 

2)SHEP アプローチの導入 

SHEP アプローチは市場指向型農業経営へ農家の意識を醸成する目的としたもの

である。それは園芸作物農家の収入を向上させるための特有な方法と技術からなり、

農家のための研修を含む。この研修は下記の点から農家の能力向上に焦点を当てたも

のである。 

- 現状の農産物コストと利益の認識。 
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- 市場状況の理解。 

- 現況の園芸作物栽培技術改善。  

SHEPプロジェクト対象地域である2サブ・カウンティーに対しては、SHEPの手法

を全面導入し、農民の営農能力およびビジネス能力を向上させた。SHEPアプローチ

(手法)を構成する活動内容としては、プロジェクト活動説明会、ベースライン調査、

ステークホルダー・フォーラム、農家代表・FEO 合同研修、FEO 研修などがあげら

れ、その手法（アプローチ）を通じて農民の所得向上に大きな成果が出ている。特に、

「作ったものを売る」から「売れるものを作る」という、農民の意識と行動の変化が

短期間に農家収入の向上に貢献したとされている。 

また、SHEP プロジェクト対象地域外である残りの6サブ・カウンティーに対して

は、SHEPアプローチにおいて一連の研修シリーズにより導入される技術パッケージ

の内、特に対象農民の「市場志向型の農家経営」に資する能力を向上させる研修項目、

即ちベースライン調査、簡易市場調査および作付けカレンダー制作および営農収支記

録研修を実施した。 

3)水利組合員への圃場水管理および栽培技術研修 の実施 

灌漑農業技術の普及を目的に、水利組合員能力強化プログラム（ユニット 4）の枠

枠で以下の研修を実施した。 

- 提案された節水灌漑技術  

- 適切な作物栽培技術 

- 簡易農産加工技術  

4)低投入持続型農業技術（LISA 技術）の導入 

低投入持続型農業技術(Low Input Sustainable Agriculture: LISA)は主に天水作物生産

の安定化を目的とし、農家のための持続可能な食糧安全保障を確保することが目的で

ある。この技術は以下の技術が含まれる。  

 

ケニア伝統野菜（Kenyan Traditional Vegetable: KTV） 

このプログラムは、伝統野菜が多くのビタミンやミネラルを含むことから、農民の

生活と栄養状態の改善への寄与が期待されている。これらは、短期間でかつ肥沃度の

低い土壌で生産することができるため、この地域に適した作物である。 

 

Push-Pull 技術  

Push-Pull技術は害虫であるステムボーラー(stem borers)のコントロールと有害雑草

であるストリガ(striga)の抑制によりトウモロコシの収量を安定化する効果がある。農

家がネピアグラスとマメ科の牧草であるデスモデュウムを’Push’虫除け、̀Pull’わなと

して使用する簡単な耕作方法である。また、この技術は家畜に試料を供給し、土壌肥

沃度を改善する。 

 

営農支援コンポーネントにかかる活動内容は以下のとおり。詳細は第8章に述べる。 
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表 5.2.3 営農支援コンポーネントに関する活動 

項目 主な活動 

1) 試験圃場における実習 試験展示圃場における実習 

a) 予備試験圃場 

b) 試験展示圃場 (灌漑施設完成前) 

c) 試験展示圃場 (完成した灌漑施設を利用) 

2) SHEP 手法試行による市場志向型アプローチ

の実践 

センシタイゼーション会議 

SHEP対象地域における活動 

SHEP非対象地域における活動 

ベースライン調査 

市場調査、作物カレンダー作成 

営農収支記録管理 

3) 圃場レベル水管理および灌漑営農に関する

技術研修 

圃場水管理および灌漑農業技術研修 

* 本活動は水利組合能力強化計画に含む 

LISA技術の試行 

 

5.2.4 政府職員能力向上コンポーネント 

本プロジェクトでは、計画、灌漑施設建設、事業運営・運営維持管理、営農支援など

の全ての段階で、カウンティー職員が重要な担い手となる。従って、職員がプロジェク

ト実施中実施後円滑に事業管理ができるよう、当該職員に対する能力強化プログラムを

実施した（詳細は第9章を参照）。 

表 5.2.4 政府職員能力向上コンポーネントに関する活動 

項目 主な活動 

政府職員能力向上 研修に関するニーズ評価 

研修計画作成 

研修の実施 

 

5.2.5 環境管理モニタリング計画 

国家環境管理庁（National Environmental Management Authority: NEMA）の勧告に基づ

き、環境管理モニタリング計画（Environmental Management and Monitoring Plan: EMMP）

の作成、実施が義務付けられている。各地区で本計画および行動計画を作成し、水利組

合を含むすべての関係者が本計画に従った活動を行う必要がある（詳細は第10章を参照）。 

 

5.2.6 ガイドライン改訂 

調査、計画（フィージビリティ調査）、詳細設計、施工監理、および完成した事業の運

営維持管理など、全てのプロジェクト実施プロセスの文書化を行い、ガイドラインのレ

ビューを実施した。さらに、当該作業をもとに、ケニア国のオーナーシップのもと、ガ

イドラインの改訂を行った（詳細は第11章を参照）。 

 

5.3 レジリエンス強化のための活動 

本プロジェクトで実施された干ばつに対するレジリエンスの強化に関する対策とそれら

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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の期待される効果は以下のとおり。 

 

(1)灌漑作物生産 

1. 灌漑施設の建設による灌漑面積の拡大により、多くの農家は干ばつ期間中でも

安定した作物生産を享受できる。 

2. 水管理と灌漑排水システムの研修の実施により、農民は灌漑施設の維持管理を

行うことができる。 

3. 試験展示圃場で実施した節水栽培の研修により、水利組合は各圃場に適切に灌

漑水を配水することができる。 

4. 節水栽培技術の普及による過剰灌漑の改善により、作物の生産性が向上し、灌

漑面積が拡大される。 

5. SHEP手法の導入と栽培・圃場水管理研修により、農民は収益性が高く、各農地

に適した作物を選定することができる。 

6. ユニット 4 における作物のローテーションの研修により、連作障害を軽減し作

物栽培を安定させることができる。 

7. 市場価格の変動による影響を、作物のローテーションによる多様化により軽減

させることができる。 

8. 基準以下あるいは市場に出荷出来ない生産物の加工により、食糧は保存され、

より長い間供食糧が給可能になる。 

9. 上記の効果の結果として、食糧安全保障が確保され、収入と貯蓄の向上を通じ

て干ばつに対するレジリエンスは強化される。 

 

(2)天水作物栽培   

1)Push-Pull 

1. 通常年での天水作物生産が安定し、干ばつ年のための食糧備蓄が可能となる。  

2. 干ばつ時に穀物価格が高騰するが、農民は食糧備蓄により食料品への支出を抑

制できる。  

3. 牧草の生産は通常年において畜産の生産性を向上し、干ばつ年には飼料不足を

補うことができる。  

 

2)ケニア伝統野菜(KTV) 

1. KTVはケニアで最もポピュラーな疾患である貧血を防ぐための栄養豊富な食品

であるため、農民の健康はそれらを摂取することにより貧血予防になる。 

2. KTV は半乾燥地で天水栽培が可能であり、換金作物としても重要である。 
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5.4 レジリエンス強化に対して期待される効果 

上記活動の実施の結果として、干ばつに対するレジリエンスを強化するための以下の効

果が期待される。 

灌漑地域の拡大により、多くの農民が安定的な高収益を享受でき、この安定した収入は

貯蓄を可能にする。貯蓄は干ばつ時に食糧不足を軽減させるための食糧購入と被害を回復

させるために農業活動に投資することができる。 

また、より多くの農民が節水灌漑技術の普及により灌漑の便益を受けることができる。 

LISA技術は自給用の食糧生産を安定化する農法である、技術の導入により農民の生活を

改善する。これは食糧安全保障と家計支出の削減への貢献を通じ農家の生計を安定化させ

る。  

加工技術の導入により、食品をより長く保存することができる。この技術は干ばつ時の

食糧不足を緩和するために利用可能である。さらに、加工された食品は地元の市場で販売

し、収入を得ることも可能である。 

本プロジェクトで干ばつに対する回復力を構築するための戦略を下図にまとめた。 
 

  

図 5.4.1 営農支援におけるレジリエンス強化のフロー 
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6章 灌漑施設建設コンポーネント 

 

6.1 概要 

小規模農家灌漑排水開発（Smallholder Irrigation & Drainage Development ：SHIDD）ガイ

ドラインによると、小規模灌漑事業の施設建設は基本的に農民参加型で行うこととしてい

る。したがって、建設工事を通じ、農家の能力強化と水利組合の組織運営能力強化および

灌漑施設の運営・維持管理能力強化に対し特に留意する必要がある。 

上述のように、灌漑施設の建設工事は水利組合および状況により建設業者が担う。なお、

建設工事の開始に先立ち、サブ・カウンティー灌漑職員（Sub-County Irrigation Officer ：

SCIO）は PMT（Project Management Team）の支援のもと、国家環境管理庁（National 

Environmental Management Authority ：NEMA）や水資源管理庁（Water Resources Management 

Authority ：WRMA）による事業承認や土地収用、工事実施に係る覚書（MOU）の調印等

の必要な準備作業を実施する。灌漑用水路やパイプラインの建設は、基本的に水利組合に

委ねられ、SCIO および PMT の技術ガイダンスにより、水利組合の持続的な灌漑地区の運

営管理に係る組合員の能力強化が図られる。 

一連の入札工程の後、建設業者は「取水堰」や「導水路／導水管水路・幹線水路／幹線

管水路」等の主要な灌漑施設の建設工事を受注し請け負う。各灌漑地区を担当する SCIO

は、建設工事の施工監理の責任を負う。 

 

6.2 建設工事開始前の活動 

6.2.1 覚書（MOU）の調印・締結 

(1)概要 

詳細設計完了後、灌漑開発計画について水利組合の合意を得るため会議を開催した。

SCIO および本事業に関連する政府職員はこの会議に参加した。この会議では、工事

に対する農民の貢献度（労働無償提供）および工事全体工程について協議を行い、合

意を確認した。建設工事に関する覚書（MOU）は、i)ケニア国政府、JICA 調査団代表、

ii) 各灌漑地区の水利組合、iii) 関係するカウンティー政府担当者（SCIO、関連政府職

員）の3者によって調印・締結された。 

MOU には以下の事項が含まれる。 

 

- 農民参加型工事と建設業者工事の工事内容 

- 建設工事における農民の貢献部分 

- 建設工事の全体工程 

- 建設工事における水利組合の責任 

- 建設工事におけるケニア政府、カウンティー政府と JICA 調査団の役割・責任 

- 品質管理 

- 安全管理 等 
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(2)MOU締結の目的 

MOU 締結の目的は、以下のとおり。 

- 園芸作物生産のための小規模灌漑事業計画の策定 

- 灌漑事業計画の調査、測量、設計、実施に係る合意のための当事者の参加 

- 灌漑計画の効果的な水管理と維持管理（O&M）に必要な農民組織の能力強化 

- 灌漑計画のための普及、研修、支援サービスの強化 

 

(3)プロジェクトの責任および役割 

JICA とケニア政府からの資金供与など責任および役割は、以下のとおり。 

- パイプ、パイプ付属品、セメント、砂、砂利等のパイプライン、開水路建設に必

要な材料、工具 

- 建設工事に必要な技術作業員（左官工、パイプ配管工） 

- 岩掘削に必要な建設機械と作業員 

 

(4)水利組合の責任および役割 

水利組合員に求められる責任および役割は、以下のとおり。 

- 簡単な掘削、締め固めを伴う埋め戻し、技術作業員指導によるコンクリートの練

り混ぜ、打設等の簡易な現場作業 

- 資材置き場から作業現場までの建設資材の運搬 

- i) パイプ敷設・接続時、ii) 開水路のライニング工事等の関連工事の補助 

- WRMA 要求にもとづく調整池の建設 

 

(5)カウンティー政府の責任および役割 

カウンティー政府は、以下の責任および役割を担う。 

- 灌漑事業計画、設計、実施時に発生する紛争の解決のため、水利組合や各地区の

共同体間の調整が必要となった場合、その紛争解決に向けての支援。 

- 灌漑事業が円滑に実施されるための、他の実施機関や省庁との連携。 

 

6.2.2 水利組合への事前の工事技術指導 

MOU 締結後、SCIO は水利組合に対して農民参加型工事に係る事前工事技術指導を実

施した。この事前工事指導では、農民は工事で建設する構造物の品質管理や安全管理、

建設期間中に各水利組合員とその家族が貢献を求められている作業量を明確に把握する

ことができるように心がけた。 

 

6.2.3 水利組合の工事の実施組織 

水利組合の工事を円滑に実施するため、プロジェクトは水利組合に対して以下の小委

員会の設立を提案した。 

- 全体管理委員会 

- 資材管理委員会 

- 作業員管理委員会 
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- 技術および品質管理委員会 

 

6.2.4 WRMAによる水利権認可 

(1) The Water Act 2002 およびWRMAの概要 

灌漑事業を運営管理する事業者（水利用者）は WRMA より水利用許可を取得する

必要がある。WRMA は、「The Water Act 2002」に基づき設立された組織である。以下、

Water Act 2002および WRMA の概要を記す。 

Water Act 2002は、1)高度な水資源管理、保全、利用、規制の実現、2)水利用者に対

する取水許可および規制、3)上下水道管理、4)流域水資源管理委員会（Catchment Area 

Advisory Committee: CAAC）および水資源利用者組合（Water Resources Users’ 

Association: WRUA）を通じた水資源管理にかかる住民参加の確保を図るものである。

同法を補足する目的で、“Water Resources Management Rules (2007)”に代表されるなど

多くの規則が公布あるいは官報告示されている。 

Water Act 2002は、水利権認可に関して、以下のとおり明確な法的な定義を付与する

ものである（以下原文）。 

 “Every water resource is hereby vested in the state, subject to any right of user granted or 

under this act or any other written law and any person intending or undertaking any water 

activity defined in the Act including the activities listed in WRM rules 07 fifth schedule (Pg 

1698) shall obtain approval from the Authority for:  

- Temporary abstraction for construction 

- Diversion of water from a water course 

- Abstraction from surface water 

- Diversion of a water course among others” 

一方、WRMA は、「The act No.8140, 14th November 2003」に規定された活動を行う

目的で設立された組織である。その任務は全国の水資源管理を行うことであり、以下

の責任を負う。 
 

- 水資源の配分 

- 水資源モニタリングおよび評価 

- 水資源に関する情報収集および出版 

- 水利用者よりの水利権申請受理および許可 

- 水質規制および保全 

- 流域管理および保全 

- 水資源保全および規制 

- 水利用料金の決定および徴収 

- 水資源管理のための他部局との調整 

- 水資源管理に係る大臣への助言 

 

(2) 水利権申請認可のプロセス 

水利権認可取得ためのプロセスを以下に示す。申請は A より D のカテゴリーに分類
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され、建設および取水に関する申請費用は以下のとおり。 

 

  
 

図 6.2.1 水利権認可取得のフロー（カテゴリーAより D） 

 

Step 1 – 必要な書類を添えて申請書を WRMA Sub Regional Office に提出する。 

Step 2.1 – カテゴリーA あるいは B の場合、書類は Regional Office に送付され、技術的

評価および承認がなされる(表 6.2.1参照)。承認後書類はSub Regional Officeに回送され、

申請者に対して水利権許可書が公布される。 

Step 2.2 – カテゴリーC あるいは D の場合(表 6.2.1 参照)、申請書は技術審査の後で住民

より広く意見を徴収する目的で新聞公告がなされる。その後、カテゴリーC の場合は

CAAC にて承認のための協議がなされる。カテゴリーD の場合は、水利権取得のための

勧告がなされる。 

Step 3 – カテゴリーD の場合は、本部に書類が送られ最終審査後、水利権許可証が発行

される。 

 

 [注] 

1. 施設建設許可の有効期限は24か月である。 

2. 建設許可申請書、および、取水許可申請書の間で、取水量にかかる区分が異

なる場合がある。 

 
 

Source : WWW.WRMA or.ke       
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表 6.2.1 水利権許可にかかるカテゴリー 

Category Definition 

A Water use activity deemed by virtue of its scale to 
have a low risk of impacting the water resource 

B 
Water use activity deemed by virtue of its scale to 
have the potential to make a significant impact on 
the water resource 

C Water use activity deemed by virtue of its scale to 
have a significant impact on  the water resource 

D 

Water use activity which involves either two 
different catchment areas ,or is of a large scale or 
complexity and which is deemed by virtue of its 
scale to have a measurable impact on the water 
resource 

 

表 6.2.2 WRMA 建設許可に必要な費用 

Application  
Assessment of 

application (Ksh) 

Issuance or renewal of permit 

for 5 years ( Ksh) 

Category A 1,000 Nil 

Category B 5,000 7,500 

Category C 20,000 25,000 

Category D 40,000 50,000 

 

表 6.2.3 WRMA 取水許可に必要な費用 

First 300 m3/day 50 cents / m3 

Over 300 m3/day 70 cents / m3 

 

 

  

Source : WRMA office MWEA          

 

Source : WRMA office MWEA            

 

Source : WRMA office MWEA            
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*1 RO: Regional Office 
*2 Advertisement can be done after reception  to RO. But usually they cannot because RO doesn’t have money. 

図 6.2.2 水利権認可取得のフロー（カテゴリーCおよび D） 

 

(3)申請認可の進捗 

WRMA 発行の“The Water Resources allocation thresholds for classification of permit, 

First Edition, October 2007”によると、今回の全ての水利権取得許可はカテゴリーD に

属する。流域毎のカテゴリー区分および申請取水量を表 6.2.4および6.2.5に取りまとめ

た。 

 

  

Period Frequency

Sub Reagional

Office
- all the time

1week
- all the time

1-2week
1week as needed
1week
1week Quarterly

(1week-1month)

30days End of month

-
- all the time

1week-1month

30days as needed
1week

Maximum 30days as needed
-

RO, SubRO 2week as needed

Scheme 5-8 month
inspected by WRMA -

CAAC

Reception

ClassD ClassC

submission

Reception

TEC

Reagional Office

TAC

Scheme

submission

Reception

TEC

CAAC

HQ

Scheme

Advertisement

Confirmation

Advertisement

Issue Abstraction Permit 

Issue Construction Permit

SubRO Case by Case

Construction (Intake)

Construction Certificate

Source : WRMA office MWEA            
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表 6.2.4 流域毎の水利権認可カテゴリーおよび申請取水量（Batch 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Source: JICA Team 

 

表 6.2.5 流域毎の水利権認可カテゴリーおよび申請取水量（Batch 2） 

 
Source: JICA Team 

(4)取水許可に必要な調整池 

The Water Act 2002に基づき、水利用者は、雨期の間に、乾期に利用する灌漑用水を

貯水する必要がある。この要求事項に対応するため、プロジェクトと WRMA の間で

以下の協議を実施した。 

- プロジェクトは、WRMA に対して、各灌漑地区で、乾期（90日間）に全灌漑面積

で必要な灌漑用水量の10%を貯留することを提案した。 

- SCIO はプロジェクトの支援を受けつつ、MOU 締結時に、水利組合に対して、調

整池の設置の重要性について説明を行う。また、調整池の位置、数は灌漑区画や

小区画に基づいて議論する。 

- 水利組合が、WRMA に対して取水堰の完成時に取水許可申請書を提出できるよう

に、プロジェクトは、MOU 締結後、3カ月以内に、設計レイアウトや標準断面と

同様、調整池の設置計画を支援する。 

- 調整池は、農民の建設工事の完工前に、提出された計画を基に設置しなければな

らない。 

 

6.2.5 土地収用計画（Wayleave） 

選定された灌漑地区は、事業規模が非常に小さいため、住民再移転の必要はないが、

Actual application Recommended*1 A B C D
Shulakino 0-20 20 - 500 500 - 1,000 1,000<  Rift valley  catchment, Engare ngossor River,2KA

Challa Tuhire 8,763 8,763 0-20 2 - 1,000 1,000 - 2,000 2,000< Athi catchment, Upper Lumi River,Middle zone

Kiamariga/Raya 7,171 7,171 0-50 50 - 500 500 - 5,000 5,000< Ewaso Ng’iro north catchment

Kaumbura 20,909 20,909 0-100 100 - 500 500 - 2,500 2,500< Tana catchment, Ura-Tharaka River,4FC

Mangudho 789 789 0-10 10 - 500 500 - 5,000 5,000< Athi catchment, Coastal zone, Sabaki River

*1 Required Daily peak amount of irrigation water in the year

*2 Water Resources Management Authority Water resources allocation thresholds for classification of permit First edition October 2007

*3 JICA team recommended to change the application amount.

Water Abstraction Amount (m3/day)Scheme Remarks
Threshold of WRMA Category*2

Actual application Recommended*1 A B C D
Olopito To be clarified 29,968 0-20 20 - 500 500 - 1,000 1,000<  Rift valley catchment, Sikinder River,2KA

Kaben 19,500 25,920 0-20 20 - 500 500 - 1,000 1,000<  Rift valley catchment

Kasokoni To be clarified 3,888 0-2 2 - 1,000 1,000 - 2,000 2,000< Athi catchment, Upper Lumi River,Middle zone

Gatitu/Muthaiga*3 1,500 8,640 0-50 50 - 500 500 - 5,000 5,000< Ewaso Ng’iro north catchment

Tumutumu 10,368 10,368 0-100 100 - 500 500 - 2,500 2,500< Tana catchment, Ura-Tharaka River,4FC

Mungano*3 5,708 14,342 0-100 100 - 500 500 - 2,500 2,500< Tana catchment, Thanantu River,4FA

Murachaki 21,150 21,150 0-100 100 - 500 500 - 2,500 2,500< Tana catchment, Thanantu River,4FB

Mdachi To be clarified 5,098 0-10 10 - 500 500 - 5,000 5,000< Athi catchment, Coastal zone, Sabaki River

*1 Required Daily peak amount of irrigation water in the year
*2 Water Resources Management Authority Water resources allocation thresholds for classification of permit First edition October 2007
*3 JICA team recommended to change the application amount.

Water Abstraction Amount (m3/day)Scheme Remarks
Threshold of WRMA Categoly*2
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土地収用計画の一環として、以下の手続きと関係者の同意が必要となる。 

a) 受益地外の水路/パイプラインが通過する土地所有者の同意 

b) 受益地内の農民の同意 

c) パイプラインの道路横断許可 

 

6.3 建設工事の実施手順 

建設工事は、基本的に水利組合員によって実施されるが、農民による作業が技術的に難

しい場合には工事業者によって実施された。 
 

6.3.1 農民参加型建設工事の実施手順 

(1)実施方法 

SCIO が建設工事の実施に対する責任を負う。なお、PMT は水利組合に対し工事に

必要な建設資材、建設機械・機材（オペレーター付）、熟練工等を必要に応じて供給し

た。一方、水利組合は原則労務者（掘削、埋め戻し、運搬等の単純労働）と地元で調

達可能な建設資材を提供した。 

 

(2)農民への事前工事指導 

工事開始前に、農民に対して、円滑かつ効率的に改修／建設工事を実施するための

方法について、事前の工事指導を行った。なお、施工監理に必要な各種様式（出欠表

含む）を適宜準備する。 
 

(3)建設工事の準備 

PSCC（Pilot Scheme Coordinating Committee）委員は、水利組合に対して、現場での

改修/建設工事の着工に必要な現場の位置出し等を支援した。 

 

(4)農民への技術指導 

SCIO は、PMT の支援を受けながら、水利組合員に対して、労務者の参加状況や建

設資材の消費状況、日常作業進捗状況、および出納簿の記録など、必要な技術的な指

導を行った。この指導を通じて、灌漑地区を将来にわたって運営・維持管理する上で

の水利組合の能力向上の強化を図る。 

 

(5)業者工事のモニタリング 

水利組合員は、建設業者が実施する工事現場のモニタリングを通じ、工事で要求さ

れている品質に関する知識・理解を深めた。 

 

(6)合同検査 

SCIO は、PMT と連携し、合同検査を実施し、必要に応じて水利組合リーダーに対

し必要な技術指導を行った。 
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(7)出来高検査 

SCIO は、PMT 支援のもと、定期的に農民工事の進捗状況および出来高検査を実施

した。 

 

(8)最終検査 

最終検査では、PSCC 委員によって構造物が設計どおりに適切に施工されているか

どうか確認を行った。また、工事完了に向けて問題箇所や残工事等を最終検査時に明

確にした。 
 

(9)引き渡し書類の準備 

PMT は、SCIO と協働し、完成した灌漑施設の水利組合への引渡しに係る書類作成

を行った。 

 

6.3.2 建設業者による建設工事 

建設業者よる建設工事は、主に取水堰工事（Gatitu-Muthaiga 地区を除く）、導水路／導

水管路工事および付帯施設等、水利組合による建設が、技術的または時間的制約のため

困難な構造物である。 

 

(1)工事実施体制 

建設業者により実施する建設工事の実施体制および役割は以下のとおりとした。 
 

施主 The Employer ： 本プロジェクトチーム、（調査団チームリーダー（TL）および

プロジェクトマネージャー（PM） 

現場代理人 Resident Engineer： 

Field Representative of Works 

SCIO (施主の支援のもと調査団チームリーダーおよびプロジ

ェクト・マネージャーにより任命) 
Source: JICA Team 

 

(2)入札図書の作成 

施主が入札図書を作成する。なお、入札図書は、The Public Procurement Oversight 

Authority（PPOA）が発行した入札図書書式に準拠する。 

 

(3)入札 

施主は、入札公示、現場説明会、開札、入札評価を実施した。 

 

(4)契約書調印 

契約書の調印は、JICA 調査団 TL、PM と選定された建設業者の間で行われた。 

 

(5)工事の着工 

SCIO は施主の支援のもと、建設業者の工事着工前の活動を監督する。 
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(6)農民との合同調整会議の実施 

建設業者による工事開始に先立ち、SCIO は、施主の支援のもと農民との合同調整

会議を開催し農民に対し工事内容等を説明した。 

 

(7)施工監理 

SCIO は施主の支援のもと、同意された手順に基づき、品質管理と安全管理に焦点

を置いた施工監理を行った。 

 

(8)社会／環境管理 

施主は、SCIO を支援しつつ、NEMA の勧告に従い、建設業者の建設工事で社会環

境に対する負の影響を回避、軽減すべく業者への指導と監視を実施した。負の影響と

しては、水質汚濁、水源の質の低下、資源の争奪（特に、水資源の争議）、疾病（エイ

ズ、マラリア、住血吸虫）等である。環境管理モニタリング計画の詳細は、第10章に

記載する。 
 

(9)建設業者への中間支払い 

施主は、工事の出来高数量を算定するとともに、建設業者が提出する請求書のチェ

ックを行い、支払いを行った。 

 

(10)定期会議および進捗のモニタリング 

建設工事の進捗のモニタリングを行うため、定期的に進捗確認会議を開催した。こ

の会議には、施主代表、SCIO、水利組合代表者、そして建設業者が出席した。 

 

(11)最終検査 

最終検査は、施主代表者、SCIO、水利組合代表者および建設業者の参加のもと実施

され、建設業者による建設工事が工事契約書にしたがって適切に実施されているかを

確認する。また、瑕疵担保期間中に対応が必要な作業リストを作成した。 

 

(12)完工証明書の発行 

施主は、瑕疵担保期間終了後に、完工証明書を発行した。 

 

(13)引渡し書類の作成 

施主は、施設引渡し書類（施設運営・維持管理マニュアルを含む）を作成した。 

 

6.3.3 建設工事のスコープ 

各地区の建設工事のスコープを以下に示す。 

  



 

6-11 

表 6.3.1 Batch1 パイロットサイトの建設工事スコープ 

地区名 農民参加型工事 建設業者工事 

カソコニ 

（Kasokoni） 

幹線水路の改修工事 取水堰の改修工事 

導水パイプライン建設工事 

水利組合事務所建設 

オロピト 

（Olopito） 

幹線、支線、配水、末端パイプライ

ンの建設工事 

取水堰の建設工事 

導水路の建設工事 

幹線パイプラインの建設工事 

ガリ横断工建設工事 

各種弁室設置工事 

水利組合事務所建設 

トゥムトゥム（Tumutumu） 幹線、支線、末端パイプライン建設

工事 

取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

ガティトゥ/ムタイガ 

（Gatitu/Muthaiga） 

幹線、末端パイプライン建設工事 なし 

ムダチ 

（Mdachi） 

幹線、2次、3次開水路建設工事 取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

ムラチャキ 

（Murachaki） 
なし 

取水堰の改修工事 

水利組合事務所建設 

ムンガノ 

（Muungano） 
なし 

取水堰の建設工事 

水利組合事務所建設 

カベン 

（Kaben） 

導水路の構造物の建設工事 導水路の緊急性の高い構造物の建

設工事 

Source: JICA Team 

表 6.3.2 Batch2 パイロットサイトの建設工事スコープ 

地区名 農民参加型工事 建設業者工事 

トゥヒレ/チャラ 

（Tuhire/Challa Harambee） 

支線水路の改修工事 
なし 

マングード 

（Mangudho） 

導水管の敷設工事 ポンプ室、貯留水槽建設工事、

導水管の掘削/埋め戻し 

シュラキノ 

（Shulakino） 

幹線、支線、末端パイプライン建設

工事 

取水堰の改修工事 

導水管の敷設工事 

分水升、各種弁室の建設工事 

キアマリガ/ラヤ 

（Kiamariga/Raya） 

幹線パイプライン 
なし 

カウンブラ 

（Kaumbura） 

取水堰、分水工、幹線開水路建設工

事 
なし 

Source: JICA Team 

6.4 活動実績 

6.4.1 MOU調印・締結 

(1)MOUの要旨の説明 

MOU の調印・締結に先立ち、各地区に対して MOU の要旨を説明した。会議では、

以下に示す MOU の内容説明と議論が行われた。 
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表 6.4.1 MOU の要旨説明時の内容 

 項 目 詳 細 議論の結論 

1 MOU の主文の要旨 省庁、水利組合、カウンテ

ィーの責任の範囲について

各条文の説明を実施 

出席者は、基本的に MOU（案）に同意した。

さらに、この問題について水利組合定例会議を

開始し内容の合意を取り付けることになった。 

  WRMA の規則に従い、調整

池の設置の必要性とその規

模・構造形式を説明 

出席者は、基本的に要求を受け入れた。一方、

出席者よりプロジェクトよりの技術面、予算面

からの支援の要請があった。 

  MOU の調印 MOU の調印に関して、カウンティーの代表者

と議論がもたれた。 

2 MOU 添付資料の説

明 

詳細設計、工事積算、農民

工事と建設業者工事の範囲

の結果説明、水利組合の貢

献内容説明 

基本的な理解が得られた。 
 

3 工事期間中の水利組

合の責任と役割 

建設小委員会（全体管理,

資材管理,作業員管理,技術

および品質管理）の説明。

灌漑ブロック単位で、農民

工事実施のためのリーダー

の選出 

基本的な理解が得られた。水利組合は MOU の

調印により、灌漑ブロック毎の代表を選出する

ことに合意した。 

4 農民工事に対する社

会的配慮について 

運営時、工事中の社会的な

紛争解決の概要 
通行権、建設のためのWRMA の認可、土地問題

を含む未解決の問題は、水利組合内部でさらな

る活動が必要になることが理解された。 

5 課題 ブロックリーダーや小委員

会の組合員の選出、WRMA
の勧告による調整池の基本

設計など、MOU の条項に

改訂が必要な場合には、事

前に PMT に連絡すること。

さらに、MOU の締結のた

め、その未解決な問題につ

いては水利組合内部の合意

形成を行うこと。 

 

Source: JICA Team 

(2)MOUの調印 

各地区の MOU 調印は以下の日程で実施した。 

表 6.4.2 MOU の調印の日程 

No 地区名 日程  No 地区名 日程 

1 Olopito 2014年 1月28日  7 Tuhire/Challa Harambee 2015年 4月29日 

2 Gatitu/Muthaiga 2014年 1月29日  8 Mangudho 2015年 4月29日 

3 Kasokoni 2014年 2月 6日  9 Shulakino 2015年 5月14日 

4 Tumutumu 2014年 2月14日  10 Kiamariga/Raya 2015年 5月 7日 

5 Mdachi 2014年 4月29日  11 Kaumbura 2015年 5月 7日 

6 Kaben 2014年 7月24日     
Source: JICA Team 
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MOU 調印前に、SCIO と水利組合の委員会メンバーは、MOU の内容が水利組合の

工事と建設業者による工事のそれぞれの範囲、カウンティー政府と水利組合、プロジ

ェクトの責任と役割に明記されていることを確認した。MOU の調印は、各水利組合

員の70%以上の出席者を得て実施された。MOU の中身は出席者に確認され、文書の合

意後、署名は、プロジェクト代表者、水利組合代表者、カウンティー政府職員、JICA

調査団によって行われた。 

MOU の調印後、プロジェクトは再度、水利組合に対して WRMA の調整池の基本設

計を調印後3カ月以内に作成しなければならないことを確認した。Gatitu/Muthaiga 地区

では、｢water abstraction｣の許可を得るための資金調達の必要性が強調された。 

各地区の SCIO と SCAO は、WRMA から適切に Water abstraction の許可が得られる

よう、利害関係者間の円滑化と調整をする役割を担うことが確認された。 

 

6.4.2 農民参加型工事の建設工具と材料の調達 

PMT は建設工具や建設材料の見積もり依頼と納入業者候補の選定のための必要な手

配を開始した。納入業者のショートリスト作成は、サブ・カウンティーから発行された

会計年度2013/14年のロングリストとし、「納入業者の事前資格のリスト」に基づき、各

SCIO から得られた情報を通じて行われた。見積もり依頼書は、SCIO を通じて各納入業

者に配布された。 

調印された MOU に従い、プロジェクトは農民参加型工事のための建設工具（つるは

し、フォーク、鍬、一輪車、シャベル等）の調達を行った。納入業者からの見積は、PMT

が評価し、低価格の落札納入業者へ注文書を送付した。現場への搬入時には、水利組合

員と SCIO が、現場での作業が円滑に進むように建設道具の数量と品質の確認を行った。 

建設材料（パイプ、付属品、バルブ類、セメント、砂利、砂等）の見積もりも建設工

具と同様な手続きで PMT が評価を行い、最低価格の業者を決定後、当該業者と現場へ

の搬入計画および契約金額の交渉などの協議を実施した。 

契約締結後、PMT は SCIO に対して搬入記録の作成と建設材料の品質管理の確認方法

の指導を支援した。これは、建設工事の品質を確保するために重要な事項である。 

建設材料の搬入時に、水利組合員と SCIO が納品書に署名し、それをもとに、PMT は

納入業者への支払いを実施した。 

 

6.4.3 熟練工の調達 

農民参加建設工事中に、水利組合の技術能力を超える作業が発生した場合、PMT は、

速やかに左官工やパイプ配管工などの熟練工を雇用配置した。 

 

6.4.4 農民参加型工事の技術指導 

設計に基づき、開水路/パイプライン路線の位置決めの後、SCIO が水利組合員へ各測

点の掘削深さの指導を行った。 
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6.4.5 農民参加型工事の作業の監督 

水利組合員による現場での作業開始後、PMT は以下の項目に焦点を当て作業の技術指

導と監督を実施した。 

工事の初期段階では、いくつかの地区で水利組合員の低い工事への出席率とそれに伴

う掘削作業の進捗率の低さが散見された。その理由は、MOU に明示されている合意項

目である各組合員の一週間の無償労働提供日数が、組合員に十分に周知されていなかっ

たためである。したがって、PMT は組合員の義務を説明するために総会を開催し、水利

組合リーダーに助言を行った。さらに、水利組合員に対し、建設工事の作業進捗を上げ

るための作業計画を作成することを提案した。 

また、PMT は水利組合に対して建設資材を適切に保管する施設についての技術的な助

言を行った。その助言にもとづき、SCIO の指導のもと水利組合員は作業場所への利便

性や盗難防止に考慮した保管場所の決定を行った。さらに建設材料の品質の確認を実施

した。 

掘削作業終了後、パイプの底版標高は、設計に従って適切に確認される必要がある。

水利組合の中で建設工事が原因で問題が発生した場合は、ただちに PMT が問題を整理

し、組合員や SCIO/SCAO への提案を行った。 

 

6.4.6 建設工事の調達 

プロジェクトのもとで実施される主要な建設工事は、入札や見積もり依頼により調達

した。入札前には入札書類の記載に従って、現場説明会を実施した。 

開札後に技術、価格評価が実施された。最低価格入札者が選定され、評価委員会で承

認した。評価入札者とは契約交渉を行った後契約調印を行った。 

 

6.4.7 品質管理 

業者による建設工事の品質を維持するため、PMT が現場で SCIO へ指導する際｢the 

quality control management guidance material（品質管理指導指針）｣と｢acceptance of site 

delivery of construction materials（現場への搬入材料の受領方法指針）｣が使用した。この

指針は、主に作業段階、検査方法、注意点の項目で構成されている。 
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表 6.4.3 品質管理指導指針の目次と内容 

作業段階と内容 検査方法 仕様書の関連項目と検査項目 

1. コンクリート強度試験 
1.1 試験配合試験 
1.2 配合率 
1.3 無作為供試体試験 
1.4 検査 

-業者は検査場で承認/認定を

受ける。 
-業者は試験結果を SCIOに提

出する。 
-SCIO は PMT に試験結果を

検査し提出する。 

入札図書の仕様書 
｢3.10 試験配合試験｣ 
｢3.11 配合率｣ 
｢3.11 コンクリートのテスト｣ 
｢3.12 指定された要件に従わない場合｣ 

2. 材料の搬入 
2.1 材料の仕様の提出 
2.2 セメント 
2,3 砂 
2.4 砂利 
2.5 パイプ 

-検査：仕様書、認定印 
-書類：保障書、証明書 
-目視：不均一、ひび、かけら

等は拒否。 
-変形： 

｢1.27 現場材料｣ 
｢3. コンクリート（3.1~3.5）｣ 
｢3.2 セメント｣ 
｢3.31 鉄筋｣ 
｢5. パイプ工事｣ 
-建設資材の現場への受け入れについて 

3. 建設現場 
3.1 全体 
3.2 コンクリート工事 
3.2.1掘削 
3.2.2型枠 
3.2.3鉄筋とかぶり 
3.2.4コンクリート打設 
3.2.5養生 

-検査：確認事項/岩と砂の層

の掘削厚さ。支持層の厚さと

支持力。 
測定：型枠の内寸 
検査：かぶり50mm（型枠表

面と鉄筋との距離） 
検査：型枠内の掃除、一回の

打設高（40～50cm）,打設投入

高1.5m 以下 

｢1.概要｣ 
｢3.32 鉄筋のかぶり｣ 
｢3.33. 型枠｣ 
｢3.20 コンクリート打設方法と打設計画｣ 
｢3.23 コンクリートの締め固め｣ 
｢3.22 搬入と巻きだし｣ 
｢3.21 鉄筋コンクリート｣ 
｢3.30 養生｣ 
｢3.24 コンクリートの防護｣ 

3.3 パイプライン 
3.3.1掘削段階 
3.3.2パイプ敷設 
3.3.3埋め戻し 
3.3.4圧力試験 

-検査：平坦で締め固められた

掘削底面、平坦な表面（パイ

プの不当沈下を避けるた

め）、屈折（パイプの損傷を

避けるため） 
-測定：締め固め後の掘削深さ

と広さ 
-目視：25mm 以上の石の除

去、75mm 以上の粘土の塊 
-石/粘土以外の掘削土で埋め

戻し 
-検査：埋め戻し/良質土 
-圧職試験：BS8010、漏水チ

ェック 

｢5.7 パイプ敷設時のパイプの取り扱い｣ 
｢5.8 自然地盤でのパイプ敷設｣ 
｢5.9 ざらざらした地盤でのパイプ敷設｣ 
｢5.18 パイプラインの圧力試験｣ 

Source: JICA Team 

 

上記の品質管理の冊子と同時に、建設業者からSCIOへ、｢Request of Inspection/ Approval

（検査と承認願）｣、｢Daily Report for Contractor’s Works/ Farmers’ Works（建設業者/農民

工事の毎日の作業報告）｣、｢Joint Inspection of Contractor’s Work/ Farmers’ Works with photo 

documents（建設業者/農民工事の写真記録による合同検査）｣などの書類が提出される。

これらの書類は、毎日の作業や作業段階での定期的な品質管理の基本となる。 
 

6.4.8 安全管理 

品質管理と並行して実施される｢safety control management guidance material, including 

environmental protection（安全管理指導指針、環境保護も含む）｣は、プロジェクトの工

事管理の安全監督員の任命に関して以下の条項に準拠し作成した。 

The Circular Ref: KA/17/A/2(4) from Factories Inspectorate, Ministry of Labour, notices No. 
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79 gazette in the Kenya Gazette No. 56 (Legislative Supplement No. 38) 

- 労働安全衛生法（OSHA）2007 年 

- 工事業者は、常に作業員に対して事故防止規制や安全規制に注意を払い、政府発行

の規則に従って安全対策を講じなければならない。 

安全管理指導指針は｢チェックリスト｣で構成される。主な項目を下表に示す。 

表 6.4.4 安全管理指導指針の目次と内容 

コントラクターの義務 注意点 

・安全監督員の任命 
＜安全管理項目＞ 
・作業員と第三者への事故防止 
・早急な事故の報告 
・作業員への安全管理教育の実施 
・OSHA 研修の証明書の提出 
・危険物取り扱い規則に準じた燃料の保管 
・有資格の警備員の雇用 
・安全防護柵、照明の設置 
＜環境保護項目＞ 
・土壌保全評価 
・防塵評価 
・騒音評価 
・公衆衛生 
・応急処置、医療対策 
・HIV/AIDS 広報 
・公害 
・排水溝の現況復旧 
・現場掃除 

-安全管理 
・工事関係による事故が発生した場合、その大小の

有無にかかわらず、建設業者は SCIO と JICA プロ

ジェクトチームに直ちに報告しなければならない。 
-作業員の事故 
・高所よりの転落、斜面よりの滑落、重機関連（重

機との接触）、崩壊（掘削個所、積荷が崩れ落ちる） 
-指導方法：SCIO 
・工事開始前に安全管理計画を業者に提出させる。

必要に応じて助言を行う。 
・現場での定例会議で助言を行う。 
・「定例会議」時に業者、SCIO、安全管理員の3者
で、チェックリストを基本に再確認し、効果的な助

言を行う。 
 

Source: JICA Team 

 

6.4.9 建設工事の成果 

2016年4月現在の各地区の建設工事成果は下表のとおりである。 

表 6.4.5 建設工事の成果（2016 年 4 月現在） 

地区 
名称 

(個数) 
開水路 

パイプライン 

開水路/パイプラインの延長

(m) 
残工事の詳細 

全工事 
計画 

JICA 
工事 

残工事 

Batch 1       

Kasokoni 
取水堰 

(1) 
幹線水路 1,886 1,886 0 

(1)開水路の掘削 
(2)排水路の岩掘削 

Mdachi 
取水堰 

(1) 

幹線水路 458 458 0 
(1)2 次水路の建設 
(2)給水施設 

2 次水路 1,231 0 1,231 
3 次水路 2,556 0 2,556 

Olopito 
取水堰 

(1) 

幹線ライン 3,646 3,511 135 (1)主幹線パイプラインの下流側

岩掘削 
(2)支線水路 下流側 
(3)給水施設 

支線ライン 2,941 311 2,630 
末端ライン 564 0 564 
給水ライン 6,431 673 5,758 

Gatitu/Muthaiga なし 
幹線ライン 9,105 5,996 3,109 (1)下流側の弁室･横断工等の建設

材料と技術作業員 
(2)下流側の支線ライン 
(3)下流側の給水施設 

支線ライン 8,736 3,930 4,806 
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地区 
名称 

(個数) 
開水路 

パイプライン 

開水路/パイプラインの延長

(m) 
残工事の詳細 

全工事 
計画 

JICA 
工事 

残工事 

Kaben 
主構造物 

(7) 
主要ライン - - - なし 

Murachaki 
取水堰 

(1) 
なし - - - なし 

Tumutumu 
取水堰 

(1) 

導水ライン 1,271 1,271 0 (1) 幹線と支線の下流側の弁室･

横断工の建設材料と技術作業員 
(2)幹線と支線の下流側のパイプ

工事 
(3)下流側末端と給水装置 

幹線ライン 11,547 9,153 2,394 
支線ライン 11,412 4,457 6,955 

末端ライン 54,983 15,294 39,689 

Muungano 
取水堰 

(1) 
なし - - - なし 

Batch 2       
Tuhire/Challa 
Harambee 

なし 支線水路 2,750 1,375 1,375 
(1)支線水路のライニング工 
(2)道路横断工 

Mangudho 
ポンプ室 
貯溜水槽 

(2) 
送水管 738 738 0 なし 

Shulakino 
沈砂水槽 

(1) 
幹線ライン 1,745 1,729 16 

なし 
支線ライン 475 0 475 

Kiamariga/Raya なし 

Kiamariga 
幹線 

2,440 2,440 0 (1)キアマリガ支線パイプライン 
(2)取水堰改修 
(3)ラヤパイプラインシステム改

修 
 

Kiamariga 
支線 

1,910 0 1,901 

Raya 幹線 1,460 0 1,460 
Raya 支線 1,660 0 1,660 

Kaumbura なし 幹線水路 2,360 1,000 1,360 (1)幹線水路のライニング 
Source: JICA Team 

 

6.4.10 WRMA許認可の進捗 

各地区の WRMA 許認可手続きの進捗は以下のとおり。 

表 6.4.6 WRMA 許認可の進捗 

地区 WRMA 建設許可 WRMA 取水許可 

Kasokoni 許可取得したが水量が不足 要取得 

Mdachi 取得許可 要取得 
Olopito 取得許可 要取得 
Gatitu/Muthaiga 再申請中 要取得 
Kaben 取得許可 要取得 
Murachaki 取得許可 要取得 
Tumutumu 取得許可 要取得 
Muungano 取得許可 要取得 
Tuhire/Challa 取得許可 取得済み 

Mangudho 申請中 要取得 
Shulakino 申請中 要取得 
Kiamariga/Raya 適用外（既存施設のため） 要取得 
Kaumbura 申請中 要取得 

Source: JICA Team 
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取水許可の取得は、水利組合員が25,000-50,000シリング必要な申請費用を確保するの

に時間がかかっており進捗が遅れている。また、Kasokoni 地区では一日の必要取水量が

3,888m3のところ、わずか125m3の取水認可しか得られていない。したがって、必要な取

水量の認可のためには、申請区分を C から D に変更し、再申請する必要がある。 

 

6.5 活動の効果 

6.5.1 建設工事の効果 

(1)法的要求事項の順守 

プロジェクトの実施にあたっては、建設工事の必須条件として、すべての法制度や

法的義務（水文レポートの作成、水利権認可、EIA 実施と NEMA ライセンス取得）を

厳密に踏襲した。 

 

(2)参加型アプローチのプロセス 

水利組合員は、建設工事の前、MOU 調印時、プロジェクトの実施に向けて、自ら

に期待されている事項に対して十分に理解した。 

工事期間中に、水利組合は以下の問題を解決するための活動を行った。 

- 洪水堤の土地の取得（Muungano） 

- 洪水防御堤の必要性（Kasokoni） 

- パイプライン路線の変更（Gatitu/Muthaiga、Mangudho） 

これら問題の解決を通じて、水利組合の管理能力は向上した。さらに PSCC 会議は、

プロジェクトを実行する上で、調整機関として機能した。 

Tumutumu 地区の水利組合員は、建設工事を円滑に進めるために、PMT メンバー指

導による SCIO/SCAO によるフォローアップや献身的な技術指導を評価した。また、

継続的なサポートがプロジェクトと受益者の信頼関係の構築に必要であることを付け

加えた。 

 

(3)農民参加型工事の進捗 

Batch 1パイロットサイトの Olopito 地区では、署名された MOU で合意されている農

民の義務を満たすことが困難となった（詳細は6.5.2節に記載）。 

 

(4)Batch 1パイロットサイトにおける建設コストの増加 

Batch 1パイロットサイトの建設工事では、調査、設計期間中に想定できなったさま

ざまな課題が明らかになったため、設計変更による追加工事発生を余儀なくされた。

さらに材料調達の契約金額も、価格の変動や調達の困難な建設資材のため予算を超過

するものが散見された（6.6節に詳細を記述する）。 

 

(5)追加工事命令（Variation order）の承認手順 

工事の初期段階では、SCIO は追加工事の発注手順を熟知していなかったが、工事

の進捗に伴い同知識を取得し、必要な追加工事のため単価と数量を基に算出した工事

積算書を作成し、承認のための PMT へ必要な書類を提出する発注手順を習得した。 
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本来は、SCIO が設計変更積算書類、図面を作成し、PMT が承認し公文を発送した

時点で、Variation Order 効力を発する。工事開始当初は、SCIO が施工業者に直接

Variation Order を発注する事例が散見された（Tumutumu, Kaben 地区等）。しかし、プ

ロジェクト後半では、SCIO 自ら変更積算書類、図面を作成し、PMT の承認を得る手

順を理解し手続きを踏まえた対応がなされた。（Tumutumu, Shulakino 等） 

 

(6)仕様書に沿った段階検査（Stage Inspection）の実施 

PMT の指導により、SCIO は、完成した構造物の品質や数量だけでなく、コンクリ

ート打設前の型枠の確認、鉄筋の配置、間隔、かぶりなど、工事の途中段階でも検査

するようになった。 

 

(7)農民工事の工程管理 

農民による開水路/パイプライン工事期間中、材料の調達、左官工、パイプ接続工な

どの熟練工の配置を考慮した適切な工程管理が必要とされた。Batch 1パイロットサイ

トの工事期間中に PMT の指導を受けた SCIO は、Batch 2パイロットサイトの工事期間

中、Batch 1パイロットサイトの経験を基に農民工事に係る適切な工程管理が行えるよ

うになった。SCIO の工程管理能力は、今回の活動を通じて向上したと言える。 

工事を円滑に進めるため、材料調達時期・量、熟練工（左官、配管工）投入時期・

期間、農民作業員の配置等を計画しなければならない。当初は、PMT 主導で工程管理

（主に材料調達、技術作業員について）を実施していたが、次第に SCIO が自主性を

もち、自ら材料調達時期・量や技術作業員の雇用期間・時期を考案し、PMT に対して

承認依頼を行うようになった。（Tumutumu, Kaumbura, Mdachi, Shulakino 等） 

 

(8)測量水準点（ベンチマーク）の管理 

工事の実施に従い、SCIO は測量記録管理の重要性を理解した。特に重要な管理項

目は測量水準点の管理であり、これは、開水路、パイプラインの路線決定や水利組合

による掘削作業終了後の標高確認に必要である。 

設計を現場に再現するための基本技術として、測量水準点の管理と測量技術は重要

である。当初は、SCIO は、測量水準点の座標（X,Y 標高）についても正確に把握して

いなかったが、PMT との共同で現場での標高の確認作業を行うに従って、SCIO から

的確な説明が行えるようになった。 

 

6.5.2 Olopito地区の農民工事の作業進捗率向上への取り組み 

(1)背景 

2014年11月24日～28日に、Olopito 地区でプロジェクト、SCIO、水利組合の3者で協

議を行った。協議の目的は、水利組合による農民工事の掘削作業の低い進捗率の原因

解明、および、問題を解決し工事進捗率を改善させることである。 
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Source: JICA Team 

図 6.5.1 オロピト地区平面図 

締結された MOU では、水利組合員は、幹線パイプラインの5.7 km の掘削作業が課

せられていた。しかし、当時、現場作業の進捗は低かった。その理由は以下のとおり

である。 

 

干ばつによる食料の不足 

2014年に深刻な干ばつが発生したため、水利組合員の何人かは作物の栽培を断念し、

村を出て仕事を探しに出た。その間、掘削作業に参加できなかった。 

限られた同地区の作業員 

水利組合員の構成は、男性よりも女性が多数を占めた。また、農業への関心が低い

（牧畜民）組合員が数名存在いた。 

プロジェクトに対する誤解 

JICA 無償資金で実施される給水工事（配水システムの建設）のサインボードが、地

区のそばに設置されている。このサインボードから、水利組合メンバーの一部は、プ

ロジェクトの目的が当該プロジェクトの配水システムの建設と誤解し、建設工事に参

加しなかった。 

 

(2)農民工事の再構築の支援 

プロジェクトは、以下の手順で、水利組合員による掘削工事の再動員に関する支援

を行った。 
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図 6.5.2 コミュニティ再動員のフロー 

 

(3)水利組合による行動計画の作成 

組合員との数回の議論の後、水利組合員の行動計画を作成した。全体集会での合意

事項は以下のとおり。 

- 各水利組合員は、延長 74m を掘削しなければならない。掘削作業に参加しない組

合員は、自らの負担での作業員の雇用をブロックリーダーに依頼しなければならな

い。 

- 各水利組合員は、ブロックリーダーの管理のもと、1 週間当たり 12m 掘削しなけれ

ばならない。 

- 仮に、水利組合員が掘削工事に参加しなかった場合。罰金：Ksh.1000/-を徴収する

（Ksh.700/-は掘削作業員の雇用に使用され、Ksh.300/-は水利組合の資金に貯蓄され

る。） 

 

上記行動計画実施のモニタリングを、SCIO と PSCC メンバーにより、下図に示され

たとおり実施した。 
 

再動員のための合意 

■PMT による再動員の提案の説明 
■カウンティー職員との協議で再準備へ
の合意を得る 

■水利組合の再動員の確認 

再動員のための話し合い 

■作業進捗が低い理由の確認 
■掘削工事の進捗を上げるための意見徴
収 

ブロック会議 

■各ブロックの掘削状況の情報共有 
■掘削工事に対する意見の共有 

全体集会 

■組合員再動員のための協議結果報告 
■掘削工事の活動計画の決定 
■水利組合員による行動計画の調印・締
結 

共同作業（ハランベー）の日 

■行動計画を基に掘削が始まる 

 

Source: JICA Team 
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図 6.5.3 コミュニティ再動員のモニタリング 

 

(4)再動員後の作業進捗 

再動員後の作業進捗は、次第に改善され、最終的に2015年12月に作業進捗は90%に

達した。下図に進捗を示す。 

 

図 6.5.4 Olopito 地区農民参加工事の進捗 

(5)再動員の効果 

1)再動員前 

当初水利組合員は灌漑ブロック毎に共同作業を行う予定であった。しかし、実際は

グループに分かれず一体となって作業を行った。また、作業には全く参加しない農民

も多数見られた。 

 

2)再動員後 

水利組合員は以下のことが可能となった。 

- 組合員は割り当てられた掘削範囲を掘削し、そのコストを算出した。その結果、

すべての組合員は掘削を行うか、あるいは割り当てられた掘削当たり Ksh.700/-
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Day(2) 

 

プロジェクトマネージメントチーム 
SCIO 

PSCC 会議 
■掘削作業の記録と罰金につい
ての確認 
■掘削進捗確認 

現場監督員 
■各組合員の掘削距離の測定 
■PMT への毎週の作業進捗の報告 

 

水利組合 
■作業進捗の記録と罰金の徴収 
■水利組合資金へ罰金の貯蓄 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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を支払うことになった。 

- 厳格な罰金が、掘削工事に参加しないメンバーのために課せられた。水利組合

リーダーは、その罰則を執行する立場であった。 

- 農民も上流のブロックから掘削を開始し、掘削作業は継続され、結果として進

捗向上をもたらす結果になった。 

- 掘削作業を続けることを約束した農民は、掘削作業に非協力的な農民の担当区

間まで工事を行うなど、プロジェクトの成功のための労働動員が強化された。 

- 今回の再動員は、プロジェクトへのオーナーシップを醸成した。彼らは完成し

た取水堰を見た時に、自分たちの農地が灌漑の恩恵を受けることを確信し、そ

の気持ちが工事を進める強い動機付けになった。 

- ｢個人のための組合｣から｢組合のための個人｣への心境の変化が見られた 

 

6.6 課題および教訓 

建設工事実施を通じて得られた課題、教訓、提言を以下に記述する。 

6.6.1 工事監理 

(1)関係機関の許認可手続き 

NEMA、WRMA により許認可に想定以上の時間を要し、その結果プロジェクト全体

工程に影響が出た。 

NEMA 承認に要する期間は45日とされているが、実際はそれ以上の時間がかかって

いる。したがって現実に即したスケジュール設定を行う必要がある。また、申請書類

の不備による差し戻しが見られた。承認についての書類の作成方法に正確さが求めら

れる。 

SCIO/SCAO は WRMA や NEMA の担当官と緊密に連絡を取り、承認にかかる時間

を可能な限り短縮することが求められる。そのためには書類作成方法や手続きについ

て正確な知識を持つ必要があり、そのためのフォローアップ教育訓練を提言する。 

 

(2)建設工事の進捗 

【農民工事の合意形成と役割分担】 

ある地区では MOU 締結から工事着工までの時間がかかった。 

その理由は、MOU に内容について水利組合員の理解が不足、誤解があったことが

あげられる。無償労働については、MOU で合意したにも関わらず水利組合メンバー

の中で無償労働についての理解が浸透せず、その結果初期始動に時間がかかった。 

プロジェクトおよび SCIO より水利組合リーダーへの働きかけをより強力に行うべ

きであった。また、MOU 締結直後に、工事にかかる行動計画を作成すべきであった。 

今後は、MOU 締結の後は、直ちに行動計画を作成し、その行動計画をもとに、各

メンバーに対する作業分担を行う。その後、水利組合リーダーが各農家を回り工事へ

の参加を説明すること、および、SCIO、PMT が水利組合リーダーを支援しモニタリ

ングを行う必要がある。 
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【農民工事の参加率確保】 

干ばつなどが理由で、収入源を断たれた一部の水利組合メンバーが村の外に働きに

行き、そのために工事への参加率が低く、結果として工事の進捗が遅れた。 

Olopito 地区のように、貧困度が高く、農業や灌漑に対する経験が不足している地区

に対しては、今回の無償工事は負担が大きすぎたと思われる。水利組合員の能力経験

に応じた農民費用負担分を検討する必要がある。 

本プロジェクトを通じて、水利組合の事業費負担比率を再検討し結果をガイドライ

ンに反映することを提言する。さらに、貧困地域では Food for Work を事業実施の枠組

みに入れることを検討する。 

 

【土地収用問題の解決】 

土地収用に関しては、工事実施中には以下の問題が発生した。 

Muungano:  取水堰および洪水防御堤用地確保についての土地所有者との協議 

Gatitu/Muthaiga:  地権者の反対によるパイプライン路線変更 

Mangudho:  地権者の反対によるパイプライン路線変更 

Mdachi： 洪水防御堤に必要な建設用盛土材採取地点の地権者との協議 

 

上記の問題は、SCIO/SCAO が中心となり、PSCC 会議で協議し解決した。これが水

利組合の調整能力の強化につながった一方で、結果的に工事進捗の遅れとなったこと

は否定できない。 

土地収用の問題は原則コミュニティ内部で解決すべきであるが、必要に応じて外部

からの調整あるいは介入が必要である。PSCC はその調整機能を果たすことが求めら

れる。 

土地収用の問題は、特に水利組合員以外（プロジェクトの受益者でない）で発生し

た場合、解決に時間がかかる。水利組合員以外の住民に対して、どのように協力を取

り付けるかが重要である。さらに、MOU で事業実施に同意した水利組合員でも、工

事実施段階になって始めて自分の土地が収用されることが分かり反対に回るケースが

ある。このようなリスクをいかにして軽減するかが課題である。 

よって以下の提言を行う。 

- SCIO/SCAO は土地収用の問題について PSCC を通じてリーダーシップを発揮

し調整介入を強めていくことを提言する。また、水利組合リーダーに対しては、

水利組合能力強化研修のユニット2にて得られた知識、経験をもとに、リーダー

シップ発揮するように指導する。 

- SCIO がリーダーシップを取り、水利組合員以外に対する説明会を開催する。

MOU 締結後には、各農家を回って説明を行う。 

- 工事開始前の水路パイプライン路線設定の時に水利組合員を立ち合わせて、実

際の路線を理解してもらう。 

 

【設計変更時の意思決定の迅速化】 

Kaben, Tumutumu 地区などで、設計変更についての意思決定が遅れ、それが工期の
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遅れにつながった。 

設計変更を行うために必要な資料、設計変更の承認手続きなどが、PMT と SCIO の

間で十分共有されていなかったことが原因である。 

したがって、設計変更に対して必要な調査内容および必要な手続きを SCIO と PMT

が共有する必要がある。 

今後は、フォローアップ研修を行い、設計変更に対して必要な設計積算能力の向上

を図る。また、契約管理研修（9.3.6節参照）で明確した通り現場代理人としての SCIO

の責任の所在を明確にすることを提言する。 
 

【関連工事の調整】 

業者工事と農民工事が同時並行となったため、一部の地区で以下のような作業の非

効率が生じ、進捗を妨げる要因となった。 

Gatitu/Muthaiga 地区 

パイプラインの付帯構造物の建設では、掘削を水利組合員、構造物を左官、パイプ

接続を配管工がそれぞれ分担して実施したが、水利組合による掘削工事の遅れのため、

左官や配管工に待ちの時間が生じた。 

Olopito 地区 

幹線パイプラインの掘削工事は水利組合、パイプの布設は配管工、構造物は工事業

者で実施した。水利組合員による掘削工事の遅れのために、全体の進捗に影響が出た。 

Tumutumu 地区 

水利組合員による掘削工事は順調に実施されたが、パイプの調達が遅れたため、全

体工程に影響を及ぼした。 

農民工事の作業工程が複雑になり、工程管理が困難になってしまった。材料調達の

タイミングに配慮が必要である。効率的な作業のためには、調達方法やスコープを見

直す必要がある。 

 

農民参加工事実施では、農民の経験に応じて、工事業者および水利組合の作業範囲

を慎重に検討し最適化する。また、SCIO に対しては、工程管理および調達計画につ

いての、フォローアップガイダンスと実施することを提言する。 

 

6.6.2 建設費 

(1)案件形成時の事業費の精度 

Batch 1で選定した8パイロットサイトでは、2012年の案件形成時と2013年の詳細設

計では、案件のスコープに以下に示す差が生じた。 
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表 6.6.1 工事数量の増加（2012 年概略設計と 2013 年詳細設計の比較） 

単位：km 

サイト名 概略設計 詳細設計 施設概要 

Kasokoni 1.5 7.3 開水路 

Mdachi 3.0 4.0 開水路 

Olopito 4.0 14.0 パイプライン 

Gatitu/Muthaiga 4.7 16.0 パイプライン 

Kaben 11.0 25.0 開水路 

Murachaki 13.0 55.0 パイプライン 

Tumutumu 24.0 50.0 パイプライン 

Muungano 19.0 24.0 パイプライン 

合計 80.2 195.3  

 

その結果として、事業費も以下のように大幅に上昇した。 

 

表 6.6.2 工事費の増加（2012 年概略設計と 2013 年詳細設計の比較） 

単位：百万シリング 

サイト名 概略設計 詳細設計 施設概要 

Kasokoni 8.0 23.1 取水堰、幹線水路 

Mdachi 7.0 16.7 取水堰、幹線／二次水路、末端水路 

Olopito 13.0 33.9 取水堰、幹線パイプライン、末端パイプライン 

Gatitu/Muthaiga 27.3 19.7 幹線パイプライン、末端パイプライン 

Kaben 37.9 99.6 取水堰、導水／幹線／末端水路 

Murachaki 70.7 99.5 取水堰、幹線二次パイプライン、末端パイプライン 

Tumutumu 46.3 71.1 取水堰、幹線二次パイプライン、末端パイプライン 

Muungano 55.6 68.4 取水堰、幹線二次パイプライン、末端パイプライン 

合計 265.8 432.0   

 

その結果、Batch 1パイロットサイトの実施を5地区にし、3地区は基幹施設の建設の

みに限定しなければならなくなった。 

上記の結論より、案件形成時から可能な限り正確なコストを算出する必要がある。

また、中央政府もカウンティーが提出される案件情報の精査が求められる。 

今回の、フィージビリティ調査および詳細設計の結果をもとに、工事費の単位コス

トを把握し、工事費の精度を高めることを提言する。 

 

(2)設計時の詳細調査の実施 

Batch 1パイロットサイトでは、調査設計時に予期できなかった追加工事が発生し結

果的に工事費の上昇につながった。また、農民参加工事での想定以上の建設材料調達

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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の高騰も建設費上昇の原因となった。下表に各地区の工事費増加の要因を記述する。 

 

表 6.6.3 工事費増加の主な要因 

地区名 工事費増加の要因 

Kasokoni - 洪水被害復旧のための擁壁追加工事 

- 安全対策としての取水堰のガードレール追加 

- 土砂吐ゲートの角落とし追加 

- 幹線水路沿いの岩掘削量の増加 

Mdachi - 取水堰予定地点の追加地質調査 

- 基礎対策工事（くい打ち、擁壁の設計変更） 

- 洪水防御堤の設計変更（盛土材料の確保を含む） 

Olopito - 業者工事契約金額の予定価格超過 

- 基礎条件の変更による堰本体および擁壁のコンクリート数量の増加 

- 洪水対策としての擁壁延長 

- 導水パイプライン沿いの岩掘削量の増加 

- パイプラインの河川横断施設の追加 

Gatitu/Muthaiga - 幹線パイプライン沿いの岩掘削量の増加 

Tumutumu - 導水パイプラインの設計変更 

- 導水、幹線、二次パイプラインに沿いの岩掘削量の増加 

- 農民工事用建設資機材の調達価格の上昇 

Kaben - 現場の地形に合わせた構造物形状の変更 

- 第 4河川横断構造物の設計変更 

- 第 6河川横断構造物の追加および鋼管の価格高騰 

Murachaki - 河川保護構造物、ガードレール追加など、設計変更 

- バルブなどの調達価格の高騰による契約変更 

Muungano - 洪水対策のための擁壁設計変更 

 

以下が教訓としてあげられる。 

- 建設資材調達については予定価格の詳細な調査を行うべきであった。 

- 農民の能力を超えた岩掘削工事などの費用を見積もる必要があった。 

- 予期し得ない工事に対する予備費を計上しておく必要がある。 

 

以上の問題点を解決するために、カウンティーのエンジニアの設計積算能力の向上

を図ること、設計成果についての審査を強化することを提言する。 

 

 

 

 

Source: JICA Team 
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7章 水利組合員能力強化コンポーネント 

 
7.1 プロジェクトの活動 

7.1.1 概要 

プロジェクト目標である干ばつに対するレジリエンス強化に対する、水利組合の主な

課題は以下の2点である。 

1) 灌漑施設の維持管理方法に関する知識とスキルの取得 

2) 組織管理能力の強化 

今後、水利組合には、灌漑施設建設後、施設の維持管理に対する水利組合の組織力の

強さ、つまり、施設を利用して水資源を適切に管理できる能力が重要になる。そのため、

本プロジェクトは、水利組合員に対し、灌漑施設管理に必要な知識と技術習得のため研

修および実地訓練を実施し、ひいては、水利組合が持続的な灌漑システム維持管理能力

を持つことを目標とする。 

 

7.1.2 研修プログラムの選定 

SIDEMAN プロジェクトでは、小規模農家の組織力強化や不足する知識について分析

し立案した研修プログラムに基づき研修を実施した。本プロジェクトでは SIDEMAN プ

ロジェクトで実施された研修プログラムを基本にし、受講者の意見等を取り入れ、改良

を行った。特にユニット4「圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業」およびユニット5

「灌漑システムマネジメント」について、全面改訂を行い実践的なものとした。 

SIDEMAN 研修プログラムの課題として、SCIO および農民から以下の意見が出ていた。 

1. 研修数が多く、長い研修時間、研修科目の重複があった。 

2. 1 回の研修プログラム期間が 5 日間と長かった。 

3. 一日の研修で休憩時間を十分なしに続けられた。 

 

上記参加者の意見を踏まえて、SIDEMAN の研修プログラムでは13項目の研修内容を

各5日間で実施していたところを、本プロジェクトでは5つのユニットからなる研修にま

とめ、十分に休憩時間をとり、1研修あたり2~4日間で実施した。 

また研修プログラムは、プロジェクトの期待される成果を念頭に入れ、1.水利組合の

組織作り、2. 水資源のマネジメント、3.灌漑施設維持管理の3点に重点を置いた。 

以下に、SIDEMAN プロジェクトと本プロジェクトの水利組合強化研修内容対比表、

および、本プロジェクトの研修プログラムを示す。 
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表 7.1.1 SIDEMAN と SIDEMAN-SAL の水利組合強化研修内容の対比表 

SIDEMAN SIDEMAN-SAL 

1. コミュニティーの活性化 
(オリエンテーション) 

8. リーダーシップス

キルの開発 

1. コミュニティーの活性化、および水利組

合組織の形成とマネジメント（一部改

訂、WRMA 追加） 
2. 水利組合組織の形成とマネ

ジメント. 
9. 圃場レベルの水管

理 
2. リーダーシップと紛争処理（一部改訂）

3. 基本的なリーダーシップに

ついて 
10. 灌漑農業 

3. 財務管理と記帳方法（一部改訂） 

4. 地区オペレーション維持管

理 
11. 灌漑作物の市場活

用  

 4. 圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農

業 （全面改訂、土壌の基礎知識、食品

加工を追加） 

5. 財務管理 12.資金の利用と評価 
5. 灌漑システムマネジメント 

（全面改訂） 

6. 水利組合のモニタリングと

その報告方法について 
13. 環境 

 

7. 横断的な課題（ジェンダー、

HIV/AIDS） 
 

 

 
 

表 7.1.2 本プロジェクトの研修プログラム 

種別 目的 プログラム 

準備研

修 

農民導入研修 

（5日間） 

1. 農民が本プロジェクトを理解する 

2. 灌漑に関する基礎となる知識の習得 

1. プロジェクトのブリーフィング; 

2. 灌漑、灌漑技術、灌漑システム管

理に関する基礎知識  

3. 市場志向型農業について 

4. 環境管理 

政府職員導入

ワークショッ

プ 

（2日間） 

1. 本プロジェクト実施に係る政府職員

の役割を討議する（水利組合管理、モ

ニタリング評価の政府職員による実

施確認等） 

2. ケニア国 2013 年次予算原案作成準備 

3. 農民とのコストシェアリングの同意

（建設時の施工監理含む） 

4. 能力開発計画（案）の承認 

1. 本プロジェクトにおける政府職員の

役割表（能力開発計画のモニタリン

グ評価レポートフォーマット、予算、

工事実施、管理含む） 

2. コストシェアリングに係る原案（建

設時の施工管理含む） 

3. 能力開発計画（案） 

水利組

合の組

織力の

強化 

ユニット 1 

コミュニティ

ーの活性化、お

よび水利組合

組織の形成と

マネジメント 

（3日間） 

1. 個々の灌漑地区の行動計画を作成可

能な状態にする 

2. 水利組合の仕組みシステムを理解す

る 

1. 対象地区のグランドデザイン (灌漑

のコンセプト, 地区の設計図、およ

び施設の維持管理費,本プロジェク

トの位置づけ) 

2. 対象地区の活動と各ステークホルダ

ーの役割 

3. オーナーシップと参加型工事 

4. 組織編成と発展段階 (法人など組織

の定義, 発展段階) 

5. 灌漑用水の使用に係る法的な要求事

項 

6. 行動計画作成のための研修 

ユニット 2 

リーダーシッ

プと紛争処理 

（2日間） 

1. 理想とする水利組合、良いリーダーシ

ップ、チームワーク、紛争解決に関す

る説明ができるようになる 

1. 水利組合の組織構造とリーダーシッ

プに関連する役割と機能 

2. リーダーシップの質とスタイル、お

よびリーダーがとるべき仲裁方法 

3. 紛争処理、解決方法 

 

Source : JICA Team
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種別 目的 プログラム 

ユニット 3 

財務管理と記

帳方法 

（3日間） 

1. 予算管理の記録の重要性を認識する 

2. 各種の会計記録、予算編成、検査プロ

セスを認識する 

1. 水利組合の収入と支出 

2. 財務管理 (記録、報告、検査) 

灌漑水

管理能

力の強

化 

ユニット 4 

圃場レベルの

水管理と実践

的な灌漑農業 

（4日間） 

1. 灌漑用水取水、配水、適用システムを

説明できるようになる 

2. 作物毎に灌漑用水配水スケジュール

を作成できるようになる 

1. 植物、土壌、および水の関連性 

2. 灌漑作物の必要水量 

3. 作物カレンダーの作成と連作障害

4. 灌漑システムと様々な灌漑技術 

5. 灌漑条件時の作物管理 

6. 灌漑農業 

7. 収穫後処理、食品加工 

8. 地区内の圃場における実習 

灌漑施

設維持

管理能

力の強

化 

ユニット 5 

灌漑システム

運営維持管理 

（4日間） 

1. 農民が灌漑施設の運営、運営維持管理

計画を作成可能になる 

1. 施設維持管理を行う組織の機能とそ

の運営、立ち上げ方法 

2. 灌漑システムの維持管理 

3. 維持管理費用の管理方法 

4. ジェンダーなど、その他灌漑開発に

係る横断的課題 

5. 灌漑施設維持管理に係る行動計画 

6. 近隣で灌漑施設の運用が成功してい

る地区への訪問 

政府職

員用補

足研修 

政府職員に対

する TOT 1 

（5 日間） 

ﾕﾆｯﾄ 1 とﾕﾆｯﾄ 2

研修の間に実

施 

研修講師がユニット 2 ～3 を自発的に実

施するために必要な知識を習得する 

1. 能力強化研修の枠組 

2. 研修とそのサイクルについて 

3. 研修 ニーズ の 評価 

4. 成人教育の理論と留意事項 

5. 研修計画と内容 

6. 研修方法 

7. 研修の評価 

8. 研修報告とフォローアップ 

9. 研修の予算と準備 

政府職員に対

する TOT 2

（Workshop） 

（2日間） 

ﾕﾆｯﾄ 5 研修の

直前に実施 

研修講師がユニット 5 の実施に必要な知

識を習得する 

ユニット 5 の内容をマニュアルとして

取りまとめるための討議 

 
7.1.3 研修のアプローチ手法、および評価方法 

(1)研修のアプローチ手法 

各研修ユニットは、以下の手順で実施した。  

  

Source : JICA Team
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図 7.1.1 研修プログラムの実施手順 

 

実施手順のハッチングした部分は、本プロジェクトで新たに改良を加えた箇所である。

次頁に、改良点とその理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

2. 研修の準備 
(1) 研修資料の準備、作成 
(2) 研修実施者への参加要請 

1)  研修資料の準備 
2)  農民参加者選定基準の、地区代表者へ通知と調整 

(SCIO) 
(3) 研修費用の役割分担の通知 

1. 研修手法の設定 
(1) 全体的なアプローチ方法の検討 
(2) 研修メニューの検討 
(3) 研修実施担当者（体制）の確認、選定  
(4) 研修の評価方法の検討 
(5) 農民参加者選定基準の検討 
(6) スケジュールの設定 
(7) 費用の見積 

政府職員と水利組合のリーダー達に対する導入研修 

各ステークホルダーの研修の概要に関する確認と合意 

4. 地区内における調整（農民） 
(1) 参加者の選定 
(2) 研修会場、食事等の手配 

7. フォローアップ計画の実施 
 

3. 事前研修、もしくは TOT（担当者） 
(1) 研修資料の発表、周知 
(2) 編集・校正, 及び、担当者間の全

体調整 

6. 研修理解度の評価及びフォローアップ計画の作成 
 

準
備 

実
施 
検
証
と
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ 

Source : JICA Team 

5. 研修の実施 
(1) 講義、ワークショップ、集団討議 
(2) 評価 
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表 7.1.3 本プロジェクトにおける水利組合強化研修の改良点とその理由 

実施項目 

（前ページフロー参照）

改良点 理由 

1. 研修手法の設定 

(4)研修の評価方法

の検討 

各研修の講義の理解度テストの実施。 各講義の効果があった点、フォローアップ

が必要な点を絞り込むため。（SIDEMAN の課

題） 

2. 研修の準備 

(1)研修資料の準備、

作成 

研修の達成目標、基本方針を再検証後、

目標達成のために必要な各講義とその

目的の設定、講義の具体的な実施方法

の提案、編成という手順を複数回繰り

返し、研修教材および研修教材の元と

なるマニュアルを作成した。(ユニット

4 および 5)また、同プロセスの中で「自

分たちの手で研修材料を作成してい

る」という意識を高め、研修教材に対

するオーナーシップを高めた。 

SIDEMAN 時に、研修内容に含まれていなか

った分野、あるいは、概論にとどまってい

た分野に対して、新規に研修教材を開発す

る必要があったため。 

3. カウンティー職

員に対する事前研

修、もしくは TOT 

TOT の実施後、研修講師となるカウンテ

ィー職員（SCIA/SCAO）が、研修の進め

方、教材の作り方、予算と研修準備方

法を理解し、彼ら自身が研修を立案進

行できるようにした。 

プロジェクト終了後にケニア国職員のみに

よる研修の実施能力を担保するため。 

5. 研修の実施 フィールドワークと講義を同時研修内

に取り入れ（ユニット 4 および 5）、講

義の研修期間は最長 3日とした。 

研修への不参加の割合を減らし、研修中の

集中力低下を防止するため。 

6. 研修フォローア

ッププログラムの検

証・評価およびフォ

ローアップ計画の作

成 

理解度テストの分析とフォローアップ

研修の実施 

理解が不十分であった項目を特定しフォロ

ーアップするため（SIDEMAN の課題） 

 

(2)評価手法 

本プロジェクトでは、水利組合の研修プログラムの成果を適切に評価するため、3

種類の評価手法を採用した。これらは、1.研修内容評価アンケート(Course Evaluation)、

2.理解度テスト (Knowledge Evaluation)、3.水利組合能力基礎調査（Functionality Survey 

for IWUA)である。なお、1.および3.は、SIDEMAN プロジェクトの評価手法を改良し

たものである。一方2.については、本プロジェクトで新たに導入した。以下に、各評

価手法実施の目的を示す。 
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表 7.1.4 研修プログラム成果の評価手法と目的 

評 価 手 法 目 的 実施時期 
1. 内容評価アンケート 

(Course evaluation) 
 参加者が研修プログラムに対してどのよ

うに反応したかを把握する。 
 もし、参加者の理解が得られなかったな

らば、その後の取り組み、研修そのもの

への意欲は得られない可能性が高い。 

 各研修の最終日 

2. 理解度テスト 
 (knowledge evaluation) 

 得られた研修知識の習得度により、研修

の効果を評価する。 
 理解不足の分野を特定し、以後のフォロ

ーアップに活用する。 

 各研修の実施前後 

3. 水利組合能力基礎調査 
(Functionality Survey for 
IWUA) 

 対象地区の水利組合の初期状態を把握

する。 
 全研修実施前後で、研修で与えたイン

パクト、ならびに到達したレベルを判断

する。 

 全ての研修プログラム開

始前および終了後 

 

 

1)内容評価アンケート 

研修終了後に、参加者へ配布する研修内容評価シートは、各質問に対する評価を「良

い、普通、悪い」の3段階とし、最後に自由意見を記載する形式とした。質問の内容

は、以下に示す通り。受講者が研修内容に対する所見を表現できるように工夫した。 

1. 内容: 研修内容は適切か? 

2. 資料: 研修資料は有用だったか? 

3. 方法: 研修方法は適切か? 

4. 研修担当者: 研修担当者は効果的な研修を行ったか? 

5. 学習意欲:学んだ知識によって、今後の活動への動機づけとなったか?   

6. 研修内容と参加者のニーズとの関連性: 参加者が研修に期待した内容と、研修内

容は一致していたか? 

7. 理解度: 参加者が内容を理解したか?  

8. 時間: 各研修の時間と全体の実施期間は適当だったか? 

 

2)理解度テスト 

各研修開始の前後に実施する理解度テストは、全体で20～25問程度の質問からなる。

研修前に各研修担当者が重要事項を選び、分野毎に2～3問の質問形式にした。質問の

回答方法は、受講者の研修内容の理解度を評価しやすいよう四者択一形式とした。以

下に各研修の質問項目を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

Source : JICA Team
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表 7.1.5 各研修の質問項目の概要 

ユニット 1 コミュニティー活性化、および水利組合組織の形成とマネジメント 

1.対象地区のグランドデザイ

ン 
プロジェクトの活動内容 

2.対象地区での活動と各ステ

ークホルダーの役割 

当該地区に建設される施設の概要 

持続的に灌漑地区が発展するために必要な項目 

リーダーシップの概要 

灌漑地区の発展段階と維持管理方法の概要 

3.オーナーシップと参加型工

事 

農民参加型工事における農民の義務とステークホルダー内の協定

（覚書）の内容 

4.水利組合組織編成と発達段

階 

水利組合の機能、構造、役割、重要性、登録方法 

水利組合の定款の作成法、作成を担保させるための合意形成方法 

5.灌漑用水の使用に係る法的

な要求事項 

WRMA の役割と水利権の内容、罰則規定について 

WRUA の役割 

水利費徴収の目的 

6.行動計画作成方法 行動計画の構成要素とその重要性 

ユニット 2 リーダーシップと紛争処理 

1.水利組合の組織構造とリー

ダーシップと関連する役割と

機能（ﾕﾆｯﾄ 1 の復習含む） 

水利組合のマネジメント内容 

水利組合の運営体制、意思決定機関、 

成功するグループの特徴 

2.リーダーシップの質とスタ

イル、およびリーダーがとるべ

き仲裁方法（全般） 

リーダーシップの技術、原則 

リーダーとしての課題の克服方法 

灌漑農業におけるリーダーが取り組む課題 

リーダーが計画すべき事項 

リーダーがチームワークを発揮するために重要な要素 

3.紛争処理、解決方法（全般） 

リーダーがメンバーに与える褒賞として適切なもの 

誰が紛争処理の第一人者となるか。 

紛争解決の類型、発生原因 

紛争の解決手順 

水利組合の目標達成に妨げとなる事項 

未解決の紛争がもたらす問題 

ユニット 3 財務管理と記帳方法 

1.水利組合の収入と支出（全

般） 

水利組合が管理するべき書類 

水利組合の資産と負債の種別 

会計管理体制 

組合員から集金した資金の最適な管理方法 

2.財務管理 (記録、報告、検査

全般) 

会計簿の作成の意義、記載方法、保管方法、ルール、および透明性

を確保するために重要な事項 

水利組合の資産を管理する部門 

会計の規則と定款の関連性 

財務管理と関連する活動 

領収書の保管場所 

予算の仕組みと、予算作成の意義 

会計監査の概要 

ユニット 4 圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業 

1.植物と土壌と水の関連性 

作物の成長に必要な要因 

根の成長の作物の収量に占める重要性 

土性と灌漑農業の関係 

適切に灌漑を行う時期 

野菜生育に適した土性 

2.作物の灌漑用水量 灌漑が必要な時期 

3.作物暦の作成と連作障害 圃場レベルの灌漑システムの種類とその特徴 
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4.灌漑システムと様々な灌水

技術 
作物カレンダーと作物の選定 

5.灌漑条件時の作物管理 輪作の意義 

6.灌漑農業 
苗床の作り方、植え替え時期、施肥方法 

農薬の散布時期 

7.収穫後処理、食品加工 
収穫時期 

収穫後ロスを減らし、価値を高める方法 

ユニット 5 灌漑システムマネジメント 

1.維持管理をする組織の機能

と立ち上げ方法 

灌漑システムの目的、構成要素、運営計画 

灌漑システムを適切に管理する意義と、管理が不十分なときに発生

する問題 

灌漑システム維持管理上、最重要項目と水利組合組織体制 

配水計画の作成における重要な情報 

灌漑システムの持続性を担保するために必要事項 

2.灌漑システムの維持管理 灌漑効率を高めるために必要な維持管理項目 

3.維持管理費用の管理方法 

維持管理費徴収の意義 

維持管理費の管理責任者 

維持管理をモニタリングする意義 

4.ジェンダーとその他灌漑施

設に係る横断的課題 
ジェンダーの定義、意義 

 

理解度テストの結果は、受講者個別に評価するのではなく、グループ（地区全体）

として評価することが現実的かつ妥当であると判断した。その理由は、個別に評価を

行った場合、自己評価の低い農民自身がテストに参加しない場合が考えられるためで

ある。 

また、受講者である農民は通常、地区内でお互いに持っている知識を共有しており、

もし、地区内の過半数の農民が「ある知識」を有する場合、その知識は地域で全員が

共有することが可能であると推定した。 

 

図 7.1.2 評価基準（地区内の過半数農民以上が既知であること） 

の背景となる概念図 

 

上記を踏まえ、以下に理解度テスト結果の評価基準を示す。 

 

I know

I know
I knowI know

I know
I know I know I know

I know
I know

Share the knowledge as a group

Source : JICA Team

Source: JICA Team 
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表 7.1.6 理解度テスト結果の評価基準 

評価 評価基準 
研修により習得された知識  研修後の質問に対する正答率が 

50%以上 
理解が不足したと判断される特定分野 研修後の質問に対する正答率が 

50%未満 

 

理解度テストにより特定された、研修後でも理解が不足している項目は、以後のフ

ォローアップ計画作成に反映した。 

 

3)水利組合能力基礎調査 

研修開始の開始前、および、全ての研修の終了後に、水利組合能力基礎調査を実施

した。同調査により対象地区の水利組合が持つ能力の初期状態の把握、および、事後

評価では研修によるインパクト、および、到達レベルを判断することが可能になる。 

この水利組合能力基礎調査は、水利組合が、「研修で習得した知識をもとに実際に

行動したかどうか」という点に重点をおき評価したものである。このため、水利組合

能力基礎調査シートは、水利組合が持続的に灌漑農業を継続するために必要と思われ

る達成すべき項目を選び、質問形式にして、各項目に重みづけをした点数を与えた。

以下に項目と点数配分の概要を示す。 

 

[水利組合能力基礎調査シートの構成と配点] 

1. 灌漑施設を利用した活動の成果（40 点） 

1)  計画（作物暦、配水、維持管理、および、水利費徴収）の有無と、計画に

沿って実際に活動を行ったか否か 

2)  収量の増減、管理実績、維持管理費の徴収状況 

2. 水利組合組織としての活動成果(40 点) 

1)  水利組合の法的地位、組合員の各種会議への参加割合、各種記録の有無、

役員選挙の実施、紛争解決実績 

3. 財務管理実績(20 点) 

1)  予算、銀行口座の有無、銀行口座の残高、水利費・罰金の徴収状況と維持

管理への適切な使用、水利組合の収支の健全性 

4. 水利組合としての追加活動(10 点)  

1)  銀行機能や市場サポート、機器のレンタル、生計支援などの実施の有無、

水利組合事務所の有無、他の機関との連携、若年者・女性の参加の有無、

リーダーの水利組合への無償の労働提供の有無 

合計:110 点 
7.2 活動成果と分析結果 

7.2.1 実施した活動とプロジェクトの成果 

水利組合能力強化に係る全ての活動を2013年3月～2015年12月の間に実施した。また、

活動内容を検証し、取りまとめた要点はマニュアルと小冊子の中に反映した（下表参

照）。 

Source : JICA Team 
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表 7.2.1 水利組合能力強化プログラムで実施した活動 

対象地区 実施活動 

Batch1 
1)  Kasokoni 
2)  Mdachi 
3)  Olopito 
4)  Gatitu/Muthaiga 
5)  Kaben 
6)  Murachaki 
7)  Tumutumu 
8)  Muungano* 

1)  導入研修 
2)  ユニット 1 コミュニティーの活性化、および水利組合

組織の形成とマネジメント 
3)  ユニット 2 リーダーシップと 

紛争処理 
4)  ユニット 3 財務管理と記帳方法 
5)  ユニット 4 圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業 
6)  ユニット 5 灌漑システムマネジメント 
7)  水利組合能力基礎調査 

Batch 2 
1)  Tuhire/Challa Harambee 
2)  Mangudho 
3)  Shulakino 
4)  Kiamariga/Raya 
5)  Kaumbura 

*Muungano 地区はパイプラインを整備しないためユニット 4，5 を実施していない。  

 

 

表 7.2.2 水利組合能力強化プログラムの活動実施日 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7.2.3 水利組合能力強化プログラムの活動成果品 

NO 項目 備考 

SIDEMAN プロジェクトで作成されたマニュアルのレビュー  

1 コミュニティーの活性化 -カウンターパート全員によりレビュー済 
2 水利組合組織の形成 
3 基本的なリーダーシップ 
4 灌漑システムの管理 - PMT、SCAO および SCIO によりレビュー済 

-マニュアル No.9 に改訂し反映 
5 財務管理 - Reviewed by PMT 

- ユニット 3 の研修資料に改訂し反映 
6 モニタリング  - PMT、SCAO および SCIO によりレビュー済 

-マニュアル No.9 に改訂し反映 

7 ジェンダー PMT によりレビュー済 
本プロジェクトで新たに作成したマニュアル 

8 圃場レベルの水管理と灌漑農業 
ドラフト完成 9 灌漑施設維持管理マニュアル 

 

Source : JICA Team

Source : JICA Team

Before After

Batch 1

Kasokoni 2nd Aug 2013 25th Nov 2015 5th -7th Aug 2013 8th -9th Apr 2014 5th -7th Aug 2014 18th -21st May 2015 3th -6th May 2015

Mdachi 10th Oct 2013 8th Dec 2015 29th - 31st Oct 2013 25th - 26th Mar 2014 19th - 21th Aug 2014 20th -23rd Apr 2015 29th Sep - 2nd Oct 2015

Olopito 20th Aug 2013 4th Dec 2015 21st - 23rd Aug 2013 2nd - 3rd Apr 2014 12th - 14th Aug 2014 25th -28th May 2015 29th Sep - 2nd Oct 2015

Gatitu/Muthaiga 3rd Sep 2013 1st Dec 2015 4th -6th Sep 2013 25th - 26th Mar 2014 9th - 11th Sep 2014 18th -21th May 2015 6th - 9th Oct 2015

Kaben 28th Nov 2013 24th Nov 2015 3rd - 5th Dec 2013 25th - 26th Apr 2014 26th - 28th Aug 2014 11th -14th May 2015 22nd - 25th Sep 2015

Murachaki 19th Nov 2013 8th Dec 2015 29th Nov - 1st Dec 2013 25th - 26th Apr 2014 3rd - 5th Sep 2014 20th -23th Jul 2015 27th - 30th Oct 2015

Tumutumu 27th Sep 2013 18th Nov 2015 1st - 3rd Oct 2013 9th - 10th Apr 2014 9th - 11th Sep 2014 11th -14th May 2015 22nd - 25th Sep 2015

Muungano 12th Nov 2013 9th Dec 2015 13th - 15th Nov 2013 28th - 29th Apr 2014 26th - 28th Aug 2014 3

Batch 2

Tuhire / Challa 16th Sep 2014 26th Nov 2015 17th - 19th Sep 2014 9th - 10th Dec 2014 20th -22nd Jan 2015 8th -11th Jun 2015 15th - 18th Sep 2015

Mangudho 9th Sep 2014 9th Dec 2015 10th - 12th Sep 2014 3rd - 4th Dec 2014 27th -29th Jan 2015 25th -28th May 2015 10th - 13th Nov 2015

Shulakino 3rd Nov 2014 3rd Dec 2015 4th - 6th Nov 2014 14th - 15th Jan 2015 10th -12th Feb 2015 16th -19th Jun 2015 3rd - 6th Nov 2015

Kiamariga/Raya 7th Oct 2014 2nd Dec 2015 8th - 10th Oct 2014 2nd - 3rd Dec 2014 27th -29th Jan 2015 8th -11th Jun 2015 13th - 16th Oct 2015

Kaumbura 30th Sep 2014 19th Nov 2015 1st - 3rd Oct 2014 12th - 13th Nov 2014 16th -18th May 2014 15th -18th Jun 2015 6th - 9th Oct 2015

17th -
21st Feb

2014

Induction
Training

Scheme TOT for
Unit2-5

Unit2 Unit3 Unit4 Unit5
Functionality Survey

Unit1

18th - 22th
Mar 2013
 (farmers)
18th -19th
Apr 2013
 (officers)

TOT for
Unit5

19th -
20st
Aug
2015
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NO 項目 備考 

本プロジェクトで新たに作成した農民向け小冊子 

10 水利組合の構成 

ドラフト完成 
11 水利組合運営の記帳と保管方法ならび

に財務管理 
12 Water Act 2002 (WRMA) 
13 圃場レベルの効果的な灌漑方法 
本プロジェクトで新たに作成した研修資料 
14 ユニット 1～ユニット 5 までの研修資

料 
全 13 地区分の各ユニットより成功事例を選抜 

 

7.2.2 研修活動の結果 

(1)参加者の研修に対する反応: 「研修後の内容評価アンケート」と「Lesson Leant 

Workshop」 

研修後の内容評価アンケート結果から判明した農民の反応を、Lessons Learnt 

Workshop に参加した研修実施者である政府職員 PMT の意見とともに、以下にまとめ

た。 

表 7.2.4 内容評価アンケートのまとめ 

項目 肯定的な反応 否定的な反応 

ファシリテ

ーション 

(研修の進

行、準備) 

事前研修、

TOT 

1. 事前研修の内容が本研修に対して効

果的で、関連性も高い。各担当者の研

修内容を調和させる上で最適である。

2. 担当者同士がチームを意識して活動

できるようになる。  

3. 研修目的を達成するために教材を改

良することができる。 

4. 研修資料の方向性が確認できる。 

5. 2 週間前の事前通知により準備する時

間が確保できる。 

6. 研修スタイルは内容によって変わる

べきである。例えばユニット 4は事前

研修方式で、ユニット 2,3 および 5 は 

TOT スタイル等 

1. 一部の SCIO は資料を準備してこなかっ

た。 

2. 担当者が事前研修後に実施された本研修

に参加しなかった。 

3. 研修資料を各サブ・カウンティー同士で

共有し、自ら研修資料を作成しない政府

職員がいた。 

 研修資料 1. シンプルかつ質が高くて良い。特に、

単純な語彙により取りまとめられ、地

域特性も考慮されており、農民が理解

しやすい 

2. 研修プログラム自体の一連の講義と

の関連性があり評価できる。 

3. ワークショップの成果より、自分たち

が教えたコンセプトを十分に農民が

理解していることが分かった。 

1. 図、イラストを多用し、わかりやすくす

るべきである。  

2. 配布資料が研修中に配布されなかった

ため、参加者の理解が進まなかった。 

3. 配布資料をスワヒリ語に翻訳すべきで

ある。 

4. 技術用語の多用は農民の理解の妨げと

なった。 

 研修実施担

当者 

1. 何事も時間通りに進め、積極的かつ親

切であった。 

2. 研修の進め方が非常に良く、材料が効

果的で興味をひいた。 

3. 通訳者が発表者の説明を補足するこ

とで農民の理解が深まった。 

1. 一部のプレゼンテーションは非常に長

かった。 

2. 一部の講師は声が低く聞き取りづらか

った。 

3. 実践的な研修項目にの中には、サブ・カ

ウンティー職員チームの準備資料の質

が良くないケースがあった。 

4. PMT が研修に介入しすぎであった。 

 農民 1. 研修に取り組む姿勢がまじめであり、

熱心に取り組んでいた。 

2. 大多数の参加者は読み書きができた。

1. 一部の農民が時間通りに来ないため、ス

ケジュール通りに日程がこなせなかっ

た。 

Source : JICA Team
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項目 肯定的な反応 否定的な反応 

3. 読み書きができる参加者は、年齢にか

かわらず研修期間を通して積極的に

参加していた。 

4. とてもよく組織が運営され、時間通り

に研修に参加し、昼食の時間も守られ

た。このため、午後の研修が遅延しな

かった。 

5. 農民が知らなかった方法や、知ってい

てもより良い方法を研修から学び、非

常に良い今後の活動の動機づけとな

った。  

6. 水利組合の指導者が全員研修に参加

していた。 

7. 水利組合員は教わった知識を使用し

応用している。 

（例 定款作成, リーダーシップの

取り方の変化、記録の保持、および協

働作業等） 

2. 時間が短すぎて、講義の概要をつかむこ

とができなかった。 

3. 水利組合の一部の指導層しか研修に出

席していなかった。 

4. 参加者の中に読み書きができない農民

が多いため、研修内容の理解が進まなか

った。 

5. 研修前に、多くの農民が家畜の世話をす

る必要があったため、定刻に参加するこ

とができなかった。 

6. 一部の農民は遅刻し、しかも、研修に連

続して参加しなかった。 

7. 男性、女性、若者、老人等の参加者のバ

ランスが悪かった。 

スケジュー

ル 

日程 1. 早めの事前通知があり、基本的に、農

民は3日間の研修に参加することがで

きた。 

1. 一部の農民は、市場の開催日と重なった

ため、研修に参加しなかった。 

 時間配分 1. 研修内容が良くまとまっており、効率

的に進んだ。 

2. 研修が時間通りに始まった。 

3. 研修全体を通じたスケジュール管理

がよく、スムーズに研修が実施され

た。 

1. 時間配分の改善が必要であった。 

2. 座学スタイルの講義は２時間でなく最

大で 1.5 時間とすべきであった。 

3. 農民が理解するためには時間が不足し

ていた。 

研修施設、場

所 

設備等 1. テーブル数が少ないため、農民は膝の

上でノートを取らなければならない

等の事例もあったが、研修施設はとて

も快適で満足した。 

2. 研修にプロジェクターを使用したこ

とが、参加者の理解促進に役立った。

1. 会場が小学校のため、子どもたちが研修

の邪魔をしてきた。 

2. 停電や、テーブル、トイレの不足が発生

した。 

3. 椅子がとても堅く、長時間の講義を受け

るのが苦痛であった。 

 場所 
- 

1. 研修場所が村の中心でいため、一部の農

民は毎日の参加に苦労した。 

 食事  1. 食事の費用負担など役割分担があいま

いな時は地区内で混乱が発生した。  

 

(2)研修知識の習得度:理解度テストの研修前後比較 

各ユニット別のパイロットサイト全体の平均テスト結果は、研修前 64点、研修後

71点（満点：100点）であり、研修後に7点ほど成績が上昇していた。また、個別の結

果を参照すると、全体傾向としては研修後に成績が向上しているが、地区毎のばらつ

きも大きく、一部では、理解度が研修後に減少した地区も散見された。この主な原因

は、研修前後にテストを受けた農民が異なること、参加者の研修後の疲労に伴う集中

力の低下等の影響を受けたことである。 

テスト結果を踏まえて、プロジェクトでは、テスト形式の改善、農民の参加形態に

対して水利組合と協議すると共に、研修後、テスト結果から判明した課題を個別に補

完するプログラムを作成し、政府職員と共にフォローアップしている（下表、詳細は

Annex 参照）。 

Source: JICA Team 
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表 7.2.5 理解度テストの結果（全地区のまとめ） 

ユニット名 研修前 研修後 差

ユニット1 66点 74点 7点
ユニット2 60点 68点 8点
ユニット3 62点 71点 9点
ユニット4 63点 67点 4点
ユニット5 68点 75点 6点
平均値 64点 71点 7点

*全問正解の場合 100 点。地区毎に若干の質問の違いがあったが、 
差異が小さいため同列で比較可能であった。 

 

表 7.2.6 理解度テストの結果（各地区） 

Batch 地区名 
ユニット 1 ユニット 2 ユニット 3 

研修前 研修後 差 研修前 研修後 差 研修前 研修後 差 

Batch 1 

Kaben 73 点 75 点 2 点 57 点 63 点 6 点 60 点 63 点 3 点 

Olopito 60 点 65 点 5 点 60 点 46 点 -14 点 - - - 

Gatitu-Muthaiga 74 点 81 点 7 点 52 点 72 点 20 点 68 点 70 点 2 点 

Tumutumu 67 点 71 点 4 点 34 点 76 点 42 点 - - - 

Muungano 76 点 84 点 8 点 68 点 70 点 2 点 53 点 73 点 20 点 

Murachaki 57 点 74 点 17 点 56 点 51 点 -5 点 60 点 69 点 9 点 

Kasokoni 63 点 72 点 9 点 58 点 64 点 6 点 - - - 

Mdachi 67 点 72 点 5 点 79 点 85 点 6 点 76 点 82 点 6 点 

Batch 2 

Mangudho 62 点 71 点 9 点 75 点 79 点 4 点 78 点 79 点 1 点 

Tuhire Challa 72 点 79 点 7 点 60 点 71 点 11 点 - 69 点 - 

Kiamariga Raya 70 点 79 点 9 点 - - - 46 点 60 点 14 点 

Shulakino 63 点 67 点 4 点 58 点 73 点 15 点 58 点 73 点 15 点 

Kaumbura 60 点 68 点 8 点 62 点 67 点 5 点 57 点 69 点 12 点 

全地区平均 66 点 74 点 7 点 60 点 68 点 8 点 62 点 71 点 9 点 

Batch 地区名 
ユニット 4 ユニット 5 

研修前 研修後 差 研修前 研修後 差 

Batch 1 

Kaben 61 点 69 点 8 点 63 点 76 点 13 点

Olopito 70 点 68 点 -2 点 77 点 78 点 1 点

Gatitu-Muthaiga 71 点 78 点 7 点 65 点 78 点 13 点

Tumutumu 52 点 59 点 7 点 59 点 73 点 14 点

Muungano - - - - - - 

Murachaki 66 点 72 点 6 点 73 点 78 点 5 点

Kasokoni 60 点 55 点 -5 点 82 点 73 点 -9 点

Mdachi 66 点 72 点 6 点 63 点 76 点 13 点

Batch 2 

Mangudho 73 点 65 点 -8 点 77 点 73 点 -4 点

Tuhire Challa 64 点 78 点 6 点 72 点 79 点 7 点

Kiamariga Raya 64 点 60 点 -4 点 64 点 66 点 2 点

Shulakino 56 点 65 点 9 点 61 点 73 点 12 点

Kaumbura 53 点 64 点 11 点 62 点 70 点 8 点

全地区平均 63 点 67 点 4 点 68 点 75 点 6 点

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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理解度テストの個別の質問をもとに、本研修を通して農民が習得した知識と、反対

に理解が不足していた分野を下表にまとめた。 

網掛けをしていない項目は、研修を通じて農民が習得した知識（グループの理解度

50%以上）である。特に、ゴシック太字の項目は、研修前の理解度が50%以下、研修

後に50%を超えた項目である。よって、農民は研修内容を概ね理解したことがわかる。 

一方、網掛け部は研修後の理解度が50%を下回っていた項目である。この主な原因

は、質問内容が曖昧であった。あるいは、選択肢の設定が農民の混乱を招いたためで

ある。これらの事項は、理解度テストの質問内容の変更など今後のフォローアッププ

ログラムに反映する。 

表 7.2.7 研修により農民が習得した知識、および、 

理解が不足していた特定の分野（全地区のまとめ） 

ユニット 1 
コミュニティーの活性化、および水利組合組織の形成とマネジメン

ト 

1.対象地区のグランドデザイン プロジェクトの活動内容 

2.対象地区での活動と各ステーク

ホルダーの役割 

当該地区に建設される施設の概要 

持続的に灌漑地区が発展するために必要な項目 

リーダーシップの概要 

灌漑地区の発展段階と維持管理方法の概要 

3.オーナーシップと参加型工事 
農民参加型工事における農民の義務とステークホルダー内の協定

（覚書）の内容 

4.水利組合組織編成と発達段階 
水利組合の機能、構造、役割、重要性、登録方法 

水利組合の定款の作成法、作成を担保させるための合意形成方法 

5.灌漑用水の使用に係る法的な要

求事項 

WRMA の役割と水利権の内容、罰則規定について 

WRUA の役割 

水利費を徴収の目的 

6.行動計画作成方法 行動計画の構成要素とその重要性 

ユニット 2 リーダーシップと紛争処理 

1.水利組合の組織構造とリーダー

シップと関連する役割と機能（ユ

ニット 1の復習含む） 

水利組合のマネジメント内容 

水利組合の運営体制、意思決定機関、 

成功するグループの特徴 

2.リーダーシップの質とスタイ

ル、およびリーダーがとるべき仲

裁方法（全般） 

リーダーシップの技術、原則 

リーダーとしての課題の克服方法 

灌漑農業におけるリーダーが取り組む課題 

リーダーが計画すべき事項 

リーダーがチームワークを発揮するなめに重要な事項 

3.紛争処理、解決方法（全般） 

リーダーがメンバーに与える褒賞として適切なもの 

誰が紛争処理の第一人者となるか。 

紛争解決の類型、原因 

紛争の解決手順 

水利組合の目標達成に妨げとなる事項 

未解決の紛争がもたらす問題 

ユニット 3 財務管理と記帳方法 

1.水利組合の収入と支出（全般） 

水利組合が管理するべき書類 

水利組合の資産と負債の種別 

会計管理体制 

組合員から集金したお金の最適な保管方法 

 

2.財務管理 (記録、報告、検査全

般) 

会計簿の作成意義、記載方法、保管方法、ルール、および透明性を

確保するために重要な事項 
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水利組合の資産を管理する部門 

会計規則と定款の関連性 

財務管理と関連する活動 

領収書の保管場所 

予算の仕組みと、予算を作成する意義 

会計監査の概要 

ユニット 4 圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業 

1.植物と土壌と水の関連性 

作物の成長に必要な行印 

根の成長の作物の収量に占める重要性 

土性と灌漑農業の関係 

適切に灌漑を行う時期 

野菜の生育に適した土性 

2.作物の灌漑用水量 灌漑が必要な時期 

3.作物暦の作成と連作障害 圃場レベルの灌漑システムの種類とその特徴 

4.灌漑システムと様々な灌水技術 作物暦と作物の選定 

5.灌漑条件時の作物管理 輪作の意義 

6.灌漑農業 
苗床の作り方、植え替え時期、施肥方法 

農薬の散布時期 

7.収穫後処理、食品加工 
収穫時期 

収穫後ロスを減らし、価値を高める方法 

ユニット 5 灌漑システムマネジメント 

1.維持管理をする組織の機能と立

ち上げ方法 

灌漑システムの目的、構成要素、運営計画 

灌漑システムを適切に管理する意義と管理が十分でないときに発生

する問題 

灌漑システム維持管理上最重要項目と水利組合組織体制 

配水計画の作成に関する重要な情報 

灌漑システムの持続性を担保するために必要事項 

2.灌漑システムの維持管理 灌漑効率を高めるために必要な維持管理項目 

3.維持管理費用の管理方法 

維持管理費徴収の意義 

維持管理費の管理責任者 

維持管理をモニタリングする意義 

4.ジェンダーとその他灌漑施設に

係る横断的課題 
ジェンダーの定義、意義 

 

(3)水利組合の実際の行動、成果: 水利組合能力基礎調査 

前項の理解度テストの結果より、全体的に、灌漑施設を維持管理するために必要な

知識の理解度は増加したことが認められた。 

一方、水利組合能力基礎調査結果で、個別にスコアを評価したところ、知識の習得

の有無と関係なくあまり変化していない、もしくは若干減少した地区が観察された。

他方、「研修後にスコアが上昇した地区」、および「研修後にスコアが大幅に増加した

地区」も観察された。 

スコアがあまり変化していない、または減少した地区では、水利組合組織内部の問

題による「組織の弱体化」（Kasokoni 地区他）が挙げられる。但し、このような地区

でも、定款等の熟成度は上昇していた。（この事実は、あまりスコアに反映されてい

ない。） 

 一方、スコアが上昇した地区では、財務管理能力が改善された傾向が観察される。

Source: JICA Team 
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さらに、顕著にスコアが上昇した地区では、財務管理と同時に、維持管理能力も向上

し、その体制や実施状況に顕著な改善が示された傾向があった。また、「顕著にスコ

アが上昇した地区」は Batch 2パイロットサイトに多いが、これらの地区は既に灌漑

を実施しているため、成果が現れやすかったものと推測される。 

 

表 7.2.8 水利組合能力基礎調査結果のまとめ（110 点満点） 

グルーブ 地区名 1.維持管理 2.組織 3.財務 4.追加活動 総合得点

スコア変

化無/若干

減少 

Kasokoni 
研修前 28.0 23.5 9.5 3.0 64.0
研修後 28.5 17.5 9.5 2.5 58.0

Mdachi 
研修前 8.0 19.5 4.5 2.0 34.0
研修後 7.5 18.5 6.5 3.0 35.5

Olopito 
研修前 7.5 23.0 5.0 2.0 37.5
研修後 11.0 13.8 8.5 3.0 36.3

    

スコア 
上昇 

Tuhire Challa
研修前 23.5 20.5 9.5 1.0 54.5
研修後 19.5 22.5 13.0 6.0 61.0

Kaben 
研修前 9.5 22.5 3.0 3.5 38.5
研修後 7.5 23.5 10.0 1.5 42.5

Murachaki 
研修前 7.5 24.0 4.5 4.0 40.0
研修後 12.0 22.0 11.5 3.0 48.5

    

スコアが

顕著に上

昇 

Gatitu/Muthai
ga 

研修前 9.0 21.5 4.5 2.0 37.0
研修後 14.5 22.5 10.5 1.5 49.0

Tumutumu 
研修前 7.5 19.3 5.5 3.0 35.3
研修後 13.5 18.0 11.5 3.0 46.0

Muungano 
研修前 7.5 26.0 5.0 3.0 41.5
研修後 15.5 26.0 13.0 3.5 58.0

Kiamariga/ 
Raya 

研修前 21.0 24.0 11.5 2.0 58.5
研修後 31.0 20.0 13.5 1.5 66.0

Mangudho 
研修前 10.5 5.5 3.5 3.0 22.5
研修後 22.5 21.0 11.5 3.0 58.0

Shulakino 
研修前 13.5 17.5 5.5 3.0 39.5
研修後 22.5 18.0 10.0 3.5 54.0

Kaumbura 
研修前 26.5 24.0 11.0 3.0 64.5
研修

後 
33.0 28.5 12.0 3.0 76.5

アンダーライン : 研修後に顕著に上昇が観察された箇所 

ハッチング : 研修後に顕著に減少した箇所 

*2016年1月現在、灌漑施設の運営は Gatitu-Muthaiga, Kasokoni, Tuhire Challa, and Kiamariga Raya を

除いて実施されていないため、全体的にスコアが低くなっている。 

 

7.3 教訓と提言 

7.3.1 レジリエンス向上の観点からの研修プログラムの妥当性 

(1)研修プログラムの妥当性の評価 

理解度テストで、ほぼ全ての水利組合で正答率が半数を超え、また、水利組合基礎

Source: JICA Team 



 

7-17 

能力調査結果から13地区中10地区では、財務管理および維持管理能力を中心にその能

力が向上したことが示された。この結果より、今回採用した科目と研修プログラム、

教材により、研修参加者はレジリエンス強化のために必要とされる水利組合運営にか

かる知識を身につけたと判断され、今後の能力向上が期待できる。 

また、研修後の内容評価アンケートの結果、および Lessons Learnt Workshop では、

研修方法の妥当性を示す以下のような意見・発言があった。 

1)  水利組合員は教わった知識を使用し応用し、定款作成, リーダーシップの取り

方の変化、記録の保持、および協働作業等を進めている 

2)  研修は内容が良くまとまっており、効率的に進んだ。 

3)  研修プログラムの一連の講義に相互関連性があり有意義であった 

 

なお、本プロジェクトでは時間的制約のため、水利組合運営管理の基礎をなす、「参

加型水管理技術の確立と水利組合の基盤整備を達成すること」を目的に、能力強化研

修プログラムは焦点を絞って実施された。このため、今後、今回実施した研修プログ

ラムを基本とし、デモファームや、マーケットと連携した作業、マイクロクレジット

サービス等の実践的なプログラムを実施することが必要である。 

研修参加者の意識・態度に関して、前述の水利組合基礎調査結果にも反映されたと

おり、向上していた。その理由は、以下の3点により、農民の灌漑施設開発へのモチベ

ーションが維持できたことが大きいと考えられる。 

 

1. 研修内容が、農民のニーズを満たしており妥当であったこと（農民の満足が高か

ったこと） 

2. 本プロジェクトでは、研修期間が全体で2年半と SIDEMAN の5年間の半分であり、

農民が灌漑施設完成までに待つ期間が短く、同時に研修に対する「飽き」を防げ

たこと。 

3. 灌漑施設が完成する過程を研修と並行して身近で観察し、かつ、参加型工事に参

加することで実感できたこと。 

 

特に、本研修プログラムは、農民参加型工事との相乗効果も大きく、典型的な事例

としてオロピト地区の作業進捗率向上への取り組みについて、6.5.2章について詳細を

記載した。 

一方、SCIO/SCAO が主体となって研修内容を検討し実施した今回の研修プログラム

は、彼らが営農支援、施工監理も同時進行で行わなければならなかったため、彼らの

負荷が大きく、PMT がバックアップしなければならないことも多々あった。このため、

今後、サブ・カウンティー職員が本プロジェクト同様に複数業務を同時並行で実施す

る場合、要員の時間的制約考慮しプログラムを取捨選択する、または、追加要員を確

保するなどの対応が必要である。 

 

(2)研修プログラムの PDCA サイクルの視点から検証 

今回採用した研修プログラムを、PDCA サイクルの視点から検証した。この結果、
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本プロジェクトの改良により下図に示す PDCA サイクルを回すことが可能となり、レ

ジリエンス向上に必要なオーナーシップの醸成を含む3点の成果が達成された。 

図 7.3.1 水利組合能力強化プログラム PDCA サイクルと主な成果、改良点 

上図の成果を達成するために重要と思われるポイントを下表にまとめた。

表 7.3.1 水利組合能力強化プログラム PDCA サイクルの視点からの評価（成果とそのポイント） 

No 本プロジェクトにおける主な成果 成果を達成するためのポイント 

1 

研修目的の設定、講義の具体的な実施方法の

提案、編成という手順を複数回繰り返す中で

「自分たちの手で研修材料を作成している」

という意識を高め、研修教材に対するオーナ

ーシップを醸成した。 

なお、本活動の成果である研修教材やマニ

ュアルは、今後の小規模灌漑開発のスタンダ

ードとなりうる。 

教材作成プロセスには時間がかかることを留意

し、まず担当専門家が研修教材（案）を作成、カ

ウンターパートし協議し、改良する。 

2 

研修の進め方、教材の作り方、予算と準備の

方法を TOT で具体的に教えることにより、各

カウンティー職員が自ら研修を実施可能に

なった。 

TOT を実施し、サブ・カウンティー政府職員が研

修実施のための基礎知識を取得した後、Batch 1

パイロットサイトでの研修ではPMTが主体となり

研修を実施する。その後、Batch 2パイロットサ

イトの研修にてサブ・カウンティー職員自身で研

修を実施する。研修時は、テンプレート集（精算

書類、研修費用の概算表、評価用のシート）、お

Source: JICA Team
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No 本プロジェクトにおける主な成果 成果を達成するためのポイント 

よび教材の基礎資料を用意し、その提出、運用方

法のルールなどを徹底する。 

3 

研修効果が認められた点、講義の理解が至ら

なかった点、および改善点を特定し、研修プ

ログラムを見直しすることが可能になった。

1. 研修の目的を達成するために必要な事項を

的確に捉えた質問票の作成 

2. 質問票を簡易に分析する手法の開発 

 

今後は、PDCA サイクルの Act（改善）から Plan（計画）に移すプロセスが焦点とな

り、本プロジェクトのとりまとめ結果を反映した行動計画（章末参照）を基に、研修プ

ログラムを改善、普及することが必要である。 

 

7.3.2 研修結果より得られた教訓・提言 

本項に研修結果より得られた教訓・提言、および、今後の行動計画を取りまとめた。 

(1)「研修後の内容評価アンケート」と「Lessons Learnt Workshop」 

「研修後の内容評価アンケート」と「Lessons Learnt Workshop」の結果より得られた

教訓と提言を以下にまとめた。 

表 7.3.2 研修に内容に対する農民および職員の反応より得られた教訓と提言 

項目 研修実施時の問題点および事実 教訓、提言 

事前研修、

TOT 

1. サブ・カウンティー職員は、職員用の事前

研修、および、あらかじめ設定された講義

毎の目的を通知されたときのみ、自ら研修

資料を作成することができる。研修内容が

複雑である場合は、これに加えて O&M マニ

ュアルなど参考資料が必要である。 

2. 内容がとても本研修に対して効果的で関

連性も高い.各担当者の研修内容を調和さ

せる上で最適であった。 

3. 担当者同士がチーム意識を共有し活動す

るようになった。  

4. 研修目的を達成するために教材を改良す

ることができた。 

5. 研修資料の方向性が確認できた。 

1. 新規内容を水利組合に教える場合は、TOT の

内容を基本として、マニュアルを整備するこ

とが有効である。但し、既存内容を更新した

程度の内容を教える場合、TOT は不要である。

2. 事前研修は基本的に大変有効で、ファリシテ

ーターは各講義の目的と資料を調和させるこ

とで、その後の研修の質が向上する。 

2 週間前の事前通知により準備する時間が確保

された。 

事前研修の事前通知は、少なくとも 2週間前にし、

その質が向上するように努めるようにする。 

担当者が事前研修後に実施された本研修に参加

しなかったケースがあった。 

事前研修参加者は、本研修にも参加できる者とす

る。 

研修資料 

実践的な研修項目において、PMT に比較してサ

ブ・カウンティー職員チームの準備資料の質が

あまり良くなかった。 

事前研修でサブ・カウンティー職員の質を可能な限

り高める。 

配布資料が英語で、理解できない参加者がいた。 1. 資料は英語で準備する、講義の時は可能な限

りスワヒリ語や地域語を使用する。 

2. 必要に応じて翻訳を配置する。 

 

1. シンプルかつ質が高くて有用である。特

に、単純な語彙により取りまとめられ、地

域特性も考慮されており、農民にわかりや

すかった。 

2. 配布資料を研修前に渡されれば理解が深

まった。 

3. 技術用語の多用は農民の理解の妨げとな

った。 

研修講師は単純、イラストが多く、技術用語は農民

にわかるように変換し、可能な限り地域に特化した

資料を作るよう努める。可能であれば、研修資料を

事前に配布する。 

Source : JICA Team
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項目 研修実施時の問題点および事実 教訓、提言 

実施体制 

ある研修資料は、サブ・カウンティー同士で共

有され、自分たちの手で研修資料を作成し政府

職員がいた。また、資料を準備してこない SCIO

もいた。 

政府職員は、他の地区で使用した資料を再利用する

姿勢を改め、自らの地域用にカスタマイズした資料

を作成し、常に自己研鑽することが望まれる。 

研修講義

の実施 

一部のプレゼンテーションは非常に長くかつ、

座り続けて研修内容を聴講するスタイルの講義

形式であったため、農民の集中力が低下し、途

中で退席するなどの問題が発生した。 

1. 研修講師は時間配分を意識しスケジュールを

守る。 

2. 講義対象は成人であることを考慮し、講義だ

けでなく、必要に応じ適切なワークショップ

等を講義に挟むなど参加者を飽きさせない努

力をしなければならない。 

研修対象

者の選定 

水利組合の指導者が全員研修に参加している地

区がある一方、水利組合の一部の指導層しか研

修に出席していなかった地区もあった。 

水利組合に対して、指導層が研修に参加する意義を

事前に説明、周知する。 

読み書きが可能な参加者は、年齢にかかわらず

研修期間を通して積極的に参加していた。一方、

読み書きができない参加者は、理解度テストな

どを回避する傾向があった。 

読み書きが可能な参加者を選定することで、研修が

高い効果を及ぼすことが期待できる。但し、読み書

きのできない参加者も考慮し、特に理解度テスト時

は、翻訳者がゆっくり繰り返し解説するなど留意す

る。 

男性、女性の若者、高齢者等のバランスが悪く、

研修参加者が水利組合員を代表していない可能

性が示唆された。 

1. 参加者の選定にはジェンダー、若年層を意識

して、代表者が偏らないように徹底する。 

2. 研修の参加自体で、上記趣旨を通知し合意し

た地区のみ研修をするなどの対応を取る。 

スケジュ

ール 

早めに研修日程の事前通知があったときは、農

民は基本的に 3 日間の研修に参加することがで

きた。しかしながら、政府職員と農民の間の連

絡がスムーズに行われず、研修開始直前に通知

された場合、初日の参加者が少ないという問題

が発生した。 

開催日の予定は可能な限り早く農民に知らせるこ

とを徹底し、PMT 側からも農民への通知をして、連

絡漏れを防ぐ。 

一部の農民は、内容に比較し講義時間が短す

ぎ、講義の概要を理解することができなかった

と感じている。 

1.研修講師は研修資料の作成にあたり、最重要事項

に焦点を当て、理解すべき項目を最小限にすべきで

ある。なぜなら、参加者は数日間に 6～10 コマの講

義を受け、多くのことを吸収し学ばなければならな

いからである。 

2.講義中に適切な「間」を取り、農民の理解が追い

つく時間を取る。 

研修前に、多くの農民が家畜の世話をする必要

があったため、遅刻が目立った。 

特に遊牧民に対しては、彼らの日常生活（9 時開始

は不可能）を考慮し研修スケジュールを組み立て

る。 

農民参加者が定刻に集合し、研修全体がとても

よく運営され研修の質を確保できた研修があっ

た。反面、一部の農民が時間通りに来ないため、

スケジュールが遅れ、研修の質が低下した研修

も存在した。 

1.参加者の遅延が、研修の質に影響することを徹底

的に周知し、スケジュールの遅延防止に努める。 

2.あらかじめ、スケジュールの調整のため適切な準

備期間を設ける。例 開始前の参加者の登録時間等

研修施設、

その他 

研修場所が村の中心でなく、一部の農民は毎日

来るために苦労した。また、参加者が長時間硬

い椅子に座るため、集中力を保つのが困難な施

設も散見された。 

研修講師に対し、研修場所のアクセス、椅子などの

快適性など、農民が 3日間連続して講義を受けるこ

とを十分に考慮し設定するように、事前に十分に通

知する。 

食事の費用負担など、役割分担があいまいな時

は地区内で混乱が発生した。  

研修開始前に食事の分担、について農民とプロジェ

クトの間で合意する。 

 

(2)理解度テスト 

理解度テストの各質問項目の正誤により、研修が与えた肯定的なインパクトと農民

の課題を明らかにすることが可能である。しかしながら、本テストは今回初めて試み

たもので、プロジェクトの実施を通して、さまざまな教訓が得られ、将来改善すべき

Source: JICA Team 
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点も認識された。以下に主な得られた教訓と改善すべき点を記す。 

表 7.3.3 理解度テストの反応より得られた教訓と提言 

研修実施時の問題点および事実 教訓、提言 

質問項目の中で最初から正答率が 8 割を超えるよう

な質問が散見された。 

研修内容を精査し、内容そのものが簡易すぎる場合は、

研修資料の中で重点を低くし、質問から省くなどの対応

を行う。もしくは、質問そのものに問題があるのであれ

ば、質問を変えるか、回答で「記述方式に変える」もし

くは選択肢を 4 つから 5 つに増やすなど難易度をあげる

べきである。 

サブ・カウンティー職員に理解度テスト作成を任せ

たところ、理解度テストの選択肢が単純な 2 択にす

る、あるいは、質問を変更するなど、地区相互間で

評価を比較することが困難な状態が発生した。（PMT

の介入により修正） 

 

理解度テストの質問項目の規定を最低 4 択とすると共

に、PMT が内容を精査する。また、場合により PMT が詳

細なテンプレートを渡すなどの後方支援が必須である。 

各地区間で同様の設問を行えば、テスト結果の比較や弱

点の抽出が容易になる。このため、共通質問項目を主と

し、サブ・カウンティー職員が独自に問題を変更しない

ようにすることが望ましい。 

理解度テストを受ける農民が、農民側の事情により

研修実施途中で大幅に変わり、そのため、正確な評

価が困難となった事例があった。 

このような事態を避けるため、以下のような方法を周知、

徹底する。 

1)組合役員の指示により研修参加者が途中で変わらない

ように対応する。 

2)理解度テスト目的を周知し、正確なテスト結果の評価

が農民たちにとり有意義なものであると認識させる。 

3)研修後の理解度テストで、受講した講義をチェックす

る欄を設け参加者が、どの講義に出席したか否かを追跡

できるように工夫する。 

質問中に使用されている技術用語が難しいが、農民

は正しい答えを理解しているときがあった。 

質問中の技術用語は、翻訳者の説明に加え注記を加える

などの措置をとる。 

講義が長引き、一日の最後に理解度テストが実施で

きず、翌日の現場実証試験や、見学時にテストを実

施するケースがあった。その場合参加者は集中力に

欠け、テスト結果が悪かった。（ﾕﾆｯﾄ 4、ﾕﾆｯﾄ 5 の一

部のスキーム） 

研修後の理解度テストは一日の最後に行われるため参加

者の集中力は低下している。しかし、たとえ時間が遅く

なっても翌日に持ち越さず、テストを実施すべきである。

読み書きができない参加者はテストを受けることを

拒否する傾向があり、テスト結果だけを見ても実情

が反映されていない場合があった。 

読み書きのできない参加者も考慮し、特にテスト時は、

翻訳者がゆっくり繰り返し話して説明するようにし、時

間配分も考える。 

匿名方式により、農民は結果を比較されることを恐

れずにテストを嫌がらず受講した。 

匿名形式によるテストは機能した。そして、テスト結果

の分析は匿名ながらも個別に採点し、評価をグループ全

体で行うアプローチも適切と考えられた。 

高齢者は選択肢方式を用いたテストに慣れていない

ため、理解度をテスト結果から評価することは困難

であった。 

高齢者の場合、質問を口頭で問いかけ回答してもらうな

どの対応も検討する。 

質問をスワヒリ語で説明する際に、説明者が意図し

ないまでも口調などから正答を誘導してしまうこと

があった。 

質問の説明者は、左の事実を意識して、質問を説明する

ように心がける。 

 

(3)水利組合能力基礎調査 

研修の成果は施設完成前後に連続的に評価すべきであるが、本プロジェクトの研修

実施後の水利組合能力基礎調査実施時（2回目）に、灌漑施設が未完成の地区が存在

した。このため、当該地区では灌漑施設完成後に再度調査を実施する必要がある。 

 

また、調査シートの指標、および、配点スコアは、ケニアの小規模農家の課題の重

要度に重みづけをして作成されたものである。しかしながら、いくつかの項目は現実

Source : JICA Team
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を反映していないものや、研修参加者にとって解答し難い指標も散見された。そのた

め、該当する以下の項目は質問の形式変更、もしくは新たなスコアを与えること必要

である。（下表、および次頁表参照） 
 

〔実績が変化しているにもかかわらず現実を反映していない指標〕 

1. 組合の根幹をなす定款のスコアの割合が小さく、その中身が大幅に改善され

ているにもかかわらず、スコアの変化に反映されない。（質問項目 B.6 d：1

点/110 点）（表 7.3.5参照） 

表 7.3.4 研修実施前後の定款の変化（代表例 Shulakino、Kaben、および Olopito 地区） 

Scheme Shulakino Kaben Olopito 
No. Contents Pre Post Pre Post Pre Post 

1 Name and physical address of the 
IWUA 

- ○ ○ ○ ○ ○ 

2 Mission  statement  and  functions  of 
the IWUA 

○ - ○ ○ - ○ 

3 Membership criteria   - ○ ○ ○ - ○ 

4 Scheme  Leadership,  election  criteria 
and length of term in office 

- ○ - ○ - ○ 

5 Rights and roles of members - - ○ ○ ○ ○ 

6 Appropriation  and  Auditing 
procedures for IWUA resources 

- - ○ ○ - ○ 

7 Mode of water distribution - ○ - ○ - ○ 

8 Election procedures - - - ○ ○ ○ 

9 Water fee collection procedures - ○ ○ - - ○ 

10 Accounting documents - - - - - ○ 

11 Types and number of meetings - - - ○ ○ ○ 

12 Procedure for settling disputes - - - ○ - ○ 

13 

Procedures  for  liquidation  of  an 
IWUA  and  liquidation  of  assets 
Procedures  for  enforcement    of 
By‐laws and types of penalties 

- - - - ○ - 

14 Procedure for reviewing of By‐laws   - - ○ - - - 

 Improved item (SUM)  1 5 6 10 5 12 

 
 

2. 「会議への参加」のスコアのみで 10%を超える比率を占め（質問項目

B.4,10,11,12：13 点/110 点）、他の項目の重要度の割合が低下している。（表 

7.3.5参照） 

 

〔研修参加者にとって解答が難しい指標〕 

1. 農事暦の実施割合、配水計画に基づき配水を行った割合、施設維持管理の割

合(質問項目 A 2 a,b,c)など、「割合」で答えることが難しく、質問項目を改善

することが必要である。（表 7.3.5参照） 

 

Source: JICA Team 
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1. IRRIGATIO N&IWUAMANAGEMENTINDICATO RS SCORE 1. IRRIGATION&IWUAMANAGEMENTINDICATORS SCORE

1. Planning 15 6. Records & files 5
a. Cropping calendar

4
　a. Other O&M records, master list of
farmers/irrigation fee payment record

1

b. Water delivery and distribution 4 　b. Minutes of meetings 1
c. Maintenance & repairs 4 　c. Financial records 1
d. Water users fee collection 3 　d. By laws and O&M policies 1

2. Implementation 15 　e. Filing system and quality of files 1
a. Cropping calendar 4 7. Holding of Regular Elections 3
b. Water delivery and distribution 4 8. Conflict resolution 3
c. System maintenance 4 9. Attendance in BOD meetings 3
d. Water users fee collection 3 10. Attendance in General Assembly meetings 3

3. O&M performance 10 11. Attendance in Block/lateral meetings 3
a. Cropping intensity 3 12. Attendance in community group works 4
b. Status of irrigation facilities & structures 3 C. FINANCIAL PERFORMANCE (20POINTS)

c. Production 2 1. Financial plan for the year 3

A. O PERATIO N&MAINTENANCEPERFO RMANCE (40Points) B. ORGANIZATIONAL PERFORMANCE (40POINTS)

表 7.3.5 水利組合能力基礎調査の点数配分表と改善が必要な項目（網掛け） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、上表の点数配分の中でユニット 2（リーダーシップと紛争処理）、ユニッ

ト 4（圃場レベルの水管理と実践的な灌漑農業）の全体スコアに与える影響が小さ

く（下図参照）質問項目全体を見直す必要性もある。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 7.3.2 水利組合能力基礎調査における各ユニットの寄与割合 

 

7.3.3 プロジェクトの成果の普及と行動計画 

(1)プロジェクト成果の普及と定着 

今回のプロジェクト成果を普及し定着させるために、研修を受けた職員は、以下の

活動を地区内で継続して実施することが重要である。 

1) 灌漑組織などの維持管理（取水堰の操作と取水量と河川水位計測、水路とパイプ

ラインの操作、施設補修、および、維持管理費用徴収と会計簿のチェック） 

2)節水灌漑など、灌漑施設を使用した圃場管理（展示圃場） 

 

この展示圃場を利用することで、下図に示すとおりプロジェクトの成果を近隣の小規

模灌漑地区に対して、積極的に普及することが期待される。 

UNIT 1

35%

UNIT 2

11%
UNIT 3

21%

UNIT 4

7%

UNIT 5

26%

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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図 7.3.3 完成した灌漑施設を利用した展示圃場における営農指導 

 

上記活動を実施するためには、まず、本プロジェクトの活動をサブ・カウンティー

に継続的に説明し、SCIO、SCAO が必要な予算を確保する必要がある。同時に、本プ

ロジェクトで開発したマニュアルをもとに、対象候補地と農民、実施時期、作物選定

などをサブ・カウンティー職員が率先して調整し、フォローアッププログラムを企画

実施することが重要である。 

 

(2)フォローアッププログラムを含む行動計画の実施 

時間的制約、および、不十分な指導のため、研修中に作成した各水利組合の行動計

画の実施が困難な場合が散見された。原因は、農民は「灌漑用水が来る」など実際に

彼らに深くかかわる出来事には関心があるが、計画等には関心が薄く、行動計画の実

行は重点を置いていなかったためである。 

このような状況を改善するために以下のような方法が効果的である。 

 

1. 定款による行動計画の実施の担保 

2. グループリーダーが行動計画の実施をモニタリングする。 

3. SCIO/SCAO が、農民にとって重要かつ効果的と思える行動計画の作成を可能な限

り支援する。 

 

今後、上記方法を留意しつつ研修結果より得られた教訓・提言を盛り込んだ以下の

行動計画を、ケニア国職員が実施することが必要である。 

 

 

 

展示圃場を中心と

した実習形式によ

る営農技術移転

展示圃場

灌漑農業、収穫後処理

各灌漑ブロッ

ク代表者

普及状況の

モニタリング

1.各代表者は展示圃場で2～4畝を管理する。

2.灌漑農業実習内容：畝立て、灌漑方法、優先作物の育成技術

3.収穫後処理実習内容：生産物の品質管理・選別、食品加工、加工物の保存

ブロック内

個別農家

調査団

対象スキーム

Batch1

ケニア国カウンターパート

（SICI/SCAO含む）

生産物を市場へ

施設完成後の展示圃場における実習・教材配布による技術移転

技術移転

各灌漑ブロッ

ク代表者

ブロック内

個別農家

技術移転

各灌漑ブロッ

ク代表者

ブロック内

個別農家

技術移転

各灌漑ブロッ

ク代表者

ブロック内

個別農家

技術移転

参加、技術・教材の共有

近隣灌漑ス

キーム

SCAO、SCIOからの対

象者への周知、推薦

農家代表者

農家代表者

農家代表者

SCAO、SCIOからの対

象者への周知、推薦

農家代表者

農家代表者

Batcn2スキーム

代表者も必ず含む
Source: JICA Team 
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表 7.3.6 水利組合員の能力強化 行動計画（案） 

 

目的  活動内容 必要な投入 責任者

1.水利組合能

力強化プログ

ラムの普及 

(1) カウンティーに

対する本プロジェク

ト活動の認知と資

金調達 

1) カウンティーへ活動の説明と予算案の提出

（出口戦略報告書の定期的なフォローアッ

プ） 
2) カウンティーから中央政府への報告 
3) 研修に係る費用のとりまとめ 

出 口 戦 略 報

告 書 の 更 新

版、交通費、

日当 

SCIOs, 
SCAOs,
PMT 

(2) 実践活動によ

る農民の啓蒙 
1) 圃場水管理マニュアルを活用した試験圃

場の運営 
圃 場 水 管 理

マ ニ ュ ア ル , 
地 区 内 の 土

地、交通費、

日当 

SCIOs, 
SCAOs,
PMT 

(3) 研修教材の 
確立 

1)各種研修マニュアルの最終化 各種マニュア

ル 
 PMT 

(4) 実施体制 1) 灌漑局の人的資源の不足を NIB 等と協同

して補う等の検討 
2) 中央政府がカウンティーをどのように後方

支援するかの検討 

- 

PMT 

2.研修プログ

ラムの改善 
(1) 教材の改善 1) 以下のとおり研修内容の妥当性を判断し、

必要に応じて教材を見直し、研修プログラム

へ反映する。 
A) 研修後に実際に灌漑施設を利用した地

区に対するヒアリングによる課題の抽出 
B) 水利組合能力基礎調査の実施と分析に

よる強化された点、弱点の検証 
C) SIDEMAN で実施された研修必要性調査

の見直し 

ヒアリングシー

ト 、 交 通 費 、

日当 

SCIOs, 
SCAOs, 
PMT 

(2) 研修の進め方

の改善 
1) 研修実施に係る時間配分、スケジュールの

過密性を検証。特に多忙な施工監理との時間

配分の最適化を検討する。場合により、研修の

更なるスリム化を検討。 

- 

PMT 

(3) 評価手法の改

善 
 

1) 理解度テスト 
A) テスト対象者の検討 
B) 質問の改良 

2) 水利組合能力基礎調査 
質問項目の内容と重み付け点数の是正 

- 

SCIOs, 
SCAOs, 
PMT 

3.モニタリング (1) 事業実施後の

評価 
1) 水利組合能力基礎調査の実施 交通費、日当 SCIOs, 

SCAOs
(2) 研修内容が適

切に実施されてい

るかどうかの確認 

1) ﾕﾆｯﾄ 1&2 の定款の改訂、ﾕﾆｯﾄ 3 財務管

理、会計簿の監査記録、およびﾕﾆｯﾄ 5 研

修で実施した灌漑施設の操作、メンテナンス

活動の実施状況の確認 
2) 理解度テストで正答率が 5 割を切った項

目、および水利組合基礎調査(2 回目)で明ら

かになった課題をフォローアップするプログラ

ムの作成と、その実施 

フ ォ ロ ー ア ッ

ププログラム、

交通費、日当 

SCIOs, 
SCAOs

Source: JICA Team 
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8章 営農支援コンポーネント 

 

8.1 SHEP アプローチおよび LISA 試行の概要 

8.1.1 背景及び概要 

パイロットサイト内対象農民に対する「市場志向型の農家経営」意識の醸成とその技術

の普及を目的とした SHEP アプローチの導入試行を、SHEP-UP プロジェクトの支援を受け

実施した。SHEP アプローチはケニア政府と JICA の間で実施された二国間技術協力プロジ

ェクト「小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト(SHEP)」により開発された小規模の園

芸農家グループを支援するためのアプローチで、このアプローチを実践するにあたり対象

農民グループの代表、担当 SCAO や普及員(Field Extension Officer: FEO)などに対して一連

の研修シリーズを実施してきた。 

また本プロジェクトの実施対象地域が、主に半乾燥地域に位置している点を考慮し、そ

の営農支援活動は、対象農民の栽培作目の選択肢の多様性による栄養摂取内容/機会の改善、

および主食作物であるトウモロコシの生産性安定による生計向上などを考慮する必要があ

ると考えられた。そのため、本プロジェクトでは「低投入持続型農業技術(LISA 技術)」と

して知られるいくつかの栽培技術、すなわち「ケニア伝統野菜導入」、「Push-pull 式害虫防

除法」および「ボカシ肥施用」などを対象農民に導入試行した。「ケニア伝統野菜導入」は

国際機関である Bioversity International (国際植物遺伝資源研究所/ 元 IPGRI 内) との連携に

より実施した。 

半乾燥地域の農村社会のレジリエンス強化に寄与するための技術的知見と実践的技能か

らなるこれらの技術は、対象地域農民(グループ)への講習、ワークショップ、実演演習、

会議および頻繁な交流による技術支援を通じて、各地区を担当する SCAO、郡農業普及官

(DAEOs) および FEO に移転された。農業省より配置された農業技官はカウンターパート

として調査団と共にプロジェクト活動の円滑な実施のために省庁および各サブ・カウンテ

ィー農業関連職員との連絡調整役として機能する事が期待された。 

 

構想と戦略:  

SHEP アプローチの導入試行にあたっては、SHEP ユニットにより認可された「SHEP エ

キスパート」が、パイロットサイト内の選抜された農民グループに対してアプローチの研

修指導を行った。本プロジェクト対象地区を所轄するいくつかのサブ・カウンティーでは、

SCAO を含むファシリテーター・グループが SHEP UP の支援の下 SHEP アプローチを導入

しており、「現行 SHEP アプローチ実施サブ・カウンティー(SHEP 活動重複サブ・カウンテ

ィー)」として SHEP UP (SHEP ユニット)が通常実施している SHEP アプローチ導入活動を

パイロットサイト内の選抜された農民グループに対し実施した。 
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図 8.1.1 本プロジェクトにおける営農支援プログラムの基本コンセプト 

 

その他の、SCAO を含むファシリテーター・グループが SHEP UP の支援活動の下 SHEP

アプローチ導入を実施していないサブ・カウンティー、すなわち該当する SCAO およびフ

ァシリテーター・グループ不在の「現行 SHEP アプローチ非実施サブ・カウンティー (SHEP

活動非重複サブ・カウンティー)」にある対象地区に対しては、前述した SHEP エキスパー

トによる SHEP アプローチ部分導入を、パイロットサイト内の選抜された農民グループに

対し実施した。 

 

また部分導入の際には、SHEP アプローチで一連の研修シリーズにより導入される活動

のうち、特に対象農民の「市場志向型の農家経営」に関連する以下の能力；  

a. 各農家の持つ現在の生産能力把握と生産活動に関する費用/便益分析 

b. 農家を取巻く市場の状況および作物需要の把握 

c. 作目選択および作付け計画策定を通した市場の需要に対応した戦略の形成 

d. 収益中心型の農家経営を維持するための作物生産にの収支記録作成能力の向上 

を目的とした研修項目を選抜した。 

「LISA 技術」は、「（導入普及）候補技術」として先ず農民グループ内の少数のパイロッ

ト農民圃場で実証・展示栽培した。パイロット農民は栽培収支記録を付ける事を義務化し、

作期終了・収穫販売後に実施される農民グループ全体での候補技術評価・導入可否決定会

議に出席して技術適合性などを報告した。その後農民グループは彼ら自身で、グループ内

全体への技術導入の可否を決定した。導入が決定した技術は次作期に農民グループ全体へ

Source: JICA Team 
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普及指導が行われた。 

 

8.1.2 農民グループ、パイロット農家および研修参加農民代表の選定  

農民グループの選定は、基本的に SHEP アプローチでの選定方法を採用した。選定方法

は、各地区内の15-50名のメンバーを持つ既存の農業活動関連グループから、SCAO により

SHEP アプローチ所定の基準をもとに１グループを選定した。集合研修では、各農民グル

ープから毎回異なる男女一名ずつをグループでの民主的な選考過程を経て農民代表として

選定、研修に参加した。 

「LISA 技術」試験導入に際しては、各農民グループからパイロット農家を2-3戸選出し、

展示・実証栽培はパイロット農家圃場で実施した。「ケニア伝統野菜」試験導入では“需要

主導型アプローチ”すなわち(1)候補技術項目の選択、(2)伝統野菜作目選定および(3)実証展

示栽培後の農民グループ全体への普及導入決定などは、全て農民グループ内での合意形成

による自主的、自発的な過程を経て決定・実施された。実証展示栽培期間中、パイロット

農家は、前述した栽培収支記録を付ける事を義務化され、作期終了・収穫販売後に実施さ

れる農民グループ全体での候補技術評価・導入可否検討会議で収支、技術適合性などを報

告した、また農民グループ全体への該当技術導入決定後は、有経験農家として積極的に普

及活動に参画する事が期待されていた。 

Batch 1パイロットサイトのモデル農民グループの選定基準は SHEP アプローチのものを

基本としている。しかし、本プロジェクトでは園芸作物栽培農家に限らず、広く園芸作物

も含む農作物栽培農家としているため、選考基準は、園芸作物栽培農家を対象としている

SHEP アプローチから多少の変更を行っている 。 

表 8.1.1 モデル農民グループ選考基準（Batch 1 パイロットサイト） 

No. 項目 選定基準 

1 グループ数 
 本プロジェクトの 営農支援活動を実施するサブ・カウンティー

内地区毎に一つのモデル農民グループを選定  

2 グループ種別・状況 

 作物生産または農産物取引を行う“公式”または“非公式”な農

民グループを選抜する  

 既存の農民グループからモデル農民グループを選定する、新規グ

ループの創設は行わない  

3 会員 
 会員数が 15 から 50 名の農民グループを選抜  

 構成会員数の 60%以上が対象地区水管理組合の会員である事  

4 年齢  全てのメンバーが 18 歳以上である事  

5 識字能力 

 農民グループメンバーの代表および幹部メンバーは研修/ 活動

管理/ 報告のための読み書き(英語による)ができること  

 加えて上記代表者には必要に応じて研修教材/ 印刷物を現地語

に翻訳する事が求められる  

6 メンバーの職業  グループ会員は農業生産または農作物販売に従事する者  

7 活動内容/主旨 

 グループの主たる活動が農業生産または農作物販売に関連する

ものである事  

 会員の所得源泉が農業生産を主とするものであること  

 グループによる農業資材の共同購入、共同出荷などの経験がない

 他ドナーによる営農支援プログラムを受けていないもの   

 他の農業生産関連サービスと相互補完的効果が期待できるもの  

8 活動実績/状態 
 普及サービスに対する積極的な態度で協調できるグループを選

定する  
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No. 項目 選定基準 

 新技術やアイデアに対して高いモチベーションを有する  

 地域リソースの活用/共有に意欲的で能力が在る  

9 メンバー分布 

 可能な限り地区全域から均等なメンバー選出を（地区内一部地域

のみのメンバー構成にならないよう配慮）  

 紛争・係争地からのグループ選出は無効（現地活動に支障を来た

す懸念が在るため）  

10 アクセス 

 グループの存在する集落の公共道路へのアクセス（現地研修およ

び進捗管理のための巡回滞在のため、雨期でも閉鎖されない道

路）  

11 ジェンダー配慮 

 グループ活動における男女構成や性別に考慮したものを実施す

るグループを推奨  

 構成メンバーの男女比が 30%以下のグループは無効  

 女性幹部の登用など、女性メンバーのグループ内でのリーダー的

活動を推進しているグループ  

12 社会的弱者への配慮 
 障害者または地位社会における被差別者などの社会的弱者に対す

る考慮/配慮をしているもの  

 

表 8.1.2 モデル農民グループリスト（Batch 1 パイロットサイト） 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 農民グループ 
グループ会員数 

計 女 男 

現行 SHEP アプローチ非実施サブ・カウンティー (SHEP 活動非重複サブ・カウンティー) 
Olopito Narok North Olopito Irrigation Scheme 50 32 18 
Mdachi Ganze Mdachi Scheme 55 28 22 
G/Muthaiga Laikipia West Gatitu-Muthaiga  53 35 18 
Murachaki Mbeere North Ukulima Bora S.H.G 20 6 14 
Kaben Marakwet East Kaben Irrigation Scheme  50 33 17 
Tumutumu Igembe South Bainthanga Water Project 50 34 16 

現行 SHEP アプローチ実施サブ・カウンティー (SHEP 活動重複サブ・カウンティー) 
Kasokoni Taveta Ngoyaki Foundation C.B.O  18 6 12 
Muungano Tharaka South Turkey Self Help Group 19 10 9 

 

本プロジェクトの地区での農民グループ選定では、その地域性(半乾燥地である点)や初

期条件(既に地理的に確定された地区内に存在する農民グループを選出する)の観点から

SHEP 推進活動が行われる場合と異なる点を考慮た。特に Batch 2パイロットサイトでの農

民グループ選定では、調査団は関係者との緊密な協議を重ね、その選考方法・選抜基準を

変更した。Batch 2パイロットサイトでのモデル農民リストとグループ選考における結果と

根拠を以下に示す。 

 

表 8.1.3モデル農民グループリスト（Batch 2パイロットサイト） 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 農民グループ 
グループ会員数 

計 女 男 

Challa/Tuhire Taveta Boresha Kilimo 50 16 34 
Shulakino Narok North Shulakino Irrigation scheme 50 23 27 
Kaumbura Igembe South Kithanga SHG 50 10 40 
Mangudho Ganze Mangudho Irrigation scheme 46 27 19 
Kiamariga/Ray
a 

Laikipia West K-Raya Irrigation scheme 
49 

16 
33 

 Source: JICA Team

Source: JICA Team

Source: JICA Team
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表 8.1.4 Batch 2 パイロットサイト、モデル農民グループ選定理由 

ｻﾌﾞ･ 

ｶｳﾝﾃｨｰ 

地区 グループ名 選考理由/ 修正 

Taveta 
Challa/ 
Tuhire 

Boresha 
Kilimo 

・スキーム内の区画構成を適切に反映した会員数分布をもつ既

存農民グループは存在しない為、各区画ブロックの人口比を

反映した会員を選挙により 50 人選出した 
・参加グループ会員は各ブロックからの代表として機能 

Narok 
North 

Shulakino 
Shulakino 
Irrigation 
scheme 

・既存グループ会員の分布はスキーム内に偏在するものだった

ので、スキーム内の各区画から自薦/他薦による公募制と区画

毎の信任投票により公平に会員を選出した 
・農民グループはスキーム水管理組合の傘下団体として登録 

Igembe 
South 

Kaumbura 
Kithanga 
SHG 

・本グループはスキーム内に５つある既存農民グループの中で

も選考基準に最も沿い、会員分布も適正で識字率も高い 

Ganze Mangudho 
Mangudho 
Irrigation 
scheme 

・既存２農民グループからスキーム内人口分布に合わせて会員

50 人を選挙により選出 

Laikipia 
West 

Kiamariga/
Raya 

K-Raya 
Irrigation 
scheme 

・スキーム内から人口分布に合わせ 50 人を会員として自薦/他
薦による公募制と区画毎の信任投票により選出 

 

関係者向けセンシタイゼーション会議 

パイロットサイト内農民グループと関連政府機関職員を対象に、本プロジェクトの営農

支援活動の基本構想および目的等の理解促進を意図したセンシタイゼーション会議を開催

した。本プロジェクト地区を所轄する各カウンティー農業局長 (CDA)および灌漑局長

(CDI)、管轄 SCAO と SCIO をナイロビに招待した。さらに、本プロジェクトの各地区内で、

農民グループメンバー全員および区農業職員(DAEO)と管轄 FEO を対象とした会議を実施

した。 

表 8.1.5 営農支援、関係者センシタイゼーション会議 

活動項目 目的 実施内容 実施者 対象者 
SCAO、SCIO 向け 
センシタイゼーシ

ョン会議 

本プロジェクトの営

農支援活動の基本構

想および目的等の理

解促進と 
農民グループ選定基

準の周知 
 

1) 本プロジェクト営農

支援活動の概要説明 
2) 管轄 SCAO および

SCIO対象の農民グルー

プ選定ワークショップ

実施、 

PMT  
SHEP エキス

パート 
Bioversity Intl. 
 

SCAO、SCIO

農民グループ 
地方農業普及職員

向け 
センシタイゼーシ

ョン会議 

本プロジェクトの営

農支援活動の基本構

想および目的等の理

解促進と 
活動報告方法の説明 

1) 本プロジェクト営農

支援活動の概要および

内容説明 
2) 活動報告方法の説明

PMT  
SHEP エキス

パート 
Bioversity Intl. 

地方農業普及

関連職員 
農民グループ

メンバー 

 
8.1.3 SHEP アプローチ（部分）導入 

「現行 SHEP アプローチ実施サブ・カウンティー(SHEP 活動重複サブ・カウンティー)」

に位置するパイロットサイト内農民グループに対しては、SHEP Unit および SCAO により

Source: JICA Team

Source: JICA Team 
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策定された SHEP アプローチ導入スケジュールに準じ、主に以下の研修および活動を実施

した。 

表 8.1.6 現行 SHEP アプローチ実施サブ・カウンティー」での主な SHEP アプローチ 

項目 概要 
SHEP アプローチ導入研修 プロジェクト活動への理解促進 

各関係者に期待される役割・責任の明確化 
ベースライン調査 普及員の指導により、各種調査ツールを用いて農民組織（およ

び個々の農家）が調査に参加 
FABLIST フォーラム 
 

農民組織と園芸産業関係者が会する「ビジネスとしての農業」

の知識とネットワークを拡大するためのフォーラム 
JEF2G 研修 
 

市場調査および作物選定、問題・目的分析、行動計画策定の一

連の活動の実習 
プロジェクトが用意したフォーマットを使用した市場調査演習

農家グループ演習 
（市場調査および作付けカレンダ

ー製作含） 

普及員の支援による市場調査実践 
市場調査結果に基づく行動計画の策定 
 

普及員研修  (FT-FaDDE) 
 

農民組織のニーズに合致した、普及員に対する技術研修 
現場で使用可能な普及教材を配布 

現地研修 
 

行動計画に沿った内容の技術を現地研修を通じて普及する 
選定作物生産に必要な知識・技術を実践的に教える 

モニタリングおよび 
フォローアップ 
 

一連の活動群の中途あるいは終了後、対象農民組織の園芸作物

生産および栽培技術における状況や、農民組織の変化などをモ

ニタリングする 

* 本表内の内容は SHEP UP プロジェクト発行の文章を引用、参照 

 

一方で、「現行 SHEP アプローチ非実施サブ・カウンティー(SHEP 活動非重複サブ・カウ

ンティー)」に位置するパイロットサイト内農民グループに対しては、SHEP アプローチの

技術パッケージを構成するコンポーネントの内、特に対象農民の「市場志向型の農家経営」

能力向上に関連する、以下の研修項目を選抜して部分導入した。 

表 8.1.7 SHEP アプローチ非実施サブ・カウンティー」での SHEP アプローチ部分導入 

活動項目 目的 実施内容 実施者 対象者 

ベースライン調査 
 

ベースライン調査実

施方法の理解と習得 
1) ベースライン調査

の目的、概要説明 
2) 調査用紙記入法 

PMT  
SHEP エキ

スパート 
 

SCAO, 
DAEO & 
FEO 
農民グル

ープ代表 
簡易市場調査およ

び作付けカレンダ

ー製作  
 

簡易市場調査、作目選

定とアクションプラ

ン作成および作付け

カレンダー作成の目

的理解と方法習得 
 

1) 簡易市場調査実施

方法 
2) 作目選択とアクシ

ョンプラン作成方法 
3) 作付けカレンダー

作成方法 

PMT  
SHEP エキ

スパート 
 

SCAO, 
DAEO & 
FEO 
農民グル

ープ代表 

営農収支記録研修 
 

営農収支記録他、 
関連記録とその利用

方法の習得 

営農収支記録法 PMT  
SHEP エキ

スパート 
 

SCAO, 
DAEO & 
FEO 
農民グル

ープ代表 

 Source: JICA Team 

Source: JICA Team 



 

8-7 

以下に活動の概要を記述する。 

(1)ベースライン調査 

ベースライン調査では、以下の3種類の調査票、１）作物生産および所得分析シート、

２）園芸作物栽培基本技術20質問票と、３）グループ・エンパワーメント指標 が各

農家・農民グループより提出された。 

1)作物生産および所得分析シート 

プロジェクトだけでなく農家自身が農家経営収支の現状を把握するため、「作物生

産および所得分析シート」が SCAO および FEO の支援を受け農民自身により作成さ

れた。記入項目は a)作目および品種名、b)作付面積、c)粗収量、d)単位面積(エーカ

ー)当り収量、e)純生産量(販売出荷量)、f)平均買取り価格、g)総売上額、h)生産経費

と i)純利益である。 

2)園芸作物栽培基本技術 20  

農民グループとメンバーの基本的な園芸作物生産技術に関する技術項目/作業の適

応/実施度合を計るために、「園芸作物栽培基本技術20」質問票を各農民に配布し、回

答後に提出してもらった。 

3)グループ・エンパワーメント指標  

「グループ・エンパワーメント指標」は当該農民グループのリーダーシップ、メン

バー間やジェンダー間の協調関係の強度に関する能力の変化を測定するためのツー

ルである。先述の３要素（リーダーシップ、メンバー間やジェンダー間の協力関係の

強さ）と当該農民グループが他の地域社会のメンバーとどの様にネットワークを維持

しているかを定性的、または５段階のレベルで定量的に判定するものである。 

 

(2)マーケティングおよび市場調査 

1)市場調査 

市場調査の開始前に、各地区の農民グループは、先立って実施された「市場調査お

よび作付け計画作成」研修に参加した農民グループ代表受講者を含む調査員を選定し

調査団を編成する。SCAO と FEOs は事前に農民グループ所在地近辺に適当な市場を

選び市場調査の許可を取る。調査団は研修時に配布された調査票各種をもとに市場調

査を実施する。市場調査質問票の項目は a)販売業者氏名、b)取扱い品目(作目)、c)要求

される品質、d)需要ピーク期、e)納入一回当り希望納入量および納入頻度、f)生産地、

g)買取り単価、h)支払方法、i)支払条件、そして j)マーケッティング上の課題 などで

ある。調査団は質問票記録時に目的とする候補作物に関する情報を収集する。 

2)作物選定および作物ランキング  

農民グループのメンバー全員が集まり、市場機会の確認と採算性の高い作目を選ぶ

ために市場調査結果の分析と優先作目の選定を行った。市場調査の情報を基に「優先

作目選定情報シート」を作成し、民主的な方法による討議と投票を経て農民グループ

は２つの優先作目を選定した。 

3)問題分析および目的分析地図 

優先作目決定後、農民グループは市場での競争力ある卸売り価格実現のための問題



 

8-8 

点/課題を認識することを目的として「問題分析地図」を作成した。問題分析地図で

挙がった課題点を解決するための方針を列挙した「目的分析地図」を併せて作成した。 

4)グループ行動計画と作物作付け計画の策定  

ビジネスとしての農家経営の増強を意図したすべてのグループ活動を含めた「グル

ープ行動計画」が策定され、優先２作目の「作物作付け計画(カレンダー)」が作成さ

れた。グループ行動計画は SCAO ほか農業関連職員の協力により農民グループ自身

により策定され a)活動目的、b)活動内容、c)リソース、d)実施者、e)実施スケジュー

ル、そして f)監督要員 などの項目で構成されている。 

 

(3)営農収支記録 

「営農収支記録研修」を各農民グループ所在地で実施した。本研修で得た営農記録

に関する知識やスキルは今後（第二年時以降）継続的に実施されるベースライン調査

の正確さや品質を高めることを目的に実施した。本研修の提出物/成果品は1)グループ

購入資材リスト、2)グループ収穫記録、3)生産物グループ販売記録、および、4)グルー

プ行動記録、などであるが、本研修の主旨が各戸農家における日常の農家経営記録の

重要性とその記録方法を教育するものであったことから、上記成果品の提出は任意の

ものとした。初年時に各地区を襲った干ばつ被害のため、多くの農民がグループ活動

としての共同購入のタイミングを失った事などから、各種記録は未提出であった。 

 

8.1.4 低投入持続型農業（LISA）技術の導入試行  

本プロジェクトでは、「低投入持続型農業（LISA）技術」として、以下の候補技術をパ

イロット農家圃場での実証・展示栽培と農民グループ全体による普及決定などの“需要主

導型アプローチ”を通して導入試行する。 

 

(1)ケニア伝統野菜導入 

「ケニア伝統(在来)野菜導入プログラム」は、「アフリカ在来葉物野菜復興プログラ

ム」としても知られ、以下を目的として導入を行う。 

1. 比較的高栄養価の栽培作目の選択肢多様性による栄養摂取内容/機会の改善 

2. 在来種のため低投入で比較的栽培が容易で食物生産性の安定化 

3. 栄養価の高い作目・品種の市場開拓、市場需要の喚起 

 

(2)Push-pull 式虫害防除法 

「Push-pull 式虫防除法」は、主食作物であるトウモロコシの主要害虫であるメイズ

シンクイムシの防除、および、重要害雑草であるストリガの抑制による効果的で低投

入型の防除方法である。その方法は、トウモロコシ圃場でのネピアグラス(イネ科)、

および、マメ科のデスモディウム(シルバーまたはグリーンディスモディウム)との混

作・間作といった、シンプルな作付け体系によるものである。 

この技術に使用する混作・間作植物は、トウモロコシ収穫後の残渣を小規模家畜生

産で比較的栄養価および好選性の高い飼料とし、また土壌肥沃性を高める資材として
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有効利用する。 

 

(3)ボカシ肥施用 

｢ボカシ｣は、従来の堆肥作成/施用に比べ、以下の効果が期待できる。 

1. 比較的短期間で圃場への施用が可能 

2. 化学肥料などの投入低減 

3. 土壌構造(物理性)の改善による保水性・排水性の向上 

4. 土壌有機物の増加と土壌肥沃性向上に伴う作物の病虫害抵抗性の向上 

上記、LISA 技術を以下のとおり導入試行する。 

表 8.1.8 投入持続型農業技術(LISA 技術) の導入試行 

活動項目 目的 実施内容 実施者 対象者 

候補技術導入研修 選抜されたパイロッ

ト農家に対する技術

研修 
 

1) パイロット農家の選

定 
2) 候補技術の実証/ 展
示栽培のための技術指

導 

PMT  
Bioversity Intl. 

SCAO & 
FEO 
農民グルー

プから選抜

されたパイ

ロット農家 
候補技術評価およ

び/導入検討会議 
 

パイロット農家によ

る候補技術の技術適

合性、栽培収支などの

報告と候補技術評価。

農民グループによる

候補技術導入可否の

検討 

1) パイロット農家によ

る技術適合性、栽培収

支報告 
2) 候補技術評価 
3) 候補技術導入可否の

検討 

PMT  
Bioversity Intl. 

SCAO & 
FEO 
パイロット

農家および

農民グルー

プメンバー 

導入決定技術普及

研修 
導入決定技術の農民

グループへの普及 
農民グループメンバー

に対する技術研修 
PMT  
Bioversity Intl. 

SCAO & 
FEO 
農民グルー

プメンバー 

 

 

8.1.5 導入試行技術の適合性、普及/定着に関する評価  

SHEP アプローチ導入で、ベースライン調査、簡易市場調査および作付けカレンダー製

作、営農収支記録研修などで使用、提出される各種様式および成果品は、本プロジェクト

営農支援活動における導入試行技術の適合性や対象農民グループでの普及/定着度合いを

測定する目的でも活用された。 

ベースライン調査は、農民グループの営農収支、栽培作目および栽培面積、作目による

生産性の変化を調査するため、定期的(年一回)に実施した。この調査結果より、SHEP アプ

ローチ導入による農家経営能力の向上、ケニア伝統野菜のうち、どの作目/品種が定着した

か、Push-pull 式害虫防除法またはボカシ肥施用がどの程度生産性向上に寄与したかなどを

計測、確認した。各種導入技術研修で使用された各種記録/報告様式や成果品によって、

SHEP アプローチ導入後の技術の普及、定着、浸透・習熟度などが計測できる。現地研修

や現場視察による進捗確認は、技術導入方法の改善だけでなく、本プロジェクトの SHEP

アプローチ導入に関する情報共有・提言等の形でフィードバックに不可欠である。 

Source: JICA Team 
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8.1.6 営農支援活動、実施スケジュール  

Batch 1 パイロットサイトの活動スケジュールは以下のとおり 

表 8.1.9 活動タイムテーブル（Batch 1 パイロットサイト） 

営農支援活動 実施時期 

本プロジェクト地区 
 
SCAO、SCIO 向けセンシタイゼーション会議 

2013 年 8 月 

現行 SHEP アプローチ非実施サブ・カウンティー (SHEP 活動非重複サブ・カウンティー)

農民グループ/ 地方農業普及職員向けセンシタイゼーション会議 2013 年 9 月 および 10 月 
SHEP アプローチ 部分導入  
 ベースライン調査 2013 年 11 月 
 簡易市場調査および作付けカレンダー製作 2013 年 12 月 
 営農収支記録研修 2014 年 1 月 
低投入持続型農業技術(LISA 技術) 導入試行  
 候補技術導入研修 2014 年 2 月 および 3 月 
 候補技術評価/ 導入検討会議 2014 年 8 月 および 9 月 
 導入決定技術普及研修 2014 年 9 月 

現行 SHEP アプローチ実施サブ・カウンティー (SHEP 活動重複サブ・カウンティー) 

SHEP アプローチ 導入*  
 SHEP アプローチ導入(センシタイゼーション)研修 2013 年 12 月 
 ベースライン調査 2014 年 1 月 
 FABLIST フォーラム 2014 年 2 月 
 JEF2G 研修 2014 年 3 月 および 4 月 
 農家グループ演習 2014 年 4 月 および 5 月 
 普及員研修 (FT-FaDDE) 2014 年 6 月 
 現地研修 (In-field training) 2014 年 6 月以降 

 

Batch 2 パイロットサイトの活動スケジュールは以下のとおり。 

表 8.1.10 活動タイムテーブル（Batch 2 パイロットサイト） 

活動項目 活動内容 実施時期 

センシタイゼーション会議 
1) 本プロジェクト営農支援活動の概要およ

び内容説明 
2) 活動報告方法の説明 

2014 年 7 月および 8
月 

ベースライン調査 
1) ベースライン調査の目的、概要説明 
2) 調査用紙記入法 
3) 調査実施 

2014 年 10 月 

簡易市場調査および作付けカ

レンダー製作 

1) 簡易市場調査実施 
2) 作目選択とアクションプラン作成 
3) 作付けカレンダー作成 

 2014 年 11 月 

営農収支記録研修 営農収支記録法研修  2014 年 12 月 

 Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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8.2 SHEP アプローチおよび LISA 試行の結果と分析 

8.2.1 SHEP アプローチ（部分）導入  

(1)ベースライン調査 

モデル農民グループを構成する農民メンバーの経営状況を把握・分析するため、毎

年ベースライン調査を行った。調査データとして、1)作物生産および経営収支分析、

2)園芸栽培技術と収穫後処理についての実施状況、ならびに、3)組織力分析に関する

各種データ集計票を SCAO から回収、分析した。Batch 1パイロットサイトの第三回目

と Batch 2パイロットサイトの第二回目のデータ収集(2015年3月)は、それぞれの地区で

の前回(2014年10月)から半年後の実施となり小雨期期間の生産/販売実績のみの分析と

なった。 

それぞれの短期間のデータ収集期間を通して、モデル農民グループによる主な生産

作目に大きな変化はみられない。トウモロコシ(乾燥または生食用)は全ての地区で栽

培されており、穀豆類とその他のマメ科植物(エンドウなど)は、トウモロコシの混作(ま

たは間作)作物として栽培されている事が多い。Murachaki、Tumutumu および Kaumbura 

地区では主要な作目として穀物類のみが栽培されている。 

データ収集期間では、2014年の干ばつの影響等もあり、モデル農民グループメンバ

ーの中には作物収穫とその収穫物の市場での販売まで行き着かなかったケースも報告

されている。また主食穀類の場合は、収穫物を市場で販売せず自家消費するケースが

大変多く、生産量はともかく、自家消費分は数字として販売収益にはならないので経

営収支には出てこない。また多くの場合、農民は栽培放棄や収穫できなかった作目の

記録については破棄し調査時に報告しない傾向が強く、SHEP 優先作物や LISA 選定作

目が実際どれくらい栽培されたかを追跡/確認する際に大変な障害となった。 

また Batch 2パイロットサイトでは、第二回調査時(2015年３月)は第一回調査(2014

年10月)のわずか半年後であった。そのため、SHEP 手法による市場調査を基にした優

先作物選択とその栽培が彼らの農家経営における増収増益に寄与したかを分析/判断

するには経過時間が短過ぎると考えられる。 
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表 8.2.1 作物生産および経営分析概要（第一回～第三回ベースライン調査：Batch 1 パイロットサイト） 

 Source: JICA Team 
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表 8.2.2 作物生産および経営分析概要（第一回および第二回ベースライン調査：Batch 2 パイロットサイト） 

 

 
 

Source: JICA Team 
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個人、あるいは、農民グループ全体としての基本的な園芸栽培技術への適応と実践

の状態の変化を把握/分析するため、ベースライン調査時に「2) 園芸栽培技術と収穫

後処理の実施 (GHCP&PHHT 評価)」に関する調査を実施した。 

表 8.2.3 GHCP & PHHT 調査概要（第一回～三回：Batch 1 パイロットサイト） 

 
 

一連の SHEP アプローチ部分導入開始直後の第一回調査では、わずかな数/割合の農

家しか「作付け前準備作業」項目としての「市場調査(Q1) 」や「作付けカレンダー作

成 (Q2)」  を行っていなかったが、導入後の第二回調査では Tumutumu および 

Kiamariga-Raya 地区を除く全ての地区内農民グループのほとんど全てのメンバーが市

場調査および作付けカレンダー作成を実施していた。また第一回調査時に比べ「経営

収支分析(Q20)」を行うようになった農民グループメンバーの割合は大幅に増加した。 

「作付け前準備作業」項目の内、「土壌試験(Q3)」や「推奨堆肥の使用(Q4)」を実施

している農民グループメンバーは依然少数であったが、「認定種子など優良資材の使用

(Q5)」は比較的実施されていた。Batch 1パイロットサイト内農民グループでは「圃場

準備(Q6-8)」および「栽培管理(Q9-11)」に関しては基本的園芸栽培技術を採用/実施す

るようになった農家の割合は増加した。 

上述した調査結果や農村での観察から、SHEP アプローチ部分導入による一連の研

修シリーズや日常の営農活動で、プロジェクトで実施した研修内容の実践が農民グル

ープメンバーに定着しており、研修により得たそれら知見/経験がメンバー農民の「市

場志向型農家経営」意識の醸成に確実に寄与していると結論づけられる。 

  

Source: JICA Team 
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表 8.2.4 GHCP & PHHT 調査概要（第一および二回：Batch 2 パイロットサイト） 

 
 

(2)市場調査 

第一、第二優先作物を選定するにあたり、農民グループメンバーは単に市場調査で

取引価格が高かったという理由ではなく、その作目に対する経験や技術要求度、経済

的(投入)栽培可能性や嗜好・興味、資機材調達可能性なども考慮して選定しているこ

とが作目決定会議に参加した調査団員などから報告されている。 

各農民グループの優先作目のリストは以下のとおり。 

 

表 8.2.5 優先作目（Batch 1 パイロットサイト） 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 農民グループ 第一優先作物 第二優先作物 

現行 SHEP アプローチ非実施サブカウンティー (SHEP 活動非重複サブカウンティー) 
Olopito Narok North Olopito Irrigation Scheme Green Maize Dry Beans 
Mdachi Ganze Mdachi scheme Okura Black Nightshade 
G/Muthaiga Laikipia west Gatitu-Muthaiga Cabbage Bulb Onion 
Murachake Mbeere North Ukulima Bora S.H.G Green Maize Tomato 
Kaben Marakwet East Kaben Irrigation Scheme Tomato Green Gram 
Tumutumu Igembe South Bainthanga Water Project Water Melon Onion 
現行 SHEP アプローチ実施サブカウンティー (SHEP 活動重複サブカウンティー) 
Kasokoni Taveta Ngoyaki Foundation C.B.O Tomato Capsicum 
Muungano Tharaka South Turkey Self Help Group Tomato Water Melon 

 

  

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 



 

8-16 

表 8.2.6 優先作目（Batch 2 パイロットサイト） 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 農民グループ 第一優先作物 第二優先作物 

Challa/Tuhire Taveta Boresha Kilimo Tomato Green Maize 
Shulakino Narok North Shulakino Irrigation 

scheme 
Tomato Kale 

Kaumbura Igembe South Kithanga SHG Green Maize Tomato 
Mangudho Ganze Mangudho Irrigation 

scheme 
Tomato Green Maize 

Kiamariga/Raya Laikipia West K-Raya Irrigation  
scheme 

Garlic Cabbage 

 

Gatitu/Muthaiga 地区の農民グループメンバーはキャベツ(第一優先作物)とタマネギ

(第二優先作物)を選択した。彼らはそれら作物の栽培コスト(農薬肥料)が掛かる点を市

場調査により認識していたが、投入資材の共同購入による生産コストの削減を期待し

てグループとしての第一優先作目をキャベツと選定した。キャベツとタマネギでどち

らを優先上位とするかは伯仲した模様であったが、タマネギはそのまま第二優先作目

として選定された。 

また Olopito と Kaben 地区の場合、農民グループメンバーは優先作物選定時点での

農民工事の期間と灌漑水の利用可能性時期を考慮して、園芸作物の方が換金作物とし

ては優位性があるにもかかわらず、天水条件下で栽培できる主食として重要な穀類(ト

ウモロコシなど)を優先作物に選んだ。その他のいくつかの地区では実際に農民工事が

終了した後の灌漑用水が利用可能な事を期待した優先作目決定が行われている。 

Mdachi 地区の農民グループメンバーは Giant African Nightshade を第二優先作物と

して選択している。本作物品種は LISA 技術導入試行でも紹介され、当地区ではケニ

ア伝統野菜普及での展示栽培/栽培実証品種として Amaranth や Spider Plant と共に選定

されている。メンバーに過去栽培歴を持つ者がいた事や、嗜好・興味、技術要求度が

妥当(栽培が難しくない)との判断から選出された。 

 

8.2.2 低投入持続型農業（LISA）技術の導入試行  

低投入持続型農業技術(LISA 技術)は Batch 2パイロットサイトが選定される予定の5つの

サブ・カウンティーの Batch 1パイロットサイト4地区に導入試行した。 

需要主導型アプローチとして実施した「LISA 候補技術説明/選定ワークショップ」で3候

補技術(ケニア伝統野菜導入、Push-pull 式害虫防除法、ボカシ肥施用)の詳細説明の後、農

民グループメンバーは技術内容への興味/嗜好、技術的実施可能性などの検討をもとに優先

順位をつけ、その中から2つの候補技術を選抜した。 

更にケニア伝統野菜導入を導入試行技術として選んだ農民グループは、いくつかの候補

作目/品種から上記同様に3品種を選択した。 

最後に農民グループの選択した2種類の技術について、それぞれ代表農家(男女それぞれ1

名) 2名を選定しパイロット農家とした。 

  

Source: JICA Team 
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表 8.2.7 各地区に選定された LISA 候補技術 

 

 

導入試行実施前に開催された「LISA 候補技術説明/選定ワークショップ」で、参加農民

グループは「ボカシ肥施用」についてそのコストや材料(内容物)の入手方法について十分

な説明を受けその実施可能性を検討した結果、Tumutumu を除く全ての農民グループがボ

カシ肥施用を見送った。 

実施を検討した農民グループは 

・ ボカシ肥は材料コストが掛かる上に、ヨーグルト、砂糖などを量的に確保する事

が困難 

・ 近郊で入手可能な Molasses grass 等をボカシ肥作成に必要な砂糖の代替にする事

を検討したが、運搬手段等の支援が SCIO の方から受けられない 
などの理由で、採用を断念、他の候補技術を採用することとした。 

 

ケニア伝統野菜導入および Push-pull 技術展示に関する活動は、2014年に起きた2000年以

降最悪といわれた長引く干ばつによる水不足の影響を直接受けた形となった。 

全ての天水圃場での実証/展示栽培は無降雨により作物が枯死した。Mdachi 地区では期

待される時期に全く雨が降らず圃場準備や播種が全く出来なかった事に加え、その後突発

的に発生した短期間の大雨による洪水で圃場の表土の流失、湛水などの被害を受けた。 

  

Source: JICA Team 
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表 8.2.8 LISA 技術導入試行、途中経過 (2014 年８月時点) 

1) Push-pull  

地区(農家 No.) 圃場準備 播種 生育状況 収穫 備考 

Mdachi 
1 O X --- --- 雨期初めの洪水により播種が出来な

かった 

2 X --- --- --- 雨期初めの洪水により圃場準備が出

来なかった 

Olopito 
1 O O O X 旱魃による水不足と病害で収穫に至

らず 

2 O O X --- トウモロコシ、ネピアグラス共に旱

魃による水不足で枯死 

Gatitu/ 

Muthaiga 

1 O X --- --- 旱魃による水不足で播種が出来なか

った 

2 O O O --- 干ばつ被害の後、再播種を別の圃場

で実施した 

天水条件下で栽培。 O: 開始済み、X: 未開始または枯死 

Tumutumu 地区は圃場準備が出来なかった 

 
2) ケニア伝統野菜導入試行 (KTVs)  

地区(農家 No.) 圃場準備 播種 生育状況 収穫 備考 

Mdachi 
1 O O O --- 雨期初めの洪水後、５月に庭先圃場

に再播種 

2* O O O O 洪水後に庭先育苗圃に再播種し灌漑

圃場に定植。７月より収穫中 

Olopito 
1* O O O --- 旱魃による枯死の後、６月より灌漑

圃場にて再播種 

2* O O O --- 旱魃による枯死の後、６月より灌漑

圃場にて再播種 

Gatitu/ 

Muthaiga 

1 O O X --- 旱魃の水不足による発芽不良の後に

枯死 

2* O O O O ６月より収穫中、現在作付圃場(面

積)を拡張中 

Tumutumu 
1* O O O O ６月より収穫中 

 

2* O O O O ６月より収穫中 

 

* が付いた農民は灌漑状況下で栽培 

O: 開始済み、X: 未開始または枯死 

 

LISA 技術導入・実証/展示栽培は2014年3～4月に農民グループメンバーの期待を受けな

がら順調に開始され、近隣農家もケニア伝統野菜の種子などを自家購入しパイロット農家

を模倣しようとしたが、干ばつによりその多くが栽培を断念した。一部の農家が灌漑水を

利用可能な圃場に移動してケニア伝統野菜の栽培を再開した。 

ケニア伝統野菜導入で灌漑用水を利用できた農民は、よい収穫を得る事ができ、栄養価

の高い食材として自家消費に加えて市場での販売による現金収入の途も得ることが可能で

あった(一部では地域で一般的に栽培されているケールよりも市場価格が高かったケース

も観察された)。全ての Push-pull 式虫害防除法と一部のケニア伝統野菜導入の実証/展示圃

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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場のように灌漑用水が利用できない(天水栽培下での)状態での栽培ではGatitu-Muthaiga と

Mdachi 地区のパイロット農家のように収穫まで行き着けなかった例が観察された。 

2014年の本雨期後(8月)に各担当 SCAO、DAEO および FEO とパイロット農民やケニア伝

統野菜導入フォロー農民(種子を購入した者)とその近隣農民、その他農民グループメンバ

ーに対し、候補技術についての評価および全グループ内メンバーへの普及を希望するか否

かを、面談および聴き取り方式で行う「LISA 技術」評価調査(会)を実施した。 

 

表 8.2.9 LISA 技術評価要約 (例：Gatitu-Muthaiga 地区でのケニア伝統野菜) 

Gatitu/Muthaiga 地区（ケニア伝統野菜） 
進捗/実績 導入の効果/誘引要素 実施における課題 

1. パイロット農民による実

証・展示栽培と複数の農民に

よるフォロー栽培 

2. Mnavu (Giant-african 

Nghtshade)、Managu

（Orange-fruited 

Nightshade）およびSaget

（Spider plant）の灌漑栽培

は成功裏に実施された 

3. Mnaveが他作目と比較して優

良な成績で、グループ内では

最も人気があった 

4. 干ばつにより天水栽培では

結果が出なかった 

5. フォロワー農民による栽培

は水不足と提供された技術

アドバイスにしたがわなか

ったため不調なものも見受

けられた 

6. 他にも種子を購入した農民

がいたが、干ばつにより作付

けを断念 

1. 他の一般的な園芸作目に比

べて生産コストが安く生産

できる点が報告されている 

2. 他の園芸作目に比べ病虫害

が少ないので農薬などの使

用が軽減された 

3. 栄養価の高さ 

4. 換金作物として家計への貢

献が期待できた 

5. 農民からは再度の種子調達

を希望される 

6. 農民グループからは展示／

普及栽培のためのパイロッ

ト農場の増員および広域配

置を提案された 

 

1. 展示／実証栽培時期の天候

不順による水不足が発芽の

低下を起こし、全体的な不作

となった 

2. Sagetについてはkん林で評

判が高かったため試験導入

したが、域内に好適な市場が

形成できなかった 

3. 調理方法の紹介・講習会等の

希望が出た 

4. 郡農業技官による継続的な

フォローが必要 

 

上述の様に、深刻な干ばつによりほとんどのパイロット農民が Push-pull 式虫害防除方お

よびケニア伝統野菜の天水圃場での実証/展示栽培を中断した。ケニア伝統野菜では灌漑圃

場による再播種直後の評価であったため、一部パイロットおよびフォロワー農民は栽培、

収穫の途中であった。 

 

8.3 SHEP アプローチおよび LISA 試行の効果 

8.3.1 SHEP アプローチ部分導入フォローアップ調査  

各パイロットサイトのモデル農民グループメンバーが、SHEP アプローチ部分導入での

研修/実践による市場調査(とそれに伴う作付けカレンダーの改変または新調)および農業生

産・経営記録を継続的に行っているかを確認・分析する目的で、2015年7月に聴き取り調査

を実施した。SCAO および FEO より、「簡易市場調査および作付けカレンダー作成ワーク

ショップ」「営農収支記録研修」以後にモデル農民グループメンバーが個人またはグループ

内小グループ単位で1)市場調査を実施した事があるか、2)農業生産/出納記録などを記録し

Source: JICA Team 
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ているか、についておおよその割合(または実数)の報告があった。 

 

表 8.3.1 フォローアップ調査(2015 年 7 月) 結果（Batch 1 パイロットサイト） 

地区 農民グループ 
1) 市場調査 2) 経営収支記録 

計 女 男 計 女 男 

Olopito Olopito Irrigation Scheme 21 10 11 25 12 13 
Mdachi Mdachi scheme 3 1 2 2 1 1 
G/Muthaiga Gatitu-Muthaiga 6 1 5 10 2 8 
Murachake Ukulima Bora S.H.G 5 3 2 16 9 7 
Kaben Kaben Irrigation Scheme ** ** ** 21 6 15 
Tumutumu Bainthanga Water Project 1 0 1 ** ** ** 
Kasokoni Ngoyaki Found. CBO --- --- --- --- --- --- 
Muungano Turkey Self Help Group 2 0 2 2 0 2 

   T; Total, F; Female, and M; Male 

 

表 8.3.2 フォローアップ調査(2015 年 7 月) 結果（Batch 2 パイロットサイト） 

地区 農民グループ 
1) 市場調査 2) 経営収支記録 

計 女 男 計 女 男 

Challa/Tuhire Boresha Kilimo 16 6 10 16 6 10 
Shulakino Shulakino Erg. scheme 14 6 8 21 7 14 
Kaumbura Kithanga SHG --- --- --- --- --- --- 
Mangudho Mangudho Irrigation 

scheme 
2 0 2 ** ** ** 

Kiamariga/Raya K-Raya Irrigation 
scheme 

4 1 3 
6 

2 4 

T; Total, F; Female, and M; Male 

市場調査は、いくつかの地区でモデル農家グループ単位として代表者を選出して行う市

場調査は第一回目以降実施されていなかったが、農作期の初めなどに個人的、もしくは小

人数の“内輪のグループ”による価格調査等が行われていた。 Batch 2パイロットサイト

内のモデル農民グループでは、「簡易市場調査および作付けカレンダー作成ワークショップ」

にて作成(2014年11月)された作付けカレンダーを今回初めて使用していたため、Kaumbura, 

Mangudho および Kiamariga-Raya 地区ではほとんど実施されていなかった。 

経営収支記録は、市場調査よりも多くのモデル農民グループメンバーにより実践されて

いたが、その記録項目は資機材購入が主である事が報告されている。 

一方で、多くの農民グループが、地区内の多くの農民は未だ単独での農作物生産と農家

経営を行っているが、園芸作物が多かった農民グループが選定した、優先作物栽培に関す

る資機材の共同購入や共同集/出荷などのグループ行動計画等は、灌漑用水が利用可能とな

った後に実施する予定であると表明している。 

このフォローアップ調査時に本プロジェクトの営農支援活動として実施された「SHEP

アプローチ部分導入」に関連したその研修/演習や実践による効果が以下のとおり報告され

ている。 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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- モデル農業グループメンバー以外の近隣に住む多くの地区農民が、研修を受けて帰

って来た代表農民から技術情報を共有していた 

- 近隣の別の農民グループが各種研修を聴講しに訪れ、内容を学習して帰った 

- Mdachi 地区のモデル農民グループは、近郊の街で市場調査を行うに当り、グルー

プ内で農民代表調査団のバス代金の寄付を募った 

- Tumutumu 地区では農民グループが全員同じ仕様/色の記録用紙とフォルダーを用

意しグループとしての一体感を高め、記録の比較が容易にしようと試みた  

- 経営収支記録の重要性について、地区内農家の多くに理解者が増えた 

- 特に生産物の販売における収支記録の重要性が農民グループメンバーに理解され

た 

 

上述したフォローアップ調査結果、および、前述した「2)園芸栽培技術と収穫後処理の

実施 (GHCP&PHHT 評価)」に関する調査結果などから、SHEP アプローチ部分導入による

一連の研修シリーズや日常の営農活動で研修内容の実践が農民グループメンバーに定着し

ており、研修により得たそれら知見/経験がメンバー農民の「市場志向型農家経営」意識の

醸成に確実に寄与しているものと結論付けられた。 

 

8.3.2 市場調査による優先作物選定  

第一、第二優先作物を選定するにあたり、農民グループメンバーは単に市場調査で取引

価格が高かったという理由ではなく、その作目に対する経験や技術要求度、経済的(投入)

栽培可能性や嗜好・興味、資機材調達可能性なども考慮して選定しているのが、作目決定

会議に参加した調査団員などから報告されている。いくつかの地区では、実際に農民工事

が終了した後の灌漑水が利用可能な条件下での優先作目決定が行われている。ある複数の

地区農民グループメンバーは優先作物選定時点での農民工事の期間と灌漑水の利用可能性

時期を考慮して、園芸作物の方が換金作物としては優位性があるにもかかわらず、天水条

件下で栽培できる主食として重要な穀類(トウモロコシなど)を優先作物に選んだ。 

 

表 8.3.3 モデル農民グループによる優先作目の作付け戸数(Batch 1 パイロットサイト第

二回) 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 第一優先作物 *戸数 第二優先作物 *戸数 
Olopito Narok North Green Maize 24 Dry Beans 20 
Mdachi Ganze Okura 7 Black Nightshade 7 
G/Muthaiga Laikipia West Cabbage 17 Bulb Onion 12 
Murachaki Mbeere North Green Maize nil Tomato nil 
Kaben Marakwet East Tomato 2 Green Gram 10 
Tumutumu Igembe South Water Melon nil Onion nil 

 

 

 

 

Source: JICA Team 
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表 8.3.4 モデル農民グループによる優先作目の作付け戸数(Batch 1 パイロットサイト第

三回) 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 第一優先作物 *戸数 第二優先作物 *戸数 
Olopito Narok North Green Maize 29 Dry Beans 23 
Mdachi Ganze Okura 3 Black Nightshade 0 
G/Muthaiga Laikipia West Cabbage 13 Bulb Onion 12 
Murachake Mbeere North Green Maize 1 Tomato 1 
Kaben Marakwet East Tomato 8 Green Gram 21 
Tumutumu Igembe South Water Melon 0 Onion 0 

 

上表の作付け戸数は実際に収穫および市場での販売ができた戸数を表している。モデル

農民グループメンバーの中には作物収穫とその収穫物の市場での販売まで行き着かなかっ

たケースもあり、また主食穀類の場合は収穫物を市場で販売せず自家消費するケースが大

変多く、生産量はともかく、自家消費分は数字として販売収益にはならないので経営収支

には出てこない。また多くの場合、農民は栽培放棄や収穫出来なかった作目の記録につい

ては破棄していて調査時に報告しない傾向が高く、優先作物が実際どれくらい栽培された

かを追跡/確認する際に大変な障害となった。 

表 8.3.5 モデル農民グループによる優先作目の作付け戸数(Batch 2 パイロットサイト第

二回) 

地区 ｻﾌﾞ･ｶｳﾝﾃｨｰ 第一優先作物 *戸数 第二優先作物 *戸数 
Challa Tuhire Taveta Tomato 28 Green Maize 34 
Shulakino Narok North Tomato 4 Kale 0 
Kaumbura Igembe South Green Maize 3 Tomato 0 
Mangudho Ganze Tomato 2 Green Maize 0 
Kiamariga/Raya Laikipia West Garlic 10 Cabbage 4 

 

また Batch 2パイロットサイトの第2回調査(2015年3月)は、第1回調査(2014年10月)のわず

か半年後で、農民工事は未着工で、しかも雨期終了時であったため、灌漑用水を想定した

優先作目の作付け戸数が低くなっているのはやむを得ない。このような時期で、SHEP 手

法による市場調査を基にした優先作物選択することは難しく、その栽培が彼らの農家経営

における増収増益に寄与したかを分析/判断するには経過時間が短過ぎたと考えられる。 

実際、灌漑用水利用を想定し優先作目を園芸作物としたモデル農民グループメンバーよ

りも、天水条件を想定し主食穀類(トウモロコシ、マメ類)を優先作目として選んだモデル

農民グループメンバーの方が、灌漑用水ができなかった調査時における「優先作目の作付

け戸数」は多くなっている。 

また、複数の地区農民グループメンバーは、優先作物選定する際に、灌漑用水の使用を

考慮すると、換金作物としての園芸作物の方が優位であるにもかかわらず、天水条件で栽

培できる穀類(トウモロコシなど)を選んでいる。また、 Tumutumu 地区ではモデル農民グ

ループが「灌漑用水が使えるようになってから一連の優先作目栽培を開始する。」としてい

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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るため、優先作物選定時点で、 作付け戸数が全くない状態となった。 

その他の意見として、 SCAO や地域担当普及員(FEO)は、本プロジェクトでの営農支援

活動を含む業務量の多さについて指摘している。SCAO は業績契約(Performance contract)の

ため年度初めに年間活動計画を作成しており、本プロジェクトの営農支援活動だけでなく

本来の業務をも実施しなければならない。また、地区内農民からも生業である農作業に加

えて、本プロジェクトの 各種研修への参加出席、農民工事への動員などを定期的に行わな

ければならない。と言った疑問が一部の SCAO や農民から出ていた。 

 

8.3.3 低投入持続型農業（LISA）技術評価 

「低投入持続型農業(LISA) 技術」評価調査(会)や通常の村落巡回運営管理時に、パイロ

ット農民およびフォロワー農民から出た意見を分析評価した。ケニア伝統野菜導入および

Push-pull 式虫害防除法の展示/実証栽培による影響は以下のとおり。 

 

(1)ケニア伝統野菜導入 

＜利点/効果＞ 

1) ケニア伝統野菜は食材としての多様性だけでなく、収入創出に貢献した 

2) ケニア伝統野菜は半乾燥地の農村の栄養摂取機会の多様化に役立った 

3) 他の園芸作物(特にキャベツやケールなど在来種)に比べ病虫害の発生頻度が低

いことから減農薬となり、容易で低コストで生産できる 

4) 多くの地域で他の園芸作物と見劣りしない価格で販売できる市場が形成されて

いる 

5) ケニア伝統野菜は固有種である事で地域の気候土壌に適応しやすく、更にいく

つかの品種は自生している場合がある 

6) いくつかの地区(特筆すべきは Mdachi および Olopito 地区)の農民達は Giant 

African Nightshade、Amaranth および Spider plant の地方固有種を有しており、

その栽培・利用方法に伝統的な知識を持っていた。 

7) 一部の伝統野菜は家畜の薬用などとしても利用可能なことが判明した 

8) アブラナ科の葉物作物との輪作作物として葉物野菜連作による病虫害の軽減に

資する事ができる 

＜問題点/考慮すべき点＞ 

1) Olopito および Gatitu-Muthaiga 地区では特に Spider plant の発芽率が顕著に悪

かった。これが種子品質由来の物なのか気候・土壌など土地の特性由来なのか

を判別する必要がある 

 

(2)Push-pull 式虫害防除法 

＜利点/効果＞ 

1) 害虫防除に関して農薬を減らす事ができるので生産コストを削減できる 

2) 間作される Desmodium によって土壌が被覆されるので雑草防除と土壌水分保持

に有効 

3) マメ科植物の Desmodium による窒素固定により圃場土壌の肥沃度が向上する 
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4) 間作作物の土壌被覆により土壌侵食/流亡を防ぐ事ができる 

5) 圃場周囲に植付けられるNapier grassによりトウモロコシの周囲が垣根で囲われ

た状態となり、放牧中の牛などによる (Napier grass が囮餌となり) トウモロコ

シの食害が軽減される 

6) 農薬散布だけでなく雑草防除/駆除に掛かる費用も削減できる 

7) 家畜飼料作物として Napier grass や Desmodium が地区内で高い需要を示した 

＜問題点/考慮すべき点＞ 

1) Napier grass の安定供給と調達可能性の拡大 

2) ケニア種子公社認証の Desmodium 種子の発芽力の低さ 

3) 一部の病害(Maize Lethal Necrosis)への対応 

 

結論として、モデル農民グループおよび地区内農民達により、ケニア伝統野菜およ

び Push-pull 式虫害防除技術の導入・普及拡大は合意された。また、農民グループから

は、展示/ 普及栽培のためのパイロット農民の増員および広域配置を提案され、農民

からは再度の種子販売、特に Push-pull 技術に必要な Napier grass の調達を希望される 

結果となった。 

 

8.4 SHEP アプローチおよび LISA の教訓と提言 

これまで確認、分析、評価を行ってきた本プロジェクト営農支援活動から得られる教訓

および今後効果的な支援活動を継続するための提言は以下のとおりである。 

 

(1)モデル農民グループとメンバーの選定 

Batch 1パイロットサイトにて選定されたモデル農民グループの多くは SHEP アプロ

ーチにおける選定基準に適合したが、いくつかのケースで SCAO は困難に直面した。 

Mdachi 地区には登録された農業生産/マーケティングに関する活動を行っている既

存のグループが存在しなかった。選定されたモデル農民グループは当該地区の水利組

合で活動的な50名の会員によって編成された。 

Gatitu-Muthaiga 地区では Gatitu 地区と Muthaiga 地区のそれぞれで灌漑グループと

して登録されていた２グループから各区画の代表者として50人を均等に選出してモデ

ル農民グループメンバーとした。 

一方、ある地区では選定された既存農民グループのごく一部のメンバーが灌漑予定

地区内で農業生産/営農活動を行っていない事態が例外的に発生した。 SCAO は厳密

に SHEP アプローチ選定基準を遵守しようと当該既存農民グループを選抜した。しか

し、その結果、モデル農家グループメンバーに選抜されていな水利組合員から、「地区

外(つまり農民工事動員など地区内での責任を負担していない)の人間が営農支援活動

に伴う研修受講や技術情報の共有などを受けている」と、非難される事となってしま

った。 

本パイロットサイトにおけるモデル農民グループ選抜の前提条件は、常に地区内で

のグループメンバーの分布について考慮しなければならない故に多少制限されるもの

となっていた。ほとんどの場合、農業生産/マーケティングに関する活動を行っている
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“既存の”農民グループはその構成メンバー分布が地区内の一部地域に偏っており、

地域全体を均等に代表することを考慮する必要がない SHEP アプローチ実施地区とは

異なっていた。 

モデル農民グループ選抜に関するいくつかの基準の変更は調査団、SCAO を始めと

する政府関係者と当該農民の緊密な検討/協議によって行われた。条件を満たす農民グ

ループを得る事が出来た Kaumbura 地区を除く Batch 2パイロットサイトでのモデル農

民グループ選考では、最大50名のモデル農民グループメンバーは地区内の灌漑ブロッ

クの人口比に応じて配分された定数に沿って水利組合会員から民主的に選出されたも

のとなっている。 

今後の SIDEMAN プロジェクト類似活動における新規地区での営農支援活動のため

のモデル農民グループ選定については、上述した様な混乱が起きない様にモデル農民

グループの構成メンバーについて地区毎に定義をしっかり決める事を提言する。 

 

(2)市場調査を通した優先作目の選定と作付け戸数 

優先作目の選定に関して、モデル農民グループメンバーは、市場調査の結果を踏ま

えつつも、市場価格の高低だけでなくその作目に対する経験や技術要求度、経済的(投

入) 栽培可能性や嗜好・興味、資機材調達可能性なども考慮して選定している。いく

つかの地区では実際に農民工事が終了した後の灌漑水が利用可能な事を想定した優先

作目決定が行われていた。 

優先作物と作付け戸数の調査結果から、実際に優先作目を灌漑用水の利用を想定し

た園芸作物としているモデル農民グループメンバーよりも、天水条件下で栽培できる

主食穀類(トウモロコシ、マメ類)などを優先作目として選んだモデル農民グループメ

ンバーの方が、灌漑開始前の調査時における「優先作目の作付け戸数」は多くなって

いる。トウモロコシ(乾燥または生食用)は全ての地区で栽培されており、穀豆類とそ

の他のマメ科植物(エンドウなど)は、それらトウモロコシとの混作(または間作)作物と

して植えられている事が多い。Olopito や Tumutumu 地区の農民達は、たとえ穀類栽培

が(園芸作物栽培に比べて)換金性が低く場合によっては経営収支が赤字になる可能性

が高くても、この地域では主食穀物生産が重要であると話している。また Olopito と

Kaben 地区の場合、農民グループメンバーは優先作物選定時点での農民工事の期間と

灌漑水の利用可能性時期を考慮して、園芸作物の方が換金作物としては優位性がある

にもかかわらず、天水条件下で栽培できる主食として重要な主食穀類(トウモロコシな

ど)を優先作物に選んだ。 

市場調査による優先作物選定の結果によると Mdachi 地区の農民グループメンバー

は Giant African Nightshade を第二優先作物として選択しているが、本作物品種は

LISA 技術導入試行でも紹介され、当地区ではケニア伝統野菜普及での展示栽培/栽培

実証品種として Amaranth や Spider Plant と共に選定されている。メンバーに過去栽培

歴を持つ者がいたことや、嗜好・興味、技術要求度が妥当(栽培が難しくない)との判

断から選出されたと報告されている。 

今後この市場調査をもとにした優先作目選定におけるモデル農民グループメンバー

の作物選定プロセスを分析し、その選定結果がリスク分散や作物多様化に寄与してい
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るか確認する事を提言する。 

 

(3)優先作目選定と作付けカレンダーの定着/効果 

多くの地区で灌漑施設工事が完成前に、灌漑用水の利用を想定した優先作目の作付

け戸数が低くなっている現状で、SHEP 手法による市場調査を基にした優先作物選択

とその栽培がモデル農民グループの農家経営で増収増益に寄与したかを分析/判断す

るには経過時間が短過ぎると考えられる。 

農民グループが作成した行動計画に記載されている、選定した優先作物栽培に関す

る資機材の共同購入や共同集/出荷などのグループ行動計画等は、灌漑水が利用できる

ようになった後に実施する予定であると、多くの農民グループが表明している。

Tumutumu 地区ではモデル農民グループが「灌漑工事終了後に一連の優先作目栽培を

開始する」としているため、作付け戸数が全くない状態となっている。 

多くの場合、農民は栽培放棄や収穫出来なかった作目の記録については破棄してい

て調査時に報告しない傾向が高く、優先作物が実際どれくらい栽培されたかを追跡/

確認する際に大変な障害となった。モデル農民グループメンバーの中には、作物収穫

とその収穫物の市場での販売まで行き着かなかったケースもあった。また、主食穀類

の場合は収穫物を市場で販売せず自家消費するケースが大変多く、栽培面積や生産量

はともかく、自家消費分は数字として販売収益にはならないので経営収支には出てこ

ない。 

また Batch 2パイロットサイトでは、第二回調査時(2015年３月)は第一回調査(2014

年10月)の僅か半年後、小雨期終了時点のものであり「簡易市場調査および作付けカレ

ンダー作成ワークショップ」にて作成(2014年11月)された作付けカレンダーを初めて

使用する時期であったため、選定作物の作付け状況などを確認するのは不可能であっ

た。 

このような状態から SHEP 手法による市場調査を基にした優先作物選択とモデル農

民グループの経営収支に関する調査を、灌漑施設整備終了後にベースライン調査など

を利用して実施し、同時に作付け戸数など優先作物の浸透具合などを評価することを

提言する。 

 

(4)SIDEMAN-SAL 営農支援活動での移転技術への理解と定着に関して 

乾燥/半乾燥地帯の農村社会のレジリエンス強化に寄与するための技術的知見と実

践的技能からなる営農支援活動で移転される SHEP および LISA 技術は、対象地域農

民(グループ)への講習、ワークショップ、実演演習、会議および頻繁な交信による技

術支援を通じて各地区を担当する SCAO、DAEO および FEO に移転。 

個人あるいは農民グループ全体としての基本的な園芸栽培技術への適応と実践の状

態の変化を把握/分析するためにベースライン調査時に併せて実施された「2) 園芸栽

培技術と収穫後処理の実施 (GHCP&PHHT 評価)」に関する調査を比較すると、一連の

SHEP アプローチ部分導入開始直後の第一回調査では、僅かな数/割合の農家しか「作

付け前準備作業」項目としての「市場調査(Q1) 」や「作付けカレンダー作成(Q2)」 を

行っていなかったが、導入後の第二回調査では、ほとんど全ての地区内農民グループ
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のメンバーが市場調査および作付けカレンダー作成を実施していた。また第一回調査

時に比べ「経営収支分析(Q20)」を行うようになった農民グループメンバーの割合は大

幅に増加していた。 

上述した調査結果や農村での観察から、SHEP アプローチ部分導入による一連の研

修シリーズや日常の営農活動で、それら研修内容の実践がパイロットサイト内の農民

グループメンバーに定着しており、研修により得た知見/経験がメンバー農民の「市場

志向型農家経営」意識の醸成に確実に寄与していると考えられる。またモデル農民グ

ループメンバーだけでなく政府職員からも LISA 技術の有効性は認識され、地区全体

への導入普及の必要性が合意された。またケニア伝統野菜導入および Push-pull 式虫害

防除法のパイロット農家並びに展示圃場を増員/増設することを要請された。 

本件に関し、本プロジェクトの営農支援活動での移転技術への理解と定着を促進す

るために以下を提言する。 

- 現在のモデルグループに対するベースライン調査内の 1 )作物生産および経営収

支分析、2)園芸栽培技術と収穫後処理についての実施状況、並びに 3)組織力分

析に関する継続的な調査を行うことが必要である。 

- カウンティー政府は地区内モデル農家以外の水管理組合会員含む農民にこの成

果が波及するよう研修対象を広げる。 

- SHEP エキスパートの動員などにより SCAO のブラッシュアップのためのワー

クショップを開催する。 

 

8.5 試験展示圃場の活動内容 

8.5.1 試験展示圃場の活動 

以下に試験展示圃場活動の概要を述べる。 

 

(1)予備試験圃場の実施 

予備試験圃場は提案した技術が収量増加と節水に有効であるかを明らかにするため

に実施する。予備試験圃場に適用する提案技術は以下のとおり。 

- 湛水を防ぐために一回の灌漑水量を少なくし、灌漑間断日数を短縮する(基本的に

は週 2 回)。 

- 作物の根を健全に発育させるために、畦立てにより土壌中の気相を保持する。 

- 野菜収量の増加と品質向上させるため、適切な栽植距離と密度により栽培する。 

その他の技術についてはケニアの普及教材等に準じて適応する。  

 

(2)試験展示圃場の実施（1）（灌漑施設の完成前にポンプを用い実施する） 

試験展示圃場は、予備試験圃場で提案された技術が収量向上と節水の効果が確認さ

れた後、農民にその技術を普及させるために実施する。対象地域には灌漑農業の経験

が無い農民が多い。したがって、この活動は農民参加型手法により、農民への技術普

及に重点を置く。さらに、技術普及のため試験展示圃場実施中に多くの農民が圃場を

見学できるようにフィールドデイを開催する。試験展示圃場はできるだけ多くの地区

で実施する。各試験展示圃場の SCAO は JICA 調査団と共に技術指導を行い、SCAO
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自身が試験展示圃場終了後、適応した技術の普及を実施する。下図に普及活動の流れ

を示す。 

 

図 8.5.1 普及のフロー 

 

(3)試験展示圃場の実施（2）（建設された灌漑施設を使用し灌漑を実施） 

第3ステージの試験展示圃場の目的は、先の試験展示圃場と実際の灌漑圃場でのギャ

ップを埋めるため、農家が実際に完成した水路から取水し、灌漑する技術を習得する

ことである。したがって、より実用的なトレーニングとなる。 

 

8.5.2 提案する灌漑方法 

灌漑作物栽培での主な問題点は、湛水による低収量、および、多量の灌漑水の浪費であ

る。灌漑作物の収量の改善は灌漑施設完成以前に解決すべき緊急課題である。それを達成

させるために、本プロジェクトでは土壌中に適切な水分と空気を維持する以下のような方

法を提案した。 

適切な灌漑間断日数 

適切な間断日数は水利用効率や作物の生産性の向上に大きな役割を果している。各地区

では灌漑間断日数が長いため、一度に多量の水を灌漑している。これが低収量の主な原因

Technical Manual

Technical Manual Technical Guidance

Invitation of

Field Day

Technical Guidance
Information of Field Day
Technical Information

- Each irrigation plot select 2-3 participants for the pilot farm
- Each participant manages about 10 ridge
- Irrigation farming includes ridging, irrigation method, technologies to grow priority crops of 

 the scheme
- Post harvest activity includes cooperative shipping, quality selection of product and preservation 

method of sub-standard products if possible

-  Participants shoud establish Farmers Field School (FFS) in your field to transfer the technology 
after the pilot project
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Source: JICA Team 
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である。このようなことから、長い灌漑間断日数を短くすることを提案した。 

 

畦立て  

畦立てを施した栽培は、過剰水を速やかに根圏から排水し、空気を根圏に送り根腐れの

発生を防ぐ。 

 

現在行われている従来灌漑方法とプロジェクトが提案した灌漑方法の比較を下表にまと

めた。 

表 8.5.1 従来灌漑方法とプロジェクト提案の灌漑方法の比較 

方法 従来灌漑方法 プロジェクト提案の灌漑方法 

灌漑方法 従来型畝間灌漑 畔立て畝間灌漑 

灌漑作付け方法 

 

灌漑の間隔 10 日間隔で大量の灌漑水を供給 1 週間に 2 度少量の灌漑水を供給 

方法の特徴 

 

- 滞水による根腐れを起こしやす

い  
- 灌漑水のほとんどが垂直浸透

し、灌漑水利用効率は低い 

- 畔立ておよび適切な灌漑方法により排水

条件が改善し植物の根の成長が促進され

る 
- 植物の根の近くのみ灌水するため節水効

果が高い  

土壌と水の関係 

 

 

8.6 試験展示圃場の結果・分析 

8.6.1 予備試験圃場 

(1)目的  

予備試験圃場は多くの土壌タイプが存在している Mdachi 地区で実施した。当該地

区選定の理由は土壌の排水性が良および不良の土壌での結果が得られ、他の場所にそ

の結果が適応可能であるからである。 

主な確認事項は以下のとおり。 

- 提案した手法が粘土質と砂質の土壌条件下で収量の向上に有効かどうか。 

- 農家は提案した手法を実施することができるか。 

- 従来灌漑手法と提案された灌漑手法との収量および灌漑用水量の比較。 

Source: JICA Team 
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灌漑水量を測定するために、水は一旦1000リットルタンクにくみ上げ、その水を用

い灌漑を行う。  

Mdachi 地区の灌漑水は塩濃度が高い。灌漑水の塩濃度が高いと、土壌中への塩濃度

がより高くなることが知られている。以上の点より、土壌中の塩濃度の変化のモニタ

リングを実施する。  

 

 

畝立て 灌漑 播種 

図 8.6.1 提案する灌漑手法 

(2)結果 

当初は従来灌漑手法とプロジェクトが提案した灌漑手法による、収量、用水量、土

壌中の塩濃度の比較を目的としていた。しかし、農民はプロジェクトが提案した手法

の作物の生育が従来手法での生育より著しく良好であったため、農民は栽培開始後す

ぐに従来手法での栽培を止め、その畑を提案した手法に変えてしまった。したがって2

つの手法での比較は不可能となった。 

結果とモニタリング記録を表 8.6.1に示した。 

トウモロコシの収量はサルの食害により計算することが不可能となった。 

FAO Irrigation Agronomy によると、オクラの予想収量は 2 トン/ha である。各ブロ

ックの収量はこの収量よりはるかに高い収量であった（参照：表 8.6.1）。また、栽培

初期に従来灌漑手法で栽培されていた畑と、提案された手法での収量の差は大きくな

かった。これは提案した技術に農民が適応できることを示している。このようなこと

から、提案された手法は、地域の農民が実施でき、生産性を高めるために有効である

ことが明らかとなった。 

収量は砂と粘土質の土壌で大きく異なっている。砂質土壌での低収量は、おそらく

土壌の水および養分保持力が低いことが原因である。灌漑間断日数が指示した日数よ

り長いのは、降水量が比較的多くなっていたためである。   

表 8.6.1 予備試験展示圃場の結果比較 

 

 

Block Crop Irrigation
Method

Yield
T/Ha

Irrigation water
ammount(mm)

Production*
T/100mm

Income /ha
Ksh

Block A Okra Proose 12.8 192 6.7 738,560
Block B Okra Proose 5.0 248 2.0 279,048
*: Production/100mm Irrigation Water

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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図 8.6.2 に示すように、土壌分析の結果から、土壌中の塩濃度の変化は一定の傾向はな

く、全てのサンプルの塩濃度は適正範囲内であった。 

 

  

FEO 指導のもと展示圃場の準備 灌漑手法により生育比較 

 
(B-A-1: Block A-Proposed, B-A-2: Block A-Local, 

B-B-1:Block B-Proposed, B-B-2: Block B Local) 

根の成長比較 土壌中の塩分濃度の変化 

図 8.6.2 予備試験展示圃場 

8.6.2 試験展示圃場の実施 

(1)目的 

予備展示圃場における結果から、提案された灌漑手法は作物の生産性向上に効果が

あることが証明された。この結果に基づいて、試験展示圃場における試験栽培を Batch 

1パイロットサイトの4地区で実施した。その主な目的は以下のとおりである。 

- 他の地区および他の作物での効果の確認。 

- 農民への技術普及。 

- 従来手法と提案手法との節水効果の比較。 

各地区で適用する内容を下表にまとめた。 

表 8.6.2 試験展示圃場の概要 

      

 

 

 

 

 

 

Na Concentration in Soil

0

0.2

0.4
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1
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1.4

1.6

1.8
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M
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B-A-2

B-B-1

B-B-2

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 

Demo Farm Type Scheme Crop Growing Period Companion P lant

Mdachi Okra 2015 Jan - 2015 Apr -
Kasokoni Okra, Tomato 2015 Feb - 2015 Jul Onion

Tumutumu
Kale, Tomato,
Watermelon

2015 May - 2015 Sep Onion

Gatitu/Muthaiga Cabbage 2015 May - 2015 Sep -

Actual irrigation
farm

Kasokoni Tomato 2015 Oct - 2016 Feb Onion

Test farm
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(2)試験展示圃場の結果 

各試験展示圃場の結果を表 8.6.3にまとめた。結果の詳細は Annex 5に示した。地区

毎の主な試験結果を以下に示す。 

表 8.6.3 試験展示圃場における試験結果概要 

圃場タイプ 地区 
ブロ

ック
作物 灌漑手法

収量 
 

(ton/ha)

灌漑用水

(mm) 

試験展示圃

場 

Mdachi 

A オクラ 
提案手法 3.8 202  

従来手法 0.8 202  

B オクラ 
提案手法 1.4 296  

従来手法 0.2 296  

Kasokoni 

A 

オクラ 
提案手法 7.0 76  

従来手法 17.9 243  

トマト 
提案手法 5.4 76  

従来手法 15.0 217  

B 

オクラ 
提案手法 3.7 244  

従来手法 2.8 878  

トマト 
提案手法 24.3 314  

従来手法 11.3 1,085  

Tumutumu 

A 
ケール 提案手法 14.1 252  

スイカ 提案手法 - 250  

B 
トマト 提案手法 38.0 200  

スイカ 提案手法 19.3 125  

Gatitu/Muthaiga 

A キャベツ 
提案手法 182.0 111  

従来手法 56.0 429  

B キャベツ 
提案手法 126.0 283  

従来手法 49.0 450  

灌漑された

圃場 
Kasokoni 

A トマト 
提案手法 60.8 124  

従来手法 31.2 353  

B トマト 
提案手法 59.1 94  

従来手法 46.2 412  

 

(3)Mdachi 地区 

試験展示圃場は高温で乾期である1月8日から実施した。以下に主な内容を示す。 

1) ブロック A と B の収量は予備試験の収量よりはるかに低くなった。しかしな

がら、ブロック A は FAO の予想収量である 2 トン/ha を超えた。  

2) ブロック B の収量は予備試験よりはるかに低く、土性が砂質のため水分保持力

が低く、さらに高温下で灌漑間断日数を長くしたため、水不足によるものと思

われる。 

3) 提案した手法による収量はブロック A ,B ともに従来手法より高くなっていた。 

Source: JICA Team 
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灌漑水不足と高温のため枯れたオクラ. 
土壌塩分濃度の変化 

(B-A: ブロック A, B-B: ブロック B) 

  
表層土壌への塩分集積 フィールドデイ 

図 8.6.3 Mdachi 地区の試験展示圃場 

(4)Kasokoni 地区 

1) テストファーム 

試験展示圃場は雨期直前の2015年2月初旬から開始された。以下に主な結果を示す。 

ブロック A 

従来灌漑手法でのオクラとトマト収量は、提案された灌漑手法での収量より高くな

った。この主な原因は以下のとおりである。 

- 提案された灌漑手法のトマトは病害の影響を著しく受けた。 

- 両灌漑手法の間断日数が乾期にもかかわらず指示した日数より長くなっていた。

提案した手法の一回の灌漑水量が従来灌漑手法に比べ少ないため、作物の生育

を著しく阻害した。 

- 従来灌漑手法の畑の栽植密度が高く、その畑の面積が小さかったため相互遮蔽

が発生しなかったため、従来手法を採用した作物の生育が良好となった。   

 

ブロック B 

- 提案された灌漑手法で栽培した 2 つの作物の収量は、両作物共に従来手法より

高くなった。 

- オクラの収量が比較的低い原因は、生育初期の高温、乾燥による厳しい気象条

件の影響を受けたものと思われる。 

- 提案された灌漑手法の灌漑用水量は従来灌漑手法より著しく少なく、トマトで

は 1/4、オクラでは 1/3 であった。 

- 灌漑間断日数は 3～5 日で適切に灌漑が実施された。 

Na Concentration in Soil
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フィールドデイ(FEOによる灌漑手法の説明) 

(ブロック B) 

病害の被害を受けたトマト (ブロック A) 

  

従来灌漑手法 

 (Basin irrigation)(ブロック B) 

従来灌漑手法と提案した灌漑手法によるト

マトの生育比較 (23rd April) (ブロック B) 

図 8.6.4 Kasokoni 地区の試験展示圃場（テストファーム） 

2) 実際の灌漑施設を利用した試験展示圃場 

試験展示圃場は雨期の2015年10月から2016年2月に実施された。主な結果を以下に示

す。 

- 提案された手法は、トマトの収量はケニアの平均収量 21 トン/ha の約 3 倍 59.1

～60.8 トン/ha であった。 

- 提案された手法で使用した灌漑水量は、従来法の約 1/3～1/4 であった。 

- 第 2 回目結果は、第 1 回目と比較し収量が約 2～12 倍と飛躍的に増加した。（下

表参照） 

その理由は以下の 3 点である。 

1. 第 1 回目は、トマト栽培にとって気温が多すぎ、移植後の乾燥と高温でかな

りの被害発生したこと。 

2. 第 1 回目は、栽培期間中に病虫害が発生したこと。 

3. 第 2 回目は適切な栽培方法により病害虫防御できたこと。 

表 8.6.4 第 1 回目と第 2回目のテストファーム結果の比較 

 

Field Type 
Block A 

Yield (t/ha)
Block B  

Yield (t/ha) 
  Proposed Local Proposed Local  

1st Test Demo-Farm 5.4 15.0 24.3 11.3 
2nd Actual irrigation Demo-Farm 60.8 31.2 59.1 46.2 
 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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Date :25/1/2016

剪定と支柱への再補強作業（B-2 地区） 

Date : 26/1/2016

収穫物の選別作業 B-2、B-3 地区 

Date :27/1/2016

 

病害虫防御のための薬剤散布 

Date : 27/1/2016 

 

灌漑施設からの直接灌漑（B-2 地区） 

 

図 8.6.5 Kasokoni 地区の試験展示圃場（実際の灌漑施設を利用した試験展示圃場） 

 

(5)Tumutumu 地区 

試験展示圃場における試験栽培は、乾期で比較的低温気候である5月末に開始された。

以下に主な結果を述べる。 

 

ブロック A 

- 全ての作物が 8 月中旬まで良好に生育していた。しかしながら、9 月にケール

は牛に食われ、タマネギとスイカは盗まれたため、参加者は落胆し、全ての活

動を中断した。このような状況からその後の収穫量は測定不可能となった。 

- 9 月中旬までのケールの収量は 14.1 トン/ha で、ほぼ全国平均に相当する。収

量は食害を受けなければ全国平均を大幅に超えたものと思われる。 

 

 

Source: JICA Team 
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ブロック B 

- トマトの苗移植後、参加者は灌漑を一週間行わなかったため約半分の苗が枯死

した。しかし、参加者が余剰の苗を準備していなかったので、再移植が不可能

であった。 

- 生育初期に多くの苗が枯死したにもかかわらず、トマトの収量は全国平均の約

2 倍に相当する 38t/ha と高収量を得た。 

- スイカは動物の食害を防ぐため早めに収穫した。そのため、灌漑用水量はトマ

トより少なくなっている。 

 
ケール栽培のフィールドデイ(ブロック A) 牛に食われたケール(ブロック A) 

  

枯死したトマト (Block B) 再成長したトマト (Block B) 

図 8.6.6 Tumutumu 地区の試験展示圃場 

 

(6)Gatitu/Muthaiga 地区 

試験展示圃場における試験栽培は、比較的低温気候である5月末に開始された。以下

に主な結果を説明する。 

 

ブロック A 

- 提案された灌漑手法によるキャベツの収量(182 トン/ha)は従来灌漑手法での収

量(56 トン/ha)より 3 倍弱高くなっていた。なお、この従来灌漑手法の収量でさ

えも Laikipia County の収量の約 2 倍に相当している。 

- 灌漑用水量は 111mmで非常に低かった。その原因は、6月に多量の降雨があり、

気温が低く、土壌の水分保持容量が高く、灌漑を必要としない期間が長かった

ためである。 

- 提案された灌漑手法による用水量はローカル手法の約１/4 であった。 

 

 

Source: JICA Team 
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ブロック B 

- 提案された灌漑手法の灌漑用水量は従来灌漑手法の約 1/2 であった。 

- 提案された灌漑手法での収量は従来灌漑手法の約 2.5 倍であった。 

- 水に対する生産性は従来灌漑手法の約 4 倍であった。 

 

  
生育時期 収穫時期 

収穫 提案された灌漑手法で栽培した作物の根群 

図 8.6.7 Gatitu/Muthaiga 地区の試験展示圃場 

 

8.6.3 試験結果のまとめ 

試験展示圃場の重要な課題である灌漑用水量および収量の比較、塩類集積を以下に取り

纏めた。 

(1)灌漑用水量と収量の比較 

従来灌漑手法と提案した灌漑手法の収量および灌漑水量の比較可能なデータを表

8.6.5にまとめた。主な結果は以下に示す。 

 

1. 実際の灌漑施設を用いた試験展示圃場（トマト栽培）の提案した灌漑手法で、

FAOの平均収量21.0 トン/haの3倍近い59.1～60.8 トン/haの高収量を記録した。 

2. 提案した灌漑手法における灌漑用水量は、従来灌漑手法の約1/3～1/4であった。 

3. 全ての試験区の作物収量は、提案した灌漑手法で、従来灌漑手法より1.5～2倍

近い高い収量を記録した。（病害虫の影響を受けたものを除く）これらの記録さ

れた収量の中には、FAO の平均収量を遥かに上回るものも存在した。 

以上の結果から、提案された手法は、節水および収量向上の面から非常に効果的な

手法であることが証明された。 

 

 

Source: JICA Team 
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表 8.6.5 従来灌漑手法と提案した灌漑手法の収量および灌漑水量の比較 

 
*1 Journal of Basic and Applied Sciences, 6(9): 196-206, 2012 V.C. Patil, 196 
*2 FAO CHAPTER 3: CROP WATER NEEDS http://www.fao.org/docrep/s2022e/s2022e07.htm 
*3 Crops was damaged by insect and disease. 

 

(2)土壌中の塩類集積 

Mdachi 地区は、灌漑水中の塩濃度が2～4 dS/m と高いため、予備試験（雨期）と第

１次試験展示圃場（乾期）実施中に土壌中の塩濃度（EC）の変化を記録した。（図8.6.8

参照）。 

土壌分析は栽培開始前、中間時点、終了時に実施した。作物栽培は土質の異なるブ

ロック A と B の2圃場で実施し、A の土壌は粘土質で、B は砂質である。 

結果、予備試験（雨期）時は、どのブロックでも土壌塩類濃度の上昇は観察されな

かった。一方、第１次試験展示圃場（乾期）で、作付け中の中間地点で、土壌中の塩

濃度が急激に上昇した。この傾向は乾期で降雨が全くなく、蒸発散量が著しく高くな

ったため、発生したものである。 

しかしながら、この濃度は雨期開始後の終了時に減少した。詳細に述べると、砂質

のブロック B は降雨後の終了時に、土壌塩類濃度は開始時と同レベル0.5 dS/m まで著

しく減少した。一方、粘土質のブロック A は2 dS/m まで塩類濃度が減少し、砂質土の

ブロック A に比べて減少の程度が小さかった。（下図参照）この理由は、砂質土は塩

類の基となる陽イオン（=養分）保持力が小さく、降雨により、それらが下方に溶脱

され塩濃度が容易に低下するためである。一方、粘土はその逆の特徴を持つため、土

壌中に塩類が集積し易い結果となった。 

Demo
Farm FAO

Irrigated
Water

Crop water
need*1 *2

Proposed 7.0*3 76
Local basin 17.9 243
Proposed 3.7 244
Local basin 2.8 878

Proposed 5.4*3 76

Local basin 15.0 217
Proposed 24.3 314
Local basin 11.3 1,085
Proposed 60.8 124
Local basin 31.2 353
Proposed 59.1 94
Local basin 46.2 412
Proposed 182.0 111
Local Furrow 56.0 429
Proposed 126.0 283
Local Furrow 49.0 450

25 - 35

Tomato 21.0

21.0Tomato

400-800

400-800

Yield (t/ha)
Water Amount

(mm / total growing period)Scheme Crop Block
Irrigation
Method

A

B

Kasokoni

Okra

Dry Season
2015 May to Sep

Gatitu/Mu
thaiga

502

350-500Cabbage

Dry to Rainy season
2015 Feb- Jul

Rainy to Dry
Season

2015 Oct to 2016 Feb

Growing period

2.0

Test
farm

A

B

Actual
irrigation

farm

A

B

A

B

Test
farm

Demo Farm
Type

Source: JICA team 
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Source: JICA team 

P-B-A: Pre-Demo-Farm-Block A, P-B-B: Pre-Demo-Farm-Block B 
B-A: Demo-Farm-Block A, B-B: Demo-Farm-Block B 

図 8.6.8 土壌中の塩分濃度の変化 

ちなみに、調査時の土壌塩分濃度の0.5～2 dS/m という値は、「Slightly saline」～

「Moderately saline」に該当し、塩分に敏感な作物、もしくは大半作物の収量に影響を受け

る土壌と分類されている。 

表 8.6.6 土壌水分濃度と収量の関係 

Soil Salinity Class EC1:2 (dS/m)* Effect on Crop Plants 
Non saline 0 – 0.5 Salinity effects negligible 
Slightly saline 0.5 – 1.0 Yields of sensitive crops may be restricted 
Moderately saline 1.0 – 2.0 Yields of many crops are restricted 
Strongly saline 2.0 – 4.0 Only tolerant crops yield satisfactorily 

Very strongly saline > 4.0 Only a few very tolerant crops yield 
satisfactorily 

＊USDA (United States Department of Agriculture)が定めた「土壌塩分濃度と収量」より引用 
表においてケニアの研究機関の指標と合わせるために、以下の EC の換算式を用いて数値を変更した； 
ECe = 4 EC1:2 (ILRI, 2003) 
ECe 飽和土壌水より抽出し測定した EC)  
EC1:2土壌と水を1対2の割合で混合し測定した EC 

 

以上の結果より、まず、「灌漑水の塩類濃度に注意し、圃場に高い塩類濃度の灌漑水

を入れないこと」を原則とし、圃場内では以下の3点を留意して灌漑農業を実施するこ

とを提案する。 

(ア) 過灌漑を避け、特に乾期の土壌塩類濃度の集積に注意しながら栽培を行う。 

(イ) 塩害が発生し、作物の栽培が思わしくない場合は、栽培を一時停止する。同時に、

降雨によるリーチング（脱塩）により、土壌中の塩類濃度が低下するのをモニタ

リングし、適正な塩類濃度になることを確認した後、栽培を開始する。 

(ウ) 塩類濃度が高くなりやすい粘土質土壌の畑では、堆肥混入、または砂質系の改良

土を入れ排水性を確保すると共に、積極的に耐塩性の高い作物を栽培する。 

 

8.6.4 試験展示圃場に関するアンケート調査  

提案した灌漑手法に関して参加者の評価を得るために、試験展示圃場参加者へのアンケ

ート調査を実施した。回答者総数は21人(Mdachi 6, Kasokoni 6. G/M 4, Tumutumu 5)であった。

(アンケート調査の結果は Annex 5参照) 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

Before Intermediate After

P-B-A

P-B-B

B-A

B-B

me %
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約50%の回答者は、試験展示圃場の収量は期待したほど高くないと考えた。その原因は

以下であると回答した。 

- Mdachi 地区は水不足。  

- Kasokoni 地区は病気の発生。  

- Tumutumu 地区は生産物の盗難。 

しかしながら、約95%の回答者は提案した灌漑技術は、節水と作物生産性の改善に効果

があり、技術の内容を理解し、自分たちの畑に適応したいと回答した。 

 

8.7 試験展示圃場の教訓 

(1)技術普及の必要性 

試験展示圃場の結果から、提案された節水灌漑技術は作物収量向上と節水に効果的

があることが明らかとなった。乾燥・半乾燥地域での水資源は、気象の変化により変

動することから、この効果の普及はプロジェクトの持続性に大きく寄与するであろう。 

多くの試験展示圃場の参加者は技術を自分の畑に適応することを望んでいた。また

ある農民はこの技術を自分の畑に適応しようと試みたが、畦立て、栽植密度等試験展

示圃場と同じようにすることは出来ないようであった。 

各地方の FEO 、WAO は試験展示圃場に参加し、プロジェクトチームとともに技術

指導を実施していた。したがって、彼らは農民に適応した技術を指導することが可能

である。 

一方、農民に新たな技術を習得する際、繰り返し教えることが必要である。技術を

普及させるためには、各地方の FEO と WAO を効率的に活用することは必須である。 

 

(2)市場リスクへの対応 

試験展示圃場は Mdachi、Kasokoni、Tumutumu、Gatitu/Muthaiga で実施した。市場調

査結果に基づいて、農民により選定された作物が試験展示圃場で栽培された。これら

の作物は市場性が高いためより大きい利益が期待されていた。しかしながら、試験展

示圃場での収益は高収量であるにもかかわらず、トマトを除き高くなかった。特に

Gatitu/Muthaiga でのキャベツが顕著であった。キャベツの価格は平年では一個あたり

40 Ksh であったが、今年の価格は収穫期(8月~10月)に一個あたり20 Ksh から5 Ksh に

低下した。地区内の多くの農家が同時期にキャベツを栽培していた。それゆえ、キャ

ベツ栽培農家は低価格の影響を受けた。 

 通常、野菜価格は需給のバランスが崩れた時にその収益性に大きく影響し、非常に

不安定である。このような価格の変動は予測が困難であり、農民を困難な状況に追い

込むことになる。この影響を軽減するために、作物の多様化は作物の市場価格が低下

した際に、他の作物がその損失を軽減することができるため、小規模農家の収入を安

定化させるための重要な対策である。 

 このようなことから、このようなリスクを軽減するために、個人の農家の畑に作物

の多様化を図るべきである。 
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9章 政府職員能力向上コンポーネント 

 

9.1 概要 

本プロジェクトでは、実施期間中、農民持続可能な灌漑事業管理の実現に向けて、計画、

建設、維持管理、営農支援など全ての時期で、SCIO および SCAO との連携を強化しつつ、

能力強化計画を実施する。 

 

9.2 政府職員能力強化計画 

9.2.1 SCIOに対する能力強化計画案 

SCIO は小規模灌漑事業の案件形成、調査、設計、調達、施工監理および維持管理に

責任を負い、技術的および社会的観点から農民参加による灌漑建設工事を評価する立場

にある。さらに、開発計画に関する住民との合意形成を図るにあたってのファシリテー

ターとしての役割を果たしており、両方の側面よりの能力強化計画を策定する。 

SCIO に対する能力強化計画は、彼らのニーズに基づき、a) Auto CAD civil 3D、b)測量

技術、c) 灌漑地区設計、d) グリーンハウス／ドリップ灌漑、e) 工事契約管理の5項目が

候補とされた。 

 

9.2.2 SCAOに対する能力強化計画案 

SCAO には、プロジェクト実施期間中、農民に対して市場志向型農業実現のための技

術を指導する役割が求められる。 

SCAO の能力向上プログラムについては、彼らのニーズに基づき a) 総合的病虫害管理 

（IPM）、b) バリュー・チェーン、c) 園芸作物の加工 d) グリーンハウス、e) GAP 認

証以下の5項目が候補となった。 

 

9.3 研修の成果 

9.3.1 概要 

プロジェクト実施期間中の能力強化計画プログラム実績を以下に示す。 
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表 9.3.1 政府職員能力向上計画の実績 

講義内容 日程 研修会 
回数 

参加 
人数 

備 考 

プロジェクト実施のため

のセンシタイゼーショ

ン・ワークショップ 

2013 年 4 月 18-19 日 
1 32 

参加者；SCIO、SCAO と

8 カウンティーの灌漑局

長/農業局長 
 
 

 

営農のためのセンシタイ

ゼーション・ワークショ

ップ 

2013 年 8 月 22 日 
1 32 

水利組合の能力強化研修

TOT プログラム 
2014 年 2 月 17-21 日 
2015 年 8 月 18-19 日 

2 16 
参加者；8 地区の SCIO、
SCAO 

F/S と実施設計、水利組合

への技術指導と工事監督 
2014 年 3 月 3-7 日 

1 16 

契約管理研修 2015 年 6 月 16-20 日 1 16 
プロジェクト活動総括ワ

ークショップ 
2015 年 12 月 14-17 日 

1 16 

営農技術研修 2016 年 1 月 11-14 日 
1 16 

参加者；8 地区の SCIO、
SCAO 

 

9.3.2 政府職員のセンシタイゼーション・ワークショップ 

ナイバシャで実施したセンシタイゼーション・ワークショップは、プロジェクトが実

施される8つのサブ・カウンティー政府の灌漑関係職員（CDWs：County Director of Water, 

DIOs：District Irrigation Officer（現 SCIO）、CDAs：County Director of Agriculture、および、

DAOs：District Agricultural Officer（現 SCAO））が出席した。この研修で、MWI、MOA、

JICA 調査団等の様々な関係者の役割、水利組合の組織強化および営農に関する能力強化

プログラムの再検討と採択、プロジェクト実施のための手順、プロジェクトと水利組合

の協定による費用分担の合意、報告文書の書式、2014-2015年度のサブ・カウンティー政

府の灌漑関係職員の予算編成、プロジェクト期間中のモニタリングや評価の方法等の

様々は活動のルールや手順が説明された。活動予算は、各地区の SCIO が計画し PMT が

承認する。研修プログラムの内容を以下に示す。 

 

表 9.3.2 政府職員のセンシタイゼーション・ ワークショップ 

No. 研修名称 

1 水利組合、政府職員(MWI,MOA)のプロジェクト実施のための関係者の役割 

2 プロジェクト管理：現場監理、PSCC 開催のための作業計画 

3 政府職員能力強化プログラム(水利組合の水管理) 

4 政府職員能力強化プログラム(作物栽培) 

5 MOU(案)内容、および、能力強化プログラムと工事期間中の農民との費用分担 

6 モニタリングと評価手法(プロジェクト進捗報告書の雛型) 

7 予算案の作成と各地区の予算年度の最終化 

8 今後の課題 

 Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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9.3.3 営農分野のセンシタイゼーション・ワークショップ 

2013年8月22日にナイロビで、SCAO、SCIO および各カウンティー政府の農業局長、

灌漑局長含む政府関係者を対象にして、営農分野のセンシタイゼーション・ワークショ

ップが開催された。パイロットサイトの農民組織の選定のための協議を行った。また、

SCAO に対しては、各地区で農民と農業普及員対象の農民組織選定のセンシタイゼーシ

ョン・ミーティングが実施される際に、モデルグループ選定のために組合員名簿、組合

の概要書の提出を要請した（詳細は8.1.3節参照）。 

表 9.3.3 営農分野のセンシタイゼーション・ワークショップ 

No. 研修名称 

1 本プロジェクトの営農指導と作物栽培の概要説明 

2 SHEP アプローチの概要説明 

3 LISA による営農技術施行導入の概要説明～ケニア伝統野菜の推進と「ぼかし」による有機栽培～ 

4 本プロジェクトで実施予定であるレジリエンス調査の概要 

5 農業普及活動の報告とモニタリング 

6 本プロジェクトの農民の選定基準 

 

9.3.4 パイロットサイトの事業実施手順説明のためのワークショップ 

2014年3月3～7日に、SCIO および SCAO を対象にフィージビリティ調査から得られた

経験と成果の共有を行うため、Batch 1パイロットサイトおよび Batch 2パイロットサイト

の事業実施手順のレビューを行うワークショップが実施された。ワークショップでは、

Batch 1パイロットサイトで実施されたフィージビリティ調査および詳細設計の手順、お

よび、SCIO/SCAO が自ら Batch 2パイロットサイトの調査、設計を実施するための業務

内容、さらに Batch 1パイロットサイトの円滑な建設工事の実施のために必要な、工事監

理の方法論や水利組合の具体的な業務について説明が行われた。 

プログラムの最後には、出席者より Batch 1パイロットサイトの業者工事と農民工事の

施工監理をはじめ、Batch 2パイロットサイトにおけるフィージビリティ調査や詳細設計

の実施を行うための技術・知識の必要性について様々な意見が出た。研修プログラムの

詳細を以下に示す。 

表 9.3.4 事業実施手順説明のためのワークショップ 

No. 研修名称 

1 プロジェクトの背景、地区選定、フィージビリティ調査の概要説明 

2 フィージビリティ調査-データ収集 

3 フィージビリティ調査-作物栽培暦と売上総利益の算定方法 

4 フィージビリティ調査-水資源調査と水文報告書 

5 フィージビリティ調査-灌漑用水量の算定 

6 フィージビリティ調査-フィージビリティ調査報告書の作成 

7 水利組合設立のための準備 

8 水利組合による建設工事の監理 

Source: JICA Team 
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No. 研修名称 

9 灌漑開発による環境、健康、安全管理 

10 農民参加型工事のための効果的な調査・作業方法 

11 農民参加型工事の技術指導、品質管理 

12 過去の経験の共有 

13 詳細設計-灌漑地区のレイアウト、取水施設の設計 

14 詳細設計-開水路の水理計算 

15 詳細設計-パイプラインの水理計算、詳細設計報告書の作成 

16 入札と入札図書 

17 工事監理（建設工事） 

18 現場監督、品質管理（取水施設その他構造物） 

19 現場作業報告、進捗モニタリング 

20 経験の共有と課題 

 

9.3.5 水利組合能力強化研修（ユニット 2および 3）に対する TOTプログラム 

水利組合能力強化研修のための TOT プログラムは、プロジェクト実施中の8サブ・カ

ウンティーのSCIOおよびSCAOを対象にエンブーにて開催された。この研修の目的は、

水利組合への研修を実施するために必要な指導方法を習得することにある。本プログラ

ムで取得した技法に基づき、農民は水利組合の能力強化のために、各地区で開催される

さまざまな研修に参加する。 

参加者に対して、研修の評価、学習理論、原理、研修計画、プログラム開発、研修の

実施－評価－報告－フォローアップなど、研修サイクルの研修を実施した。また参加者

は、ユニット2および3の研修目的や予算作成を学び、議論を行った。TOT に続く水利組

合への研修実施では、PMT は後方支援の役割を果たし、SCIO および SCAO が研修のた

めの調整を行うことが決定された。 

表 9.3.5 水利組合能力強化研修（ユニット 2 および 3）に対する TOT プログラム 

No. 研修名称 

1 指導者研修と研修サイクル 

2 研修計画設計と開発のためのニーズ把握と評価 

3 学習理論と原理 

4 研修計画とプログラム開発 

5 研修の実施方法 

6 研修の経験の共有 

7 研修の評価手法 

8 研修報告とフォローアップの方法 

9 ﾕﾆｯﾄ1研修の経験の共有 

10 水利組合への能力向上研修 

11 ﾕﾆｯﾄ2,3の研修内容の復習 

Source: JICA Team 
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No. 研修名称 

12 研修の予算作成と運営管理方法 

 

9.3.6 建設工事契約管理 

建設工事契約管理研修は、2014年6月16～20日(5日間)の日程で、8サブ・カウンティー

の SCIO および SCAO16名が参加した。研修の目的はカウンティー職員が建設工事に関

して必要な知識と、技術を取得し、ひいては、建設工事監理を成功させるためのモチベ

ーションを高めることにある。特に、本研修では、材料調達の手順、建設工事の入札、

入札書類の作成と入札手順、工事契約書、契約管理などの項目に焦点をあてた。 

表 9.3.6 建設工事契約管理 

No. 研修名称 

1 契約管理の概要 

2 入札の仕組み 

3 入札図書 

4 開札および入札評価 

5 契約書 

6 工事費用積算 

7 契約書一般工事約款 

8 工事契約締結および業者の現場準備 

9 共通仕様書 

10 契約管理および現場記録作成方法 

11 支払証明および完工証明 

 

9.3.7 水利組合能力強化研修（ユニット 5）に対する TOTプログラム 

水利組合能力強化研修（ユニット 5）に対する TOT プログラムの目的は、PMT が作

成した水管理、維持管理マニュアル（ドラフト）、および、ユニット5プログラム（灌漑

システム維持管理、水管理研修）の目標のレビューを行い、ユニット5プログラムの実施

計画を作成することにある。研修での議論の後、各灌漑地区の水管理、維持管理マニュ

アルは、ドラフト・マニュアルをもとに SCIO および SCAO が完成させることに決定し

た。研修参加者は、マニュアルの最終化のための提案とマニュアルの再検討を行った。

最終的に、ユニット5の研修は、座学を3日間、実際の水管理操作を行っている近隣地区

への現場見学を1日間実施することで合意した。 

表 9.3.7 水利組合能力強化研修（ユニット 5）に対する TOT プログラム 

No. 研修名称 

1 水管理、維持管理マニュアル（O&M マニュアル第1章）のレビュー、討議 

2 灌漑システムの構成と設計概要（第2章）のレビュー、討議 

3 灌漑システム管理のための組織制度（第3章）のレビュー、討議 

4 作物栽培計画（第4章）のレビュー、討議 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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No. 研修名称 

5 水管理方法（第5章）のレビュー、討議 

6 維持管理方法（第6章）のレビュー、討議 

7 環境管理（第7章）のレビュー、討議 

8 維持管理費用徴収、管理（第9章）のレビュー、討議 

9 灌漑システム管理のための活動計画（第10章）のレビュー、討議 

10 モニタリングと評価方法（第11章）のレビュー、討議 

11 ユニット5研修の概要説明 

12 ユニット5研修の概要と各セッションの目的についての議論 

13 水管理、維持管理マニュアルの最終化についての議論 

14 ユニット5実施計画、スケジュール 

 

9.3.8 プロジェクト活動総括ワークショップ（Lessons Learnt Workshop） 

本研修の目的は（1）プロジェクト活動の目標と目的を踏まえた、活動・アプローチ・

成果のレビュー、（2）プロジェクト実施中明らかになった課題、解決策の特定（3）今後

のプロジェクト実施にあたっての教訓の取りまとめである。SCIO/SCAO は、プロジェク

トによって実施された活動（スタッフの能力向上、灌漑技術に関する研修、環境に関す

る研修、作物栽培研修、水利組合の能力強化）に対するフィードバックを行った。 

本ワークショップは、将来のプロジェクト実施のための課題を可視化する効果があり

し、討議の結果はプロジェクトの出口戦略作成に反映させる。 

また水利組合の枠組みと SHIDD（小規模灌漑開発、Smallholder Irrigation & Drainage 

Development）ガイドラインのレビューを行った。政府職員は水利組合の枠組み、SHIDD

ガイドラインの見直しおよび、改訂が必要な個所への提言を行った。 

表 9.3.8 プロジェクト活動総括ワークショップ 

No. 研修名称 

1 水利組合の能力強化プログラムの概要 

2 水利組合の活動評価と能力強化との関係についての概要 

3 水利組合の成果の評価と能力強化プログラムの効果 

4 スタッフの能力強化プログラムの概要 

5 営農プログラムの概要 

6 環境プログラムの概要 

7 教訓と課題の討議 

8 灌漑開発プログラムの概要 

9 参加型灌漑開発工事のレビュー 

10 成果、課題、教訓 

11 「水利組合設立フレームワーク」の概要 

12 「水利組合設立フレームワーク」概念の確認 

13 本プロジェクトにおける「水利組合設立フレームワーク」概念の適用度の確認 

Source: JICA Team 
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No. 研修名称 

14 「水利組合設立フレームワーク」改訂の課題 

15 SHIDD ガイドラインの概要 

16 SHIDD ガイドライン改訂の課題 

17 本プロジェクトの教訓の取りまとめ、発表 

18 出口戦略作成と持続性担保のための方策 

 

9.3.9 農業政府職員への研修プログラム 

カウンティー農業職員への研修実施にあたっては、園芸作物栽培を取り巻く課題解決

に有用な項目を選択した。また、温室栽培など有用な科目も網羅した。本研修には、SCAO, 

サブ・カウンティー作物担当官（Sub-County Crop Development Officer: SCCDO）が参加

した。なお、本研修では、水利組合能力強化研修で実施されたユニット4研修内容につい

て参加者の知識を深めることも目的の一つであった。 

表 9.3.9 農業政府職員への研修プログラム 

No. 研修名称 

1 研修導入プログラム 

2 市場志向型農業の概論 

3 温室栽培技術の紹介 

4 市場情報サービスおよび契約栽培 

5 GAP システムを考慮した園芸農業の基本  

6 温室栽培に必要な土壌、灌漑管理  

7 バリューチェーン分析およびビジネスプラン作成 

8 作物、土壌、水管理の関係 

9 農家ビジネスプラン作成 

10 灌漑用水量の算定 

11 温室栽培に必要な病虫害管理 

12 園芸作物に対する収穫および収穫後処理技術 

13 灌漑水管理計画  

14 総合病虫害管理 (IPM) 

15 農産加工技術 

16 研修総括 

 

9.4 研修の効果 

(1)センシタイゼーション ・ワークショップ 

ワークショップ参加者は、センシタイゼーション・ワークショップは非常に重要で

効果的かつ適切な研修であったと報告した。その理由は、様々な利害関係者の役割が

明確に説明され、プロジェクト活動の優先順位付けや選定作業について自ら主体的に

参加することができたためである。参加者はプロジェクト実施中の自分たちの役割を

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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十分理解した。 

 

(2)フィージビリティ調査と設計研修 

カウンティー職員は、Batch 2パイロットサイトのフィージビリティ調査および設計

を実施する際に、（特に灌漑用水量算定）学んだ知識の一部を利用することができた。

当該職員への研修の結果、Batch 2パイロットサイトのフィージビリティ調査に必要な

十分な関連データや資料収集ができた。 

 

(3)水利組合能力強化研修における TOTプログラム 

TOT は、非常に効果的で非常に有益であった。職員は成人教育に関する技能を習得

した。 

 

(4)契約管理研修 

研修参加者は、契約管理研修は非常に効果的で、現場監理にとって有益であったと

評価した。 

 

(5)農業職員研修 

研修に参加したカウンティー職員は、研修内容は非常に効果的で有益であったと評

価した。特に以下の科目が研修効果が高かったとコメントし、本研修をもとに農民へ

の技術普及の改善と、取得技術の地区内の農家への波及、および、サブ・カウンティ

ーの他の地区を管轄する普及員への技術普及を行っていくとの発言があった。 

1. 温室栽培管理および技術 

2. ビジネスプラン作成 

3. 作物灌漑用水量の算定 

4. 灌漑計画 

5. 灌漑農業に必要な病虫害管理 

6. 農産加工による付加価値 

7. 作物、土壌と灌漑の関係 

 

9.5 課題と教訓 

(1)センシタイゼーション・ ワークショップ 

センシタイゼーション・ワークショップで提案された AUTOCAD 研修の未実施が課

題として挙げられた。また、農業研修として計画されていた地区内の圃場の土壌サン

プリング研修は実施されなかったため、将来の研修プログラムでこれらの研修の実施

を提言した。 

 

(2)フィージビリティ調査および実施設計研修 

本プロジェクトでは、カウンティー政府職員がフィージビリティ調査や実施設計の

ために収集したデータを分析が可能になるための十分な研修が準備されていなかった

ことが課題として挙げられた。また AUTOCAD 研修が実施されていないことが挙げら
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れ、当該研修は、将来のプロジェクト実施では研修計画に含むべきであると提案した。 

 

(3)契約管理研修 

研修自体は成功であったが、取得した知識の現場での適用に課題を残した。一例と

して、施工監理実施時に PMT、SCIO と建設業者間の情報の共有の不足（たとえば建

設工事や農民工事での材料調達に対する情報共有など）が挙げられた。また、一部に

追加工事に対する承認の遅れがあった。将来は工事実施中に関係機関で情報共有が行

われ、追加工事の承認と適切な工事監理は迅速に行われる必要があると提言された。 
 

(4)まとめ 

職員能力強化コンポーネントの課題と教訓は以下のとおり。 

表 9.5.1 課題および教訓の取りまとめ 

項目 課題および教訓 

センシタイゼーショ

ン・ワークショップ 
プロジェクトのフレームワークを提供し、特定の問題について優先順位づけ

をするために非常に重要である。予算、時間の制約上、すべての項目が実施

されるわけではないが、計画された研修が実施されないことは、政府職員の

モチベーションに影響する。 
カウンティー職員によ

る、フィージビリティ調

査および詳細設計 

SCIO への AUTOCAD 研修は必要である。またフィージビリティ調査での収

集されたデータの分析方法の研修が必要である。 

普及員の参加型アプロ

ーチ研修への参加 
参加型アプローチのスタッフの能力強化は満足であった。この知識は出席し

なかった政府職員（普及員）に対しても広げていくべきである。 

 

 

Source: JICA Team 
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10章 環境影響評価および環境管理モニタリング計画 

10.1 環境影響評価（EIA）プロセス 

10.1.1  ケニア国の EIAシステム 

ケニア国の法令による環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）システム

は、1999年制定の「環境管理調整法（Environmental Management Coordination Act: EMCA）」

および2003年に制定された「Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulations」に

より確立された。EMCA は付則 No.2で EIA が必要となる事業を定めており、また第68、

69条でも Environmental Audit (EA)、EMCA 中の Part IV 第37 – 41条では、特定分野にお

ける戦略的環境影響評価(Strategic Environmental Assessment: SEA)を必要としている。 

 

EIA の7つの目的は、NEMA により作成された「Draft Environment Impact Assessment 

Guidelines and Administrative Procedures」に以下のとおり記載されている（以下原文）。 

 

- To identify potential environmental impacts of proposed project, policies, plans and 

programs; 

- To assess the significance of these impacts; 

- To assess the relative importance of the impacts of alternative plans, designs and sites; 

- To propose mitigation measures for the significant negative impacts of the project on the 

environment; 

- To generate baseline data for monitoring and evaluation of how well the mitigation 

measures are being implemented during the project cycle; 

- To present information on the impact of alternatives; and 

- To present results of the EIA in such a way that they can guide informed decision-making. 

 

10.1.2 EIA手続きと必要文書 

(1)プロジェクトレポート（Project Report :PR） 

全ての事業実施者は、EMCA の付則 No.2に従い、事業内容を記載したプロジェクト

レポート（PR）を提出する必要がある。環境管理庁（National Environmental Management 

Authority: NEMA）は PR を21日間以内に主要機関、関係機関に送付し、意見を求める。

PR 受領日から30日後までに関係機関からコメントがない場合は、NEMA は PR の承認

の手続きを行い、PR 提出から計45日以内に NEMA は決定事項を記載した公文書を関

係機関および事業実施者へ送付する。PR の内容より、事業による環境面、社会面で大

きな影響がない、または、影響があっても十分な軽減策を講じていると NEMA が判断

した場合は、EIA の実施なしで事業は承認される。一方、負の影響がある、または、

軽減策が十分に講じられていないと NEMA が判断した場合は、事業実施者は EIA の

実施、または追加情報の提出を求められる。 
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(2)EIAの必要事項 

1)EIA が必要な事業 

EMCA の付則 No.2は EIA が必要となる事業の一覧であるが、事業が EIA を必要か

どうかは最終的に NEMA が判断する。 

 

前述したとおり、一旦 NEMA が事業実施者に EIA の実施を求めると、事業実施者

は1)スコーピング報告書の一部としての EIA の TOR の提出、2)NEMA による TOR 承

認の取得、3)NEMA に登録されている主任 EIA 専門家を含む EIA 専門家の氏名および

証明書の提出、4)Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulation 2003の Part III

に記載されているとおり TOR に基づく EIA の実施、が必要となる。 

 

2)スコーピング報告書の内容 

「Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure of 2002」

によれば、スコーピング報告書には12項目の記載が必要とされている。 
 

3)EIA 報告書の内容 

「Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulation 2003」および「Draft 

Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure」によると、EIA

報告書に必要な項目は18項目である。 

 

(3)EIA 報告書作成およびレビュー手続き 

事業実施者は NEMA が承認した TOR に従い、環境影響評価を実施し、環境影響評

価書を作成する。環境影響評価書の作成およびレビューの手続きは下記と下表に示す

とおりである。 

 
Step 1：専門家チームの結成 

Step 2：各専門家の TOR と下記(1)～(3)の調査 

1. チームメンバーの責務の割り当て 
2. 調査に責任を持つ専門家リーダーを特定する 
3. 調査工程への合意 

Step 3：協議、公衆の関与、準備を含む現地調査の計画 

1. ベースラインデータの収集 
2. ステークホルダーへの説明 
3. 事業に関わる基本情報の収集・整理 
4. 生態系、社会文化、経済の調査 
5. 軽減策の実施のための環境管理計画の作成、被影響者の巻き込み 

Step 4：報告書の作成 

Source: Section 2.6 of Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, 
Nov. 2002 
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Source: Prepared by JICA Team based on the Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulations 
2003; and the Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, Nov. 
2002123 

図 10.1.1 EIAS 報告書作成、レビュー手続き 

 

EIA ライセンス取得手数料については、「Environmental (Impact Assessment and Audit) 

Regulation 2003」に基づき、事業実施者は、民間、公共機関を問わず、全事業費の0.1％

を支払う必要があった。しかし、2009年に制定された「Environmental (Impact Assessment 

and Audit) (Amendment) Regulations」により、表6.1.1のとおり変更された。さらに、手

                                                        
1 Section 2.4 of the Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, Nov. 2002 
states that “[t]he views of the public on all these activities [within the project cycle] should be incorporated in the 1 
1 Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure Section 2.4 of the Draft 
Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, Nov. 2002 states that “[t]he views of the 
public on all these activities [within the project cycle] should be incorporated in the project report” by “indicating 
representativeness of the potentially affected people.” 
2 Section 2.5.6 of the Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, Nov. 2002 
specifies that CPP for the scoping report should be target the affected persons, the methods of CPP include 
a) securing written submission from Lead Agencies and the public; (b) public opinion; (c) holding community 
meetings and public hearings; (d) conducting preliminary fields study/site visits; (e) conducting 
workshops/seminars; and (f) establishing inter-sector task forces. 
3 Section 2.9 of the Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure, Nov. 2002 
requires that the CPP for EIAS should “involve the affected person, lead agencies, private sector, among others” and 
“[its] methodology may include (a) meetings and technical workshops with affected communities; (b) interpersonal 
contacts; (c) dialogue with user groups and local leaders; (d) questionnaire/survey/interview; and (e) participatory 
rural appraisal or rapid rural appraisal (PRA/RRA) techniques. 
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数料の50％を PR 提出時に、残りの50％をライセンス取得時に支払うこととなった。 

表 10.1.1 EIA ライセンス取得手数料 

事業費 ライセンス取得手数料の金額 

Ksh 200,000 未満 最低額の Ksh 10,000 
Ksh 200,000 以上 Ksh 20,000,000 未満 全事業費の 0.05％ 
Ksh 20,000,000 以上 最高額の Ksh 1,000,000 

Source: Prepared by JICA Team based on the Environmental (Impact Assessment and Audit) (Amendment) 
Regulations 2009 
 

(4)住民説明会、情報公開 

プロジェクトレポート、スコーピング報告書、EIAS 報告書の各準備段階での住民説

明会として、「The Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulations」の第17項で

は EIAS 報告書の住民説明会の内容を指定している。 

プロジェクトレポート、スコーピング報告書の準備段階での住民説明会の内容は

「Draft Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedure」に記載さ

れている。 
 

1)事業実施者による PR のための住民説明会 

PR のための住民説明会は「The Environmental (Impact Assessment and Audit) 

Regulations」によると、特別に必要とされているわけではないが、「The Environmental 

Impact Assessment Guideline and Administrative Procedure」の 第2.2.4項によると、「事業

活動に対する住民の意見は、潜在的非影響者の代表性を示すことによりプロジェクト

レポートに盛り込む」、と記載されている。 

2)事業実施者によるスコーピングレポートのための住民説明会 

「Environmental Impact Assessment Guideline and Administrative Procedure（2002年11

月）」の第2.5.6条に、｢スコーピングは、事業実施者、専門家、市民（特に潜在的非影

響者）、当局との間での協議が確保される必要がある。｣と記載されている。NEMA は

住民参加、情報収集のための6つの手段を認めている。 

-重要機関や住民からの書面での提出 

-住民意見 

-地域集会、住民ヒアリングの実施 

-事前現地調査、現地踏査の実施 

-ワークショップ、セミナー 

-セクター横断的な審議会の設置 

3)事業実施者による EIA レポートのための住民説明会 

「Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulations（2003年）」では、パート3

の第17項に EIAS（Environmental Impact Assessment Study）期間に住民協議の4つの段階

を認めている。 

 

(a)以下の方法による事業内容、予測される影響と便益を公表する。 



 

10-5 

- 事業実施予定地近くの戦略的地域で事業の影響を受ける団体やコミュニティに知

らせるために、ポスティングを実施する。 

- 事業内容を全国紙に、2週間連続で公告する。 

- 全国および地元、双方のラジオで公告を行う。 

(b)影響を受ける団体、コミュニティとプロジェクトサイト毎に最低3回の住民説明

会を実施し、事業内容、その影響を説明し、口頭または書面で意見を聞く。 

(c) 説明会の最低1週間前に適切な案内を送付し、影響を受けるコミュニティやその

他関係団体に便利の良い会議会場・時間を確実に行う。 

(d) NEMA と相談の上、適切な調整役を指名し、全ての住民説明会中の口頭または

書面での意見、解釈を受領を確実に行う。 

 

4)NEMA による EIA 報告書の情報公開、住民意見聴取 

EIAS 報告書提出後、NEMA は EIAS 報告書を新聞およびラジオで公表し、意見を求

める。また、NEMA が必要と判断した場合は公聴会を開催する。詳細は以下のとおり

であり、the Environmental (Impact Assessment and Audit) Regulations（2003年）の Section 

21-22, Part IV に明記されている。 

 

1. 官報、全国紙と事業実施地の地元紙の新聞に、2 週間連続でに週 1 回掲載し、EIAS

報告書に対する口頭または書面でのコメントを住民へ呼び掛ける公告を行う。 

2. 連続する 2 週間に最低週 1 回、公用語と現地語の両方で全国ラジオを通して公表

する。 

3. 受領した口頭、書面の両方のコメントによって NEMA が必要と判断した場合は

NEMA は公聴会を開催する。 

 

(5)EIA承認機関 

NEMA は、EMCA に規定されているとおり、ケニア国の EIA 承認機関である。しか

しながら、2008年12月から EIA 報告書のレビューシステムを権限移譲した。原則とし

て、NEMA の州支部によりプロジェクトレポートと（または）EIA 報告書をレビュー

し、承認する。 

 

10.2 環境影響評価（EIA）調査の実施 

10.2.1 EIA Study (EIAS) 

環境影響評価調査の作業指示書（TOR）を作成し、国家環境管理庁（NEMA）に登録

したコンサルタントに送付した。主な業務はプロジェクトレポート（PR）作成であり

EIA 調査は含んでいない（環境への影響度によって EIA 報告書の作成は必ずしも必要と

されないため）。 

環境コンサルタントは情報収集およびパイロットサイトの農民およびプロジェクト関

係者との集会（Baraza）を実施した。 

以下に各地区に共通して挙げられた環境に影響を及ぼす要因およびその軽減策を示す。 
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表 10.2.1 重要な環境影響および軽減策 

項目 重要な環境影響 軽減策 

土壌浸食 
 

 急斜面よりの流水による侵食 
 最近発生した灌漑地区の中のある

地域での大きなガリー 
 工事期間中の植生の除去による土

壌浸食の可能性 
 スプリンクラーからの余剰水によ

る浸食 

 テラス、植栽や蛇かごによる斜面の安定 
 植生破壊の最小限化 
 工事直後の植生修復 
 河川保全のための植林 
 土壌保全技術の農家への教育訓練 

動物、植物、生態系  パイプ敷設による植生除去が起因

となる、地区内の動物の棲家の破

壊 
 

 植生の回復（復元した植物は、プロジェクトが

完成するまでには生育する） 
 工事業者の水路掘削植生の消失面積を最小化 
 樹木の伐採に代わる剪定 
 建設工事後の植林 

地下水汚染、塩害

（Mdachi 地区のみ） 
 過剰取水、取水不足による地表への

塩分上昇 
 

 塩害を避けるための、河川よりの取水制限、灌

漑方法の検討 
 耐塩作物の栽培の推奨 
 排水改良の実施 
 コンポストなど土壌改良による透水性改善 
 定期的な土壌および水質モニタリング 

土壌汚染  工事用重機からの油、化学薬品の

流出 
 工事作業による汚水の発生 
 建設機械からの燃料漏れ 
 

 オイルや燃料の流出防止のための重機や車両管

理の徹底 
 流出を制限するための特定場所での給油実施 
 適切な農薬使用、安全対策の農民への指導 
 汚水の適正処理 

水質汚濁  コンクリート打設による汚水 
 農薬の河川への流入 
 

 適切な農薬使用と処理の農民への訓練実施 
 農薬の適正使用、保存についての技術指導 
 化学肥料の代わりに堆肥を使うよう農民を指導 
 河川から緩衝地帯として 50mの距離を確保する

よう NEMA および WRMA に求められている。

農民への緩衝地帯への植林指導 
 定期的な水質モニタリングの実施 

資源（水資源等）ま

たは利害をめぐる紛

争 

 地区内の水利用をめぐる農民間で

の紛争 
 上下流の水利用者間の紛争 

 水利組合による灌漑スケジュール作成およびス

ケジュールの順守 
 WRMAへの取水許可取得 
 適正な水配分実施のための流域水利用組合の設

置 
病気（HIV/AIDS、 マ
ラリア、住血吸虫症） 

 滞留水による蚊の発生およびそれ

に起因するマラリア、住血吸虫の

蔓延 
 工事業者労働者への接触による

HIV/AIDS 感染リスク 
 労働者の排せつ物の河川流入に伴

う水性疾患の発生 
 

 工事業者による労働者への十分な衛生施設の提

供 
 工事現場の清潔で安全な状態の確保。輸送、処

理前の廃棄物の仮置き場としての適切な施設設

置および維持管理 
 滞水を防ぐための適正な灌漑水管理の実施 
 水性疾患防止のための農民への指導 
 HIV/AIDS感染防止のための農民への情報提供

および啓蒙活動実施 
工事労働者の健康、

衛生、安全管理 
 建設工事中の事故  工事業者による安全衛生に関する研修の実施

（応急措置を含む） 
 適切な防護具（PPE）の使用 
 建設業者による緊急避難経路の設置 

Source: JICA Team 
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10.2.2 EIA報告書提出および承認 

Mdachi 地区を除く Batch 1パイロットサイト7地区のプロジェクト・レポート（PR）は

2013年5月に NEMA に提出され、同年7月に承認された。Mdachi 地区は、2013年11月に

報告書を NEMA に提出2014年3月に承認を得た。 

表 10.2.2 Batch 1 パイロットサイト EIA ライセンス取得日 

地区名 ライセンス取得日 

Olopito 2013年 7月 24日 

Gatitu/Muthaiga 2013年 7月 25日 

Tumutumu 2013年 7月 25日 

Muungano 2013年 7月 24日 

Murachaki 2013年 7月 24日 

Kasokoni 2013年 7月 25日 

Mdachi 2014年 3月 3日 

Kaben 2013年 7月 25日 

 

一方 Batch 2の5地区の PR は2015年2月に NEMA に提出、同年4－5月に承認された。 

表 10.2.3 Batch 2 パイロットサイト EIA ライセンス取得日 

地区名 ライセンス取得日 

Kaumbura 2015年 4月 10日 

Kiamariga-Raya 2015年 6月 11日 

Tuhire-Challa 2015年 4月 21日 

Shulakino 2015年 4月 10日 

Mangudho 2015年 4月 10日 

 

なお、EIA ライセンスは、NEMA の付帯条件付きのものであり、その要求事項を満た

すべく後述の環境管理モニタリング計画（EMMP）を作成する必要がある。 

 

10.3 環境管理モニタリング計画(EMMP) 

10.3.1 EMMPの概要 

事業実施者は EIA ライセンスを取得後、NEMA による勧告を踏まえ、環境管理計画

（Environmental Management Plan: EMP）および環境モニタリング計画（Environmental 

Monitoring Plans: EMoP）からなる環境管理計画（EMMP）を作成しする必要がある。EMMP

には環境影響および軽減策を簡潔に記載することが求められている。 
 

(1)環境管理計画（Environmental Management Plan: EMP） 

環境管理計画には、開発にかかる負の影響およびその軽減策の詳細を、建設期間中

および運営管理期間中に分けて記載するとともに、各ステークホルダー（建設業者、

水利組合、SCIO、SCAO、PMT など）の責任、役割分担を記述する。 

SCIO および SCAO の役割は環境管理にかかる活動が法律／制度に基づき実施され

ているかモニタリングし、必要な支援を行うことである。水利組合の役割は EMP に

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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記載されている活動の実施である。一方、PMT は活動の全体監理を行うとともに活動

成果を NEMA に報告することが求められる。 

NEMA の勧告に従い、SCIO/SCAO は、住民集会を開催し、農民に対して。作成し

た EMP の内容および EMP 実施に際しての農民の役割を説明した。 

 

(2)環境モニタリング計画（Environmental Monitoring Plan: EMoP） 

環境モニタリング計画（EMoP）も、建設工事中およびプロジェクト運営管理期間

中に分けて作成される。環境に負の影響を及ぼす要因の軽減対策実施について、NEMA

の勧告に従い、モニタリング項目、地点、調査頻度、モニタリング方法などを記載す

る。原則として、工事期間中のモニタリングは毎月実施する。 

 

(3)環境モニタリング・行動計画（Environmental Monitoring and Action plan） 

EMMP 最終化の後、SCIO/SCAO は環境モニタリング・行動計画を作成した。 

 

10.3.2 環境管理モニタリング計画（EMMP）の要約 

灌漑地区に共通する EMMP に記載された内容は以下のとおり。 

表 10.3.1 EMMP 要約（建設工事期間中） 

項目 軽減策 対応者 

WRMA 建設許可取得 施設建設許可の取得 
 

水利組合：建設許可取得 
SCIO：建設許可取得のための調整 
PMT：全体監理 

プロジェクトサインボード プロジェクトサインボードへの

NEMA ライセンス番号記入 
 

建設業者；サインボード作成設置 
水利組合：サインボード設置場所の決定 

衛生施設 建設工事労働者へのトイレ設置 建設業者：トイレの設置 
水利組合：トイレ設置場所の決定、モニ

タリング 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

河川および河川沿岸の生態系

変化 
 

植生による河川岸の保護 
掘削土再利用のための土砂保管

場所の設定 
- 

工事業者：斜面安定を考慮した掘削工事

の実施 
SCIO：工事業者の指導監督 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

土壌侵食 
 

掘削後の確実な埋め戻し 
埋め戻し後の植生回復 
 

工事業者：掘削地点の埋め戻し、植生回

復 
水利組合：パイプライン工事掘削地点の

埋め戻し、植生回復 
SCIO：工事の指導監督 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

健康、安全、事故管理 
 

防護具（PPE）の着用義務 
救護器具の常備 
事故の記録管理 
警告ボードの設置 
- 

工事業者：防護具の供与、救護器具の設

置、警告ボードフェンスの設置 
水利組合：防護具および救護器具の設置 
SCIO：指導監督 
PMT：全体監理、モニタリング／評価. 

 

 

 

 

Source: JICA Team 
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表 10.3.2 EMMP 要約（運営管理期間中） 

項目 軽減策 対応者 

WRMA よりの取水許可取得 
 

WRMA よりの取水許可の取得 水利組合：取水許可の取得 
SCIO：取得プロセスの指導調整 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

土壌侵食 農民への適正土壌保全方法の研

修実施 

テラス工および植生による適正

保全方法の技術指導 

河川周囲への植林 

水利組合：土壌保全対策の実施 
SCIO/SCAO：水／土壌保全の技術指導、

監理支援 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

滞留水および塩害 余剰水流下のための排水路整備 

適正灌漑用水量に関する指導 

土壌分析および定期的なモニタ

リング 

 

水利組合：適正な排水を確保するための

排水路の整備、2－3 年に一度の土壌分

析、適正な灌漑水配分計画の作成 
SCIO/SCAO：土壌分析の支援、モニタ

リング、水配分計画の指導 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

農薬による汚染 農民に対する適正な農薬使用保

管方法の技術指導 

PCPB により認可された農薬使用

の指導 

防護具の使用 

 

水利組合：農薬適正使用および PPE 使

用に関する研修への参加 
SCIO/SCAO：農民への技術指導および

モニタリング 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

衛生施設 

 
水性疾患防止のためのトイレ設

置 
水利組合：河川汚染防止のためのトイレ

設置 
SCIO/SCAO：活動モニタリング技術指

導（保健局と連携） 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

野生動物 野生動物侵入防止のためのフェ

ンス設置 

野生動物局（KWS）への迷い野生

動物の報告/捕獲 
 

水利組合：各農地にけるフェンス設置、

報告 
SCIO/SCAO：活動モニタリングおよび

技術指導（KWS と連携） 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 

水利用に関する紛争 

 
農民の流域水利用組合への参加 

WRMA による下流への河川維

持用水を規定した取水許可発行 
 

水利組合：水利用・配分計画の作成 
SCIO/SCAO：水利用管理支援 
PMT：全体監理、モニタリング／評価 
PMT：活動モニタリング評価 

 

10.3.3 建設中環境モニタリングの実施 

環境モニタリング実施にあたり、工事業者および水利組合に対して、モニタリングツ

ールとして、1) モニタリング質問票、2) 防護具（Personal Protective Equipment: PPE）着

用チェックリスト、3) 水質分析チェックリスト、および、4) 建設中の事故モニタリン

グシートを配布、説明を行った。 
 

Source: JICA Team 
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以下に、各灌漑地区のモニタリング結果の概要を示す。 

 

 

表 10.3.3 環境モニタリング要約 

地区名 EMMP によるモニタリング結果 

Kasokoni 工事業者は労働者に防護具および救護キットを供与 
建設期間中の軽微な事故は 5 件 
工事期間中の河川仮回し水路の建設は妥当 

Mdachi 工事業者は労働者に防護具および救護キットを供与 
建設期間中の軽微な労働災害が 5 件発生 
建設後に工事地区植生回復措置を取る 
土取り場は作業後整地を実施 
土壌、水質分析を実施 
建設工事中の河川仮回し作業は妥当  

Olopito 工事業者は労働者に防護具および救護キットを供与 
建設中の事故はなし 
建設工事中の河川仮回し作業は妥当 

Gatitu Muthaiga 水利組合は救護キットを準備したが防護具を使用せず 
建設中の事故、災害はなし 

Kaben 工事業者は労働者に防護具および救護キットを供与 
建設中の事故災害はなし 
建設後に工事地区植生回復措置を取る 

Tumutumu 工事業者は労働者に対し防護具およびトイレを供与 
10 件の軽微な労働災害が発生 
建設後に工事地区植生回復措置を取る 
建設工事中の河川仮回し作業は妥当 

 

また、工事完了撤収後の地区の状況をチェックしたところ、以下の点が観察された。 

- Muungano 地区：仮設トイレ、地区事務所に対する原状回復が正常に行われていた。 

- Kasokoni 地区：工事事務所撤去では適切な措置が取られていたが、仮設トイレの埋

め戻しが行われず危険な状態であった。 

 

10.4 環境関連研修プログラム  

10.4.1 導入研修における環境配慮の講義 

Batch 1 および Batch 2パイロットサイトの水利組合代表者を対象に実施した導入研修

で、環境、安全衛生関連の講義を行った。 

 

10.4.2 環境、衛生、安全研修の実施 

水利組合代表者に対する環境、衛生、安全（Environment, Health and Safety: EHS）に関

する研修を、Batch 1パイロットサイト農民に対して2014年3月26日より28日に（8地区よ

り参加者31名）、Batch 2パイロットサイト農民に対しては2015年7月13日より16日（5地

区より参加者29名）にかけて実施した。 

研修の主な内容は、1) 土壌・水保全、2) ケニア国の環境関連法規、3) 灌漑開発にお

ける環境影響および軽減策の紹介、4) 灌漑工事における安全、衛生対策、5) 農民工事

施工方法の解説、6) 事故に対する緊急応急処置実習、7) HIV/AIDS 関連である。 

 

Source: JICA Team 
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10.5 キリフィ・カウンティーにおける灌漑水の塩分問題とその対策 

EIA 調査の結果、Mdachi 地区、および Mangudho 地区（キリフィ・カウンティー）で「灌

漑水中の塩分濃度が高く、注意して灌漑を実施すべきである」という課題が提起された。

本課題はケニア国の当該地域では頻繁に指摘され、今後、灌漑開発で克服すべき重要課題

の一つである。このため、本プロジェクトでも、このような厳しい条件下で、長期的に持

続可能な灌漑農業を実施するための方策を検討し、具体的な対策を提案した。以下に当該

地区の現状と主な対策をまとめた。 

表 10.5.1 Mdachi 地区および Mangudho 地区の灌漑水の塩分濃度に関する現況と対策 

地区名 現状 塩害防止対策 

Mdachi 

1.水源 

頭首工（取水口）建設予定地域より2km 上流の湧

水 
2.水質 

EC*: 1.8-4.8 dS/m 
* Electrical Conductivity 電気伝導度：灌漑水の塩分

濃度を測定する目安、単位：dS/m（デシジーメン

ス） 
3.営農情報 

(1) 灌漑方法 

天水（一部ポンプによる灌漑） 
(2) 主な作付け作物 

トウモロコシ、サトウキビ、キャッサバ、フレン

チビーン、オクラ、ケール、バナナ、トウガラシ、

ナス、スイカ、ホウレンソウ 
(3) 課題 

蒸発量の大きい日中の灌水、灌漑用水量が著しく

異なる作物の混作 
 

1. 圃場外 

(1)取水制限 

灌漑水の塩分濃度が基準値を超

過した場合 
2. 圃場内 

(1) 耐塩性ある作物の栽培*1 

穀類・豆他：オオムギ、小麦、ソ

ルガム、コメ、テンサイ、大豆、

ササゲ 
野菜： 
強：アスパラガス、ズッキーニ、

ブロッコリー、トマト、ホウレン

ソウ、セロリ、カボチャ、キュウ

リ 
中：トウモロコシ、サトウキビ 
果物：デーツ、イチジク、オリー

ブ、ザクロ、パパイヤ、パイナッ

プル、マスクメロン 
その他：綿、ベニバナ油 

(2) 土壌への塩分集積防止 

1) 確実な排水の確保 

a. 排水路の整備 
b. 深耕、適切な堆肥の投入によ

る土壌透水性の確保 
c. 圃場の均平性確保 

2) 適切な灌漑水の管理 

a. 節水灌漑 
b. 圃場毎の同一作物の栽培 
c. 適切な灌漑時期、時刻 

- 作物の成長時期に応じた灌

水 
- 午前、夕刻の灌漑による蒸発

量の軽減 
3) 土壌塩分の定期的な溶脱 

雨水を使用したリーチング 

Mangud
ho 

1.水源 

既存ポンプ取水口の上流1km の湧水（塩湖）とそ

の上流集水域の伏流水 
2.水質 

EC : 0.55dS/m ～ 10.0dS/m 
季節変動が大きい 
3.営農情報 

(1) 灌漑方法 

天水 (灌漑用ポンプが壊れているため) 
(2) 主な作付け作物 

トウモロコシ、キャッサバ、フレンチビーン、スイ

カ、 ケール、ホウレンソウ. 
(3) 課題 

ドリップ灌漑が設備の放置。一部で塩害発生 

*1 Irrigation Water quality standards and Salinity Management Strategy, Texas A＆M Agrilife Extension B-1667 4-3, and FAO 

上記のように塩害対策には様々な方法があるが、この中で、塩害による長期的な損害を

回避するために最も有効な方法は、「取水口で灌漑水の塩分濃度が基準値を超える場合、取

水制限をかけること」（入口における抑制）である。なぜなら、灌漑の“始め“である取水

口で問題を含む灌漑水の圃場内への浸入を抑制することにより、その後に発生する圃場内

の問題（農作物の直接被害、土壌の塩類蓄積による長期的な損害）を未然に防ぐことが可

Source : JICA Team   
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能だからである。 

このため、本プロジェクトでは、水利組合強化研修（ユニット4：圃場レベルの水管理、

灌漑農業研修、および、ユニット5：灌漑システムマネジメント研修）で、まず、塩害が発

生した場合の損害の大きさ、およびその症状について農民の理解を深めた。次に、対策と

して「取水制限をかけること」が最も有効であることを説明し、基準値を超える場合、上

記措置を行うことについて、農民間の合意形成を促進した。 

最後に、実際に灌漑水を配水する際に、適切に水質検査を実施し、基準値を超過した場

合には取水制限を実施することが可能な状態にするために、現場用の水質検査器を各地区

に用意し、その使用方法についてデモンストレーションを行った。同時に、その連絡・管

理・実施体制についても提案している。 

なお、今回取水制限の基準値は 4.0dS/m（推奨値）としている。この値は、通常塩害防

止のための灌漑水の中程度（やや問題）とされる基準値の上限である3.0dS/m [T.A. Bauder]

よりも大きく、塩害が発生するリスクが高くなる。しかしながら、仮に基準値を3.0 dS/m

とすると、下図に示すとおり現在の水質より殆どの期間、灌漑を実施することが不可能と

なり、現実的な指標となりえない。また、灌漑の利便性面からこの値以上の4.0dS/m と高

めに設定すると、持続的な農業が困難になる可能性もある。 

 

* 降雨データ：Mean monthly rainfall (mm) at Galole Weather Station (2009-2013), EC ムダチ地区の取水口における平均 EC データ（2013-2015） 

図 10.5.1通年灌漑水の水質と降雨の関係 

 

本プロジェクトでは、上記問題を解決し、具体的な推奨基準値を設定しするために、

Mdachi 地区で試験圃場を設け、実際の灌漑水を用いて乾期と雨期に1作期ずつ、灌漑水の

塩分濃度、作物の収量、および土壌の塩分濃度をモニタリングした。 

その結果、本期間の灌漑水の EC は 3.0 ～ 4 8dS/m の間で推移しながらも、作物の収量

は、通常、もしくは灌漑方法によってはそれ以上の収量を確保した。また、土壌の塩分濃

度は、乾期の一部で上昇したものの、大部分の圃場で降雨後に、ほぼ元の状態に回復した。 
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図 10.5.2乾期と雨期の試験圃場の土壌塩分濃度（作付け前後と作付け中） 

 

試験当時の土壌塩分濃度は「Slightly saline」もしくは「Moderately saline」に該当し、塩

分に敏感な作物、もしくは大半作物の収量に影響を受ける土壌と分類される。 
 

表 10.5.2土壌塩分濃度と収量 

Soil Salinity Class EC1:2 (dS/m)* Effect on Crop Plants 
Non saline 0 – 0.5 Salinity effects negligible 
Slightly saline 0.5 – 1.0 Yields of sensitive crops may be restricted 
Moderately saline 1.0 – 2.0 Yields of many crops are restricted 
Strongly saline 2.0 – 4.0 Only tolerant crops yield satisfactorily 

Very strongly saline > 4.0 Only a few very tolerant crops yield 
satisfactorily 

＊USDA (United States Department of Agriculture)が定めた「土壌塩分濃度と収量」より引用 
表においてケニアの研究機関の指標と合わせるために、以下の EC の換算式を用いて数値を変更した； 
ECe = 4 EC1:2 (ILRI, 2003) 
ECe 飽和土壌水より抽出し測定した EC)  
EC1:2土壌と水を1対2の割合で混合し測定した EC 

 

また、EC と共に灌漑水の塩分濃度で注目される SAR (Sodium Absorption Ratio, カルシウ

ム濃度とマグネシウム濃度の合計に対するナトリウム濃度の割合）は6.0未満と小さく、塩

類土壌で最も損害が大きくなるナトリウム塩が土壌を固結させ、難排水な圃場となる恐れ

は比較的低いことも示された。 

以上の結果より、取水制限の基準値を4.0dS/m と設定し、大幅な取水制限を回避しなが

らも、最大限に灌漑農業の利益を享受することが可能となると判断され、この値を目安に

して灌漑管理を行うことで、農民たちの間で合意が形成された。 

本条件の運用時には、営農時は常に過剰灌漑に避けると共に、灌漑水の塩類濃度、およ

び作物の塩類障害をモニタリングし、異常を発見したら直ちに取水制限をかける等の処置

を行う。また、農民は、継続的に灌漑水の塩類濃度をモニタリングし、政府職員と共に。

将来基準値の見直しの必要性があるか検討を行う。(詳細はモニタリングプラン参照) 
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図 10.5.3塩害モニタリング実施体制概略図 

 

10.6 成果、課題および教訓 

10.6.1 成果 

プロジェクト期間中の主要な成果は以下のとおり。 

- EIA ライセンス取得（13 地区） 

- WRMA ライセンス取得（7 地区） 

- EHS 研修 2 回 

- 建設工事期間中のモニタリング（Batch 1 パイロットサイト 8 地区） 

- 環境監査（Batch 1 パイロットサイトの 8 地区） 

 

10.6.2 課題および教訓 

環境関連活動実施に関する課題および教訓は以下のとおりである。 

表 10.6.1 課題および教訓 

項目 課題 教訓 

EMMP 作成 SCIO が他の業務に忙殺され EMMP 作

成に十分な時間が取れなかった。 
プロジェクト実施計画には EIA 作成承認プ

ロセスおよび EMMP作成の期間を配慮する。 
EMMP 実施 EMMP 実施にあたって SCIO/SCAO に

対する研修時間が十分に取れず実施が

十分ではなかった。 

SCIO/SCAO に対する教育訓練の強化が必

要。 

モニタリング ほとんどの工事業者が建設期間中の要

求事項を満足していた（PPE 着用、撤

収時の仮設施設の適切な撤去など） 

継続的なモニタリングが必要。 

経済的理由などで水利組合は PPE の着

用を徹底できなかった。 
継続的なモニタリング指導が必要 

環境監査 監査方法について SCIO/SCAO の知識

が不十分。 
SCIO/SCAO に対する研修の実施が必要。 

IWUA 

Report 

/Advice 

Inform/ 

Instruct 

Report/submit soil 

sample 

NEMA 
Certification/ 

Advice 
 

 
MOWI 

 

Kilifi  
Sub-county 
SCIO, SCAO 

KARI Laboratories 
Analysis 

Member 
Inspection, Sampling 

1. Irrigation Water : 

Check with EC mater, daily at intake 
2. Soil : 

Sampling after harvesting 
3. Crop : 

Observation, daily 

Advice 
Report 

/Advice 

Chairman 

Submit 

soil 

sample 

Source: JICA Team 
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項目 課題 教訓 

WRMA 建設許

可 
申請書類の不備により承認が下りず再

申請の必要がある（Gatitu/Muthaiga）。 
建設許可未取得の灌漑地区がある。 

許可取得のためのフォローアップが必要。 

WRMA 取水許

可 
 

経済的な理由より水利組合は WRMA
への申請料を準備できない。 
水利組合は WRMA 申請料の金額に苦

情を申し立てている。 

建設前から、水利組合に対して WRMA への

支払いは法的義務であること周知徹底させ

ること。 
建設時期の WRMA の関与連携の強化が必要 

 

 

 

 

Source: JICA Team 
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11章 灌漑事業ガイドライン改訂 

 
11.1 SIDEMAN プロジェクトにおけるガイドライン整備 

11.1.1 概要 

以下のガイドラインがミニ・プロジェクト実施期間中に整備された。 

- 小規模灌漑事業（SHIDD）ガイドライン 

- 水利組合（IWUA）フレームワーク 

- 職員研修マスタープラン 

上記のうち、灌漑事業ガイドラインおよび灌漑水管理組合フレームワークは

SIDEMANプロジェクトで見直され、改訂が行われた。 

 

11.1.2 小規模灌漑事業ガイドライン 

SHIDD（The Smallholder Irrigation and Drainage Development）ガイドラインは農村開発

の一部分として開発された。小規模灌漑事業の開発プロセスを整備するため、1986年お

よび1993年に灌漑排水局は職員を対象にしたガイドラインを作成したが有効に活用され

ず、結果として水、土地、資金などの資源は有効に利用されなかった。 

ケニア政府―JICAは協働で灌漑事業ガイドラインを改訂した、それは小規模灌漑排水

事業の計画、建設および管理にかかる一般的な指針を示したものである。新ガイドライ

ンは2003年に改訂され、灌漑事業に関係するステークホルダーに役割の規定、プロジェ

クトサイクルにおける包括的な指針を記述している。本改訂の後、2005年―2010年に

GOK-JICAで実施された中南部持続的灌漑開発管理プロジェクト「Sustainable Smallholder 

Irrigation Development and Management」 (SIDEMAN)にて、さらなる改訂作業が行われた。 

灌漑事業ガイドラインの一貫した方向性は以下に示すとおりである。 

 

[ガイドラインのコンセプト] 

1. 水利組合による持続的管理を可能にする参加型開発アプローチステークホルダ

ー相互の連携 

2. 政府職員および農民の能力強化 

 

ガイドラインが示す灌漑開発に対する方向性は以下のとおりである。 

1. 農民費用負担を含む SHIDD の予算確保  

2. 各ステークホルダーの役割と連携 

3. 環境、ジェンダー、土壌、地形、土地所有、市場、農村インフラ、および財源

確保に関する能力開発  

 

本ガイドラインは小規模灌漑事業における農民のオーナーシップ醸成および管理を目

指したものであり、国家灌漑庁（National Irrigation Board: NIB）が運営管理する国営大規

模プロジェクトの管理体制とは一線を画している。 
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SHIDD ガイドラインの目次は以下のとおり。 

1. 概要 

2. 灌漑開発のステークホルダー 

3. 水利組合（IWUA） 

4. 開発資金の準備 

5. プロジェクト形成 

6. 実施プロセス 

7. プロジェクト支援サービス 

8. 付属書類- 灌漑施設建設にかかる合意書 

 

11.1.3 水利組合フレームワーク 

水資源管理開発省により開発された、持続可能な灌漑排水開発実現を目標にする。水

利組合設立、開発、管理に関する最初のフレームワークである。 

水利組合に求められる複雑な機能のため、本フレームワークは、広範なコンセプトと

単なる研修にとどまらない能力開発のありかたに注目している。多くの政府管理／ドナ

ー主導のコミュニティベースの灌漑プロジェクトにおける非効率性、あるいは機能不全

は、弱体な農民組織と不十分な農民の事業への参加が原因である。 

したがって、水利組合が克服すべき課題として以下の点が指摘されている。  

- 脆弱な水利組合の財政基盤  

- 不十分な管理技術  

- 不十分な作物生産、水管理技術  

 

上述の課題を克服すべく本フレームワークが作成されている。フレームワークの目的、

政策立案者、計画立案者および農民に対して持続可能な小規模灌漑排水プロジェクトを

可能にする水利組合の設立、開発、管理に対する指針を示すことである。 

上記方向性のもと、本フレームワークは下記を網羅している。 
 

- 小規模灌漑排水事業の水利組合設立のビジョン、ミッション、目的、各開発段階

における役割と機能、組織、定款など  

- コミュニティモビライゼーションおよび水利組合設立のプロセス 

- 持続可能な灌漑事業実現のための農民参加および環境関連の制度化 

- 水利組合の能力開発（能力開発の目的および分野、能力開発のプロセスと基本的

な研修プログラム） 

- 参加型開発の基本的原理、アプローチに従った、組織化のプロセス  

- 灌漑事業運営・維持管理 

- 他の支援システム（ジェンダー、各ステークホルダーの開発への参加、環境、モ

ニタリング／評価）  

- 農民自身による参加型モニタリング／評価システムとステークホルダーの関わ

り 
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上記事項は、中央管理型から農民主体管理への灌漑事業の転換のあり方を示している。 

 

11.1.4 職員研修マスタープラン 

職員研修マスタープランは、小規模灌漑開発事業に従事する灌漑排水局職員のための

包括的な能力開発ガイドラインである。 

職員研修マスタープランには農民および政府職員に対して必要とされる能力開発分野

を特定している。政府職員に対する重点分野は、圃場レベル水管理、灌漑排水システム

管理・維持管理、水利組合に対する支援、灌漑営農、収穫および収穫後処理、市場流通

などである。 

一方農民に対する研修項目としては、圃場レベル水管理、灌漑システム管理・維持管

理、水利組合設立・管理、効果的な灌漑営農、収穫および収穫後処理、輸出を含む市場

流通、および参加型開発手法が示されている。 

 

11.2 ガイドライン改訂に向けてのレビュー 

2015年12月に実施されたワークショップで、ガイドライン改訂のポイントとして以下の

点が議論された。 

 

11.2.1 SHIDDガイドライン 

ワークショップ参加者からは、本プロジェクトでは、政府と農民の費用分担比率、環

境、施設設計、事業にかかるステークホルダーの特定、水利組合の能力強化、ジェンダ

ー、水利組合の紛争解決、水利組合の組織設立などの分野について、ガイドラインのプ

ロセスを踏まえていたという指摘がなされた。 

一方で、ジェンダー主流化、農民の資源動員、ステークホルダーの限定的なプロジェ

クトへの関与、農業支援サービス、Food for worksの適用、灌漑システムの運用、土地所

有形態に関する調査結果の事業への反映、などの分野に関して、プロジェクトでの実施

は不十分であったという意見も出た。 

最終的に、灌漑事業において農民参加をより促進できるよう、ガイドラインを改訂す

べきであるという結論に達した。 

表 11.2.1 SHIDD ガイドライン改訂の留意事項 

分野 留意事項 

事業費用の受益者負担 ガイドラインで事業費用の受益者負担率を定量化するとともに、当該

費用を確保する方策に着目し、MOU 記載時には現地で入手可能な建

設材料を含め、その内容を明示する必要がある。 

土地所有形態 「事業実施前に土地所有形態に着目し、土地所有、土地へのアクセス

とコントロールについて明確にする」旨を記述する必要がある。また、

法律に基づく河川付近の耕作禁止地域について、ガイドラインに明示

すべきである。 

農民の灌漑事業への参加 農民の灌漑事業への参加方法を規定し、無償労働参加か材料提供か、

明確にすべきである。  

事業実施モデル 援助プロジェクトの場合でも、事業実施主体を明確にするよう、ガイ
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分野 留意事項 

ドラインに規定すべきである。 

ステークホルダーの事業参加 建設後の事業管理フェーズのステークホルダーの関与の在り方を明

確にすべきである（市場流通、クレジットなど） 

総括 地方分権の潮流の中、プロジェクト形成および実施時のカウンティー

の役割責任を明確にし、ガイドラインに盛り込む必要がある。 

 

11.2.2 水利組合フレームワーク 

ワークショップ参加者は、本プロジェクトの活動で実践された事項として、水利組合

定款作成、研修実施、水利組合組織結成、事業への参加、農民組織化、ジェンダー配慮

などをあげている。一方で、研修ニーズ評価（TNA）の実施、農民への調達への参加、

事業維持管理、組織開発ファシリテーター（Community Mobiliser）や水管理人（Water 

undertaker）の雇用活用はなされなかったという指摘がなされた。 

結論として、参加型アプローチの制度化を進めるとともに、Community Mobiliser およ

びWater undertakerの活用は不要となった。 

 

表 11.2.2 水利組合フレームワーク改訂の留意事項 

分野 留意事項 

研修ニーズの評価 
今後の灌漑開発プロジェクトには農民の研修計画策定には、研修ニー

ズアセスメントを実施することが望ましい。 

農民による資源動員 

 

農民の資源動員については、その範囲（労働力、建設材料）を明確に

すべきである。  

灌漑開発事業への参加型アプロ

ーチの適用 

灌漑開発における参加型アプローチのプロセスをより明確し制度化

すべきである。 

ジェンダー主流化 
ジェンダー主流化についても制度化しガイドラインに盛り込むこと

が必要（水利組合委員会メンバーのジェンダー比率など） 

研修実施以降の水利組合支援の

在り方 

水利組合員への研修実施の後のフォローアップの方針、方法について

ガイドラインに記載すべきである。 

組織管理ファシリテーターおよ

び水管理人の雇用／活用 

左記 2職種については、小規模灌漑では雇用する必要がなく、彼らを

活用しない前提で、水利組合組織強化の方法論を述べる必要がある。 

総括 
本プロジェクトの教訓を踏まえて、ガイドラインの改訂を行う必要が

ある。 

 

11.3 ガイドライン改訂作業 

ワークショップの討議結果を踏まえ、2016年5月にガイドライン改訂のためのワークショ

ップを開催し、ドラフトガイドライン（2016年版）を作成した。 

 

Source: JICA Team 

Source: JICA Team 
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12章 提言 

12.1 出口戦略に沿ったプロジェクト活動の継続 

2016 年 2 月に、プロジェクト終了後の活動内容を討議するワークショップが開催され、

討議内容をもとに出口戦略を作成した。主な活動内容は以下のとおりである。 
 

表 12.1.1 出口戦略に示された主な活動内容 

活動分野 活動内容 

灌漑施設建設 Batch 1 および 2パイロットサイトの残工事の完成 

水利組合能力強化 

  

  

  

  

各地区で、今回研修を受けなかった水利組合員に対する研修プログ

ラムの継続 

水利組合活動のモニタリングおよびガイダンス（定款の改訂、会計

管理等） 

水利組合に対する灌漑システム維持管理計画作成の支援 

完成した灌漑施設の運営維持管理および維持管理費用徴収に関す

る実地指導 

各地区の O&M マニュアルの作成 

営農支援 

  

各地区で、今回研修を受けなかった水利組合員に対する研修プログ

ラムの継続（SHEP 手法、LISA 技術など） 

節水灌漑、営農技術展示のための試験圃場の運営管理  

環境管理 

  

  

水利組合が WRMA 取水許可を取得のための支援 

Batch 2 パイロットサイトにおける環境監査の実施 

水利組合が環境管理モニタリング計画を実施するための指導 

ガイドライン改訂 

  

コメント聴取のための公告およびワークショップ開催 

ガイドライン最終化および出版 

 

プロジェクト終了後、水灌漑省および農業省は上記活動を継続できるよう、必要な予算

措置を行うことを提言する。 
 

12.2 灌漑施設建設 

PSC Meetingで合意した建設工事の完成 

出口戦略で述べた通り、時間的、予算的な制約のため、Batch 1パイロットサイトの5地

区（Kasokoni, Mdachi, Olopito, Gatitu/Muthaiga および Tumutumu 地区）および、Batch 2パイ

ロットサイトの5地区はプロジェクト期間内に PSC Meeting で実施を合意した建設工事が

未着手である。したがって、ケニア政府／カウンティー政府による残工事の完成をを提言

する。 

 

プロジェクトで部分的に建設工事を実施した地区の継続工事 

一方、Batch 1パイロットサイトで取水堰など部分的に工事を実施した、Kaben, Murachaki, 

Muunganoの3地区では、カウンティー政府が独自に予算措置を行い建設工事を実施してい

ることを評価し、今後も水路/パイプライン工事の継続実施を提言する。 
 

その他の提言を次ページにとりまとめた。 

 

Source: Exit Strategy Plan 
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表 12.2.1 灌漑施設建設に関する提言 

 

課　題 教　訓 提　言 実行者とアクション

関係機関の許認可手続 全体工程作成時には、工事に必

要な許認可に必要な期間も加味
し、現実に沿った工程計画を立て
る。

申請手続きに対する正確な知識

を得るため、フォローアップ教育
訓練を実施する。

<水灌漑省/カウンティー>
フォローアップ研修を実施する
<SCIO>
研修を受講し基本的な知識を身に
つける、

他機関への許認可申請について

は、申請側担当者との連絡を緊密
にとり、手戻りのないようにす
る。

農民工事の合意形成と役割分担  SCIOと水利組合との連絡を緊

密に取り、問題が生じた場合に、
SCIOは、水利組合員に適切な働
きかけを適宜実施する。

 水利組合は、SCIO支援のもと

行動計画を作成し、各組合員への
詳しい説明を行なって作業分担を
明確にする。

<水利組合>
行動計画を作成し組合員に周知す
る
<SCIO>
水利組合の活動を支援する

 水利組合幹部とSCIOは、農民

工事のモニタリングを実施する。
<水利組合とSCIO>
農民工事のモニタリングを実施す
る

農民工事の参加率の確保 農民工事のスコープ決定には、

農民の貧困度や農業経験、技術レ
ベルを考慮する。

農民の能力経験に応じた事業費

負担比率を検討し、ガイドライン
に反映する。

<水灌漑省>
農民の能力に応じた事業費負担率
を検討し、ガイドラインに反映す
る

土地収用問題の解決 可能な限り工事開始前に、工事

に関する土地問題を解決する。

土地問題は、事前の説明が重要

であり、水利組合員だけでなく
SCIOも工事前より積極的に調整
を図る努力をする。

<SCIO/水利組合>
土地問題に対して、工事前より積
極的に介入する

受益者間の土地の問題について

は、水利組合が主体となり解決す
る。

 SCIO が主体となり、農 民及

び、工事に関わる非受益者への事
前説明会を実施し、灌漑工事の理
解と同意を得る。

<SCIO>
非受益者への土地問題に対して、
工事前より積極的に介入する

受益者以外がかかわる土地収用

の問題の解決にはSCIOが調整介
入する。

パイプラインの路線設定時に、

水利組合員と地権者とともに実際
の路線を踏査し、工事の具体的な
方法、工事期間中の仮使用や工事
終了後の土地収用の説明を行い、
合意形成を図る。

<SCIOと水利組合>
計画時に、地権者と現場踏査を行
い工事に対する合意形成を図る

設計変更時の意思決定の迅速化 現場代理人であるSCIOが設計変

更に必要な書類と変更手続きを理
解し、変更手続きを迅速化する。

フォローアップ研修を通じて、

設計変更に必要な調査・設計・積
算能力の向上を図る。

<水灌漑省>
フォローアップ研修を実施する
<SCIO>
研修を受講し基本的な知識を取得
する。

<水灌漑省/カウンティー>
SCIOの現場代理人の権限を明確に
する。
<SCIO>
現場代理人の責任を自覚する。

関連工事の調整  現場代理人であるSCIOが、常

に両工事の進捗確認を行い、現場
で調整を実施する。

 SCIOと水利組合との現場進捗

会議等で協議を行い、両者で農民
作業の最適化を行う。

<SCIOと水利組合>
現場進捗会議を行い、作業の最適
化を図る

農民工事は計画通りにならない

ことが多々あるため、現場の進捗
状況を常に把握し、材料調達や特
殊作業員の雇用を臨機応変に調
整・見直しを行う。

 SCIOに対する工程管理・調達

計画におけるフォローアップガイ
ダンスを実施する。

<水灌漑省/カウンティー>
フォローアップガイダンスを実施
<SCIO>
ガイダンスを受講し基本的な知識
を身につける。

案件形成時の事業費の精度 案件形成時から、現場調査・聞

き取り等を実施し、現実に沿った
設計を実施し、工事費の積算を行
う。

案件形成時から工事費の単価を

十分に精査し、工事費の精度を高
める。

<SCIO>
案件形成時から、工事単価を精査
し工事費の精度を高める。

設計時の詳細調査の実施 詳細設計時に、現場調査等を十

分に実施し、現場の地形や、基礎
地盤の状況の把握し、設計を実施
する。

詳細設計に必要な調査内容につ

いての知識を高める。

<SCIO>
詳細設計に必要な調査内容の知識
を高める。

建設時に、設計時に予期し得な

かったな事項に対応するため、予
備費の計上も考慮する。

 SCIOの工事費積算能力の向上

を図る。

<SCIO>
工事費の積算能力の向上に努め
る。

農民工事を実施する場合は、農

民の協力体制・技術能力を勘案
し、工種の選定を行う。

 設計審査体制を強化する。 <水灌漑省/カウンティー>
設計審査体制を強化する。

建設費

工事監理

Source: JICA Team 
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12.3 水利組合能力強化 

下表に水利組合強化にかかる提言を示す。 

表 12.3.1 水利組合能力強化に関する提言 

 
  

課　題 教　訓 提　言 実行者とアクション

カウンティーへ対する活動啓蒙と
資金調達

 プロジェクト期間中は、PMTが

主体となって活動を行ったが、今
後カウンティーが主体に研修を実
施するには、カウンティー職員の
研修成果に対する理解が必要であ
る。

 カウンティーへの活動の説明と

予算案の提出（出口戦略のフォ
ローアップ）する。
 カウンティーから水灌漑省への

報告を行う。
 研修に係る費用をまとめる。

<SCIO、SCAO>
予算案の作成しカウンティーに提
出及び研修活動費のまとめ。
<カウンティー>
水灌漑省へ活動報告を行う。
<水灌漑省>
カウンティーの計画に対する助言
を行う。

実践活動による農民への能力強化  水管理研修の効果を高めるに

は、プロジェクト期間に実施した
座学研修に加えて、灌漑施設建設
の完成後の実習が不可欠である。

灌漑施設完成後に、圃場水管理

マニュアルを活用した試験圃場の
運営を実施する。

<SCIO、SCAO>
対象地区で、試験圃場の運営と水
管理指導を行う。

研修教材の改善  研修 教材 、各 種マ ニュ アル

（案）を作成し研修を実施した。
参加者の理解度や反応をもとに内
容の改善が必要である。

 各種マニュアルの最終化を行

う。

<水灌漑省>
マニュアル最終化のためのワーク
ショップを開催する。
<SCIO,SCAO>
ワークショップに参加する。

研修の進め方の改善 研修の科目数が多く、一科目の

時間が多いなど、研修の進め方の
改良が必要である。

研修の時間配分など、講師、参

加者の負担を考慮して、研修プロ
グラムを見直す。

<SCIO、SCAO>
研修プログラムの見直しを行う。

評価手法の改善 理解度テストおよび能力基礎調

査の結果が、実態を反映していな
いことが判明した、評価手法の見
直し、改善が必要である。

理解度テストおよび能力基礎調

査手法の改善し実施する

<水灌漑省>
評価手法を見直しおよび評価を継
続実施する

フォローアップ研修が適切に実施
されているかどうかの確認

灌漑施設が完成前で、施設維持

管理の実習ができなかった。プロ
ジェクト終了後に実施する必要が
ある。

灌漑施設完成後に研修で実施し

た内容について、フォローアップ
実習を行う。また、水利組合によ
るメンテナンス活動の実施状況を
確認する。

<SCIO、SCAO>
水利組合に対し、フォローアップ
研修を実施する。

理解度テストで正答率が悪かっ

た項目、基礎調査で明らかになっ
た課題について、追加研修が必須
である。

理解度テストで正答率が低かっ

た項目や、能力基礎調査での課題
についてフォローアップ研修を行
う。

<SCIO、SCAO>
水利組合に対し、水管理、施設運
営維持管理についての実地指導を
行う。

研修成果の確認 灌漑施設が完成前で、水管理、

維持管理などの研修の成果を確認
できなかった。そのため、継続し
たモニタリングが必要である。

灌漑施設完成後、水利組合能力

基礎調査を実施する。

<SCIO、SCAO>
継続して水利組合基礎調査を実施
する。
＜水灌漑省＞
調 査 結 果 を と り ま と め 、
SCIO/SCAOに今後の指導法につ
いて助言する。

水利組合能力強化プログラムの普及

研修プログラムの改善

研修のフォローアップおよび成果モニタリング

Source: JICA Team 
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12.4 営農支援 

以下に営農支援にかかる提言を示す。 

表 12.4.1 営農支援に関する提言 

 

 

12.5 政府職員能力強化 

研修成果の将来の案件実施への活用 

本プロジェクトで実施された能力強化プログラムで SCIO および SCAO が得た知識の他

地域のプロジェクト実施への活用を提言する。 

 

普及員への参加型アプローチの浸透 

参加型アプローチ開発にかかるスタッフの能力強化は満足できるものであった。この知

識は今回プロジェクトに参加しなかった政府職員（普及員など）に対しても広げていくべ

きである。 

  

課　題 教　訓 提　言 実行者とアクション

モデル農民グループとメンバーの
選定

 灌漑事業におけるSHEP対象農

民グループの選定は、地区の状況
にあったクライテリアを決める必
要がある。

 グループの選定は、水利組合の

意向を踏まえて合意形成を図る。

<SCAO>
水利組合と協議を行い最適なグ
ループ選定を行う。

優先作物の選定と作付カレンダー
の定着/効果

灌漑施設完成後に、SHEP手法

による優先作物の選択と経営収支
に関する調査を実施し、優先作物
の浸透具合を評価することが必要
である。

灌漑施設完成後に、ベースライン
調査を実施し、SHEPアプローチ
の効果を評価する。

<FEO>
ベースライン調査を実施する
<SCAO>
ベースライン調査の取りまとめと
分析を行う

営農支援活動での移転技術の理解
と定着

営農支援活動で試行された技術

(SHEP,LISA, 伝 統 野 菜 ,Push-
pull)は半乾燥地で適用可能であ
る。農民を始め政府職員からも導
入の必要性が合意された。

各営農支援活動の継続的な調査

を行う。
成果が波及するように研修対象

者を広げる。
 SHEPブラッシュアップワーク

ショップを開催する。

<カウンティー>
パイロット農家/展示圃場を増設す
る。
SCAO対象のSHEPブ ラッ シュ
アップ研修を開催する。

技術普及の必要性 試験圃場における節水灌漑技術

は作物収量向上、および、節水へ
の効果が確認できた。本手法は、
半乾燥地域に適用可能である。

技術指導できる普及員が本技術

を農民に普及する。

<SCAO>
節水灌漑技術の普及のため普及員
(FEO)を効率よく活用する。

市場リスクへの対応 園芸作物の値崩れが発生した場

合、農民は期待した収入が得られ
ない。

市場リスクを考慮して個人農家

レベルで作物の多様化を図る。

<農民>
農家レベルで作物の多様化を推進
する。

SHEPアプローチおよびLISA

試験圃場

Source: JICA Team 
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12.6 環境配慮 

以下に環境配慮にかかる提言を取りまとめた。 

表 12.6.1 環境配慮に関する提言 

 

 

12.7 ガイドライン、マニュアルの改訂、作成 

ガイドラインの改訂 

本プロジェクトで改訂したガイドラインを、ケニア国内の手続きに従って最終化、出版

することを提言する。 
 

マニュアルの整備 

本プロジェクトにおける活動経験をもとにマニュアルのとりまとめを提言する。特に農

民に対するマニュアルは平易かつスワヒリ語で作成することを提言する。 

課　題 教　訓 提　言 実行者とアクション

カウンティー職員への技術指導 カウンティー職員の環境管理モ

ニタリング計画実施にかかる知識
理解を深め、水利組合に指導する
能力を向上させる必要がある。

カウンティー職員を対象とする

研修プログラムを実施する。カウ
ンティー職員が水利組合に対して
プログラム実施を指導する

<水灌漑省>
研修計画を立案実施する
<SCAO>
研修を受講し、水利組合へ計画実
施の指導を行う

灌漑用水の水質モニタリングの強
化

塩分濃度が高い灌漑水は環境へ

の負の影響が大きいため、水管理
および営農方法に配慮が必要。

カウンティー職員が水利組合を

指導し、モニタリングを実施する

<SCAO/SCIO>
モニタリング計画に従い、水利組
合を指導監督する。
<水利組合>
モニタリング計画に従い、水質サ
ンプリングおよび計測を行う

取水権取得に対する理解促進 水利組合が、取水許可取得に必

要な申請費用を形成するよう指導
する必要がある。また、水利費支
払いの必要性の理解促進が必須で
ある。

 水利権、WRMAの権限につい

て、水利組合員に対して、継続的
に説明する。また調整池の建設に
ついて技術指導を行う。

<SCIO/SCAO>
住民集会を開催し、水利組合員に
WRMA取得に関する説明を行う。
取水権取得に必要な資金形成のモ
ニタリングを行う。

環境管理モニタリング計画実施

塩害対策

WRMA取水許可取得

Source: JICA Team 
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MINUTES OF THE 2ND PROJECT STEERING COMMITTEE (PSC) MEETING OF THE SIDEMAN –SAL 

PROJECT HELD AT KILIMO HOUSE ON THE 16TH OF APRIL 2015 

 

In Attendance 

1. Eng. W. Onchoke    -  Director ITM(Chairman) 

2. Mr. Hideo Eguchi    -  JICA Chief Representative 

3. Mr. Hiroshi  Itoyama   -  JICA Kenya 

4. Mr. Sebastian Odanga   -  JICA Kenya 

5. Dr. Masahiko Murakami  -  JICA advisor 

6. Mr. joseph Ngetich   -  DDA crop resources 

7. Mr. Joshua Ngoko  -  Senior Finance officer 

8. Mr. Hajime Ito   -  JICA mission 

9. Mr. Takuya Igawa  -  JICA mission team leader 

10. Eng. Richard Mbogo   -  Project manager 

11. Eng. George Kahuro  -  Counterpart officer 

12. Mr. Benson Mureithi   -  Counterpart officer 

13. Mr. Allan Abwoga  -  Counterpart officer(Minuting) 

14. Mr. Haruhiko  Aoyama  -  JICA mission 

15. Mr. Ryosuke Makino  -  JICA mission 

AGENDA 

1. REVIEW OF PREVIOUS MINUTES 

2. MATTERS ARISING 

3. PROJECT OVERVIEW 

4. PROJECT PROGRESS & INTERNAL MONITORING AND EVALUATION 

5. ANNUAL WORKPLAN AND BUDGET 

6. PROJECT CHALLENGES 

7. THE WAY FORWARD 

 

The meeting started at 10.10 am with the chairman welcoming members to the 2nd PSC meeting.  

MIN1/2015 – REVIEW OF THE PREVIOUS MINUTES 

The previous minutes were read by the project manager and subsequently confirmed as a true 

record of the deliberations at the previous PSC meeting. 

MIN 2/2015 – MATTERS ARISING 

The following were the matters arising from the previous PSC meeting 

1. The county governments have been brought on board since devolution took place. This was 

done through courtesy calls to all the county governors. The governors agreed to support 

the implementation of the project. Their commitment is demonstrated by their agreement 



to co-sign an implementation memorandum of understanding (MOU) with the farmers. 

Concern was raised whether the roles of each party to the agreement were clearly spelt out, 

especially the expectation that county governments will fund implementation activities that 

the project will be unable to fund at the end of the project. The project management should 

ensure that this is done especially for the MOUs for the second batch of projects (ACTION: 

PROJECT MANAGER). 

2. Water Resources Management Authority requires every irrigation development to have 

water storage of at least 90 days of the daily requirement. This has been a challenge for the 

project. The project has therefore negotiated with WRMA who have allowed storage of 10% 

of daily requirement at block level. This is a gentleman’s agreement. The implementation 

team was advised to get this agreement in writing as verbal agreements may not be binding 

in the future. The implementation team was also advised to make immediate efforts to 

comply by assisting in the identification of sites for water storage and ensuring designs for 

the storage structures are done.( ACTION: Project manager/ JICA team leader). 

 

3. On the issue of GOK funding. Counterpart funding from the government of Kenya has not 

been forthcoming. The meeting was advised that there was no provision for counterpart 

funds in the current budget. The deputy CFO advised that counterpart funds are capped at 

10% of the donor funding and restricted to funding local running expenses of the project. 

For the next financial year (2015/2015) the project has been allocated Kshs 3.3million. This is 

based on a donor commitment of Kshs 33 million for the period July-August 2015. The 

project manager was directed to establish how these funds could be disbursed to the county 

level, especially the possibility of opening project accounts at the county 

level.(ACTION:PROJECT MANAGER) 

 

4. The project is yet to comply with the requirement of making monthly expenditure returns to 

the ministry. The project management was directed to comply with this requirement and to 

liaise with the external resources section and the Project coordination Unit at the ministry to 

discuss the modalities of complying. The returns should be submitted by the second week of 

every month.  (ACTION: JICA MISSIION team leader/project manager). 

  

Min 3/2015 PROJECT OVERVIEW 

The project overview was presented by the project manager, highlighting the project purpose, 

objectives, project sites, implementation structure and project activities. 

 

MIN 4/2015 PROGRESS OF THE PROJECT 

The progress report was presented by the project manager, the following were highlights 

1. Many project activities are currently ongoing ranging from construction of batch 1 schemes 

and preparation of batch two schemes for construction and capacity building activities. 

Preparation works for batch two schemes involve feasibility studies, hydrological studies and 

environmental impact assessments. 



2. A total of 8 schemes in batch one are being constructed to completion and a further three 

are being constructed partially. In batch two schemes it is expected 5 schemes will be 

constructed.  

3. Capacity building the IWUAs is ongoing and schemes of batch 1 and batch 2 are at the same 

level currently. 

4. The report of the internal monitoring and evaluation was presented alongside with the 

progress report. Key recommendations of the internal M&E were: 

a. Any works not completed by the SIDEMAN-SAL project should be proposed for 

inclusion in the National expanded irrigation project. 

b. Capacity building activities for the IWUA members should continue so as to ensure 

cohesiveness of the groups for future sustainability 

c. Since the overall objective of the project was strengthen the capacity of local 

irrigation officers there is need for delegation of decision making to the grass root 

levels. 

5. It was reported that the ongoing activities will not be completed by the time the project is 

expected to end in July 2015. This has been occasioned by delays due to unforeseen 

circumstances such as long procurement processes and challenges presented by the new 

devolved system of government. 

6. After long deliberations the meeting agreed that there was need for extension of the project 

to ensure that the project objectives are met. However details of the extension are yet to be 

worked out, such as analysis of how much work is outstanding, the time required to 

complete the work that will be outstanding at the end of the project duration (August 2015) 

and the amount of additional resources required. 

 

MIN 5 /2015 PROJECT WORKPLAN AND BUDGET 

 

1. The project has planned to complete the construction of the batch 1 schemes and embark 

on the construction of batch 2 schemes and completion of the capacity building activities.  

Specifically the planning is summarised as follows: 

 

1. Undertake construction of batch 1 schemes, 5 complete and 3 partially. 

2. Undertake construction of 5 batch 2 schemes 

3. Complete IWUA capacity building in both batch 1 and batch 2 schemes 

4. Complete agricultural capacity building in both batch 1 and 2 schemes 

5. Review of the IWUA frameworks and irrigation guidelines. 

6. Undertake capacity building of staff and development of training materials. 

 

2. The planned budget for these activities is Kshs 332 million of which Kshs 175 million has 

been spent. These figures are exclusive of the Japanese technical costs. This budget is for the 

2014/2015 financial year. An additional amount of Kshs 33 million has been committed by 

JICA for the period July to August 2015. This has resulted in GOK making a provision for the 

counterpart funds of Kshs 3.3 million in the 2015/2016 financial year budget estimates.  

 

 



MIN 6/2015 PROJECT CHALLENGES 

It was reported in the meeting that the project has been facing a number of challenges that have 

contributed to delays making it difficult to complete the planned works by the end of July 2015. 

These challenges are listed below: 

1. Change of implementing organisational structure due to new constitution and devolution 

requirements. 

2. The re-organisation of the agricultural component to focus on the needs of the farmers. 

3. Operationalisation of the grass root implementation structure of PSCC(Project Scheme 

Coordinating Committee) 

4. Inadequate equipment for field operations such as transportation and survey equipment. 

5. Financial challenges. This includes inadequate funds to undertake full construction for the 

schemes and lack of counterpart funds. 

Most of the above challenges have been addressed except for the financial challenge. 

MIN 7/2015 THE WAY FORWARD 

1. The project management team was directed to urgently prepare a proposal for extension of 

the project duration within two (2) weeks. This proposal will be submitted to JICA with a 

request for additional funding. The proposal should clearly outline the planned targets, 

achievements, outstanding works (by the end of July 2015), and the required resources to 

complete the works. In addition the analysis of the remaining works should also take into 

account the water storage requirements to meet the WRMA regulations.(ACTION : Project 

Manager and JICA team leader) 

 

2. The project extension proposal should consider the three (3) schemes (Batch 1) that were to 

be partially implemented with a view to completing them. 

 

3. Another PSC meeting may be called to deliberate on the extension proposal if deemed 

necessary. 

 

The chairman thanked the members for attending the meeting and specifically thanked JICA for the 

continued support of Irrigation development in Kenya. 

There being no other business the meeting ended at 12.20 pm 

 

 

 

Confirmed 

 

Chairman……………………………………………..……………………………………………. Date……………………………………… 
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MINUTES OF THE 3RD PROJECT STEERING COMMITTEE (PSC) MEETING 
OF THE SUSTAINABLE SMALL HOLDER IRRIGATION DEVELOPMENT 

AND MANAGEMENT IN SEMI-ARID LANDS (SIDEMAN –SAL) PROJECT 
HELD AT MAJI HOUSE ON THE 19TH OF MAY 2016 

In Attendance 

1. Mr. Nduati Mwangi     -   PS- Irrigation(Chairman) 
2. Mr. Kazuhiro Tambara   -   JICA Senior Representative 
3. Mr. Hiroshi  Itoyama   -   JICA Representative 
4. Mr. Sebastian Odanga   -   JICA Kenya 
5. Dr. Masahiko Murakami   -   JICA advisor- Agriculture 
6. Mr. Takuya Igawa   -   JICA mission team leader 
7. Mr. Leonard maina   -  Ministry of Agriculture 
8. Eng. Richard Mbogo   -   Project manager 
9. Eng. George Kahuro   -   Counterpart officer 
10. Mr. Benson Mureithi   -   Counterpart officer 
11. Mr. Allan Abwoga   -   Counterpart officer(Taking Minutes) 
12. Mr. Takashi Hotta   -   JICA mission 

 

AGENDA 

1. Opening Remarks 
2. Review And Confirmation Of Previous Minutes 
3. Matters Arising 
4. Project Progress 
5. Project Remaining Works 
6. Project Financial Status 
7. Project Exit Strategy 
8. Handing Over Of Vehicles And Equipment 
9. The Way Forward 

 

1. MIN1/2016 – OPENING REMARKS 

The meeting started at 2.10 pm with the chairman welcoming members to the 
meeting. He noted that he would kick off the meeting and leave to attend to 
other urgent matter in Parliament. He welcomed the Project Manager to give a 
short brief of the project.  

 

The project Manager highlights 

 The project Management structure 

 The project manger highlighted the achievements of the project under the four 
components namely Engineering, agriculture, Capacity building and Review of 
guidelines; 

-  He noted that only Engineering had not completed all its works.  
  However the Ministry has written to JICA requesting for kshs 75 million 
  to complete the works under the project scope 

-  Another request has been sent to JICA for handover of project  
  equipment and vehicles to the Ministry when the JICA mission leaves 
  the project. 



The PS thanked JICA for the support and noted that it was a valued partner. He 
hoped that the support would lead to sustainable agriculture. He noted that the 
Ministry will take the lead to ensure the SIDEMAN-SAL model is expanded in the 
Counties. This would call for further collaboration to continue the good work. 

The JICA representative reacted to the remarks and noted the following: 

-   The Ministry should take the lead in finalizing the Irrigation guidelines 
  and champion their use in collaboration with the Counties. 

-   The kshs 75million requested for completion of remaining engineering 
  works was being considered in JICA headquarters, Tokyo. The  
  approval and release of funds is expected in July. 

-   Request for handing over of equipment and vehicles will be considered 
  favourably. When handed over they should be utilized and maintained 
  well. 

-   It was noted that the soft component support (agriculture training and 
  Capacity building should continue in the counties with the Ministries 
  support to ensure sustainability if the project interventions 

-  The JICA senior representative requested the PS to find time to see 
  what was implemented in close corporation with the Counties. The  
  Ministry should continue guiding the counties and other stakeholders 
  based on the JICA approach and experience 

-   Proper support for the remaining construction works will be necessary 
  using the expected kshs 75million. The PMT personnel can be used for 
  this purpose 

-   On further collaboration, JICA is ready and appreciates the need for 
  further collaboration. However there should be a clear road map for 
  further irrigation expansion especially in arid areas. To this end the  
  government should have a clear master plan for the irrigation sector 

-   The government should initiate the Master-plan while JICA will  
  consider giving experts and advisors subject to further discussion 

In conclusion the PS noted that this was a good idea of a road map and master-
plan as there is need to map the whole country in terms of available resources. 
Meanwhile JICA can structure other financial support geared towards food 
security. The PS proposed a meeting with JICA early next week to explore 
possibility of further financial and technical support (Action: JICA, PM) 

At this juncture the PS excused himself to attend to parliament and handed over 
the chairing to the PM. 

MIN2/2016 – REVIEW AND CONFIRMATION OF PREVIOUS MINUTES 

The minutes of the 2nd PSC meeting were read confirmed as a true record of the 
deliberations at the previous PSC meeting. They were proposed by Mr. Mureithi 
and seconded by Mr. Odanga 

MIN 3/2016 – MATTERS ARISING 

The following were the matters arising from the previous PSC meeting 

1. There is need for follow up on the 90 day storage  for the projects as agreed 
with WRMA (ACTION: PMT) 



2. The funds for completion of remaining works (kshs 75 million) should be 
followed up ( ACTION: Project manager) 

Min 4/2016 PROJECT PROGRESS 

The project overview was presented by the JICA Team leader, highlighting the 
progress per component. The following issues were raised from the presentation: 

-  The projects were not completed even after 11 months extension. This was 
 explained that number of challenges led to the delay and the gap will 
 hopefully be closed with the expected funds 

-  Practical capacity building should be done after the completion of the projects 
 for sustainability 

-  Up-scaling of the project activities should be the responsibility of 
 stakeholders- MWI, Counties etc 

MIN 5/2016 PROJECT REMAINING WORKS  

The team leader presented the report on the remaining works for both Batch 1 
and batch 2 sites. He noted that the remaining works to cover the SIDEMAN-SAL 
project scope required kshs 75 million. This was direct cost to finish the 
remaining infrastructure e.g. canal, pipes, rock excavation and infield system 

MIN 6 /2016 PROJECT FINANCIAL STATUS  

 
The financial status of the project for four financial years was presented by 
the team leader. A total of kshs 853 million had been spent as follows: 
-  2012/13 FY- Kshs 177 million 
-  2013/14 FY- Kshs 179 million 
-  2014/15 FY- kshs 351 million 
-  2015/16 FY- Kshs 146 million 

MIN 7/2016 PROJECT EXIT STRATEGY 

The project exit strategy was presented per project component. The following 
were the highlights: 

 Engineering- Implementation of remaining works 
 Capacity building- continuation of IWUA training, M&E, guidance on O&M 

 Agriculture development- continuation of training, SHEP approach and 
LISA technology 

 Environment- IWUA to obtain abstraction permits, conduct environmental 
audit of B2 sites 

 Revision of guidelines-  engage stakeholders, finalize and publicize 

It was noted that good will for collaboration and taking over remaining activities has 
been observed in most of the Counties. 

MIN 7/2016 HANDING OVER OF VEHICLES AND EQUIPMENT 

The JICA Senior representative informed the meeting that the request for 
handing over the vehicles and equipment had been accepted. Three vehicles and 
assorted office equipment would be handed over. Handing over modalities were 
being considered and communication to that effect will be made to the PS. 

The Kshs 75 million was forwarded to JICA. The funds are expected to be 
released in July. There is need to confirm how the funds will be released and 



utilized for efficient and effective implementation of the intended works. JICA 
proposed a detailed discussion with the Ministry prior to funds release. 

MIN 8/2016 THE WAY FORWARD 

1.  The guidelines are still in draft form. They require; 
 -  Polishing by Headquarter team (irrigation staff) and aligning to 
  the  Irrigation policy and Bill  
 -  Stakeholder consultation 
 -  Finalize, publish and distribute to stakeholders 
2. Counties should be encouraged to allocate budget for continuous   
 training of IWUAs, O&M and on-farm water management 
3.  Counterpart funds for supervision of infrastructure development using 
 the expected kshs 75 million should be discussed with JICA and PS 
4. There is need for a meeting between JICA and the PS to consider 
 further collaboration. JICA noted that the future collaboration  will 
 depend on governance issues related to sustainability and commitment 
 from the Kenya Government. The Date of the meeting will be 
 communicated by JICA representative (Itoyama) and communicated to 
 the PM for PS briefing 
5.  JICA volunteers will be disbursed to SIDEMAN-SAL projects possibly 
 Meru sites 

The chairman appreciated the PS’s participation in the meeting. He reminded the 
meeting of the PS’s sentiments for interventions to ensure food security even as 
plans are made to do master plan for irrigation. He thanked all for the corporation 
during the implementation of the project and noted that the interventions were 
being felt at County and farmer level. He hoped that the project would not be the 
end but the start of major corporation. 

There being no other business the meeting ended at 16.34 pm 

 

 

 

 

Confirmed 

 

 

 

 

Chairman……………………………………………..…………………………………………….  

 

Date……………………………………… 
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